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特集：2018北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟
プログラム

開催日　2018年1月30日（火）～31日（水）

会　場　朱鷺メッセ（新潟市中央区）4階　マリンホール

主　催　北東アジア経済発展国際会議実行委員会（新潟県、新潟市、ERINA）

後　援　外務省、経済産業省、国土交通省、新潟大学、中華人民共和国駐日本国大使館、駐日モンゴル国大使館、

在日ロシア連邦大使館、一般社団法人東北経済連合会、一般社団法人新潟県商工会議所連合会、

一般社団法人新潟県経営者協会、新潟経済同友会、日本海沿岸地帯振興連盟、公益財団法人にいがた産業創造機構、

一般社団法人新潟青年会議所、日本貿易振興機構（ジェトロ）、新潟日報社、毎日新聞新潟支局、朝日新聞新潟総局、

日本経済新聞社新潟支局、読売新聞新潟支局、産経新聞新潟支局、共同通信社新潟支局、時事通信社新潟支局、

NHK新潟放送局、BSN新潟放送、N　S　T、TeNYテレビ新潟、UX新潟テレビ21、NCV新潟センター、

エフエムラジオ新潟、FM PORT 79.0、FM KENTO

参加者　のべ300名

■オープニングセッション
　1月30日（火）13:00～15:30
○歓迎あいさつ

　NICE実行委員長・ERINA代表理事	 河合正弘

　新潟県知事	 米山隆一

　新潟市長	 篠田昭

○来賓あいさつ

　経済産業省通商政策局韓国室長	 桐部仁志

　外務省欧州局日露経済室首席事務官	 林直樹

○基調講演

　「北東アジアの経済統合に向けての金融協力」

　公益財団法人国際通貨研究所理事長	 渡辺博史

　「北東アジア地域統合の新たな地政学」

　米ブランダイス大学教授	 ピーター・ペトリ

　「経済の強靭性を高める強いアジアの域内協力と投資」

　アジア開発銀行（ADB）チーフエコノミスト	 澤田康幸

■セッション A：人と物とサービスの自由な移動
　1月30日（火）15:45～18:00
○報告

　北京交通大学交通輸送学部教授	 董春嬌

　ロシア科学アカデミーシベリア支部エネルギーシステム研究所副所長	 ボリス・サネーエフ

　国連アジア太平洋経済社会委員会（UNESCAP）ICT開発部長	 奥田敦子

　アジア開発銀行（ADB）経済調査・協力部エコノミスト	 竹中愛子

　大阪観光大学名誉教授	 鈴木勝

○コーディネーター

　NICE実行委員長・ERINA代表理事	 河合正弘
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■セッション B：地域開発戦略の現状と課題
　1月31日（水）10:00～12:15
○報告

　大図們江イニシアチブ（GTI）事務局長	 トゥグルドル・バージーフー

　吉林大学東北アジア研究院副院長	 吴昊

　極東連邦大学教授	 タギル・フジヤートフ

　江原大学校教授	 具正謨（クー・チョンモ）

　モンゴル国家開発庁開発政策調整部	 エンフトヤ・デムチグジャブ

　国土交通省国土政策局総合計画課長	 木村実

○コーディネーター

　ERINA調査研究部長	 新井洋史

■セッションＣ：ビジネス交流と自治体協力
　1月31日（水）13:30～15:45
○報告

　中国共産党綏芬河市委員会書記	 王興柱

　中国共産党琿春市委員会副書記	 彭樹海

　境港管理組合港湾管理委員会事務局長	 吉川寿明

　北海道銀行国際部ロシア室長	 三上訓人

　北陸AJEC業務課長	 平陽一郎

○コーディネーター

　ERINA経済交流部部長代理	 安達祐司

■クロージングリマーク
　1月31日（水）15:45～16:10
　NICE実行委員長・ERINA代表理事	 河合正弘

本特集は、「2018北東アジア経済発展国際会議イン新潟」の内容を当日の録音及び資料をもとにまとめたもので、文責はERINAにあ
る。関係各国名は中華人民共和国を中国、朝鮮民主主義人民共和国を北朝鮮、モンゴル国をモンゴル、大韓民国を韓国、ロシア連
邦をロシアとそれぞれ表記した。また、各人の発言における「日本海／東海」（Japan Sea ／ East Sea）などは講師の表現をもとに表
記した。

ERINA REPORT PLUS No.141 2018 APRIL



2018北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟　基調講演

3 ERINA REPORT PLUS

今日は金融協力について、平たく言えば
物事を進めるに当たってどのようにお金を調
達するか、関係国がどういう形で協調でき
るかについて話したい。
いま、アジアはおよそ40億人の大きな所
帯になっているが、全体で抱えている問題
は8つほどある。例えばエネルギーの安定的
な供給、交通及び物流の整備、水と食料
の確保、サプライチェーンや生産ネットワー
クの維持、そして成長が凸凹になってもい
けないし時間的に途中で遮断があってもい
けないという意味で、非常につなぎのいい
発展をしていく必要がある。
また「インクルーシブ・グロース（Inclusive 
Growth）」という言葉が最近よく使われる
が、特定の人たちだけが良くなるのではな
く、その成果が均霑（きんてん）しなけれ
ばいけないという考え方が流行っている。
アジアの中で非常に豊かな国がある一方、
そうでもない国があるという意味で、国の
間の格差がある。あるいは、その国の中
で伸びていく人たちと、必ずしも恵まれない
人たちが出てくる。こういうことをなるべく起
こさないようにするために何ができるかが課
題になっている。また、さまざまな制度ある
いは制約が似たようなものになっていないと
互いの協力が難しい、ということがある。
そして最後に極めて肝心なことに、環境

を無視した工業発展の時代が数十年前ま
であり、あるいは最近でもあるわけだが、こ
れをどうやって克服していくかが課題になっ
ている。これはアジア全体の課題であり、
北東アジアでも同様のことが起こっている。
世界の金融を簡単に言えば、どちらか

というとお金が足りないという過去の状況か
ら、お金が余っているという状況になってい
る。お金が余っていることも反映して、金
利が非常に低くなっているのが一般的な問

題である。ただ、その中で考慮しなければ
いけないのは、短いお金と長いお金がある
ことである。
明日まで貸してくださいとか、1年以内に

返しますというのは短いお金だが、例えばイ
ンフラの整備とか環境プロジェクトを行う時
は、借りたお金を返していくのに15年ある
いは20年かかる。この長い方のお金が必
ずしも潤沢に流れているわけではないという
状況が見えている。
同時に、銀行を通じてお金を流す間接
金融、インダイレクト・ファイナンシング・シ
ステム（Indirect Financing System）と
いう仕組みの中で、銀行はかなり傷んでき
ており、これ以上銀行を傷ませないために
は、銀行の業務内容を少し制約しなけれ
ばいけないという議論が出てきている。これ
までは銀行に行ってお金を借りようというの
が一般的なパターンだったが、それが必ず
しも通用しないような状況になっている。
加えて、日本で最近トラブルが起こってい

るAIを使った金融あるいはブロックチェー
ンを使った仮想通貨の問題も、金融の世
界に波乱要因として出てきている。これをど
のようにうまく咀嚼していくかがこれからの課
題になっていくように思う。
これからの金融あるいは今の金融は必
ずしも明快な状態ではない。よくわからない
状態の中にこれから飛び込んでいくというの
が金融人一般の認識だ。同時に、短い
お金は結構たくさんあるので、皆さんが仕
事やプロジェクトを進める時に、それなりの
計画がきちんと立っていれば借りられないと
いう状態ではない。逆にいうと、そういうも
のにどんどん依存して借金を積み重ねてき
ている状態が起こっている。家計では教育
ローンや住宅ローンがあり、会社の場合は
設備投資があり、国もさまざまな理由で国

債を出して自国の国民や他国の投資家か
らお金を借りる状況が続いており、やや過
大に借金が積み重なっている状態である。
これがこの先どうなるか。何となく積み重
なっているものがガタガタと崩れていかない
ようにするにはどうしたらいいかを、我々が
自分の国の中であるいは地域で、あるいは
全世界で考えていく。そういうことが必要な
状態になっている。
世界全体としてお金が足りないわけでは

ないが、その理由を分析してみると、基本
的にはアジアの中国あるいはそれを追ってい
るインド、そしてその先を行っている東南ア
ジアというような国が発展していく中で、所
得がどんどん上がっている。最初のうちは
貯金できずに全部使っていたところから、
貯金ができるようになっていくと、そこから後
は所得の伸びよりも貯蓄の伸びの方が高く
なるという状態になる。
また、ある国においては社会保障制度
が必ずしも完備していない。例えば、病院
に担ぎ込まれた時に、日本だとそのままベッ
ドに運ばれていくのだが、まずお金を持っ
ているかを聞かれる国もある。そういう国の
場合、無理して貯蓄をすることも起こってく
る。そういうことも含め、全体として貯蓄水
準が上がってきている。
それに対して、それなりの発展をしてき

ても、例えばマラソンを見ていても、途中ま
では非常に勢いがよくても、ある程度のとこ
ろにいくと高原状態になって必ずしも進まな
い。それをうまく乗り越えていけば次の世界
に入るのだが、進めないままの状態になり
かかっている国が増えている。成長のため
の資金需要が必ずしも大きくないところがあ
る。
環境問題は重要なことだが、その対策

をするためにはコストがかかる。必要な資

基 調 講 演
北東アジアの経済統合に向けての
� 金融協力
公益財団法人国際通貨研究所理事長
渡辺博史
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金は増えるが、ある程度の儲けしかないと
いう時に、コストが増えるならば止めてしま
おうというために必ずしも資金需要が伸び
ない。そのようなことが全体として起こって
おり、結果としてややカネ余りの状態になっ
ている。
そういう中で、リーマンブラザースのショッ

クが2008年9月に起こり、2009年には先進
国のほとんど、途上国のかなりの部分がマ
イナス成長に落ち込んだ。その後、それを
支えるために財政政策と金融政策が行わ
れたが、すでに各国がかなり借金をしてい
たため必ずしも財政政策を行う余地が大き
くなく、金融政策にかなりウエイトをかけてき
た。
今でもアメリカの連邦準備委員会、ヨー

ロッパ中央銀行、日本銀行等がかなりの
流動性をもって、現金をマーケットにつぎ込
むことによってお金を回しやすくし、金利を
下げることによって経済を支えてきている。
しかし、先に述べたように短いお金は出て
くるが、長いお金が出てこない。結果とし
て中央銀行が流したお金が短い運用にな
り、その向かう先が一つは株式市場、もう
一つは不動産市場となり、本来我々が考
えていたようなところにお金がうまく流れてい
かない状況が起こっている。
いつまでもこのような低金利あるいは潤沢

な金融政策を続けるのか。この向かう先が
変わった時には、先進国側の資金需要が
下がっていくこともありうるし、金融政策して
の結果の債券金利と株式市場の価格の
間でのトレードオフも起こってくる。

このような一般的な状況を踏まえ、これ
からお金をどういう形で持ってくるか。ある
いはお金を調達するためにはどのようなこと
をしなければならないのか。まさに本題に
入っていくときに、何をやるかというプロジェク
ト・デザインが非常に必要になってくる。ア
ジア開発銀行によると、アジア全体で毎年
1兆7000億ドルのインフラの需要がある。数
年前までは年8000億ドルと言っていたが、
一気に2倍にも増えてしまっている。その中
で、必要ではあるがお金を借りてまでやって
きちんと返せるものなのかどうか、という意
味でのデザインの必要性が高まってくる。
グッドデザイニングとして望まれることとし
て、一つは、やるべきことがはっきりしてい

るかどうかである。道路網を例にすれば、
ここにもあった方がいい、あそこにもあった
方がいいというのは事実だが、例えば港湾
につなげることによって運送コストをトータル
で下げる、あるいは山を越えて病院に行く
ことによって山間の人たちが病院に行く時
間を短縮できる、そうした中で何が一番必
要かという優先順位を付け、目的を明確に
することが大切になってくる。それを踏まえ
た上で、港湾に近くなる、あるいは病院に
行く時間が短くなることに、これだけのお金
をかけていいかどうかについて議論する。
それを負担する地元の人たちとさまざまな
意見の交換をする。まああった方がいいよ
ね、という程度のプランではなかなかお金
は調達できない。
それを全体としてまとめたのがバンカビリ

ティ（Bankability）という言葉であり、銀
行が貸せるかどうかということだけではなく、
きちんと返すことができるかどうかについて
の議論をきっちりとやっていくことが求められ
ている。プロジェクトによってお金の調達の
仕方、あるいは何年のお金を借りたらいい
かなどが変わってくるので、それも併せて議
論していくことが必要になる。
その中で、国や地方公共団体がどういう
責任を持ってやるべきかが次の課題になっ
てくる。民間のプロジェクトで工場を造るよう
な話であれば比較的簡単だが、道路や港
湾を造ったり高速鉄道を引いたりするインフ
ラプロジェクトになると、それだけの大きなお
金を動かせるのはどうしても国の単位になっ
てくる。そこにお金を出そうという投資家や
資金の出し手にとって一番重要なのは、そ
の国や地方公共団体のやっていることが予
見可能かどうか、そして安定的かどうかと
いうことである。
お金を出す時には、今の状態を前提に
出すわけだが、毎年法律が変わったり、
最近アメリカでトランプさんが大統領令を頻
発しているような形で向きが変わったりする
ことが頻繁に起こってくると、1年ぐらいの
短いお金であれば対応できても、長い期間
お金を出す人にとっては足を引っ張る形に
なる。そういう意味で、予見可能性と安定
性をいかに政府が保証できるか、あるいは
制度の変更はやむを得ないとしても、すで
に始まっているものには遡及させないと政府
がコミットすることが必要になってくる。

投資家の方も、実施する国なり地方公
共団体に最初にお金があればいいとか、あ
るいは調子が悪い時には最後は保険や保
証の形で国や地方公共団体が面倒を見て
くれるとありがたいとは思うが、次第にそう
いう体力のある国、地方公共団体が減っ
てきている中では、最後は自分たちのお金
の計算でやらなければならず、制度の安定
性、予見可能性が必要になってくる。
北東アジアではまだ社会主義や共産主

義の体制があるが、これらの国は法律を長
く維持するよりも、必要に応じてさまざまに制
度を変えていく。意図としては改善していく
わけだが、そういうことが時々行われると、
やはり足を引っ張る形になるので、そこをど
う考えていくかを検討していく必要がある。
さらに、今日の重要な点にもなるが、特
定の国の中だけでプロジェクトが終わる状
態では次第になくなってくる。国境をまたが
り、しかもその国境が一つではなく二つ、
三つまたがるプロジェクトが必要になってく
る。Inclusive Growthとして、特定のとこ
ろだけが豊かになるのではなく、みんなが
豊かになる。そのために相互の関連性をう
まく結びつけていく必要があることから、ク
ロスボーダープロジェクト（Cross-border 
Project）が必要になってくる。
例えば、国境を一つまたぐと二つの国が

対象になってくるが、仮に外からお金を引
いてきた時にどういう分担でお金を返すか
についてきちんと議論していく必要がある。
一つの川に橋を架けると、両岸の国が折
半するのが普通だが、その橋の存在がど
ういう効果をもたらすかに大きな違いがあれ
ば、実際に払うべき金額で差がついてもい
いはずだ。今まではそういう議論をしないま
ま折半してきたわけだが、そうなると体力の
ない国、あるいは橋の例で言えば、橋が
架かったことによる利益が相対的に少ない
方の国がその分担に乗らないと、結局全
部が進まないということになってくる。そうい
う意味での分担について簡単なルールがな
いとすれば、事前の議論を進めていかなけ
ればならない。
北東アジアの対象範囲としては6カ国が

あるが、その中でどういう形で分担をするの
か。すべての国が同じ体力であれば単に
受益の程度だけで決めてもいいわけだが、
国の経済力に格差があった時に、豊かな
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銀行がどんどんお金を配っているので、短
いお金があふれている状況になっている。
2008年のリーマンブラザースのショックか

ら、アメリカはおよそ2年間で克服したが、
ヨーロッパはその克服に時間が長くかかり、
それに加えてギリシャの国家的粉飾決算に
よるトラブルが起こって、ヨーロッパの銀行
の体力がかなり落ちている。ヨーロッパの中
央銀行はどんどんお金を流してはいるが、
それが長いお金として使える形で出て行く
かというと、かなり限定的にしか出て行かな
い状況になっている。

以上が今までの状況であったが、少し
ずつ金融政策の方向が変わりつつある。
2014年ぐらいからアメリカがまず、危機的
状況は終わったということで、非常にゆっく
りではあるが向きを変えてきている。最近は
ヨーロッパ中央銀行もそれをフォローする状
況になってきており、2019年ぐらいからはこ
れまでの政策を変える方向に向いてきてい
る。日本はヨーロッパに比べて少し遅れて
いるので、その後になると思うが、基本的
な方向が変わっていくことを我 と々しては、
今、見ている。
その時に一番大きいのはアメリカの動きで

ある。アメリカは金融市場の中心であり、ド
ルはそれだけの強さを持っている。アメリカ
がどういう形で金融の方向を変えるかは、
アメリカの景気に影響を与えるだけではな
く、それ以外の先進国、新興国、途上国
にも影響を与える。しかし、アメリカの中央
銀行である連邦準備理事会が突っ込んで
いく黒雲の中には、リーダーシップが欠けて
いるかもしれないし、インフレについての予
測も難しくなっており、同理事会のイエレン
議長もインフレの動きについてはミステリーで
あると言っている。
同時に、銀行の動きを制約している要因

として、かなり傷んでいる銀行にみんなが
預金をしているわけで、その銀行が健全性
を保つためにはさまざまな制約をかけた方
がいいという議論がある。もともと銀行とい
うのはお金があってうらやましいと思うほどな
のだが、いまや日本でも世界の中でも、あ
る意味でもっとも危機にさらされている業種
が金融業になってきており、その中で銀行
がどういうものを維持するかが重要になって
くる。

かなり傷んできていることである。これまで
は銀行が貯金を集め、それを自分の目利き
によって大丈夫だというプロジェクトにお金
を貸していたわけだが、そういう目利きの能
力がなかったのか、少しいい加減なプロセ
スを踏んだのか、さまざまに焦げ付きが起
こり、日本でも数十年前は全国的に活動し
ている銀行が22もあったものがいまは5つに
減っているほどに統合あるいは破たんが起
こっている。ヨーロッパでも、実はアメリカで
も、似たようなことが起こっている。
銀行が潰れそうになった時には、政府

が支援し、株式の形でお金を投入して銀
行を支えてきた。しかしそのお金の源泉は
税金なので、国民からしてみれば、我 の々
お金を使って銀行は何とか生き延びて仕事
を続けているのだから、まず我 に々直接還
元するような仕事に使ってほしい、他国で
使うなんてお金に余裕があってからやるべき
だ、というプレッシャーがかかる。豊かな国
でもこうしたことが起こってくると、ODAでも
あったように豊かな国からお金が出てこない
ということが民間でも起こりうる。
民間のお金の場合にはある程度リスクを

取ることが許容されるわけだが、もし国民
の方から我々の税金で支えられているの
だからリスクを取ってはいけないという圧力
が高まると、やはり仕事ができにくくなってく
る。こういう形の金融愛国主義（Financial 
Patriotism）が強くなってくると、国内にお
金が留まるだけで外に出ていかない。逆
に言うと、国内でお金を借りる人がいない
時には、銀行自体もお金の貸し手がなくて
困ってくる。国民の意識と、それが合理的
な判断であるかどうかも併せて考えていく必
要がある。
現在のマーケットのコンディションをまとめる

と、資金の需要と供給の関係で言えば、
供給の方が過大になっている。経済状況
を支えるために中央銀行が大量にお金を入
れていることによって、一般的には低金利
が長く続いている。いま皆さん方が100万円
のお金を預けておいても、それをATMで
1回出すとその利用手数料で利子が全部
飛んでしまうぐらいになっている。そういうこ
とが日本だけではなく、世界的に起こってき
ている。同時に、これまで述べたように銀
行自体にさまざまな制約がかかってくること
によって長いお金が少ない。一方、中央

国の方がたくさん持つことも併せて考えてい
く必要がある。世界190の国の中ではそう
いうルールは作りにくいが、6カ国であれば
そういう議論も進められていく必要があるの
ではないか。
お金の出所として、公的なものと民間のも
のがある。経済発展の遅れている国の場
合は先進国からの公的開発援助（ODA）
によって支えられている面が多いが、北東
アジアではそういう国は少なく、ある程度民
間資金が出てくる。あるいは、民間資金が
多少はリスクを取ってもこの地域に資金を投
下することによって、投下された国にとって
もいいことだし投下する側にとってもいいこ
とだ、という判断ができるような状態になっ
てきている。まず、我々の地域をそういうふ
うに認識する必要がある。ただ、その中で
も国の体力の格差はあり、それをどう織り込
んでいくかが次のステップになるが、とりあ
えず全体として見れば、民間の資金が投
下される地域に我々はいると思う。
ODAはこれまでかなりの影響を持ってき

たが、それを出してきた先進国側が財政的
に苦しくなっている。特にヨーロッパでは、
リーマンブラザースのショックの後、ギリシャ
の粉飾決算によるさまざまなトラブル等があっ
てかなり体力が落ち、それぞれの国が海
外の開発支援のために資金を出すことが
難しくなってきている。公的資金のウエイト
が徐 に々落ち、民間資金のウエイトが大き
くなる中で、民間資金をいかに魅力的なも
のとして我々が引っ張ってくるかということを
考える必要がある。これからの課題は、民
間資金を我々の開発、あるいはさまざまな
プロジェクトの実行のために引いてくる体力
作りをしていくことである。
二国間のODAでは難しいところを、アジ

ア開発銀行や世界銀行といった多国間機
関が補完をしている部分もあるが、そういう
国際機関の資金の源泉や保証のバックアッ
プも先進国政府がやっており、そうは伸び
ていかない状況になっている。そういう中で
民間の資金は割合潤沢に流れているが、
これも必ずしも思ったほどうまく流れていくわ
けではない。これから述べるさまざまな理由
によって、短いお金の方は結構流れてくる
が、インフラや環境プロジェクトに必要な長
いお金がなかなか出にくくなっている。
一つの問題は、銀行が2009年以降、
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さまざまな債券市場を作るためにはいろん
な手続きが必要だ。例えば、仮に債券が
デフォルトした時にそれを誰が補償するのか
という手続きを考えなければならないし、そ
れを既存の機関がやるのか新しい機関が
やるのかを考えることも必要だ。それから、
債券を発行する以上は、その会社がやろう
としているプロジェクトが、あるいは会社の
体力そのものが大丈夫かについての格付
けが必要になり、それを誰がやるかも併せ
て考えなければいけない。全体としての制
度整備として、破産法、税法などついても
検討していくことになる。
これは東南アジアですでに起こっており、
中国、韓国、日本の経験を生かして北東
アジアでもできるようになっていくであろう。
そういう中でなるべく長い資金を得るため、
特に年金などについて興味を持ってお金を
出してくださいということを、これから我々は
言っていかなければならない。現状では、
年金資金は先進国でやっていて、例えば
水道や発電の事業についてお金を出して
いるが、これまでやっていないような国はあ
まり乗り気ではない。これは当然のことでは
あるが、それを乗り越えるために何をやって
いくかが重要になってくる。
インフラでも、新しく造るということと、今あ
るものをいかに長く使い途中で補修をしてい
くかということが必要になってくる。その資金
も大きく、先に述べた1兆7000億ドルの中に
も、新設だけではなく、すでに造った道路に
穴が開いたらどうするか、橋がグラグラしてい
るからどうするか、ということについてもお金
を使わなければならない。そういう既存のも
のを「茶色の世界（Brown Field）」、新し
く造るものを「緑の世界（Green Field）」
と言い、ブラウンフィールドにもお金を流す
ことについても資金の出し手と協議すること
が必要だ。
政治の世界において、新しいものを作る

ことについてはかなりの政治家が一生懸命
やってくれるが、いっぺん出来たものを維
持補修することにはあまり熱意を示してくれ
ない。ブラウンフィールドの方に年金資金を
引っ張っていくことを考えていく必要がある
と思っているが、そう簡単ではない。先進
国の既存のものには出すが、新しいものに
はなかなか貸せないという動きが出てきてい
る。それを北東アジア全体としていかに魅

そういう意味で、まず債券市場を活発化
させることが考えられる。今までは銀行あ
るいは郵便局に貯金し、そこがまとめて何
らかの仕事をしていたが、ある会社がこう
いう仕事をしたいからお金を貸してください
と言った時に、その会社に直接お金を貸
すという形での債券市場を作っていくことが
必要になる。
同時に、お金を持っている人の中でも長

いお金を持っている人がいる。典型的には
年金の運用をしている人であり、今、直ち
にお金が必要ではないが20年後、30年後
には必要だという人たちは長く資金を運用
することが必要であり、そういう人たちに直
接働きかけていくことも考えていかなければ
ならない。
またAIの発展、インターネットの発展の
中で、銀行に行かなくてもお金が借りられ
る状況が起こってきている。すでにアメリカ
の中西部とか中国では、例えば100万円ほ
しい、借りたいと言うと、貸してあげるとい
う応えがネットで出てきて、それをマッチング
させるということが起こっている。そこには
銀行はもう介在していない。仲間から仲間
へ（Peer to Peer）というような動きが徐々
に大きくなってくることも考える必要がある。
銀行を経由しないでお金が流れることに

なれば、仮にトラブルが起こった時に傷の
付き方が小さくなるということがある。我々が
銀行に預金し、それをまとめて銀行が貸し
た先が壊れてしまうと、その銀行自体がボ
キッと折れてしまうわけだが、それぞれの人
が個別に貸していたプロジェクトがうまくいか
なくなって回収できなくなっても、それはそれ
ぞれの投資家が少しずつ痛むという話であ
り、ボキッと倒れて命がなくなるまでには至
らないという意味でリスクの分散にもなる。
そういうものを金融の世界に許すかどうか、
特に政府がある程度コントロールしているよ
うな経済体制の国においてそれを認めるか
どうかは一つの決断になってくる。
アジアではヨーロッパやアメリカに比べて
債券市場の発展が遅れているが、これを
うまく活用することによって、お金を持って
いる人も銀行預金という狭い選択だけでは
なく、すこし長い運用ができる。長い運用
は普通、より高い利回りがオファーされるの
で、そういうものに向かっていくことができる
ような状態にこれからなっていくわけである。

製造業や流通の人たちが破たんするの
は決していいことではないが、金融の場合
にはその金融機関から借りている他の健全
な企業もあり、あるいはその銀行にお金を
預けている善意の預金者もあり、破たんは
なるべく避けていかなければならない。銀
行が健全になるためには大げさなことをしな
ければいい、と行動を制約する動きがどうし
ても出てくる。制約し過ぎだと言うトランプ大
統領は、金融規制を少し緩和しようという
提案をしているが、具体的に何をやったら
いいかというところがまだ見えてきていない。
銀行自体も今のままでは仕事ができない
状況になってくる中で、北東アジア6カ国の
金融制度、あるいは銀行の健全性を維持
するための制度が違ってくることになると、
なかなか一緒に仕事をするわけにはいかな
くなる。お金の出し手がアメリカだけだとし
ても、それを受け取ったプロジェクトの実行
者がどういう形で資金を配分し、どういう形
でそれを回収していくかについて、ある程
度の合意がなければならない。一つの国
が受けるのであれば、その一つの国の制
度だけでいいわけだが、クロスボーダーで
仕事をする時に、何らかの形で分担をし、
責任を果たすことになると、その責任の果
たし方に差が出て、かなりギクシャクもしてく
る。
北東アジア6カ国は社会制度も違い、金
融の仕組みについてかなり差があり、ただ
ちに全部同じには出来ないことは明白であ
る。しかし、何が一番問題を起こすかに
ついて協議をすることによって徐 に々調整を
図っていくような調和化（Harmonization）
が、これからの北東アジアにとって最大の
課題になってくる。
それと同時に、これから銀行自体にもし
体力がなくなるのであれば、銀行ではない
ところに資金源を求める必要があるのでは
ないか、ということも考える必要がある。ア
メリカではすでに、企業が仕事をする時に
銀行に頼らず自らが株式を発行して資金を
調達する、あるいは自らが債券を発行して
借金をする、という形での直接金融スタイ
ルが大きくなっている。ヨーロッパと日本の
場合は、銀行が産業やそれ以外の金融に
占めるウエイトが高くなっているが、銀行の
体力がなくなってくるようであれば、直接的
な金融が必要になってくる。

ERINA REPORT PLUS No.141 2018 APRIL



2018北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟　基調講演

7 ERINA REPORT PLUS

この重要な地域において、このような重
要な会議に参加できることを大変光栄に思
う。現在、アメリカではどのようなことが起
きているか、そしてそれがこの地域にどの
ような影響を与えているのか、それに対す
る反応がどのような形で起こりうるかという
点について話したい。
北東アジアは、現在も、そしてこの先数
十年に亘っても、世界の生産とイノベーショ
ンにおいて重要な地域であることは疑いよ
うがない。もし北東アジアがうまく機能し、
経済圏が緊密になれば、生産性の高い
地域になり、国家間の関係も平和的なもの
となって、世界の他の地域との関係にお
ける交渉力も高まる。北東アジアの経済
統合に関するこの会議は、本当に重要で
ある。
私は、日米の貿易問題に関する博士論
文を書き上げた1976年から北東アジアの
成長をずっと追っている。この42年間で
世界は大きく変わった。今日、この地域の
経済は、日本はもちろんのこと、韓国、中
国、そしてロシアにおいて、ますます強く
なっている。貿易と投資が進み、時々緊
張はあるものの比較的平和である。サプラ

イチェーンはこれらの国々の間だけではな
く、世界中に広がっている。さらに、この
地域経済の中で組織間を繋ごうという試み
も徐々に始まっている。その中で、先ほど
桐部氏が言われたアジア諸国と太平洋を
挟んだ向こう側の国 を々繋ぐTPP 並びに
東アジアと南アジアを繋ぐRCEPという2つ
の重要な貿易合意を取り上げたい。私は、
ここ数年、アメリカ並びに日本の政府と共
に、TPPが与える影響と恩恵について調
査・研究を行っている。
この地域において、この1年は、この地
域の経済について研究を重ねてきた誰も
が予想もしなかったような劇的な変化がい
くつも起きている。変化のほとんどは、貿
易全体と、とりわけこの地域の国 と々の間
の貿易関係において、アメリカの立場が
突然変わってしまったことに起因している。
アメリカは8年間も交渉を続けてきたTPP
から撤退した。それによって日本、中国、
韓国製品に対する関税が上がった。保
護主義に主眼を置くことが公言された。過
去70年間、世界的な協力が重要だと言っ
てきたにも関わらず、アメリカファーストが国
際関係よりもより重要としたのである。この

大きな逆転が、どのような影響をこの地域
にもたらすか。
今、私たちはトランプ時代に生きている。

この突然の、思いもしなかったことが、どう
いうことを意味するか。まずは、諸外国だ
けでなく、国内の政策決定者を含めたアメ
リカ自身にも、大いなる混乱をもたらした。
例えば、大統領は自身の発言を直後に撤
回したり、大統領が言ったことと正反対の
ことを長官が言ったりしている。先日も、財
務長官が、弱いドルはアメリカにとって都
合が良いと言ったことに対し、2日後にはト
ランプ大統領がドルは強くなければならな
いと発言している。金融と投資には予見
性が不可欠であるが、現在の政策ではこ
れが大変難しい。実際に政府がどのよう
な行動を起こしているかについては、後ほ
ど詳しく例を挙げてお話するが、実際の
行動は発言そのものほど混乱や不安定な
状態ではない。
現在の状況はそう簡単には終わらな

い。大統領は大統領としてあと数年は居
続けるわけで、恐らく彼の行動も変わるこ
とはないだろう。
2点目に、例えば民主党が現在の共和

そういう形での協力をする時、もし北東
アジア6カ国で何かしらの形でシステムを作
るのであれば、お互いがお互いをきちんと
チェックできる体制にしていく必要がある。
一緒に仕事をする仲間たちに対して正確な
情報をなるべく早いタイミングで教えることに
よって、相互の協力体制ができてくるであ
ろう。
これから先、さまざまな問題が起こってく
るであろうが、北東アジア全体としては体
力があると思っている。いま述べたような形
の金融協力を進めることによって、地域全
体の開発が可能になると考えていきたい。

の場合、ギリシャでその問題が起こり、ワ
シントンにある国際通貨基金（IMF）、ブ
リュッセルにある欧州連合、そしてフランク
フルトにあるヨーロッパ中央銀行の三者が
同時に貸すという仕組みをとっている。
銀行の体力が次第になくなってくる時に、

どういう形でこうしたシステムを安定的なも
のにするかについても、我 と々しては議論
をしていく必要がある。もしそれが出来ない
ということになると、発展に支障をきたすだ
けでなく、借金のためにお金を返さなけれ
ばならず、その分だけ食物の輸入とかエネ
ルギーの輸入ができなくなるようなことが起
こってくるので、それについての協力体制
を作っていく必要がある。

力あるものにするかを考えていく必要がある
と思っている。
最後に、外部から資金を受け入れ、あ

るいは中国や日本などすでに資金がたくさん
あるところからそれを受け入れ、仮にそれが
うまく返せなくなるような国が出てきた時にど
うやって保護し支えるか、ということが必要
になってくる。すでに東南アジアではチェン
マイ・イニシアティブということで、ASEAN
の10カ国と日中韓の計13カ国でシステムを
作り、さまざまなトラブルが起こった時に救
済するということをやっている。
幸いなことに、1997年のアジア通貨危機

の後はそれほどの危機は起こらず、まだそ
のシステムは発動されていない。ヨーロッパ

北東アジア地域統合の新たな地政学
米ブランダイス大学教授
ピーター・ペトリ
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退表明であった。それからちょうど1年後
の2018年1月23日に、日本は残る11カ国
を先導して3月8日に調印することで合意し
た。アメリカ政府はTPPからの撤退以外
に、関税引き上げのために、いくつかの古
い規制・法律を見直した。今日では、サイ
バー脅威や原子力脅威、航空機を使った
大量の安全保障脅威もある中において、
鉄鋼やアルミニウムの生産は重要であり、
これらの輸入が国家安全保障を脅かす
というのは難しいのだが、鉄鋼・アルミニウ
ムの関税引き上げと、国家安全保障に脅
威を与えるものに対する措置を講じるため
に、一連の古い法律を適用した。
また、主に中国からの太陽パネルと韓
国からの洗濯機に対して中程度の関税を
課し、ここでも古い法律を適用して、アメリ
カ国内で低迷している産業を保護措置で
救済しようとしている。こういった20～50％
の関税は恒久的ではなく4年で徐々に廃
止されなければならない。そうでなければ、
その間に、かなりのダメージを与えるだろう。
ただし、この2つがアメリカの輸入全体に
占める割合は、それほど大きくはない。
また、政府は反補助金関税措置をカナ
ダのボンバルディアの航空機に対して適用
しているが、300％という高関税であり、実
質的にはカナダの航空機のアメリカへの輸
入を禁止していることになる。興味深いこ
とに、アメリカ国際貿易委員会（USITC）
は2日前に、これを不当措置であると発言
している。大統領はアメリカの法律に従わ
なければならないため、アメリカITCの手
続きを踏まねばならず、これが効力を発揮
することはない。このように、アメリカ政府
のシステムが、大統領の意図する極端な
言動を抑制しているところもあるが、それで
も、政府のいくつかの動きは関税を引き上
げようとしており、全体を通して政府は対
米輸入に対してかなり広範囲な形で攻撃
を仕掛けているところである。
では、どういった脅威が今なお残ってい

るのか。基本的には貿易協定というすで
に締結済みのものを再交渉しようとする動
きである。すでに言及したTPPはテーブ
ルから外したと言えるが、4日ほど前には、
アメリカにとってより有利な交渉ができるな
ら、もしかするとTPP への加入を再検討
するかもしれないと大統領が発言してい

２つ目の戦略は、地域における国際関
係を多様化していく、つまりアメリカを越え
たところに目を向けることである。アメリカと
の関係は継続し、さらに強まるかも知れな
い。しかし、リスクを最小限にするために、
例えば、この地域に関心を向けている堅
調なヨーロッパとの関係を強化する。
そして最後に、強いグローバルリー

ダーシップを発揮していくことが大切であ
る。WTOは小国にとって、国際社会
で優位に立つ大国に対抗する重要な手
段である。韓国や、小国ではないもの
のアメリカ、ヨーロッパ、あるいは中国と
比べたら小さい日本など中小規模の国
は、WTOのルールベースの制度を世
界の貿易制度としてうまく運用していくこ
とが重要である。具体的には、世界の
貿易制度におけるルールを維持する新
しい貿易イニシアチブに目を向けてほしい。
日本が包括的・先進的なTPPを前に進め
ていることは、その一例である。また、より
強い地域的な制度を作るに当たって、同じ
く重要なのは、北東アジア各国の経済を
分断している政治的緊張関係を軽減して
いくことである。これは確かに難しい問題
で、信頼がなければ難しいものの、アメリ
カが撤退することによってこの地域の政府
にイニシアチブが生まれ、中国と韓国、日
本と中国の間で試みられている緊張緩和
は関係強化につながるものと思う。

以上のようなことを背景に、より具体的
な点を論じてみたい。トランプ大統領の下
で、アメリカでは、実際にどんなことが起き
ているのか。どのような行動が取られ、そ
れらがどのような動きに繋がっているのか。
そして、最後にそれらに対して北東アジア
地域がどう対応できるのかという話を進め
たい。
まず、大統領は、東アジア、南米、そし
てアメリカ、カナダ、メキシコといった北米
から12カ国が参加する協定であるTPP
から撤退した。この協定は、約20年ぶり
に国際的な貿易ルールを見直し、この間
に起きたデジタルコマース、知的財産など
の大きな変化を組み入れようとする重要な
合意であり、地域諸国から強く支持されて
いる。2017年1月23日、大統領が就任後
に最初に行ったのは、この合意からの撤

党を制したとしても、実際に国際関係、特
に貿易が大きく変わるかどうかは不明であ
る。現在、アメリカは、完全に二手に分か
れている。今の大統領に代表される国家
主義の右翼勢力と、前回の大統領選で
影響力を発揮したバーニー・サンダースの
ような国家主義の左翼勢力である。そし
て、ほとんどの経済学者が該当するような
中道派の数は減っている。現在進んでい
る混沌とした、本質的に国家主義的なア
メリカの政策は、この先、数年間は続く可
能性が高く、早急な解決法はない。経済
学者として言うならば、長い目で見れば、
根底にある経済が最終的には機能し、政
策をけん引するものになると思うが、そこに
戻るまでには、まだしばらく時間がかかると
思われる。
ご存知のように、アメリカ経済は非常に
堅調である。失業率は極めて低水準で、
株式市場は堅調、インフレ率は少しだけ
上昇し、これは金融政策にとって歓迎す
べき動きである。アメリカは極めて運が良
い国である。その理由の1つとして、資源
に恵まれている。石油が潤沢にあり、世
界の油価は再び上昇している。いくつか
の異なる視点からみても、アメリカは極め
て堅調な回復の時期にあり、この先も極め
て順調に回復するであろう。
現在のような状況は、北東アジアにどの

ような影響を与えるのか。アメリカの不確
実性と予測しづらさは、恐らくアメリカ自身よ
りも世界の他国にとって大きなマイナスにな
ると思う。しかし、長期的には、このような
混乱した過程は収まってくることを期待した
い。
このことは、北東アジアにとってどういう
意味をもつのか。私たちは、こうした不確
実性の結果、比較的難しい時期を迎えて
いる。経済環境が危うくなれば、私の頭
で考える当然の反応としては、地域内の
各国の利益を追求していくために多様化
し、単一のパートナーや一つの戦略に依
拠するのではなく、複数の方策で将来を
構築していくことである。それにはどんな意
味があるのか。この地域として地域の統
合に優先順位を与えていくべきだと思う。
地域の統合は極めて良い戦略であり、こ
の地域の成長と統合から、多くの経済的
な利益が得られる。
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の参加を加えたら、本来のアメリカを入れ
たTPPが実行されたのと同じぐらいの利
益が得られよう。
2つ目のイニシアチブは、多くの交渉

者が2018年には調印できるだろうと言っ
ている東アジア地域包括的経済連携
（RCEP）である。これは中国、日本、韓
国を中心とする北東アジアを含む16カ国
で構成される。最初に提唱された時には、
まず日中韓が合意し、それを他の国々に
拡大させると考えられていた。そのようには
なっていないものの、日中韓3カ国が最低
限の基準に合意することができれば、貿易
を促進し、緊張感を弱めて、将来的には
さらに強い合意を得ることができると思わ
れる。
3つ目に、この地域において非常に興味

深い内容の一帯一路イニシアチブが、韓
国や日本を含むこの地域のすべてのメン
バー国に拡大するのかどうか。これは中
国とヨーロッパ、より直接的には中央アジア
との間に貿易ルートを結ぼうというもので、
野心的でビジョンのある興味深いイニシア
チブではあるが、必ずしも北東アジアに必
要ではなく、今後が注目される。一帯一路
には財政課題があるが、これらに対して
合意が得られるかもしれない。あるいは北
東アジアの経済統合と一貫性のあるもの
が実現できるかもしれない。例えば、一帯
一路プロジェクトの一部がもう少し広く北東
アジア諸国の企業によって建設されたなら
ば、長期的には地域の統合と東とヨーロッ
パをつなげるという一帯一路のより大きな目
的に叶うことになると思う。
最後に、CPTPPの締結にどんなメリッ

トがあるのか。この数年間、日本と中国
のエコノミスト、ヨーロッパの同僚、そして
私を含めたグループで、TPP 及び新しい
CPTTPに対して慎重に研究を重ねてき
た。CPTPPでは、一般的な収入は、ア
メリカ抜きでも大きく、アメリカが入った場合
の約3分の1に相当する。さらに、韓国を
含む合意に関心を表明しているあと5カ国
が参加するならば、メリットは大幅に大きく
なり、TPPでアメリカが入った12カ国と同
じぐらいの規模のメリットを享受できる。
なぜこの協定が魅力的なのかといえ
ば、全く新しい生産拠点が北東アジアと
南アジアを繋いで作られることにある。ハ

くても残りの地域は十分に生産性を保ちな
がら経済を維持できることになる。この中で
もアジアは、その規模、ダイナミックさ、生
産拠点の役割という意味において、世界
の商業では非常に重要な役割を果たす。
アジアがアメリカ抜きで進む場合、何が
できるか。最も重要なのは、国境を超えた
デジタル経済、IP、生産拠点において現
代の貿易要求が反映された新しい協定を
作ることである。これがTPPの目指すとこ
ろであり、これからのアジア・北東アジアに
とっては非常に重要になる。
2番目に、継続的に貿易自由化を進め

ていくことがアジアに大きな利益をもたら
す。アメリカが止めたからといって、他があ
きらめる必要はない。反対に、非常に強
力な国境を超えた生産拠点が貿易関係
に影響を与えている。
そして最後に、新しい規制システムを作

ることによって、アジア地域はアメリカや他
の地域貿易システムを牛耳ろうとしている
国々に対して、自分たちの交渉力を強化
することができる。現在、それに向けたい
くつかの交渉が継続中である。中国にとっ
て、北東アジアとアメリカとの貿易はほぼ同
じぐらいであるが、日本と韓国ではアメリカ
よりも北東アジアの方がはるかに重要であ
る。この3カ国にとっては、アメリカ以外の
地域の方が貿易相手として、より重要であ
る。北東アジアはアメリカに大きく依存して
いるものの、域内、そして第三諸国との貿
易関係も大きい。
そのようなことを背景に、具体的にどのよ

うなイニシアチブが行われているかを話し
たい。1つ目は、日本がつい最近イニシア
チブをとって1月23日に合意にこぎつけた
包括的かつ先進的な環太平洋パートナー
シップ（CPTPP）である。これは必ずしも
北東アジアに集中しているわけではなく、
中国や韓国が入っていない。しかし、韓
国はしばしば、ひとたび CPTPPが結ば
れれば参加する可能性はあると言ってい
るので、韓国が入ってくる時期に来ている。
カナダやメキシコがNAFTAにおける交
渉力を高めるために入ったと同じように、
米韓の自由貿易協定が難しくなった場合
には、韓国も同じようにアメリカに交渉力を
見せつけるという意味で参加することはあ
り得る。もし、この11カ国に東アジアから

る。そういう発言を鵜呑みにしないでいた
だきたい。実際どういった意図があるかは
わからない。多くの諸国は、戦略や政策
の多様化については、正しくもっと保守的
に進めている。
NAFTAでは、アメリカは国内で製造

する自動車の比率を上げなければ関税を
上げるなどのいくつもの厳しい要請を出し
ていて、メキシコやカナダとの交渉で反対
にあっている。また、アメリカ政府の調達
及びサービスに関しても様々な制約を課
し、サンセット条項を交渉にも持ち込むとも
言っていて、それは、NAFTA貿易協定
が再交渉されて締結をしたとしても、5年
後にはもう一度再交渉をしなければならなく
なるということである。5年後にアメリカ議会
を通らなければ失効することになる。現在、
交渉については、ほとんどの協定はアメリ
カの交渉相手国にとって受け入れ難いも
のであり、最終的には調印されることには
ならないと思う。歴史を振り返ってみると、
協定をやめるのか、それとも締結するのか
という状況になると、何らかの解決策が出
てくるので、恐らくうまくいくだろうと楽観的
に見ている。しかしながら、現時点では未
解決のままである。
米韓の自由貿易協定について細かくは

申し上げないが、同様に、アメリカ側から
出された多くの要請に韓国側は当初大い
に抵抗したものの、すべての再交渉では
なく修正分だけの交渉という形になってき
ているところに妥協が見える。
アメリカはWTOから撤退するとこれま
でも何回か言ってきたが、まだ撤退はして
いない。しかし、紛争解決機関の委員の
指名を阻止し、WTOの機能そのものを
減速させている。
これらはすべて、見通しの立たない状
況を示している。では、アメリカがいないと
いう状況でどんなことができるかという話を
してみたい。アメリカは、将来的には多少、
態度を変えるかもしれないが、その間、ア
メリカ以外の各国は過去7年余りで構築し
たシステムを維持するために何をしたらい
いのだろうか。重要なことは、アメリカの経
済力を全部集めたとしても、世界の貿易
全体の11％ぐらいにしかならないということ
である。つまり、世界貿易の89％はアメリ
カに関係なく行われており、アメリカがいな
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い世界の貿易体制を確立するという、数
年前に我々が目指していた地点まで戻る
ためには、北東アジア、そして広くアジア
太平洋においてルールに基づく貿易ルート
を作ることが確実な道であろう。

［ERINAにて翻訳］

ると、この協定の価値は2倍、3倍に高ま
る。アメリカなしでも、より大きな、より良い
CPTPPで確実な経済的メリットが得られ
ることになる。
この道のりのどこかで、アメリカはこの地
域経済の協定に、再び参加することが重
要である。急速に進む世界の新技術に後
れをとらないで、ルールに基づいたより強

イテクノロジーをもつ日本と韓国、生産と労
働コストの低いベトナム、また中間サービス
プロバイダーのシンガポールなどの16カ国
が繋がれば、世界の生産システムにとって
も非常に大きなメリットとなり、技術から労
働力まで一貫している中国以外でも生産
拠点ができ、選択肢が広がることになる。
さらに、中国自身も参加するということにな

私どもの『アジア経済統合報告書（The 
Asian Economic Integration Report）』
という年次報告書の内容をまとめながら、
北東アジアの課題をいくつか例示する形で
話したい。
その中身に入る前に、基本的な5つのポ

イントを示す。第1のポイントは、世界経済
全体の経済成長の60％以上がアジアの成
長によって説明され、アジア太平洋地域は
間違いなく世界経済の機関車と言える。
アジアの貿易成長はここ1、2年力強く底堅
く、世界経済の成長を支えている。アジア
の貿易関係はアジア域内の国 の々つながり
が非常に強いという特徴がある。
第2点として、アジア太平洋地域の国境

を超えた金融取引は、アジア域内での取
引が活発というより、アジア外、特に先進
国との金融取引が多く、グローバルな部分
が大きい。
我々は、こうした域内の経済統合や非
経済的な統合の状況について、多くのデー
タを集めて組織的に指標を作っている。こ
れをアジア経済統合指標と呼んでいるが、
第3のポイントとして、このようなシスマティッ
クなデータからも上述の2つのポイントがバッ
クアップされる。
昨年はアジア通貨危機から20年というこ

とで、我々の報告書ではこの20年間にア
ジアの金融の強靭性（レジリアンス）がど
うなったかを見ているが、第4のポイントとし

て浮かび上がってきたのは、金融面での
課題がアジア地域全体でいまだにいくつか
あるということである。
アジアには短期的な金融問題、経済成
長の変動、貿易の変動などをどうしていくか
という短期的な課題があるが、もう少し中
長期的に見ると、アジアには非常に膨大な
インフラ投資需要がある。そのインフラ投
資需要に応えなければ成長が減速してしま
うという問題があり、いかにインフラ需要に
応えていくかという課題がある。ここでPPP
（Public–Private Partnership、官民連
携)によってインフラ需要に応えていくことが
非常に重要になってくるという第5のポイント
がある。
以上の5点のポイントを3つのパートで報告

したい。
最初のパートでは、アジア太平洋地域全

体あるいは北東アジアの地域統合の現状
と展望をデータで見ていきたい。ペトリ教授
の講演の中で、地域統合が内向き志向あ
るいは保護主義的な傾向を克服する戦略
として重要になってくるという話があった。
そういう意味で、アジア太平洋地域や北東
アジアの地域統合の現状と展望を見ていく
ことが重要だと思う。
2番目のパートは、アジア通貨危機後の

20年を振り返り、アジア太平洋地域の金融
的な取引関係、金融面での強靭性がどの
ように変化しているのか、現状の課題は何

かを述べる。
3番目のパートは、中長期的な課題とし

て、アジアの成長を続けていくためには膨
大なインフラ投資に応えていく必要があり、
そのためにはPPPが非常に重要になってく
るという話をしたい。

まず経済統合に焦点を当て、2001年と
2016年のアジア域内の数字を比較する。
例えば、アジアからアジアへの財・サービ
スの貿易関係は、2001年で53％だったもの
が2016年には57％にやや増えている。直
接投資は47％から55％に高まっている。域
内の比重が非常に高いことがわかる。金
融面での域内比率を見ると、株式は12％
から19％、債権投資も8％から15％と増えて
はいるが、レベルとしては低い。大半の金
融取引はアジアと域外との間で行われてい
る。移民と送金はある程度、域内の比率
が高いが低下しており、アジア外に移民し
たり、送金がアジア外から来たりする傾向
になっている。
アジアの貿易は過去1、2年、非常に増

えている。この背景には、先進国の経済
パフォーマンスがかなりよくなっていることが
ある。特にユーロ圏、日本、アメリカの景
気が堅調で、そのことを反映してアジアか
らの貿易も増え、アジアが世界経済を支え
る要因になっている。
図1の左側はアジアの貿易全体のうち域

経済の強靭性を高める
� 強いアジアの域内貿易と投資
アジア開発銀行（ADB）チーフエコノミスト
澤田康幸
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国で貫徹するのではなく、非常に複雑なサ
プライチェーンネットワークと呼ばれる関係に
よって網の目のように貿易関係が進化する
ことがある。そうしたバリューチェーンが域
内統合でどれぐらい進んでいるか。
第4は国を超えたインフラがどれぐらい進

んでいるか。第5は人々の移動という側面
での地域統合がどれぐらい進んでいるか。
第6に制度的あるいは社会的な地域統合
がどれぐらい進んでいるか。この6つの側面
をさまざまなデータを組み合わせることによっ
て数量化し、地域統合の姿をデータで示す
（図2）。
左側は、6つの側面と26のデータを組み

合わせて構築された総合的な地域統合指
標を各サブリージョンで示した。東南アジア
が全体として地域統合が進み、2番目が東
アジアとなっている。その次にオセアニア、
南アジアが続き、最も地域統合が遅れてい
るのが中央アジアとなっている。右側の6つ
の側面で見ると、東南アジアは貿易投資と
人 の々移動でかなり統合が進んでいる。東
アジアは全体としてバランスはいいが、統
合度は比較的低くとどまっている。東アジア
には中国、香港、日本、韓国、モンゴル
という国・地域が入っているが、これにロシ
アを加えて若干修正したものを見ても、結
果は同じ順になっている。
次に、サブカテゴリ―ごとに見るとどうか

（図3）。貿易・投資では東南アジアで非
常に地域統合が進み、北東アジアはそれ
に比べると遅れている。バリューチェーン

いくことが重要になってくる。
次に、アジア太平洋経済統合指標によっ

て、アジア太平洋地域全体、北東アジア
を含むサブリージョンそれぞれの統合指標
を示す。
経済統合や地域統合は、いろいろな側

面でその姿を捉えることができるが、今回
は6つの側面で地域統合を捉えた。第1は
貿易と直接投資。第2の側面は金融と貨
幣。第3はリージョナルバリューチェーン。
例えばスマートフォンのいろいろな部品がい
ろいろな国で作られ、その部品を組み合わ
せて中間投入材を作る中で、貿易関係が
一つの産業の川上から川下まで、一つの

内、域外の比率を示している。中央アジ
ア、東アジアなどのサブリージョンで見ても、
域内の貿易比率が増えている。逆に、域
外との貿易はどのサブリージョンも減る傾向
にある。
図1の右側は、アジアに流入してくる直接
投資（FDI）のフローを示している。世界
全体からアジアに流入してくるFDI、つまり
アジアが企業の直接投資を引き付けている
傾向がずっと続いている。また、アジアの
中から他のアジアの国に対するFDIも増え
ている傾向もわかる。
他方、アジアからアジア外への債権投
資が非常に増え、アジアで生み出された資
金あるいは貯蓄が、アジアの内部で投資さ
れるよりアジア外に出ていく傾向がある。株
式投資についても同様の傾向があり、投資
全体に占めるアジア内の投資比率が近年
は減る傾向にある。
アジアの経済成長の活力は、どちらかと
いうと貿易関係が特に域内で進化している
ことにある。こうした域内貿易をいっそう推
進していくには、2つのステップが必要にな
る。一つは、各国が貿易をよりオープンに
していくプロセスが必要で、その上にさらに
域内の経済統合、貿易関係を進化してい
くということが必要になってくる。前者につ
いては、貿易投資の障壁を下げていくこと
が重要になってくる。後者については、域
内でさまざまな制度のすり合わせをする、あ
るいは制度的な地域統合の関係を深めて
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また、新しい課題として浮き彫りになって
いることがある。アジアの民間セクターの債
務（企業債務と家計債務）をGDP比で見
ると、中国では企業債務の比率が非常に
高く、それが増える傾向にある。韓国を見
ると、民間世帯の債務が非常に大きくなっ
ている。直近で、中国の企業債務のGDP
比率が166％、韓国の世帯債務は90％を
超えている。マレーシアやタイも韓国のよう
なパターンをたどっている。お金を借りるこ
と自体は問題ではないが、問題になるのは
借りたお金が返済不能になることだ。不良
債権の額を総融資額で割った不良債権比
率が、アジア通貨危機以降は下がる傾向
にあったが、直近の数字を見ると、中国、
インド、バングラデシュ、インドネシア、モン
ゴルなどで増える傾向が見受けられる。
このようなことから3つの課題が考えられ
る。一つは、アジア域内の金融の結びつ
きが弱いままグローバルな方に結びついて
いき、域内での金融統合があまり進んでい
ない。過去20年間そうした状況なのではな
いか。2つ目は、先進国の金融とリンクする
ことは、実は先進国発のさまざまなリスクが
アジアの新興国に波及する部分が増えて
いる可能性がある。3つ目に、不良債権比
率が増える傾向がやや見られ、マクロ政策
もそうしたリスクを考えて慎重な政策を取っ
ていく必要がある。
この3つの課題について、もう少し詳細な
データから何が見られるかを紹介したい。
1番目のアジアの金融と域外との結びつきが
増えている様子を、金融市場で見たネット
ワーク図がある（図4）。いろいろな国・地
域の間でどれぐらい金融取引が深まってい
るかを実際のデータから図示したもので、
6つの期間に区切っている。左上のアジア
通貨危機前はあまり密ではなかったが、上
中央のアジア通貨危機の間に各国・地域
の間で金融取引が深まっている。下中央
の世界金融危機の間も同様で、危機が起
こると国境を超えた金融取引が活発になる
ことがわかる。全体として、過去20年間に
域外との金融取引が非常に深まっている。
2つ目の先進国発のリスクが途上国に波

及するのではないかということについても、
2008年の世界金融危機の時期に国外の
銀行から借りている新興国ほど、その国か
らの資本流出が進むことが分析されている。

おり、特にインフラのコネクテビィティはラテ
ンアメリカよりも若干遅れ、金融ではアフリカ
より若干遅れている。

パート2として、アジア通貨危機後の20年
について、3つのポイントで話したい。まず
アジア全体として、金融面での構造的な弱
さや新しい課題が浮き彫りになっている。
第2のポイントは、いろいろな制度上の政策
のギャップがあり、それが金融的な脆弱性
につながっている可能性がある。それを踏
まえて第3のポイントは、アジアの政策担当
者は強い警戒心を持った立場で金融改革
をやっていく必要がある。
第1の構造的な弱さについて、アジアの

新興国全体で企業の投資がどういう形で
資金調達されているかを見ると、銀行融資
が最も大きく、次に株式、債権の順になっ
ている。もう一つの側面は、アジアにおける
ドル建ての借入比率がかなり高く、それが
アジア通貨危機の一つの問題だったという
議論があるが、その状況が20年経っても変
わっていない。ドル建てで借りていること、
銀行借入で借りていること、この2つのミス
マッチの問題がまだアジアで広範にみられ
る。

も東南アジアが比較的高く、北東アジアも
比較的良好だが、レベルとしてあまり高くな
い。人々の移動も東南アジアは高く、北東
アジアは若干遅れている。金融の統合を
見ると、北東アジアが一番高く、東南アジ
アがその次になっているが、アジア全体の
統合度は低い。逆に言うと、北東アジアで
も生み出された富が域内で投資されるので
はなく、域外に流出していると言える。イン
フラのコネクテビィティ（連結性）は、オセ
アニア、ニュージーランド、オーストラリアが
進んでおり、その次が北東アジアとなって
いる。それからインスティテューションとソー
シャルインテグレーション（貿易協定や投資
協定があるか、大使館があるか、言語等
の相似性があるかなど）では、北東アジア
は比較的結びつきが強いことがわかる。
もう少し客観的に、アジア全体としての
統合度を判断するために、アジアと他の地
域を比較すると、全体の統合指標ではEU
が断然高く、アジアはその次、それからラ
テンアメリカ、アフリカが続く。部門別に見
ると、EUはほぼ全ての側面で統合度が高
いが、貿易と直接投資の側面については
アジアがEUよりも若干高くなっている。しか
し、アジアはその他の側面で遅れをとって

図3　部門別の統合状況

出所：Asian Economic Integration Report 2017
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どうやって増やしていくか、その資金調達
をどうするかが課題になる。その穴埋めを
しないと、アジアの成長は減速し、世界全
体の成長も減速し、気候変動にも対応で
きない。1.7兆ドルのうちエネルギーセクター
が約1兆ドル、運輸セクターが約6000億ド
ル、その他がICTセクター、ウォーターセク
ターで、エネルギーと運輸部門に膨大なイ
ンフラ投資が必要になってくる。
現状の投資から足りない5000億ドルから

8000億ドルを調達する方法は、大きく分け
ると2つしかない。一つは公的なインフラ投
資を増やすこと、2つ目は民間のインフラ投
資を増やすことである。公的なインフラ投
資を増やすためにはどうしたらいいか。そ
れには各国が財政改革あるいは税制改革
をやることだ。歳出を圧縮し、歳入を増や
すことで財政のスペースを拡大し、増えた
スペースをインフラ公共投資として使ってい
く。しかし我々の試算によると財政スペー
スの拡大には限りがあり、足らない部分の
4割ぐらいしか調達できない。残りの6割は
民間の資金を何とかして引き付けることが
必要になってくる。
このように、毎年3000億ドルから6000億

第3のパートは、中長期的な課題として
TPPを推進することが鍵になってくることに
ついてである。アジアは順調に成長を遂げ
ており、2017年4月に我々は成長率5.7％と
いうアジアの経済見通しを出したが、その
後、当初の予測よりもパフォーマンスが良
く、6.0％まで引き上げた。この成長を続け
ていくためには、非常に膨大なインフラ投
資が必要になってくる。アジアの成長のモ
メンタムを続け、貧困削減のトレンドを維持
し、さらに気候変動の緩和策・適応策な
どパリ協定のグローバルなコミットメントに応
えるためにも、インフラ投資は非常に重要
になる。我 は々昨年、これからの15年間で
26兆ドルの投資が必要という推計値を出し
た。1年に直すと1.7兆ドルとなる。アジア太
平洋地域全体で1.7兆ドルのインフラ投資を
していかないと成長は減速し、気候変動
に対しても有効に対応できなくなってしまう。
アジア太平洋地域全体で1.7兆ドルだが、
ロシアを含まない東アジア全体では1年間に
大体1兆ドルの投資が必要だということにな
る。この1.7兆ドルを現在の実際の投資額
と比較すると、およそ5000億ドルから8000
億ドルぐらいの投資が足りていない。これを

3つ目の不良債権比率がマクロ全体にど
ういう影響を及ぼすかについても、データ
で分析されている。不良債権が3.5％ポイ
ント増えると、信用の伸びが4％ぐらい下が
る。当然、銀行は体力が弱まるので貸せ
ないことになり、マクロ経済にも悪影響を与
える。不良債権比率が3.5％ポイント増える
と、失業率が0.2％ポイント増え、GDPが
0.4％ポイント下がる。金融市場を超えて実
体経済に悪影響を及ぼすことも確認できる。
このようなことから、いくつかの政策示唆
が得られる。まず、マクロプルーデンス（金
融システム全体のリスク把握を重視して安
定性を確保する）政策がより重要になって
くる。第2に、銀行からドル建てで借りるダ
ブルミスマッチの問題を克服するために、
自国通貨建てで債権市場の取引を増やす
ことが中長期的に重要になる。第3に、域
内・域外との金融的な結びつきが増えるこ
とで国外からの金融リスクが波及してくるこ
とに対して、頑健な金融規制を考えていく
必要がある。第4に、アジア域内ではチェ
ンマイイニシアチブがあるが、そうした域内
全体としての金融セーフティネットをきちんと
考えていく必要がある。

図4　アジア金融市場と世界との結びつき

出所：Asian Economic Integration Report 2017
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るかどうかがPPPの成功に強く関わってい
る。第3は、マクロ経済環境において、そ
の国の成長率が高い、その国全体の債務
のGDP比率が低く抑えられていることなど
がPPPの成功につながっている。第4は、
より広い環境において、法制度が整ってい
るか、統治がきちんとなされているか、汚
職が抑えられているかなどもPPPの成功の
鍵になっている。
最後に3つのポイントを申し上げたい。
第1に、アジアは貿易・直接投資では非

常に統合が進んでいるが、金融の統合、
特に北東アジアについて言えばインフラの
統合、制度的・社会的な統合に改善の余
地がある。
第2点に、アジア通貨危機後の20年で

金融的な強靭性が増しているかどうかにつ
いては、いまだにドル建ての銀行借入が
非常に大きく、いわゆるダブルミスマッチの
問題が潜在的に存在する。域内と域外と
の金融取引が多く、特に先進国発の金融
ショックが波及するリスクも増えているように
思われる。そうしたものを未然に防ぐ仕組
みが今後も重要になってくる。
第3に、中長期的な視点として、アジア

の成長や気候変動への対応を考えると、イ
ンフラ投資が非常に重要になってくる。しか
し現状ではインフラ投資が十分に調達でき
ていない。今後も民間の資金を引き付ける
ようなさまざまな仕組みが必要になってくる。
PPPもそうだし、国際機関も民間資金をア
ジアに引き付ける重要な役割を果たす。

になってくる。
ADBや世界銀行などの国際金融機関

も直接、途上国や新興国のインフラプロジェ
クトに長期低金利の融資をしている。ただ
し絶対的な額で見ると、国際金融機関の
インフラ融資はアジア太平洋全域の2.5％ぐ
らいしかない。もちろん直接的に融資する
ことも重要だが、国際金融機関の重要な
役割は、信用補完のような制度的な枠組
みを提供することによって、民間の資金が
アジアのインフラに回りやすくすることだと考
えられる。
PPPは民間の資金を引き付けるための

有効な手法であるが、万能薬ではない。
これまでのPPPプロジェクトのデータにより、
どのような要因でPPPが成功し、あるいは
失敗するのかを統計的に解析することがで
きる。過去25年間で、アジアでは416億ド
ルのPPPが、一度はコミットはされたが最
終的にプロジェクトとしてキャンセルされた。
これはPPP全体の6.3％に相当する。6.3％
の失敗したプロジェクトと93％の成功したプ
ロジェクトは何が違うのか。それを統計解
析した結果、大きく分けると4つの要因があ
る。
第1は、プロジェクト自体の質に関わる要

因である。特に到達の透明性がPPPの成
功に大きな役割を果たしている。また、リ
スクを削減する仕組みが入っているか、特
に国際機関が関与して信用補完のようなス
キームが入っているかどうかが成功の鍵に
なっている。第2は、PPPを実施するに当
たって制度的な環境が整っているか、特に
受入国の側で独立したPPPのユニットがあ

ドルぐらいの民間投資がアジアのインフラに
向かわなければならない。そこで俎上に上
がってくるのがPPPになる。実際のPPPプ
ロジェクトの数を見ると、アジア地域ではこ
の四半世紀で非常に増えている。特に東
アジアのPPPが多く、ここ10年ぐらいは南
アジアが増えている。他方、東南アジアは
あまり増えてなく、逆に言うと、東南アジア
ではPPPの伸びしろがあると思われる。分
野別ではやはりエネルギーセクター、運輸
セクターでPPPが実際に行われてきた。
アジアは非常に成長率が高く、収益性
の高いインフラプロジェクト、渡辺理事長の
講演にもあったバンカブルなプロジェクトを発
掘できる可能性がある。そこに民間の資金
をどうやって持ってくるかといえば、年金基
金等の機関投資資産が先進国に膨大に
ある。いろいろな数字があるが、70兆ドル
から100兆ドルぐらいの資産があるという。
先進国はゼロ金利、あるいはマイナス金利
であり、収益性の高い投資機会を探してい
る状況だ。この状況を考えると、収益率が
高くなる潜在性を備えているアジアのインフ
ラにグローバルな資産を持っていくことが、
アジアのインフラギャップを埋めることの大き
な鍵になると言える。
アジアのインフラプロジェクトは潜在的に
収益率が高いが、同時にリスクも高い。リス
クが高いことで、実際には資金が流れてこ
ない。資金が流れてこないリスクをどうやっ
て軽減するか。信用補完あるいは信用保
証といったスキームをうまくインフラプロジェク
トの中に組み込み、それによって先進国の
資金、民間の資金を引き付けることが重要
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今日は一帯一路構想（Belt and Road 
Initiatives: BRI）の下での中国と欧州と
の間を結ぶ貨物列車のプログラムについて
話す。この報告を通じて相互に連結された
ユーラシアの姿を示したい。内容は3つに
分かれており、まず簡単に我 の々一帯一路
のイニシアティブについて説明する。次に
中国とヨーロッパを現在つなぐ列車輸送の
プログラムについて話をする。最後にまとめ
とする。

まず一帯一路プログラムは、基になって
いるのがいわゆる古代のシルクロード、ロー
マと古代中国をつないだものである。絹、
ウール、金、スパイスといったものが2000
年にわたって交易されてきた。そして新しい
シルクロードは2013年に習近平氏によって
発表された。これは中国、欧州、アジアの
間の経済協力を進めていくためのものであ
る。現在このBRIの下、非常に大きなイニ
シアティブが進んでおり、その中でここでは
鉄道のネットワークについて話をする。これ
は単に物流のネットワークというだけでなく、
経済協力、それから社会・文化的な協力
なども含む。中国を発展させるというだけで
なく、経済回廊を使うことによって、その周
りの都市も発展することができる。約44億
人、65カ国以上の人たちが、これにより貿
易に関わることができる。そして10年間で2
兆5000億ドル規模に達すると考えられてい
る。

続いて中国、欧州間の主要な回廊とルー
トの特性、それに関係する価格ルール、
コスト、貨物の管理、開発計画について
話をしていく。大まかに3つの経済回廊が
提案されている。エネルギー、産業クラス
ターを有している地域がこれによりつながる
ことになる。まず東の回廊は、満洲里とロ
シアを通りながら、欧州につながる道、そ

して真ん中のルートは、エレンホト、ロシア
を使って欧州に行く道、そして西のルート
は、連雲港と阿拉山口を通って欧州へとつ
なぐ。他の回廊を含め7つの鉄道の回廊が
ある（図1）。2011年に最初の線が開通し
た。渝新欧（YuXinOu）とよばれるこの
線は重慶からドイツまでつながっているが、
2012年にはさらに3つの線が開通し、2013
年にもう1つ、2014年にさらにもう2つ開通し
た。最近開通した線は、義烏からスペイン
までの線で、これが最も長い距離1万3000
キロ以上を結ぶ。つまり合計で3つの線が
ドイツに、2つがポーランド、1つがチェコ共
和国、1つがスペインに向かう。現在では7
本の線を基調とする52の線にまで発展し、
32の中国の町と欧州の12の国々における
32の町をつないでいる。

図2は2つのルートの比較で、理解を助け
るために7つの線を2つのカテゴリーに分類
した。1つは満洲里を通っているもの、もう
一つが阿拉山口を通っているものである。
蘇満欧（SuManOu、蘇州―満洲里―欧

州）は満洲里を通るタイプのもので、鄭欧
（ZhengOu、鄭州―欧州）は阿拉山口
を通るものだ。蘇満欧は1万1000キロメート
ル程度で、鄭欧の1万キロメートルよりも長
い路線であるが、蘇満欧は欧州まで行くの
に13日しかかからないが、鄭欧は欧州まで
16日かかる。その理由は、阿拉山口駅が
現代のシルクロードにおいて最も混雑してい
る駅の一つであり、一方で満洲里はさほど
混雑していないという特徴がある。

これに関しては、欧州と中国との間に二
つの課題がある。一つは、いくつかの課
税区域を通っていかなければならないという
点、もう一つは、鉄道の軌道幅が異なると
いう点、それをどのように克服していくかは
これからの課題である。

ここで2つの路線を例として挙げる。一つ
は渝新欧とよばれる路線で、重慶とドイツを
結ぶ路線である。今や32の線が、渝新欧
を基に伸びている。これらの線は、中国の
28の町を通り、欧州12カ国の22の町を通っ
て欧州に至る。2017年10月までに、合計

セッションA　人と物とサービスの自由な移動

一帯一路構想の下での中欧間貨物鉄道
―相互に連結されたユーラシアの姿

北京交通大学交通輸送学部教授
董春嬌

Seven Railway lines

図1　7つの鉄道
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で5000本以上もの列車が中国、欧州間を
行き来し、これは14.5万TEU以上のコンテ
ナ量に相当する。このコンテナ輸送量とい
うのは、コンテナによる海洋輸送の0.7％、
航空貨物輸送の1.2倍、鉄道によるコンテ
ナ輸送の32.8％に相当する量である。

最も長い線は義新欧（YiXinOu、義烏
―新疆―欧州）で、義烏からスペインをつ
なぐ。渝新欧と比較して、義新欧はより多
くの国を結ぶもので、中国の6つの省と欧
州の8つの国をつなぎ、3回の軌道の変更
を要する。また、義新欧は県級市から出
発する最初の路線である。

中国の主要なターミナルは重慶、成都、
鄭州、武漢、長沙、西安など中国南部の
都市が多いが、その他にも蘇州、大連、
営口、烏魯木斉などが含まれる（図3）。

こうした路線には「12235（6）N」とよ

ばれる共通した特徴がある。「1」は交通
サービスをつかさどるのが1つのエージェン
トであることを示している。「2」は2つの国
際運行機関が関わっていることを示してい
る。2つ目の「2」は、軌道幅の違いを理
由としたコンテナの積み替えが2回あること
を意味している。「3」は3つの課税ゾーン
を通ることを意味し、「5」は、時に「6」
になることもあるが、5つの国を通ることを意
味している。最後のNは、輸送会社のタイ
プの数を表している。

それ以外の特徴として加速的発展という
ものがある。中国では、内陸から沿岸に
向けての開発が進んでおり、ヨーロッパでは
ドイツからスペインにかけての開発の速度
が速い。よい側面としては、中国と欧州の
間で荷物のやり取りが増えている点と、運
用が独立したものから統合に向かっている

点である。他方、往路と復路の不均衡と
いう悪い側面もある。これは、中国から欧
州へはより多くの荷が運ばれているものの、
欧州から中国への荷は十分ではないことを
意味している。

それに関連する数字をここでいくつか示
す。2011年には中国から欧州へ向け17の
列車が運行していたが、2016年には中国
から欧州に向けて1500以上の列車が運行
し、逆に600の列車が欧州から中国へ向
けて運行している。最初の3年間で500の
列車が増加し、さらに僅か1年後の2015年
には800以上もの列車が中欧間を運行し、
2016年には2000以上の列車が中欧間を行
き来している。

さらに中欧間の貨物量を見ても、急速に
その量が拡大している。2013年から2016
年の間に中欧間の貨物輸送は4倍にもなっ
た。2016年には30万トンの貨物が中国か
ら欧州へ輸送された。この量は海路を通
る貨物量5200万トンと比べて多いとは言え
ないが、空路による輸送の70万トンをみる
と、一定の量である。近い将来、空路に
よる輸送が鉄道に切り替えられていくことも
考えられる。

中欧間の輸送では、経済成長に伴う中
国の主要都市間の競争もみられる。2016
年には四川省成都からの輸送で、最多と
なる289本が運行した。重慶が2番目に多
い地域となり、278本が欧州に向かってい
る。その50％近くは阿拉山口を経由して欧
州に向かっており、約40％が満洲里を、そ
の他10％がエレンホトとコルガスを通ってい
る。2016年のTEUベースの輸送量も、中
欧取引のほとんどが成都・重慶から運ばれ
ている（図4）。

次に輸送の価格ルールについて紹介す
る。鉄道による輸送の価格ルールは海路
の輸送と同じか若干高めである。これは中
国政府が補助金の政策をとっていることが
理由であり、鉄道による輸送の価格が海
路による輸送ほどに安くなっていることを意
味している。中欧、この欧州はポーランド、
ドイツを含むが、その間の多くの40フィート
コンテナの価格は、キロ当り65セントから70
セントの価格が設定されている。またバイカ
ル湖を経由して欧州に向かうコンテナにつ
いては55セントの価格が、阿拉山口を通り
モスクワに向かうコンテナは若干高く、キロ

Comparison of Two Routes

図2　2つのルートの比較

図3　主要なターミナル

ERINA REPORT PLUS No.141 2018 APRIL



2018北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟　セッションＡ　人と物とサービスの自由な移動

17 ERINA REPORT PLUS

本報告では、ロシアと北東アジア諸国の
エネルギー協力の重要なポイント、拡大路

線をいくつか指摘したい。まずロシアの東
方エネルギー政策の基本原則を簡単にまと

めたい。次に、ロシア東部におけるエネル
ギー事業発展の優先分野を挙げる。これ

2016年に「推進『一帯一路』建設工
作領導小組」が中欧間の輸送プログラム
発展のための計画（2016～2020）を発表
した。回廊を基調とした中欧間輸送の発
展は完了される見込みであり、輸送する荷
物は集まり、1年間に5000本の列車が行き
来する。また復路についても明らかな改善
がみられる。図5は、貨物が集まる範囲を示
したものである。計画は43の主要なハブ、
ターミナルを指定しており、それぞれが異な
る特徴をもつ。

最後に結論として、将来的に考慮され
るべき点としては、まずよりよい輸送の管理
を挙げる。そこには補助金政策が必要で
あるし、質と量の間でよりよいバランスが求
められる。また対象地域間における協力が
求められるし、国境に所在する駅の運用と
協力が求められる。

高めることを試みており、鄭欧は物流ハブ
として発展してきている。新疆地域は、地
域間協力を進めている。

辺り60から65セントの価格が設定されてい
る。満洲里を経由して、モスクワに向かう
コンテナは低い価格が設定されており、45
セントから55セントとなっている。阿拉山口
経由でポーランドに向かうコンテナの対価の
合計を推定すると、3800ドルから4300ドル
となり、満洲里を経由した方が安い。

ここからは、中欧間を移動する貨物につ
いて紹介する。路線が異なれば、取引さ
れる貨物も異なる。渝新欧の路線では、
ローカルサービスに重点を置いている。ここ
には6つのコンピュータ企業があり、高品質
の輸送が要求されるためである。渝新欧で
は高品質のローカルサービスの提供を重視
している。営（営口）満欧は複合輸送を
重視しており、低価格の海路輸送と鉄道
輸送を組み合わせる輸送を重視している。
連（大連）新亜は、トランジットの割合を

ロシアと北東アジア各国間におけるエネルギー協力
のパラダイムシフト：エネルギー取引主体からイノ
ベーションと技術協力主体への移行
ロシア科学アカデミーシベリア支部エネルギーシステム研究所副所長
ボリス・サネーエフ

図5　発展計画における貨物の経路

図4　主要都市のコンテナ輸送量
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2）。第1段階では中国への380億㎥の天
然ガスの輸出が見込まれている。

第3に、ロシアは北東アジア諸国の石炭
市場の積極的参加者になるために、大い
に注力している。これらの資源の大部分
が、国内の東部地域に存在する。当然な
がら、我々は貴重な鉱床を開発し、互恵
的な条件でそれらを北東アジア市場に輸出
したいと考えている。図3は、北東アジア
諸国の市場で、ロシア産石炭の需要が拡
大し続けていることを示している。驚くべきこ
とに、そういう意味では中国の市場は成長

シベリア・太平洋」石油パイプラインの敷
設についてである（図1）。規模や能力、さ
らに外国企業も参加する投資プロジェクトと
してのコストについても、唯一無二の石油
パイプラインの概観がここに示されている。

次に、ガスプロムがいわゆる「東方ガス
プログラム」を策定した。それは、ロシア
東部地域の貴重なガス鉱床の開発と、北
東アジア諸国市場への天然ガスの輸出を
想定している。サハリンのプロジェクトにつ
いては触れないことにする。ここでは「シベ
リアの力」ガスパイプラインを示したい（図

は東シベリア及び極東の、北東アジアとの
経済その他緊密な関係を持っている地域
についてである。そして、本題はロシアと
北東アジア諸国のエネルギー協力の今後
の原則的路線についてである。そして最
後にこれらの路線の成功裏の実現に影響
を及ぼし得るイニシアチブについて述べた
い。

まず、東方ベクトルについてである。ロシ
アが、中日韓その他北東アジア諸国との互
恵的エネルギー協力を活発化することは、
ロシアの国益にかなう。ロシア東部地域で
の経済資源、エネルギー資源の幅広い流
通と、北東アジア諸国市場への互恵的条
件での進出は、我が国のエネルギー産業
の優先的発展路線である。

ロシアの東方エネルギー政策は、それ自
体が目的ではなく、連邦、地域間、地域
レベルの極めて重要な課題を解決するため
の手段である。この政策はロシアの国、そ
の東部地域のエネルギー安全保障を高め
る。そして、この政策はこの地域の住民の
社会経済状況の改善を可能にする。もっと
も重要なのは、ロシア連邦に一つのエネル
ギーリングが形成され、それがこの地域の
需要家へのエネルギー供給を統合し、確
実なものにするということである。

ロシアでは国全体と地方の社会経済
面、エネルギー面の長期的発展を定義す
る公的文書の策定に係る長いプロセスが
終了した。それらの中には、「2035年までの
ロシアのエネルギー戦略」やいわゆる「東
方ガス計画」などがある。ロシア連邦構成
主体によって、これらの地域の社会経済的
発展を定める非常に重要な指針的文書が
承認された。

当研究所は、この種の計画文書の策定
に積極的に関わり、地方行政機関の発注
でしかるべきエネルギー戦略を策定した。
結論として、公的なプログラムや文書は、
これら地域での大規模な発展やエネルギー
資源の流通を定義するだけでなく、そこに
は、北東アジア諸国の市場に進出し積極
的に参加することが必要だと記されている。

図1、図2は、ロシア国内で現在、原料
＝燃料のアジア太平洋諸国への輸出に積
極的に参加するよう提言されていることを示
している。私は、まさに「原料として」と
いうことを強調したい。特に、これは、「東

図1　ロシア東部における主な石油パイプライン

図2　天然ガスパイプラインと「シベリアの力」

出所：GAZPROM
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を続けている。我々は「2030年までの石
炭産業発展戦略コンセプト」を策定した。
ここでは、東西方面への石炭輸出の大幅
な拡大を想定している。

しかし、グローバルチャレンジと、技術リ
ソース等の経済発展の新トレンドを考慮す
れば、前述の文書は、ロシアと北東アジア
諸国の革新的技術協力に注目する必要が
あると結論づけていると思われる。原料協
力から革新的技術協力への移行が必要
だ。この種の協力の原則的方向性と、有
望な方向性をいくつか示したい。

まず、ロシアにおける石油・ガス化学産
業集積の形成に積極的に参加する根拠
は、すべて揃っている。つまりこれは、石
油と天然ガスの複合的高次加工だ。もちろ
ん、我 は々これらの資源を、最大限自国で
利用したいと考えている。ロシアと北東アジ
ア諸国との石油・ガス協力については、次
のファクターに注目する必要がある。

現在、あらゆるレベル（国、地方、企
業）で、自国で複合的な高次の原料加工
をし、高付加価値製品を製造し、それに
より北東アジアのみならず、他の国々の市
場にも進出することが必要不可欠だという
考えが堅持されている。エタンが1トン80～
100ドルとして、ポリエチレンなどの製品の
価格は1000ドルを大きく超える。では、ロシ
アがこの製品により、世界市場に進出する
ことは可能だろうか。答えはYesである。
その道の権威や情報元の研究では、世界

とロシアで、このような製品を販売する必
要性と可能性が客観的に存在している。
シベリアの油ガス鉱床（クラスノヤルスク地
方、イルクーツク州、サハ共和国）はヘリ
ウムの含有を特徴とする。その大量の資
源は、将来的にロシアが、常に需要が拡
大しているヘリウムの一大輸出国となりうる
といえる。ロシアには、新しい石油・ガス
化学産業集積の形成計画がある。そのう
ちの2つは、既にイルクーツク州にある。そ
して、イルクーツク州政府は、州内におけ

るこれらの産業集積の形成への外国企業
の参画の可能性を検討する方針だ。当然
ながらこれは、ロシアのエネルギー政策の
原則路線である。

ここで、いわゆる「アジア・スーパーグリッ
ド」事業の意義と内容について説明した
い。これは、ロシア、モンゴル、韓国、中
国、日本の電力系統を、並列統合する必
要があるということだ。これは、ロシアの電
力産業の発展の優先路線である。ロシア
には、輸出向けの発電所を建設するため
の非常に大きなポテンシャルがある。ロシア
産電力の需要が生まれれば、それらの出
力は十分大きい。

目下、ロシアと中国の企業が、中ロ間の
送配電網の拡大強化を狙っている。ロシア
と韓国の企業は、南北朝鮮とロシア極東
のエネルギー協力等のエネルギーブリッジの
可能性を、検討している。ロシア企業は、
かなり以前から提唱されていたサハリンにお
ける輸出用発電所の建設と、サハリン－北
海道－本州間送電線の建設のプロジェクト
について、詳細に検討し始めた（図4）。

ロシア、モンゴル、中国の企業が現在、
国家間の統一電力系統の形成を検討して
いる。ロシア企業は「アジア・スーパーグ
リッド」創設問題を非常に真剣に検討し始
めている。国際会議や企業でさえもまだ、
しかるべき反響がない一つの視点に注目し

図3　石炭需要の変化

図4　ロシア｜日本間のパワーブリッジプロジェクト

出所：A.Kaplun(RAO“UES of Russia”)Prospective directions of power industry development in FED, APEF, 
　　　Vladivostok, May, 2013
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てもらいたい。つまり、我々は、ロシア極東
における再生可能エネルギー電源の建設
と、技術革新分野への外国企業の積極
的な参加に、大いに期待している。

目下、小出力の再生可能エネルギー源
の役割は、ロシアでは比較的小さい。2035
年までのロシアエネルギー戦略は、小出力
の再生可能エネルギー電源の占める割合
を、0.5％から3～5％に拡大する必要性を
強調している。これは重要だが、難しい課
題だ。なぜかというと、ロシア極東の発電
の状況をみると、広大な地域を非常にハイ
コストの分散型電源でまかなっている。しか
し、ロシアの極東や北部地域は再生可能
エネルギーが非常に豊かだ。これは、小
規模風力発電所や地熱発電所のことであ
る。もちろん、これらのエネルギー源の活
用は莫大な可能性を秘め、経済面でも環
境面でも社会経済面等でも、大きな効果を
もたらすであろう。図5に、様 な々出力の再
生可能エネルギー電源の活用効果が期待
される地域が示されている。

日本に近いロシア極東は、この種の資
源が豊かだ。そして、我々はこのポテン
シャルの活用で協力できることを期待してい
る。我々の試算では、ロシア東部の再生
可能エネルギー電源の出力は130MWか
ら、2050年までに1000～1400MWに拡大
しうる。我々は、金融経済分野での外国
企業との提携を期待している。最も重要な
のは、貴国のこの分野の知識、技術、ノ

ウハウを活用できることを期待している。例
えば、北極圏仕様の再生可能エネルギー
施設として、石炭とガスのコジェネレーショ
ンシステム（3～6MW）、単位出力50～
100MWのミニ原子力発電所、風力発電
機（50～100kW）、太陽光発電モジュー
ルが図5に示されている。

現在、北東アジア諸国との革新的技術
協力のコンセプト、戦略、ロードマップを策
定する必要性が生まれている。このような
戦略は、行政機関、企業、調査研究機
関が緊密に連携して策定しなければならな
い。私が副所長を務めるエネルギーシス

テム研究所は、ロシア東部におけるエネル
ギー分野の研究拠点の一つであり、当研
究所は、この連携に積極的に関わっていく
方針だ。

思えば25年前、可能性や規模、有用
性で類を見ない「北東アジア諸国市場進
出を踏まえた東シベリア・極東エネルギー
開発マスタープラン」が、日ロの研究者の
尽力で策定された。それは、「東方ガスプ
ログラム」に先んじ、その本質は、現在
実行中あるいは実質的検討段階にあるプ
ロジェクトを予言するものであった。

まず私が所属する国連アジア太平洋経
済社会委員会（ESCAP）という団体に
ついて紹介する。ESCAPは1947年に設
立され、タイのバンコクに本部がある。地
域の社会経済協力、あるいは開発を担当
するものだが、国連の事務局の中では地
域事務所と認識され、トルコから太平洋の

キリバスまで53カ国と9カ国のアソシエイトメ
ンバーを含めた62カ国の加盟国で成り立っ
ている。世界人口の3分の2をカバーしてお
り、国連の中でも地域的幅広い協力をして
いる団体である。

ここでは情報通信技術（ICT）につい
て報告するが、その詳細を話す前に背景と

してどのような変化があり、それにより情報
通信のインフラ整備に影響があったかにつ
いて話す。2017年にESCAPで調査研究
した人工知能とブロードバンドの格差という
レポートでは、いま人工知能（AI）がさま
ざまなセクターで活用されている中で、それ
をうまく開発に使うために何が必要で、どう

北東アジア経済統合に向けての
� ICT開発の現状と将来に向けての動き
国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）ICT 部長
奥田敦子

図5　活用効果が期待される再生可能エネルギーの立地
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いうポジティブ／ネガティブな影響があるか
を調査した。

調査をするにあたって、韓国の科学情報
通信省のフレームワークを使ったが（図）、
まずAIとはどういう技術で構成されているの
かというのが最初の疑問で、その答を出す
ためにこのフレームワークを利用した。この
中には4つのレイヤーがある。最も下層のレ
イヤー、つまりInternet of Things（IoT)
では、さまざまな分野でデバイスや建物のセ
ンサーなどが設置され、そこから常時デー
タが送信され、それを基本としてAIという
新しいサービスあるいはソリューションが作
られていく。そのIoTがまず普及していな
いと、AIは完成できないのではないかとい
うことで、参考とした。

さらにその上に、ブロードバンドのようなイ
ンフラがないとデータが送信できない。この
レイヤーも重要な要素であると考える。さら
にその上にビッグデータ、さまざまなデータ
を集めてそれを解析していくレイヤーも必要
で、これには今までと異なるデータを解析で
きる人たち、あるいは教育が必要となる。
さらにAIにたどり着く前にクラウドコンピュー
ティング、アマゾンで行っているようなサー
ビスも必要となる。それがマシーンラーニン
グ、マシーンアナリティクスというような今ま
でになかったインサイト、プレディクティブ・
ケイパビリティへとつながっていくと考える。
さらにそれが最上位のレイヤーであるさまざ

まな分野で活用されており、工場の生産、
ドライバーレス・カー、さらに家庭内でもさま
ざまな器具にセンサー・装置がつけられ、
医療の面ではより的確な診断・診療ができ
るようになる。さらに発電、電力の管理も今
までと違った、より正確な効率的な利用が
できると考えられている。これが、ブロード
バンドのインフラを整備する上で背景となっ
ていると考えられる。

その次の疑問として、AIをより効果的に
活用していくためにどのような要素が社会の
中になければならないのかが研究チームの
中で浮かんだ。さまざまな要素を検討した
ところ、やはり経済成長・発展のレベルが
要因であるということがわかった。つまり、
GDPが高い国はAIの研究の質と量が高
い。これは当然のようでもあるが、このよう
な見方をした組織、あるいは調査がこれま
でなかったので、これを基にブロードバンド
の支援をこれからしていこうと考えている。

さらに経済発展のレベル以外に、技術
を吸収する力、あるいはICTサービスに対
する投資、最も大切なこととしてブロードバ
ンドのインフラがある国がAIの発展が進ん
でいるという結果が示された。次のステップ
として、インフラ、ブロードバンドがAIの必
要な要素である場合、アジア太平洋各国
のどの国が最もブロードバンドの普及が進
んでいるのか、それを見ることによってAI
のこれからの発展を見通し、さらにブロード

バンドが普及していない国の支援を進めて
いく必要性も認識している。

また、固定ブロードバンドとモバイルブロー
ドバンドで、それぞれ異なる普及の仕方を
している。我々がカバーしているのはトルコ
からキリバスまでのアジア太平洋地域で、
固定ブロードバンドの普及に関しては地域
間の格差が大きいという特徴がある。北東
アジア地域の伸び方が急速であるように伺
えるが、中国、韓国、日本がけん引して
いる一方で、ロシア極東、中国内陸やモ
ンゴルでは、普及の伸び方が遅いという地
域間格差がある。モバイルブロードバンドで
は、高所得国では展開が進んでおり、そ
れ以外の国でも2013年以降急速に伸びて
おり、格差が縮小し続けるのかという疑問
が浮かぶ。

さらに地域間でも格差があり、標準偏差
を使って調査すると、太平洋諸国間での
格差が広がっている。北東アジアでは、固
定ブロードバンドもモバイルブロードバンドも
格差は縮小しているものの、ロシア極東、
中国内陸、モンゴルと日本、韓国、中国
沿岸部の地域間格差が広がっているように
見える。

ここで一つ注目したいのが、インターネッ
トというのは、地理的に隣国に依存する技
術であるという点である。もちろん衛星を通
じてインターネットに接続する手段もあるが、
レイテンシー（遅延）つまり時差が生まれ
ることと、価格が一般利用者向けとしては
高すぎるのが現状である。こうした状況下
で、隣の国と海底ケーブルや地上ケーブ
ルで接続してインターネットを利用するという
方法が、最も利用されている接続方法であ
る。そうなると、隣国との交渉、あるいは
接続する際の原則、協力のモダリティ（法
性）を互いに合意しなくてはならないが、
そういったことが成功していない地域がある
のでESCAPではその手助けに注力してい
る。

その一つがAsia Pacific Information 
Super-Highwayであり、ブロードバンドを
総括的・多角的に展開するため、トルコか
らキリバスまでアジア太平洋をブロードバン
ドで結ぶイニシアチブを2013年から始め、
2017年にESCAPの62カ国が開始すると
いう合意に達した。2017年5月ぐらいから
本格的に展開している。これは国連で推

Artificial Intelligence (AI) Landscape

図　韓国の科学情報通信省のフレームワーク
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進している持続可能な開発（SDG）をサ
ポートするためのイニシアイブで、田舎にい
る人、あるいは今までICTの利益を受けら
れなかった人に、教育、保険、医療のサ
ポートができるような体制を作ることを主な目
的としている。そのためにインフラの整備を
しなくてはならないが、その時に地上・海
底ケーブルの整備や、インフラ以外にも、
協力以外の方法でコストを低減させる手段
についても研究が進められている。また多
国間、二国間でケーブルを引くときの協議
がしやすい環境をESCAPで作っている。
さらに課題を共有し、調査研究を行うこと
で、これまでの課題や機会を定義するとい

うことを行っている。
Information Super-Highwayには4つ

の柱がある。一つはインフラ整備、つまり
ケーブルをどこにひくか。さらにその上にイ
ンターネットのトラフィック管理、これはIT関
係者でなければ新しいトピックかもしれない
が、ケーブルがあるからといってそれを使っ
て効果的にEメールが送られているわけで
はない。ESCAPのテストによると、例えば
カンボジアからベトナムにEメールを送るとア
メリカ経由でベトナムに届くという場合もある
など、うまくインターネットのデータが運用され
ていない問題がある。さらに防災をICTで
うまく普及できないか、あるいはICTのイン

フラ自体の防災効果や、災害に強いインフ
ラ建設の協力も行っている。最後にブロー
ドバンドをもっと幅広く経済社会開発のため
に使えるような協力も行っている。

これらの情報を周知することは重要であ
り、Asia Pacific ICT & DRR Gateway
というサイトを立ち上げ、最新の情報と各
国の取り組みについてアクセスすることが可
能だ。また、社会開発とファイナンシャルな
調査研究も行っており、どういう形のファン
ディングをしていくことがブロードバンドの普
及に役立つかということを調査している。

私はアジア統合のレポート等を担当する
部署におり、国際的な国境を超える労働
移動、そこから派生する労働者の送金に
ついて担当している。本報告では、大ま
かにアジア・北東アジアでどのような人が移
民をしており、労働者となっているかのトレ
ンドを話すとともに、人の動きが他の経済
連携、貿易・投資など経済統合と呼ばれ
る分野とどのような関連を示すのかを紹介
する。

まず、2001年と2016年で各指標を見る

と（図1）、モノやサービス、金融面でアジ
アの統合が緩やかではあるが進み、貿易・
投資は非常に高いレベルで統合が進んで
いる。その中で、人の流れ及び人の流れ
に派生する労働者送金、これは出稼ぎに
行った労働者が母国に送る送金を指す
が、その流れが下降傾向にあることがわ
かる。これは何を示唆しているのだろうか。
モノや金が動けば生産要素の調整が進
み、人は動かなくていいのか。それともモ
ノや金が動くときには人も調整のために動

かなければならないのではないか。逆に、
人の動きは経済ではとらえられない政治や
政策に大きく起因する部分があるので、そ
ちらで説明する方がよいのではないか。

人の動きのアジア内のシェアは、1990
年から下落している。アジアから出る移
民、労働者の総数が減っているわけでは
なく、総数で8600万人という非常に多くの
数の労働者及び移民が外に出ている（図
2）。この数字は国連の統計を利用してお
り、国連統計では自国ではない国に1年
以上滞在している者を移民と呼び、その
統計を2年ごとに出している。この統計は
国連のサイトで簡単に入手することができ
る。つまり移民はすべてが労働者ではな
いが、国際労働機関（ILO）の統計による
と、この中で65％が労働市場に参加して
おり、この移民の推移から労働者の動きを
捉えることができると仮定し、報告を行う。

アジアからの移民は増えているが、その
シェアが下落している。アジアの中で動く
人は2015年までは増加していたが、ここ
2年ほどは下降している。つまり、絶対数
でもアジアの中での人的移動は減少して
いる。この数字を北東アジアで計算する
と、若干（10％）上昇傾向である。では、

北東アジアの移民と労働力移動
アジア開発銀行（ADB）経済調査協力部エコノミスト
竹中愛子

Integration in Asia: Intraregional shares (% of total)

図1　人的移動に関する各指標の変化

出所：ADB Asian Economic Integration Report 2017.
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アジアではなくどこに向かっているかという
と、中東に出稼ぎに出ている南アジア、東
南アジアからの出稼ぎ労働者が多い。次
に多い受入国は、アメリカやヨーロッパ、こ
ちらに行く労働者は、往々にして自国や受
け入れ国の労働者よりも高学歴あるいは
スキルが高いことが研究によって示されて
いる。つまり、アジア全体から頭脳流出が
起こっていることを示している。この頭脳
流出は止められるものではないが、できる
こととしては、流出した頭脳をどのように還
流させるかである。例えばインドや台湾の
IT セクターでは、アメリカのシリコンバレー
で働いたかなりの労働者が、そのコネクショ
ンを利用して投資に結びつけて発展してき
たという歴史があり、すべてが悪いわけで
はない。しかし、実際として頭脳流出が起
こっていて、それをどのように発展に結び
つけていくかは、多くのアジアの国によって
も日本にとっても重要な課題である。

北東アジアからの移民が多い上位2カ
国はロシアと中国となっている。中国の行
き先トップはアメリカ、2番目は香港、3番目
が日本である。

ロシアは、旧ソ連の中での動きが、ソビ
エト崩壊に伴って国内移動が国際移動に
転換したという背景があるため、かなり多く
のロシア移民が国外で働いている。また、
中央アジアから多くの労働者がロシアで就
労しているという現状がある。ただ、すべ
てがソビエトからの引継ぎの移民であるわ
けではなく、例えばキルギスタン、カザフス
タン、ウズベキスタン、タジキスタンの移民

の多くは、季節労働者としてロシアで働き、
シーズンが終わると自宅に帰る。

ここで、地域経済を支える重要な様相と
なるのが送金である。統計をみると、タジ
キスタン、キルギスタンに送られる送金は、
その国の GDP 比の約3割から5割に上り、
その地域経済、家計に重要な貢献を果た
し、消費や波及効果が生まれる。送金と
いう重要なエレメントがロシアの移民システ
ムには存在するといえる。またモンゴルに
ついては、国連統計を見ると、ここ10年ほ
どでモンゴルに就労に向かう、あるいはモ
ンゴルから外に就労に出る数が急速に増
えている傾向がみられる。

将来の展望として、図3は北東アジア及
びアジアからどれぐらいの移民が外に出て
いるかの増加率を示したもので、総数とし
て移民は増えているが、その増えるスピー
ドは少し失速している。その一つの大きな

理由は、少子高齢化であると考えられる。
中国はここ2、3年でいわゆる人口ボーナ
スが終わり、労働者が10年ごとに1割とい
う非常に速いペースで労働者が減ってい
く。これは日本も経験済みのことであり、ロ
シア、韓国という北東アジアの国がそのよ
うな状況を現在、あるいはこれから数10
年にわたって経験していくことになる。これ
は、移民になるパイが減っていくことを示し
ている。

ただここで一つ指摘したいのは、他のア
ジアの地域では労働者は増加傾向にある
国も多く、アジア全体ではここ5年で労働
者が減少していくと推測されているが、バ
リエーションがあることがアジアの強みであ
る。つまり、ベトナム、フィリピン、インドネシ
アという国々では、20年、30年にわたり労
働者が増えていく。これは注目されている
点であり、モノや金だけでなく労働市場も
統合できるのか、ということがアジアの挑
戦であると考えられる。

また労働人口が減ることだけでなく、労
働者の年齢が高齢化することも移民のプ
レッシャーが減ることにつながる。海外に
出稼ぎに出る年齢層は20～30歳代で、
最初の移民の経験は独身の時が多いとい
う研究があることでも指摘されている。図
4は、少子化の影響を示唆する日本の在
留外国人統計の値である。ここ4、5年で
4～5％と高い率で伸びているのはフィリピ
ン、ベトナムであり、ネパールも増えている。

これが北東アジア全体で何を示唆する
かというと、中国からの移民が続くとしても、
将来的には、中国が人を入れていく地域
になるのではないかと考えられる。私はマ
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図2　アジアの移民数の概況

出所：ADB calculations using data from "Trends in International Migrant Stock: The 2017 Revision", United 
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ニラで仕事をしているが、フィリピンの大統
領が中国高官と話をした際の注目の関心
は、そろそろ中国もフィリピンの労働力を入
れてはどうか、現状でも教師や看護師は
すでに入っているので、フレームワークをつ
くってはどうかという点だったという。

どのような理由で労働者が動くかについ
て、既存の研究では、賃金差が第一の
要因として指摘されている。それだけでな
く、文化的、言語的な類似性がさらに移
動を誘発する。北東アジアでは、地理的
近接性が移民を誘発する。これはコストが
低く抑えられることに関連する。また、移
民のネットワークが既に存在しているという
要因もある。移民のネットワークは雪だるま
式に移民を誘発するという研究もある。た
だしこうした要因単独で人が動くわけでは
なく、他の要因がそろって初めて人が移
動する。この地域では文化的、言語的バ
リアーを取り除くことや、人的移動のフレー
ムワークを構築するという取り組みが必要
であると考える。

最後に労働市場の統合について、現
状の紹介を行う。現在、開発途上国、特
に人口が増えている国において労働市場
の変化を経験している。労働者が農業か

らサービス、製造業、より付加価値の高
いITなどの新しい産業にも移ってきている
ことが数字から見て取れる。重要なのは、
学歴やスキルの高い人材が途上国でも増
えてきているという点である。例えば、図5
は IT 産業に従事している人がどれぐらい
増えているかを示したもので、モンゴルや
インドネシアでは高い伸び率を示している。
現在の入国管理、外国人労働政策を見
ていると、高度人材に対しては非常に寛
容なフレームワークをもっており、日本でもポ

イントシステムなどを導入し、促進を考えて
いるので、労働者の補完が進めばさらに
人の流れが増えるのではないかと予想さ
れる。これは北東アジアの中でグローバル
化が進む一助となる。

モンゴルではここ5年ほどで大学卒の資
格を持つ労働者が2割から3割に増えてい
る。タイやマレーシアでもそのような労働者
が増えている。こういう分野で補完性が進
むと、さらに人材の交流が進む。高度人
材の割合は少ないので、大きな数値として
は現れないだろうが、小さな数値でも実際
に人材の交流が進むと考えられる。

まとめると、北東アジアからの移民流出
のプレッシャーは若干おさまるだろう。その
主な理由は高齢化である。逆に、北東ア
ジア以外のアジア、それ以外の地域から
北東アジアに人が入ってくる可能性も示唆
されている。アジア各国の労働市場は変
化しており、高度人材に関しては還流の
余地がある。ロシアの移民システムは他
の移民システムと分断が見られるので、文
化交流、学術交流によって、この二つの
異なる移民システムを融合させるような活
動があれば、人的移動の流れが変わるの
ではないかと考えている。
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本報告は、北東アジア地域と我が国の
観光交流、そしてインバウンド振興策につ
いてのものである。北東アジア観光圏の現
況を他の地域と比較して実態を見ていき、
将来における活性化の方策を考えたい。
また出遅れ状況にあった日本の国際観光
が、近年急速に伸びており、その状況と課
題、観光立国に向かう日本が北東アジア観
光圏にどのような役割を果たすことができる
かについても考えたい。なお本報告では、
北東アジア観光圏は日本、中国、韓国、
北朝鮮、モンゴル、ロシアとするため、国
連世界観光機関（UNWTO）が定義す
る北東アジア統計地域とはやや異なる。

世界観光客到着数は、国連世界観光
機関の発表によれば、経済環境の変化や
インフルエンザ、津波、テロなどの事故や
事件が世界で発生した際に多少の落ち込
みはあるが、総じてコンスタントに増加しつ
つある。まさしく世界はグローバル大交流
時代といえる。中でもアジア太平洋は、極
めて高い伸び率を示す地域であり、特に日
本、中国、韓国の3カ国を中心とする北東
アジアの観光交流はこの10年、世界の年
平均伸び率が3.8％の中で、5.7％と目覚ま
しい状況である。次の10年も引き続き世界
平均を上回ることが予想されている。

日本の現況を見ると、小泉元首相が
2003年の施政方針演説で観光立国の道
を表明し、2007年に観光立国推進基本
法が策定・施行、2008年には観光庁が
設置され、2010年に1000万人の訪日外国

人誘致プランが発表された。ビジットジャパ
ンキャンペーン（VJC）が2003年にスター
トし、前半は官民による活発な活動と円安
が追い風となり、順調な伸びを示した。し
かし後半は、世界的な経済不況に加え、
円高が影響を及ぼし、目標の1000万には
到達しなかった。その後、2011年に東日
本大震災で落ち込みを見せたが、2013年
に1036万人となり、さらに2015年、2016年
と順調に推移し、昨年2017年には2869万
人という記録的な数字に達した。これは、
政府はもちろん地方自治体、民間企業、
国民全体の協力の賜物である。特に、継
続的な観光プロモーション、種々の渡航緩
和政策の効果が顕著であると考えられる。

急増した訪日外国人客ではあるが、中
国人や韓国人のように少数の国 に々依存す
る体質に課題がないわけではない。また、
2000人、3000人を擁する大型のクルーズ
が相次いで訪問しているが、この形態には
解決すべき多くの問題がある。

他方、アウトバウンドの日本人海外旅行
者は、この10年近く1700万から1800万前
後で推移しているが、これは経済不況、
テロ問題、若者の海外旅行離れなどに加
え、日本と中国、日本と韓国の間に政治
的緊張があることも、伸び悩みの要因の一
つである。このようにみると飛躍のインバウ
ンド、足踏みのアウトバウンドといえる。

日本は2020年に首都・東京でオリンピッ
クやパラリンピックのホスト国としての機会を
得ている。このビッグイベントを活かして、

2020年までに4000万人、2030年に6000万
人の訪日外国人を迎える目標を設定し、勢
いよく進んでいる。表1は、先ごろ発表され
たもので、2017年のインバウンド数が2869
万人で19.3％伸び、さらにJTBの予測では
18年に3200万人、10％を超える伸び率を
見込んでいる。

では、北東アジア観光圏の特性とはどの
ようなものか。今後の観光活性化をどのよ
うに進めていけばいいのか。特性として、
「変動が激しくいびつな国際交流」が挙
げられる。また、「隣国でありながら、極
めて少ない国際交流」というものもある。
前者の不均衡をあらわす事例として、「訪
中日本人旅行者」対「訪日中国人旅行
者」の割合が259万人対637万人というい
びつな国際交流がある。2017年は、さらに
拡大傾向にあるとみられる。また、隣国同
士の日ロ交流は、「訪ロ日本人旅行者」対

「訪日ロシア人旅行者」が8万4600人対
5万4800人と極めて少ない。しかし、昨年
の数字をみると改善されているようにも見受
けられる。

次に、「シーズン波動が大きく価格が高
い」。平準化されつつある地域もあるが、
ピーク時とオフ時の差が激しい。底上げ的
なイベントづくりが重要であり、マーケティン
グ戦略に則った旅行費用の引き下げが重
要である。この中で特に、航空便の増加に
加えて、航空運賃の低廉下が望まれる。
現地受入態勢が弱く、観光プロフェッショ
ナルが少ない。外国旅行者受入のための

北東アジア地域と我が国の観光交流・
� インバウンド振興策
大阪観光大学名誉教授
鈴木勝

表1　日本の国際観光量
（千人）

出所： UNWTO/JNTO、2018はJTB見通し

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

日本人海外旅行 15,446 16,637 16,994 18,491 17,473 16,903 16,214 17,116 17,900
(+4.5%) 18,000

訪 日 外 国 人 6,790 8,611 6,219 8,358 10,364 13,413 19,737 24,040 28,690
(+19.3%) 32,000
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開発、ガイド・通訳・旅行担当者らのサー
ビス向上が重要であり、人材養成により注
力すべきである。例えば、鉄道ツアーや国
境ツアーなどの分野に、より多くの観光プロ
フェッショナルが求められる。

それ以外にも重要と考えられるのは、観
光に関する情報や統計の発信が少なく、
観光プロモーションが弱い。これは一国一
地域だけではかなり困難がある。北東アジ
ア観光圏、広域ネットワークの構築が必要
であり、関係諸国による共同プロモーション
が効果的だと考える。例として、日本海を
軸とした共同クルーズ誘致戦略などが挙げ
られる。

ここからは、日本の国際観光の活性化
を図ると同時に、北東アジア観光圏に貢
献する手段を考える。まず、渡航の制限
緩和、ビザなし制度の推進である。日本に
とって、無査証の推進こそインバウンド活
性化の最短コースである。特に、現在の

緩和の手法に工夫を凝らすべきである。例
えば柔軟な数次ビザ導入や、マーケット別
無査証、教育・修学旅行の学生は査証な
しのような方法が考えられる。

また、日本では現在インバウンドが強力
に推進されているが、これだけに偏らない
ツーウエイ・ツーリズムを推進することを強く
提案したい。すなわちアウトバウンドの推進
である。特に教育旅行や、FIT（Foreign 
Independent Tour）と呼ぶ女性などの個
人旅行などを推進してはどうか。また、若者
の海外旅行離れの対策が必要である。イ
ンバウンドでは格安航空会社（LCC）が活
用されているが、日本の若者にももっと活用
させる取り組みが必要である。現在の日本
人の出国率は12.8％で、JTBレポート2017
で報告されているが、このままでは近い将
来に膠着状態になることが考えられる。世
界の観光先進国とよばれる国 と々比較する
と、この出国率は極めて低い（表2）。日

本人の出国率が30～40％であれば、政府
が目指す訪日客4000万人や6000万人とバ
ランスがとれ、均衡ある観光立国を実現で
きる。このことは同時に、北東アジア観光
圏の活性化に大いに貢献すると考える。

最後に、北東アジア観光圏の活発な観
光振興により、最も期待できる価値ある効
果として、共同で観光プロモーションを行っ
たり共同で外国人受入を行ったりする協力
体制の中で、北東アジア観光圏内の国際
理解や国際協力の精神がさらに醸成され
るのではないかと考える。北東アジア観光
フォーラム（IFNAT）というものがあり、
毎年各国持ち回りで開催されている。メン
バーの一人として大学生とともに参加した際
に、大学生の国際理解や国際協力の精
神が会員メンバー以上に抜きんでて高まっ
ていることをもって本報告の補足とする。

ディスカッション

コーディネーター（河合正弘 :ERINA）
まず私から、それぞれの方に短い質問を

したい。最初の報告者・董先生からは、中
国にはたくさんの中国・欧州間の鉄道があ
り、政府が補助金を払っているという説明
だった。7つの鉄道路線についてその収益
性はどうなっているのか、補助金がなくなっ
たらどうなるのか、補助金は今後長期的に
続くと考えてよいのか。

次にサネーエフ先生に、ロシアの東方エ
ネルギー政策で、ロシアの石炭、石油、ガ
スを北東アジア諸国に輸出し、北東アジア
諸国がそれを買うことのウィンウィンの関係
にみえるが、果たしてロシアにそれだけ安
定的に供給する能力があるのか、日本のビ
ジネス界ではこうした疑問が多く持たれて
いると思う。特に極東の港から遠いところ

で原油や天然ガスが生産された場合に、
港の近くに持ってくるためのコストが高いと
考えられる。また、原油や天然ガスを買う
ときに、長期契約ではなくスポットで買うよう
になると価格が変動することが見込まれる
が、ロシアはそうしたことに対して投資を行
い、供給力を上げるインセンティブはあるの
か。

奥田さんへは、固定ブロードバンドを国と
国で接続する場合、二国間の協力が必要
なのは当然のことと考えられるが、具体的
にはどのような協力が必要になるのか、協
力の中身について伺いたい。

竹中さんへは、アジアから世界に人が動
くときに、労働移動がかなり多いのは、中
東、北米、ヨーロッパという話であった。ア
ジアから中東へは、建設労働者など頭脳
流出ではない形の労働者が多いのではな
いかと考える。北米やヨーロッパへの労働
移動における頭脳流出は、全体のどの程

度の割合であるのか。また、中国からの労
働移動は大半が頭脳流出と考えてよいの
か、国によって労働流出の内容が違うので
はないか。

鈴木先生からは、いびつな国際交流と
いう言葉で近年の状況が紹介された。日ロ
間はなぜ観光交流が少ないのか、日本人
がより中国を訪れるようになるためには何が
必要なのか。

董春嬌
多くの人がこの点を懸念している。当初

はこのプロジェクトをサポートするために相
当な助成金が出された。近年でも政府は
助成金を提供している。正確なデータは
持っていないが、政府はこの助成金を下げ
ようとしているのではないかと考える。鉄道
プログラムが海運コストや航空貨物に対し
て競争力を持つように助成金を出している
ものと考える。

表2　各国の出国率の概況
（％）

出所： 日本政府観光局「主要訪日旅行資料の基礎データ」より㈱JTB総合研究所作成

日本 韓国 台湾 中国 香港 タイ マレーシア シンガポール インド インドネシア オーストラリア アメリカ カナダ イギリス ドイツ フランス ロシア

出 国 率 12.8 38.1 56.1 8.5 142.8 9.4 145.9 164.9 1.4 3.4 37.9 10.2 29.3 101.0 101.4 43.8 31.4
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氏は、経済協力について革新的な協力に
向かわなければならないと述べた。この革
新的な協力は、調査研究プロジェクトから
始めるべきだと思う。残念ながら、我 に々は
共同調査研究プロジェクトが少なくなった。

董氏の報告に注意深く耳を傾けた。ア
ジアから欧州への貨物輸送にさまざまなバ
リエーションがあることについて、たくさんの
情報が提供された。概して、3つの重要な
ルートがある。それは南回り航路、現在整
備が進められているシルクロード、そしてロ
シアのシベリア横断鉄道である。さらに北
極海航路も現実的な話題になっている。
選択肢が出来て良いことだと思う。良くな
いのは、この輸送ルートの当事者である日
本、韓国、中国、ロシアの経済界が経済
効率、価格、時間などの制限要素、荷主
が負うリスクについて、客観的な評価をし
ていないことだ。そこで、この輸送ルートの
問題の難しさを踏まえ、我々は現代的なブ
ロックチェーンを利用するべきであり、それ
については基調報告で渡辺氏が積極的
に語っていた。

我々はウラジオストクで、アジアから欧州
への貨物輸送のさまざまなバリエーション
の効率を比較するためのブロックチェーン
活用プログラムを開発した。このプログラム
はロシア政府の支持も得た。そこで我々は
大学を代表して、この問題に関心のあるす
べての研究者に、プログラムへの参加を呼
び掛けるものである。

フロア質問（加藤政）
董先生と鈴木先生に質問したい。中国

の一帯一路という政策について、1本か2
本程度の線を想定していたが、7本の線
が今回提示されたということに驚いている。
そこには空港や港のようなハブステーション
のようなものができるのか。日本は土地を
手放すことは難しい国だが、中国では鉄
道開発を進めていく中で不都合なことなど
がなかったのだろうか。また、日本と同様
若者が不足しているのではないか、さまざ
まな国の若者を労働力として投入している
のか。

日本の自然観光資源は、ロシアの広大
な川などとは比較にならないし、中国もロ
シアも街並みがきれいになってきたりしてい
る。日本の持ち味は、やさしさ、親切さでは

コック、観光産業でのプロフェッショナルな
どがあり、アメリカ、ヨーロッパへの出稼ぎ
労働者に占める高スキルの労働者の割合
は多く、中東に向かう労働者においても比
較的高スキルの労働者の割合が上昇して
いる。

また、アジアからアメリカやヨーロッパに渡
る出稼ぎ、移民の学歴は、OECD の統計
によると、国ごとで3割から5割ほどが大学
以上の学歴を有する移民、労働者である
ことが示されており、明らかに母国の労働
者よりも学歴が高いことになる。ただし、彼
らの働いている職業がそれに見合ったも
のであるかについては、まだそうではない
問題もある。

鈴木勝
日本と中国の交流がいびつであるという

点について、15～20年ほど前には、いび
つさが逆であった。最近のいびつさは、中
国人が増えて日本人が減り、かつては日本
人が390万人ぐらいだったものが、最近は
250万人ぐらいになっている。こうした点に
ついては、中国側の努力が必要である。
環境問題、中国のサービス向上に伴う価
格上昇があり、中国の観光地が次 と々世
界遺産に認定されているが、プロモーショ
ンが今一つの面もある。教育旅行、修学
旅行も大きく人数が減った。

日ロ間については両方を通じて少なく、
両方を足しても15万、16万人ほどしかな
い。これはビザの問題で徐 に々緩和されて
いるが、なお難しいものがある。ビザをもっ
と簡単に取れる、数次ビザを簡単に取れる
ような形に変えていく必要がある。さらに航
空運賃が高いという問題もある。ウラジオ
ストクまで日本から行くと、シンガポールやマ
レーシア辺りまで行ける値段が設定されて
いる。また宣伝が不足している問題があり、
日本側もロシア側も十分ではない状況だ。
しかし、一昨年あたりから両国が相当な宣
伝を行い、昨年のロシア人の訪日数はかな
り増えている。

フロア発言（ラトキン:ウラジオストク
国立大学教授）

すべての報告を興味深く聞いた。近年、
我々がより複雑な問題をどんどん話し合っ
ているのは、非常に喜ばしい。サネーエフ

ボリス・サネーエフ
多くの専門家が、ロシア東部地域の

石油・ガスの資源量は非常に大きいことを
知っている。つまり、要求された資源を確実
に供給することができる。問題は価格だ。
この問題は非常に大事だ。

長期的プログラムやプロジェクト等があ
るが、学術研究界を代表している私にとっ
て大事なのは、まず二国間あるいは多国
間ベースでエネルギー・経済協力戦略を
策定し、それに基づき優先的事業のセット
をつくることだ。残念ながら、いまだに企業
間で決めたプロジェクトが話題になる。そし
て、国・地域の観点からの効率性の評価を
するとき、我々は問題に突き当たる。ご臨席
の皆様に再度注目してもらいたいのは、経
済、エネルギー、その他の協力には、長期
的コンセプト、戦略、ロードマップが欠かせ
ないということだ。もしそのような戦略がつく
られれば、私たちの名は歴史に刻まれるだ
ろう。

奥田敦子
二国間協力でどのような協力が実際に

行われるのかについて、まず技術面では、
ファイバーは容量によって異なるテクノロ
ジーが使われることなどがあるので、そこ
で合意がなければならない。現在南アジア
で行われている協議では、電線を使って
ブロードバンドを展開するというアイディアも
あり、そのような背景の下で法整備や規制
が各国でできているか、という問題が発生
する。法整備も含まれることになる。また、
どこのポイントとポイントをつなぐかというロ
ケーション、コストとベネフィットのシェアリン
グ、メンテナンスと管理は誰がどのように行
うのか、などが話し合いの対象となる。

竹中愛子
指摘の通り中東行きの出稼ぎ労働者

は、国によって異なるものの、多くの割合
が建設、家事労働に従事しているという
場合が多い。しかし例えばフィリピンでは、
最近500ドル以上の賃金でなければその
国に出てはいけないという規制ができ、中
東への家事サービスの労働者は減ってい
る。つまり、中東では実際に、多くの金融
機関や高付加価値のサービス部門でも就
労している。高付加価値サービスは例えば
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ないか。そのような方向の啓発活動や、言
葉のハードルの解消に力を入れるような活
動について、鈴木先生にお願いしたい。

鈴木勝
個人的にも旅行会社で4年間、北京支

店長をやっていた経験があり、中国への旅
行を伸ばしたことがある。中国の素晴らしさ
はまだ日本に伝わっていないし、政治的な
問題がある。政治的な問題以外でも、環
境問題なども修学旅行が委縮する理由に
なる。また、中国にはもっと宣伝を強化して
ほしいということも感じている。中国はアウト
バウンドが強力に発信されているが、インバ
ウンドにも力を入れてほしいと考えている。
ロシアへもここ10年ほど毎年出かけ、各季
節の素晴らしいところを認識している。大

学や講演などでロシアの宣伝を行ってお
り、昨年はロシアから日本への渡航もかな
り増えているが、まだまだ宣伝がかなり足り
ないと感じている。また、日本のもてなし、そ
して日本の地域をもっと宣伝していく必要
があると考えている。

董春嬌
一帯一路は経済協力を推進するため

の取り組みである。この取り組みの中でパ
イプラインの敷設、高速道路の敷設など
さまざまなプロジェクトが提案されている。
今日は鉄道の話に限定したが、それ以外
にも多くのプロジェクトが検討されている。
400億ドルという新シルクロード基金をもっ
て、中国はインフラの構築を目指していくこ
とになる。これは大変大きく、複雑な取り組

みになることが予想される。鉄道網、駅な
どはすでに建設されている。

土地利用の点においては、複雑な問題
をはらんでいる。一党支配の国であること
から、政府が鉄道を敷設することを決定す
れば、通常は土地を活用することに困難は
ない。しかし土地所有者との交渉は必要と
なる。鉄道を敷設する際の対立も生じてい
るが、中国政府は何らかの形でその解決
をみている。複雑な問題ではあるが、中国
政府は必ずその問題を解決している。

鉄道プロジェクトの評価に関しては、6年
前に始まった若いプログラムであるが、中
国も懸命な取り組みによりプロジェクトの評
価を行っている。将来的により多くのことを
話せるだろうし、近隣の住民についても説
明することができるのではないかと考える。

ERINA REPORT PLUS No.141 2018 APRIL



29 ERINA REPORT PLUS

2018北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟　セッションＢ　地域開発戦略の現状と課題

GTI（図們江イニシアチブ）の立場か
ら将来的に図們江地域がどのように発展す
るのかについて、特に交通の接続を中心
に話していきたい。まずGTIの概略を説明
する。GTIは中国・韓国・ロシア・モンゴ
ルの4カ国の政府間で協力をしているプラッ
トフォームで、独立した組織である。各国
の副大臣が諮問委員会を構成し、全体を
監督している。関係省庁の代表は農業・
エネルギー・環境・観光・貿易・投資・交
通の各部局に所属し、話し合いを通じてプ
ロジェクトを進めている。GTIにはさまざま
な関連組織がある。「北東アジア輸出入
銀行協会」は、優先プロジェクトを特定す
べく関係者が議論する場である。「地方協
力委員会（LCC）」は、地域レベルでの
プロジェクトの課題解決と実践について議
論する。さらに、シンクタンクの専門家によ
る「GTI研究機関ネットワーク」がある。
北京にある事務局はこれらの委員会活動
等、全体を統括している。

過去5年間を振り返ると、GTIはUNDP、
各国省庁、地方政府、GIZ（ドイツ国際
協力公社）などの協力を得て、24の調査
研究、能力開発、開発計画、貿易促進プ

ロジェクトを実施してきた。投入資金は156
万ドルであり、情報や資源を交換するプラッ
トフォームとなっている。特に、貿易促進・
交通分野のプロジェクトが多い。政策はそ
れぞれのテーマごとに立案され、4カ国の
話し合いのもとに協力スキームが構築され
ている。

注目すべきプロジェクトとしては次のような
ものがある。一つは、統一穀物会社という
ロシア企業が進める穀物ターミナル建設プ
ロジェクトを、GTIの協力案件として進める
ことにした。もう一つは、地方協力委員会
による陸海一貫輸送に係るプロジェクトであ
る。これは、貨物をあるルートで試験的に
輸送するというプロジェクトであり、これを通
じて輸送効率や課題を検討しながら輸送
ルートを整備している。

6年前にGTIに運輸部会が設置され、
2013年に運輸分野での戦略と行動計画
が策定された。GTI横断輸送回廊を中心
とした内容であるが、インフラ整備での金
融協力にも関連がある。最近は陸海一貫
輸送ルートの開発が研究されている。これ
には日本の参加は非常に重要であり、LCC
のロジスティック小委員会で日本は大きな役

割を果たしている。
輸送回廊の拡充を目指す中で、5つの戦

略的目標が提示されている。連結性の向
上、輸送インフラの改善、輸送回廊機能
のためのソフト支援、輸送回廊の運用、民
間セクターの関与である。これらの目標を見
ると、ボトルネックがおのずと明らかになる。
第一に物理的な課題として、東モンゴル地
域での鉄道の未接続、図們江やアムール
川の橋梁の欠如などが挙げられる。第二
に、法的な枠組の不備、第三に効率的な
管理の不足である。こうした課題を解決す
るためには、各国・地域によるさまざまなイ
ニシアチブや政策の整理、合理化が必要
である。現状では、これらの数が非常に多
く、複雑化し、重複する部分も多い。GTI
はそうした整理のために調整役としての役
割を果たしていくことが重要である。具体
的には、個々の輸送ルートの開発、将来
的には複合一貫輸送ネットワークの構築、
金融的な支援を目指して情報を共有してプ
ロジェクトを立ち上げ、プラットフォームを構
築していくといった役割となろう。日本の物
流面での協力に期待したい。

セッションB　地域開発戦略の現状と課題

北東アジアの地域経済発展とGTI：
交通の連結性

大図們江イニシアチブ（GTI）事務局長
トゥグルドル・バージーフー

北東アジアを平和的な発展で繁栄した
地域にすることが、我 の々共通の使命であ

る。ここでは中国東北地域の新しい振興
戦略について、その経緯、内容、展望に

ついて述べたい。
まず、何が「新しい」のかについて紹

中国の新しい東北振興戦略
� ―政策の背景、内容と未来展望
吉林大学東北アジア研究院副院長
吴昊
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港湾、都市部の地下鉄、電力施設、水
利施設などである。観光や物流施設の建
設もあるが少ない。

三つ目の文書は「国務院の新しい東北
振興の実施を推進し、東北地域の経済好
転を加速化するための若干の重要な措置
に関する意見」で、東北振興と経済好転
の加速化を目的としている。2016年の東北
経済はさらに落ち込み、遼寧省のGRP成
長率はマイナス1.3％、黒龍江や吉林もい
い数字ではなかった。これを受けて中央政
府は経済構造の転換、改革開放の推進を
目指したのだと思われる。

最後に、振興戦略が出されて2年たつ
現在の状況について述べたい。現在、東
北経済は少し良い兆しはあるが、全国的
に見ると厳しい地域である。貧しいわけで
はないが、困難は多い。遼寧省は2016
年、2017年のマイナス成長からは脱し、
4.2％の成長率である。吉林省は5.3％、黒
龍江省は5.4％の成長率だが全国の値に
比べると低いレベルである。東北の振興に
は長い時間がかかり、課題も多い。しか
し、希望に満ちている地域であることも申し
上げたい。東北地域は北東アジアの中心
で天然資源も豊かで、産業や科学技術の
基盤があり、潜在力がある。北朝鮮の核
問題が解決するなど北東アジアの情勢が
好転すれば、中日・中韓・日韓の関係も友
好ムードになり、北東アジアの協力も進み、
中国東北地域の発展も新たな段階に入る
のではないか。

済産業区を作るということも構想に盛り込ま
れている。ロシアとの協力はあるが、今後
は日本や韓国とも協力強化し、民間企業
の育成を図っていく狙いである。これは東
北地域では国有企業が中心で、民間企
業の発展が十分ではないためである。第
二に、産業構造の調整である。東北地域
は機械設備産業が発展しているが、さらに
新しい産業も必要である。特に東北地域
は農業を発展させるための好条件が整って
いるので、農業やサービス業を、インフラを
含めて発展させていくことを目指している。
第三に、イノベーション、すなわち起業の
奨励である。第四に人々の生活レベルの
向上である。GDPだけでなく、実際の暮ら
し面の改善も必要である。

二番目の文書は「東北地域旧工業基
地の振興を推進する三年間の拡大連続プ
ラン（2016－2018年）」である。国家発展
改革委員会が公布したもので、一番目の
意見書を具体化したものである。137の重
点的な任務を明確化しており、このうち2016
年は85項目、2017年は36項目、2018年は
16項目となっている。さらに、この3年間で
127の重要な建設プロジェクトを進めること
が定められ、総投資額は1兆2815億元と
なっている。中国の2017年のGDPが80兆
元であったので、その1.6％が東北の振興
に充てられることになる。1年間の財政収入
の6％の資金にも相当する。この建設プロ
ジェクトはほとんどがインフラ事業であり、高
速鉄道、普通鉄道、高速道路、空港、

介する。2003年10月、中国共産党と国務
院は「東北地域等旧工業基地を振興する
ことに関する若干の意見」を出しており、
これが最初の東北振興である。2016年、
中国共産党と国務院さらに国家発展改革
委員会が3つの文書を相次いで発表した。
これが「新しい」東北振興策の実施であ
る。その背景には、東北地域の経済の不
振があった。特に2011年以降、成長率の
落ち込みは全国の平均を上回った。

2003年の振興戦略は東北を長江デル
タ・珠江デルタ・京津冀経済圏に次ぐ4つ
目の成長の極にしようという目的があった。
東北は自動車産業があるからだ。戦略が
出された当初は急成長を遂げたが、2006
年ごろから遼寧省が3％の成長率で中国全
国31省市中31位となり、低成長に突入し
た。吉林省は28位であった。現在、遼寧
省の成長率は9位、吉林省12位、黒龍江
省21位で、全国における東北の順位は下
位にある。

2016年の3つの文書のうち、最初に出さ
れたものは、「中共中央国務院の東北地
域等旧工業基地を全面的に振興すること
に関する若干の意見」だ。その重点的な
任務をみると、第一に、仕組みの整備が
ある。政府機能そのものを改革する。これ
までは政府主導ですべてなされていたが、
経済がうまくいくように行政サービスで支えて
いくという立場に変え、対外開放を拡大し
ていく。東北地域の対外開放はまだ不十
分である。また、東北地域に中日・中韓経

極東地域でいま何が起きているのか、そ
の問題点とともに申し上げたい。2013年12
月、プーチン大統領は連邦議会の年次演
説のなかで、21世紀のロシアの最優先課
題は極東の発展の加速化であると宣言し
た。その後の4年間の成果をみると、極東

の社会経済開発に特化した連邦法22件、
政府決議77件が採択された。注目される
のは、先行発展区（TOR）制度、ウラジ
オストク自由港制度の創設である。先行発
展区は極東のみで18カ所設置され、200
社以上の企業が入居（登録）している。

ウラジオストク自由港についてみると、沿海
地方の約半分の地域、およびそれ以外の
一部の行政区などが含まれ、400社以上
の企業が入居（登録）している。

また、新しいメカニズムのもとで、起業も
しやすくなっている。2017年末、極東では

ロシア極東における
� 地域発展戦略の現状と課題
極東連邦大学教授
タギル・フジヤートフ
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は25％となっており、極東地域の経済的比
重を考えれば大きな数字とはいえない。中
国企業は28件、韓国企業は9件、日本企
業は6件のプロジェクトに参加している。特
筆すべきは中ロの協力で、国際輸送回廊
を整備する動きがある。具体的にはプリモー
リエ1（黒龍江省から沿海地方へのルー
ト）、プリモーリエ2（吉林省から沿海地方
へのルート）で、近く中ロによる管理会社
が設置される予定だ。関係者が他の国々
にもまたがることを考えれば、国際調整評
議会を設置する必要があるだろう。

以上のように成果もあるが、解決を要す
る問題もある。第一に、インフラの整備で、
これには特区進出企業が多く苦情を寄せ
ている。第二に、先行発展区やウラジオス
トク自由港で保税区制度がほとんど活用さ
れていないことである。当初は、これを目当
てに多くの企業が進出すると考えられてい
た。現実には、この適用を受ける手続きが
煩雑でコストがかかる点がネックとなってい
る。第三に、法律が十分に機能していな
い。例えば中国、韓国、日本の医療機関
は、当地に拠点を設けることを希望してい
るが、外国人医師に医療行為を認めると
いう条文が活かされたケースはまだない。

こうした個別の課題を解決することと並行
して、マクロ経済的な課題にも取り組むこと
が重要である。大きく二つある。一つ目は、
個別企業の成果を全体の成果に結びつけ
ていくことである。そのため、個別投資プロ
ジェクトを先行発展区の枠を超えて連携さ
せること、先行発展区とウラジオストク自由
港の制度を総合的に推進すること、投資
プロジェクトが実施されている地域の総合
的な開発を行っていくことが必要である。も
う一つの課題は、極東地域の住民の生活
レベルを向上させ、魅力的な街づくりを進
めることである。

件だった。新企業の設立数も目標値があ
り、達成率が高く、投資と雇用創出の面で
成果がでている。極東に移住したロシア人
に無料で土地を1ヘクタール提供する「極
東の１ヘクタール」プロジェクトもある。これ
は若干遅れが出ており、12万5000件の目
標だったが、申請数は10万8000件となって
いる。目標達成の遅れはさほど問題ではな
く、申請の速やかな処理ができているかと
いう点が課題だ。実際に引き渡された土地
は3万4000カ所にとどまっている。

そのほか、27本の国家プログラムにおい
て極東発展のための特別な章が設けられ
ている。これらは、極東地域だけでなく国
家のレベルで推進されているもので、その
中に極東地域に特化した項目があるという
ことは大きな意義がある。重要なのは実際
にどれくらいの予算が極東の社会経済問
題解決に投入されるかである。以上から、
現在すでに計画から具体的な実施の段階
に入ったということがわかる。

実施過程をみると、ロシアでは行政手続
きが複雑だという問題がある。ただ同時に、
ロシアでは介在する人により手続きが簡素
化・加速化する場合がある。例えば、トル
トネフ極東管区大統領全権代表が副首相
も兼ねていることにより、さまざまな問題解決
がかなり簡素化されたといえる。また新しい
組織の役割もある。最近、ウラジオストク自
由港入居企業支援協会が設置され、ここ
には進出企業が任意に参加して活動して
いる。

成果については、投資の初期段階なの
で、今後の経済成長にどのように貢献する
のかはまだわからない。ただ興味深いの
は、2017年上半期で投資増加率が20％に
達し、全国水準の約4倍になっている。し
たがって近いうちにその成果が期待できる
だろう。外国投資（FDI）をみると、全国
の外国投資総額に極東地域の占める割合

89社の企業が設立された。企業にはさまざ
まな規模がある。さまざまな段階の投資プ
ロジェクトが1000件以上あり、極東はロシア
の中で最も建設が活発な地域だとも言え
る。例示すると、アムール州ガス化学基
地、東方石油化学コンビナート、ナホトカ
無機肥料工場、ズベズダ造船基地などが
ある。また、アムール州ニジニレニンスコエ
と黒龍江省同江を結ぶ鉄道橋、アムール
州ブラゴヴェシチェンスクと黒龍江省黒河を
結ぶ道路と鉄道橋の建設もある。

2017年8月からは、ウラジオストク自由港
地域を訪問する際の電子ビザ発給が実施
されている。すでに約7000件のビザを18カ
国の人々が受給した。2018年初めから、
ウラジオストク自由港への入国個所として、
従来の空港や港湾に加え、沿海地方の7
つの国境通過地点、さらにコルサコフ港（サ
ハリン州）、ベトロパブロフスク・カムチャツ
カ港（カムチャツカ地方）が指定された。
さらに、大統領の指示を受けて、今年中
に、極東のいずれの国際（空）港経由で
もウラジオストク自由港に入域でき、また極
東地域内を自由に行き来できるようにする予
定である。

2017年、ロシア極東開発省は同年の目
標と課題について公式発表を行った。この
事実そのものが高く評価でき、その宣言を
みてもきわめて野心的な取り組みをしてい
る。当然、目標の実現には、極東開発省
だけではなく、そのほかの省庁や企業の参
加が必要である。全体的に、結果は良好
と評価できる。先行発展区とウラジオストク
自由港の登録企業数は、計画目標値を上
回っている。資金供給でも新しい方法が生
まれ、例えば極東バイカル地域発展基金な
どが中小企業を優遇して融資している。融
資の規模は計画の内容とは程遠いが、9カ
月間で基金では382件、総額約100億ルー
ブルの融資を実行した。目標は年間で700
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過去20年間、韓国の東海岸と近隣諸
国には多くの協力関係があったが、具体
的に実現された例はない。そこで今、韓
国の東海岸の地域開発について見直し、
対外的な問題と国内問題の二つの面から
考えていきたい。

まず、対外的な変化をみると、中国の
「一帯一路」イニシアチブが発表された。
これが東北地域や長吉図（長春・吉林・
図們江）地域を含む各地域の戦略とつな
がってさまざまなプロジェクトが長期的に実
施されている。また、ロシアも新しい東方政
策を打ち出し、周辺諸国と協力して極東
地域を開発していこうとしている。極東地
域における先行発展区、ウラジオストク自由
港といった政策もある。韓国で、2017年5
月に新政権が発足してから発表された新政
策は新しい時代におけるアジア太平洋地域
の政策であり、そのなかに「北東アジアプ
ラス＝責任あるコミュニティ」という方針があ
る。新しい北方政策、南方政策、韓半島
の方針もこの中に含まれている。
「北東アジアプラス＝責任あるコミュニ

ティ」は、経済の新しいエンジンであり、
平和で繁栄した韓半島を実現することを目
標としている。その課題は次のように示され
ている。第一に、北東アジア平和協力プ
ラットフォームを構築する。第二に、新南方
政策を実行してASEAN諸国やインドとの
協力関係を強化する。第三に、新北方政
策によりユーラシア諸国との接続性を向上
させる。このほかに、新しい経済地理を描
くことも挙げられる。経済だけでなく、韓半
島の統一も視野に入れている。

新北方政策は2017年9月にウラジオストク
で発表されたものだが、もともとは1988年盧
泰愚（ノ・テウ）大統領の北方政策という
言葉に由来している。これは北方諸国、
ユーラシア諸国と協力していくという内容だ
が、北朝鮮の核問題で暗礁に乗り上げて
いる。ロシアの新東方政策との関係をみる
と、ロシアの東方政策において韓国は重要
な役割を果たすと思われ、アジア太平洋地
域や東アジアとの協力があるので、韓国と
目的を共有している。「一帯一路」との関
係をみると、2017年6月、文在寅（ムン・

ジェイン）大統領が北京を訪問し、習近平
主席とどのような協力ができるのか具体的
な内容を会談した。

こうしたことから、韓国の東海岸につい
ては新しく戦略をつくりなおす必要がでてき
た。釜山について言えば、韓国最大の港
湾でインフラ・地理上で有利な条件があり、
2000年には世界第3位のコンテナ港となっ
ている。北東アジアの物流ハブであり、ユー
ラシアのシルクロードでは東側の入口として
の役割を果たしている。越境経済コミュニ
ティを北東アジアで実現し、物流ハブとして
の役割を強化していくべきである。同様に
東海岸に位置する江原道についていえば、
国内の交通インフラが改善している。新幹
線・高速道路の拡充が、2018年の平昌

（ピョンチャン）五輪の開催で進んでいる。
北京・ソウル・平昌・東海岸地域・東京を
結ぶオリンピックルートで、境港や新潟を経
由して相互接続性が高まることが期待され
る。長期的かつ明確なビジョンと目標を設
定し、民間企業の参加を促して、地域間
の協力を拡充していく必要があろう。

韓国・東海岸における
� 地域開発戦略の現状と課題
江原大学校教授
具正謨（クー・チョンモ）

モンゴルの行政区画は21のアイマク（県）
と330のソム（村）から構成されており、産
業構造は農業が11.5％、工業が32.1％、
サービス業が56.4％を占めている。

2015年11月にモンゴルの開発政策の枠
組が決定された。その目的は統一的な計
画を立案することで、長期（15～20年）・
中期（8～10年）・短期（1年）の目標を

設定して開発政策を策定するというものだっ
た。2016年2月、国家大会議で「モンゴ
ルの持続可能な開発ビジョン2030」が承
認され、これが開発政策の指針となってい
る。このビジョンのもとで中期の包括的な地
域開発政策が策定され、国家開発庁によ
り実施されている。

モンゴルの最初の開発ビジョンは1996年

に出され、各地域の経済的な自立、地域
とその他の国内・国外市場への接続など
が目指された。その後2001年に「地域開
発ビジョン」が出されたが、そこでは地方
と都市の関係改善、すなわち都市と地方
の開発格差の縮小や地域間格差の是正
などがうたわれた。また国民の生活水準を
上げ、より良い国内および対外的な環境を

モンゴルの地域開発戦略の現状と課題
モンゴル国家開発庁開発政策調整部
エンフトヤ・デムチグジャブ
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が必ずしも適切に実施されたとはいえないこ
とを示している。

こうした課題に直面し、「持続可能な開
発ビジョン2030」やその下に定められた地
域開発政策が打ち出された。特に空間利
用の最適化を促す産業政策を実行するに
あたり、5つの地域をさらに27の地域に区分
して開発指針を定めた。農業部門は各地
の特性に依拠して投資される傾向が強
い。国内外の研究者はモンゴルの工業化
にあたり、グリーン開発を水平方向（東西）
に、工業回廊を垂直方向（南北）に位置
づけることを提言した。国家開発庁はこう
した提言に基づき、「持続可能な開発ビジョ
ン2030」を実行している。開発の課題とし
ては、政策やシステムはまだ強固ではなく、
プログラムの実行スピードも緩慢であること
が挙げられる。都市の過密問題も改善しな
ければならない。

ている。これらの地域は鉄道沿線にある。
ウランバートルには、商業・サービス部門

の88％、輸送部門・情報技術の86％、金
融・ビジネスの83％、工場・建設部門の
62％が集中している。さらには、人口の46％
と企業数の約62.5％もウランバートルにある。
ウランバートルの1人あたりの工業およびサー
ビスの指数は最も高く、その他の地域は農
業の指数が高い。西部地域は1人あたり
の工業生産が最も低い。

総合的な競争力評価指数では、ウラン
バートルが0.78と最も高く、東部地域が0.25
と最も低い。要素別には、資源利用効率
ではウランバートルでは0.60と最も高く、西
部地域が0.11と最も低い。生活水準評価
ではウランバートルが最高の0.80で、東部
が0.34で最も低い。投資の魅力では、ウラ
ンバートルが1.0、東部が0.3である。こうし
た指標をみるとウランバートルにすべてが集
中していることがわかる。これは地域開発

作ることによって経済社会発展を目指すとい
うものであった。これは環境にも配慮するも
ので、土地・資源利用の最適化を図ること
とした。そして、地域開発政策は統一的な
ものをつくることが必要とされた。

1961年、モンゴルとロシア（当時：ソ連）
の科学者が共同調査を行い、モンゴルを3
つの経済地域（東部・中部・西部）に区
分し、開発の見通しと経済特性などを明ら
かにした。しかし、法律面・制度面でのメ
カニズムがまだ確立されておらず、資金問
題が解決できなかった。2001年には、5つ
の地域（東部・ハンガイ・中部・西部・ウ
ランバートル）に区分し直し、それぞれの
開発の見通しと位置づけが定められた。
現在、東部・ハンガイ・中部・西部はすべ
て農業が特徴で、ウランバートルだけが工
業とサービスの集中地域となっている。人
口・工場・サービス業がウランバートルのほ
か、ハンガイ地方のエルデネットなどに集まっ

日本の国土計画について説明すると、
長期計画、施策の相互性、空間計画の
3つの特徴がある。法律の基礎はもともと
1950年に制定された「国土総合開発法」
であったが、2005年に大改正が行われ

「国土形成計画法」となった。国土形成
計画は全国計画と広域地方計画の二層
の体系になっている。これは閣議で決定さ
れる。

国土計画は国土交通省が原案を作成
するが、盛り込まれる政策内容は経済産
業省・農林水産省などにも関わっているた
め、計画の規範性、統一性を担保する観
点が必要で、総理大臣をはじめとする全
閣僚がメンバーとなって検討し、閣議で決
定する。広域地方計画は、8つの広域ブ
ロックごとに作られる。その計画のなかに広
域連携プロジェクトが位置づけられ、具体

的な施策となっている。
現在の日本の国土を取り巻く課題につい

ていえば、日本の人口は2008年にピークア
ウトしており、今後100年で半減するという
推計で、世界的にも前例のない人口減少
に直面している。しかも、人口構成の高齢
化を伴って進行しており、65歳以上の高齢
者が人口の約4割となる社会に向かってい
る。さらにいえば、人口減少は地域的に偏
在した形で進行する。日本の大部分の地
域が2010～2050年の40年間で人口が半
分以下になることが分かっている。新潟市
近辺は半減までにはいかないが、減少す
るエリアである。人口増減割合別にみる
と、全国のうち19％の地点が無居住化し、
44％の地点が半分以下になる。合わせて
6割以上の地点で人口が半分以下になると
いう計算である。人口が増加する地点は

大都市圏のみで、わずか2％である。
高度成長期から現在にかけて、日本の

高速交通ネットワークの整備は進展してきて
いる。こうした進展がヒトやモノの移動に大
きな影響を与え、地域のインフラとして産業
開発、生活環境、防災対策に大きな貢献
をしている。言い換えれば、インフラをいか
にして地域に活用していくか、そうした戦略
を立案していくことが問われている。交通イ
ンフラの役割や特性は産業構造の変化とと
もに変化している。1960年代の高度経済
成長期は重化学コンビナートの時代であっ
たため、一括大量輸送が求められていた
が、70～80年代になると半導体・液晶・自
動車製品の輸送のため、製造工程を支え
るジャストインタイム輸送、90年代になると、
ITの時代になり、少量多品種輸送が求め
られるようになった。現在はさらにIoTやAI

国土計画の現状と地域の発展を牽引する
� 広域プロジェクトについて
国土交通省国土政策局総合計画課長
木村実
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ディスカッション

ボリス・サネーエフ
（吴氏へ）以前、ロシアのメドヴェージェ

フ大統領（当時）と中国の首脳のあいだ
で中国東北部とロシア極東の国境地域で
の協力に関する文書が調印された。そこで
は数百におよぶプロジェクトがあり、実現さ
れれば地域の発展につながり、住民の生
活水準の上昇につながるとされていた。こ
のプロジェクトは2009年から2018年のあい
だに実行されていたと思うが、中国ではど
のように実現されたのか。実施状況につい
て伺いたい。

フロア質問（ラトキン：ウラジオスト
ク国立大学教授）
（具氏へ）ブロックチェーン技術は考慮

されているのか。私の大学で研究を始め
ている同技術を活用してもらうことを提案し
たい。

フロア質問（シハレフ：ハバロフスク
太平洋国立大学）
　北東アジア各国の関係者間で調印され
ている契約の実施過程でどのような問題が
あるのかを議論してほしい。ブロックチェー

ン技術が役立つのではないかと考えるが、
そういった形も含めて、裁判によらない紛争
解決の方法が知りたい。

フロア質問（ドルジスレン：モンゴル
北東アジア安全保障・戦略研究所）
（具氏へ）新北方政策にモンゴルは含ま

れているのか。もし含まれるのなら、モンゴ
ルに何を期待しているのか。

フロア質問
（木村氏へ）日本では半世紀ぶりとなる

航空機MRJを三菱重工が開発している。
実質的には国家プロジェクトだと考える。こ
れはリージョナルジェットなので、東京や上
海やソウルといった巨大空港ではなく、新
潟空港などのような地方空港が実際の活
躍の場になると思うが、コメントを頂きたい。

コーディネーター（新井洋史:ERINA）
各パネリストには、これらの質問に答える

と同時に、各国の地域開発戦略の実現に
おいて北東アジア各国相互の協力の可能
性や課題についても提案やコメントを頂きた
い。

木村実
国土交通省もMRJの型式認定など航

空部局では関係していると思うが、開発段
階なので経済産業省などの関与のほうが
大きいと思う。この関連では、MRJをベー
スに中部圏に新しい航空産業エリアをつく
るプロジェクトが起きている。中部圏はもとも
とトヨタを中心とする自動車産業のエリアだ
が、それに加えMRJを基軸として航空・
宇宙分野を手掛ける地域を作ろうという取り
組みが進んでいる。リニア新幹線にもつな
がるので注目される。

もう一点、これからはインフラを賢く使うこ
とを考えていかなければならない。適切な
例ではないかもしれないが、約20年前、金
沢市の地方行政に勤務した際、金沢港は
100億円の釣り堀だと言われていた。それ
が今はクルーズ船の大拠点になっている。
これは金沢港が整備を進めてきたことと、
北陸新幹線が開業したのでネットワークがつ
ながったからである。東京に来た観光客が
北陸新幹線に乗り金沢に行って、クルーズ
船に乗って北東アジアを巡回して観光する
という新しいニーズが生まれた。つまり、イ
ンフラそのものをつくることが重要ではなく、
いかにうまく賢く使っていくかを考えていく必
要がある。

エンフトヤ・デムチグジャブ
吴氏は、戦略決定、制度の整備に関し

圏・九州圏などとも連携して、インターブロッ
クプロジェクトの意識をもたなければならない。

高速交通ネットワークの整備状況をみる
と、ミッシングリングの早期解消を目指せば、
ネットワークが大きな効果を発揮することは
明らかだ。新潟県についていえば、日本
海沿岸自動車道の早期開通、福島県をつ
なぐ磐越道の4車線化などが重要であろう。

最後に、リニア中央新幹線について触
れると、これは500キロを超える超高速鉄道
で、既に着工済である。2027年に東京と
名古屋間が40分でつながる予定だ。さら
にその10年後に大阪まで約1時間で結ぶよ
うになる。この超高速大量旅客輸送モード
の開業は国土の構造に大きなインパクトを与
えると思われ、これを最大限発揮させなけ
ればならない。三大都市圏だけでなく、日
本全国がこのリニアを活用すべきだという問
題意識をもっている。

プロジェクトについて説明したい。これが立
案されたきっかけは、2011年3月の東日本
大震災でインフラが使用不可能なったこと
である。この時に、救援物資の輸送ルート
の代替性・多重性、日本海側と太平洋側
の連携をインフラベースで行うことの必要性
が認識された。これは災害時だけでなく、
平時も含めて必要なことで、港湾・空港・
高速道路のネットワークにより、日本海側・
太平洋側の国際物流の効率化を進めてい
かなければならない。こうした災害時の事
業 継 続 計 画（Business continuity 
planning, BCP）も考慮した新しい物流戦
略を通じて企業立地、産業集積が進んで
いくはずだ。新潟県は東北圏の計画の対
象エリアではあるが、日本海・太平洋2面
活用型国土を広域連携プロジェクトとして
具体化していくためには、東北圏という枠
組みだけでなく、北陸圏・中部圏・首都

が社会に浸透しはじめ、超スマート社会
（Society5.0）のコミュニケーションやインバ
ウンドの観光、「コト」への消費などに対応
した高速多頻度の旅客輸送、すなわちヒト
の移動の自由度や容易性、速達性をかな
える高速交通インフラが求められている。

2015年に決定した国土形成計画の基
本コンセプトは「対流促進型国土」の形
成であり、これが目標として掲げられてい
る。対流とは地域の多様なヒト・モノ・カ
ネ・情報の双方向の動きを指し、これを促
進することで地域に活力をもたらし、イノベー
ション創出につながると考えている。対流を
促進するため、重層的かつ強靭な「コン
パクト＋ネットワーク」の国土構図を目指すこ
とも目標に掲げられている。すなわち、多
様な都市機能をコンパクトにし、それを充実
したネットワークでつなぐという概念である。

次に日本海・太平洋2面活用型国土の
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品をヨーロッパに速く運び、中国やヨーロッ
パの鉄道は利益を得ることができており、
中国・日本・韓国の参加のもとでうまくいっ
ている典型的なプロジェクトである。「一帯
一路」、中国の東北開発戦略は、北東ア
ジアの協力が必要不可欠だ。中日関係は
改善の兆しがあり、中韓関係も健全な方向
に進んでいる。情勢としてはよい方向なの
で、協力はこれからも発展するだろう。

トゥグルドル・バージーフー
輸送連結性と貿易の分野が重要である

と考える。GTIはその期待に応えるため、
限りある資金と機構的制約の下で改革を
推進している。改革を通じてアプローチの
仕方を変え、テーマ別のプロジェクト組成、
ワーキンググループ制にしようとしている。プ
ロジェクトチームやワーキンググループをつく
り、それぞれが個別課題をとりあげ、問題
を分析し、注力すべき分野を特定して、
政策提言を行うという流れである。これによ
りハイレベルな調整ができると思われる。

また、GTIの資源やネットワークを使い、
インフォメーションハウスになりたいと考えてい
る。知識やデータを集積してその都度更新
し、国レベル、地方レベルの政府、企業
にも情報を提供して貢献したい。ハバロフ
スクの太平洋大学の方が指摘したとおり、
貿易における紛争を友好的に解決していく
必要があるが、前提として相手国が多くの
情報を得れば、問題を回避することができ
る。こうしたテーマでワーキンググループを
作って、インフォメーションハウスとして、さま
ざまな試みも行なっていきたい。それが基
礎となり、GTIの組織の発展につながり、
調整メカニズムの強化となる。

具氏は、グランドデザインの関連で、協
力のプラットフォームはGTIだと言われた。
GTIの組織そのものは小さいが、将来的
には地域の調整役をすべて担う組織になり
たいというビジョンはある。

新井洋史
議論の場面では非常に重要な提案、問

題点の指摘があった。GTIの役割の重要
性は言うまでもないが、ERINAとしても小さ
い組織ながら議論の場を提供する形でこれ
からも協力したい。最後に紹介をすると、
木村氏は新潟県のご出身で、トゥグルドル

い。GTIを中心とするというのは一つのア
イデアだ。さまざまな地方自治体が地域発
展の計画をつくっているが、近隣の地域や
諸国との協力や調整が全くなされていない
し、情報交換もない。それが問題だ。

吴昊
中国は確かにこれまで東北振興を重視

し、ロシアや諸外国との協力を重視してき
た。2008年、ロシアのメドヴェージェフ大統
領（当時）と中国の胡錦濤国家主席（当
時）の間で、ロシアの東部地域、つまり極
東地域の振興と中国の東北地域の戦略
の結びつきを持たせようという協定を結んだ
が、実施の状況は目標までまだ距離があ
る。理由はいろいろあるが、2008年に金
融危機が発生し、ロシアが経済的に苦境
に陥ったということがある。つまり資金調達
が難しくなったのだ。さらに西側諸国がロシ
アに制裁を加え、プロジェクト進行の上で
大きな障害となった。ただ、中国は諦めた
わけではなく、推進しており、特に越境交
通プロジェクトである国際橋の計画は長年
進められてきた。建設プロジェクトは一部竣
工し、中国側では急速に建設が進んでい
る。また、綏芬河や琿春、ウラジオストクな
どでは双方の指導者が建設において関係
性を強化することに合意している。中国の
長春には中ロ科学技術パークがあり、ハイ
テク企業が協力し、300以上のプロジェクト
が進んでおり、うまくいっているところもある。

他方、北東アジア協力全体では多くの
課題がある。具氏が述べたように、GTIが
その解決に役割を果たせるのではないか。
北東アジアには協力の潜在力があるが、
それを強力に推進するメカニズムを欠いて
いる。また、組織化を促し、プロジェクトの
経済性が担保されなければ難しい。中国
には「一帯一路」の計画があるが、中国
とヨーロッパを結ぶ沿線を含めて大々的に
推進しており、政府からの補助金がある。
ただ、長期的に推進していくためには経済
的な持続可能性が重要だ。

喜ばしいことに、遼寧省の営口、吉林省
の長春から満洲里を経てドイツに至るという
列車が開通している。これはすでに利益を
あげており、展望がある。これらの列車に
は、韓国や日本からの電子製品などの貨物
も運ばれている。韓国や日本の企業が製

て、それによって地域開発の促進を行うべ
きだというご報告で非常に興味深かった。
中国が北東アジアで経済問題を解決でき
ればよいと考える。フジヤートフ氏は、ロシ
アにもモンゴルと同様の問題があることを
示唆した。電力と金融の問題で、解決の
ための協力ができればと考えている。具氏
は、韓国の北東アジアに関する政策を紹
介され、興味深かった。木村氏は、国土
計画には地域の戦略が必要で、地域の特
色を活用すべきだと報告された。皆様の開
発政策に関する情報を拝聴し、協力を深
めることで開発政策を進めていきたい。

具正謨
ブロックチェーン技術は使っていないが

関心はある。ウラジオストクでの研究につい
て興味がある。

モンゴルの役割について質問があった。
韓国の北東アジアに対する政策はまだ打ち
出されたばかりであり、大統領委員会が明
らかにしたのが12月中旬であり、これから
一連の政策を打ち出すだろう。基本的に
は、ロシア、モンゴル、中国、そして中央
アジアなどの諸国との協力を行うことになっ
ている。

地域協力についての私からの提案は、
包括的なグランドデザインをつくることである。

「東海」あるいは「日本海」のグランドデ
ザインである。北海では、ノルウェー、ス
ウェーデン、デンマーク、イギリスなどが策
定したグランドデザインがあり、EUによって
実行され、地域開発基金によって資金が
供給されている。「環東海」あるいは「環
日本海」では、それぞれ自国の計画があ
り、地域でも計画があるので、類似点もあ
り、補完しあえるのではないか。同時に競
争もでてくるので、GTIなどの政府間組織
が調整していくべきであろう。GTIには北
朝鮮と日本は加盟していないが、これは別
の問題で、別途取り上げる必要がある。し
かし、そろそろグランドデザインを打ち出す
時期が来ているのではないか。グランドデ
ザインを通じて北東アジアの繁栄のための
地域協力を実行する必要がある。

タギル・フジヤートフ
現状では、北東アジア地域の開発、発

展のための多国間協力のメカニズムがな
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の場所でも議論を頻繁に深くできるようにな
ることを強く期待する。

トヤさんは初めてだが、その他のパネリスト
は新潟と縁がある。今日のような形で、各
地域の発展戦略の中心になっている専門
家が、新潟を中心に、あるいは新潟以外

氏は新潟県費留学生として新潟大学に留
学され、吴氏はERINAで半年間客員研
究員を務められた。具氏とフジヤートフ氏も
これまで何度も新潟に来られている。エンフ
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綏芬河市は日本の民間企業と良好な協
力基盤を有しており、ERINA、伊藤忠商
事などの研究機関や企業と緊密に協力し
て、陸海複合一貫輸送ルートの建設、綏
芬河国際口岸貿易博覧会などの分野で
実利的で友好的な協力関係を築いている。

まず、綏芬河市の概況について簡単に
紹介する。綏芬河市は中国黒龍江省の
南東部、北東アジア経済圏の中心的な地
域に位置する。黒龍江省の対外開放の
窓口、「一帯一路」の東側の起点として、
道路・鉄道の2つの国家一級口岸（通関
ポイント）を有し、その鉄道口岸は全国で
第3位に数えられる。また、中国東北振興
策、国境開発開放、西部開発などの国家
級優遇政策が適用される地域でもある。

1903年、中東鉄道の開通後、ロシア・日
本・イギリスなど多くの国の商人が集まり、当
時は「国境商都」と呼ばれていた。1992
年、初の国境拡大開放都市として国に承
認され、2016年には国務院により綏芬河－
東寧重点開発開放試験区の設立が承認
された。前後して「全国文明都市」、「中
国優秀観光都市」、「中国木業の都」な
どの栄誉ある称号を獲得している。

現在、「一帯一路」イニシアチブが推
進され、日中国交正常化も46年目に入り、
北東アジアにおける平和と協力は着実に進
んでいる。綏芬河市が北東アジアにおける
ビジネスセンター、物流センター、加工セン
ター、観光センターを構築する中で、その
潜在的な優位性を十分発揮し、さらに連
携を広げて発展を成し遂げたい。以下、
その具体策を紹介する。

第一、地理的な優位性を発揮し、複合
一貫輸送ルートの建設で協力する。

綏芬河市は、西は黒龍江省ハルビン市
まで460キロ、東はロシア極東最大の港湾

都市であるウラジオストク市まで190キロの地
点にあり、中国東北地域が国際分業に参
加するためのブリッジとして、北東アジアとア
ジア太平洋地域を結ぶ「黄金通路」と言
われている。綏満（綏芬河｜満洲里）鉄
道を軸に、東はロシア極東港を利用して日
本や韓国まで、西はロシア全境やヨーロッ
パまで繋がっている。

近年、綏芬河市は陸海複合一貫輸送
ルートの建設を加速化させ、ハルビンからロ
シアのウラジオストク港を経由して韓国、日
本、さらに中国南部までの「ハルビン｜綏
芬河｜ロシア｜アジア」陸海複合一貫輸
送のサービスを開始した。2017年には64回
列車を運行し、コンテナ7250個を運び、そ
の内5ロットが日本向けのものであり、安定
的な定期輸送が実現できた。

現在、「ハルビン｜綏芬河｜ロシア｜ア
ジア」陸海複合一貫輸送ルートは黒龍江
省と日本を繋ぐ重要な貿易ルートになってい
る。計算によれば、当ルートによる新潟か
らハルビンまでの距離は、大連ルートよりも
1390㎞短縮できる。また、現時点で新潟
からハルビンまでの輸送時間は約7日間で
あるが、今後、通関手続きの簡略化や、
全体の運営プロセスの最適化によりさらに
輸送時間が短縮される。我々は日本企業
が積極的に陸海複合一貫輸送ルートの建
設に参画し、「ハルビン｜綏芬河｜ロシア
｜アジア」ルートで越境輸送を行い、国際
物流園区、国境倉庫、海外倉庫などの物
流施設を建設して、最先端のロジスティク
スを構築することを奨励する。

第二、口岸の優位性を発揮し、貿易振
興で協力する。

綏芬河市は中国で最も重要な対ロシア
貿易口岸の一つである。2017年、綏芬河
口岸を通過した旅客は106万人、貨物量

は1140万トンで、過去最多を記録した。こ
の10年間で、木材の輸入は合計6000万
立方メートルに上り、中国最大のロシア産
輸入木材の集積地となっている。

近年、新たな段階の口岸の改造が基本
的に完成し、道路口岸の年間旅客通過
能力は100万人から600万人まで向上し、
貨物通過能力も550万トンまで引き上げられ
た。今年度中に貨物検査区の増築も完
成の予定で、一日当たり自動車1300台の
通関能力を持つようになる。

鉄道口岸の年間国際国内旅客輸送能
力は2000万人に達し、積替能力も3300万
トンまで拡大した。ハルビン｜牡丹江まで
の高速鉄道は2018年内に開通される予定
で、ハルビン市から綏芬河市まで約2時間
半で移動可能となり、綏芬河市はハルビン
2時間経済圏の仲間入りを果たす。

綏芬河空港は2020年に完成する予定
で、ロシア・日本・韓国および国内の北京・
上海・広州・大連などへの路線を開通す
る計画である。これにより立体的な交通ネッ
トワークが構築される。

綏芬河市は良好なインフラ基盤を有して
おり、日本企業との連携を強化して、口岸
の潜在力を十分発揮し、木材製品、農
産品、繊維製品の輸出と、機械、電子
機器、自動車、化学製品などの日本の優
れた製品の輸入を拡大していくとともに、日
本産品の展示、体験、販売の施設も作り
たい。特に2017年、綏芬河口岸は自動車

（完成車）輸入指定口岸の資格が承認さ
れ、自動車検査施設の建設も完了し、そ
の影響範囲は黒龍江省のほか、吉林省や
内モンゴル東部地域まで広がると見込まれ
る。日本の自動車産業は世界をリードする
存在で、中国市場は9年連続で世界最大
の規模を維持している。我 は々トヨタ、ホン

セッションC　ビジネス交流と自治体協力

綏芬河から北東アジア地域経済
発展協力にウィンウィンを

中国共産党綏芬河市委員会書記
王興柱
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琿春市は図們江下流の中国・ロシア・
北朝鮮三国の国境が交差する地点に位置
し、面積は5149平方キロメートル、国境都
市、民族都市および口岸都市であり、特
徴のある「五大優位」を有している。
第一、地理的な優位

琿春市は、防川風景名勝区から図們
江に沿って日本海までわずか15㎞、中国
の北東アジアへの窓口であり、ユーラシア
ランドブリッジの出発点の一つである。また、
鉄道と海運の複合一貫輸送を通じて、海
運ではロシア・北朝鮮・韓国の東海岸、
日本の西海岸および北米、北欧まで最も近

い場所でもある。4カ所の国家レベルの道
路口岸と鉄道口岸を有し、琿春市を中心
とする200kmの範囲には、ロシア・北朝鮮
などの十数個の良好な港が分布している。

現在、中ロ琿馬（琿春｜マハリノ）鉄
道が双方向輸送の常時運行を実現し、年
間貨物通過量が爆発的に増加した。ま
た、ロシア・ザルビノ港を経て韓国・釜山
までの「鉄道・海運一貫輸送」航路と北
朝鮮の羅津港を経由して上海・寧波に至
る「内貿外運（国内貿易を国外輸送す
る）」航路が開通され、琿春は中国の「一
帯一路」の重要なハブ都市および中国・

モンゴル・ロシア経済回廊の北へ向けた開
放の新しい起点となった。
第二、生態における優位

琿春の森林率は86％で、空気の質は全
国で上位に入る。国家レベルの防川風景
名勝区とアムールトラ自然保護区を有し、
全国で唯一の虎と豹の里があり、現在、
域内には70頭の野生のアムールトラや多く
の野生動物が生息している。琿春市はま
た名実ともに渡り鳥の天国でもあり、毎年春
と秋、数十万羽の渡り鳥がここで休息す
る。その中にはタンチョウヅル、オジロワシ、
オオワシなど8種の国家一級保護鳥類やマ

項を約3分の1に減らし、全国範囲でのネガ
ティブリストを作成して、外資企業による市
場参入のハードルを下げた。

黒龍江省は、綏芬河口岸の支援に重
点を置き、綏芬河｜東寧実験区建設のた
めの35の優遇政策を公表した。これは綏
芬河市にとって、他所との差別化を図り、
新たな競争で主導権が取れることを意味す
る。また、綏芬河市も「経済発展の促進
を支援する方法」を策定し、新たな産業
プロジェクトのインフラ整備、固定資産の投
資、経済発展への貢献、貿易の促進、
本社機能経済の拡大などについて、企業
向けの支援を実施する。

綏芬河市のシステム的かつ差別化され
た政策体制が形成されるにつれ、日々 投資
と発展における効果が表れている。我 は々
綏芬河市への投資を心から歓迎し、自分
の目を大切にするように企業を大切にし、
投資家が安心して投資できる環境を作るた
めに努力している。

最後に、「一帯一路」が提唱される中、
北東アジア地域は未曾有の発展機会に直
面している。我々は連携方法を革新し、
協力の糸口を探り、ウィンウィンの関係を構
築し、日中両国経済のさらなる発展を実現
する。

に恵まれており、観光資源も豊富で中国・
ロシア風情が濃厚な地域である。市全体
の森林率は80.9％、夏季平均気温は22.5
度で、空気良好日数は年間348日に達し、

「天然酸素バー」とも呼ばれている。
綏芬河市は「中国優秀観光都市」に

も選ばれており、周辺のハンカ湖、鏡泊
湖、渤海国、林海雪原などの観光資源
は知名度が高く、観光産業を発展させる
に当たって独自の優位性を持っている。現
段階の目標は、都市全体のブランド力を高
めるため100年の歴史を有する文化資源を
発掘し、観光地の建設を加速化させて、
3～5年で観光客を年間200万人規模まで
増やしたい。我 も々日本の観光業者と観光
商品の開発、相互の集客、越境観光ルー
トの開発、旅行商品の宣伝やマーケティン
グなどの分野で連携したい。

近年、中国政府は「対外開放の拡大
および積極的な外資利用における若干の
措置」、「外資拡大の促進における若干
の措置」などの政策を導入し、新たな状
況下で積極的な外資誘致の政策を明確に
し、40もの具体的な措置を実施し、国内
外から幅広い評価を受けた。2017年7月に
公開された新しい「外資企業投資産業指
導目録」では、外資企業に対する制限事

ダ、日産などの自動車を販売する企業・代
理店が綏芬河市を拠点にして、自動車輸
入事業に参画し、中国東北部の消費者に
新たな体験をもたらすことを期待している。

第三、産業の優位性を発揮し、実体経
済への転換で協力する。

綏芬河市は開放型経済を主流とする口
岸都市として、木材、米、海産物、農産
物などの輸入による供給優位性と、国家級
国境経済合作区・総合保税区・互市貿
易区などの産業団地プラットフォームを活用
して、木材加工の深化、ロシア産食糧加
工のハイエンド化、水産物加工業の大規
模化、食品加工のブランド化を図り、産業
全体がローエンドからハイエンドへの発展を
成し遂げることを願っている。

日本の加工業の実力は世界トップレベル
であり、我 は々日本企業と連携を強化して、
日本から最先端技術および管理ノウハウを
取り入れ、綏芬河市を支える人材を育成す
る。技能教育や企業の技術革新などの分
野で協力し、相互優位性を補完し、ウィン
ウィンの関係を築いていく。

第四、環境の優位性を活用し、観光商
品の開発で協力する。

観光産業は、その発展が大きな可能
性を秘めている。綏芬河市は良好な環境

吉林省最大の口岸都市―琿春
中国共産党琿春市委員会副書記
彭樹海
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2018北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟　セッションＣ　ビジネス交流と自治体協力

日本の境港市、韓国の浦項市・束草市
と友好都市協定を締結して以来、日本の
小島衣料、藤和能源（エネルギー）開発
有限公司、琿春活碼電子産品有限公司
や韓国の浦項現代物流、特来紡織、泰
城実業などの外資系企業が琿春市で発展
している。長年のたゆまぬ努力により、これ
らの独特の優位は、開放的優位、経済的
優位、発展的優位に繋がっている。

琿春市は中国の国境地域の開発開放
の最前線基地として、今後も独特の「五
大優位」を十分発揮し、着実に開発開放
の各種作業を実施し、投資者との協力や
マッチングのプラットホームを作りあげ、名実
ともに国際協力モデル区を建設していく。

琿春市は、これからも変わらず親商・安
商・扶商・富商（親切・安心・支援・利
益をもたらすビジネス）の理念に基づき、
継続して投資環境を最適化し、事務の効
率を高め、オールラウンドのサービスを提供
する。

第四、政策における優位
琿春市は国際協力モデル区、国境経

済協力区、輸出加工区、中ロ互市貿易
区であると同時に、国境地域開放、東北
振興、国境地域民族、西部大開発という
四大政策の恩恵を受けている。2012年4
月、国務院は中国図們江地域（琿春）
国際協力モデル区を承認し、2015年9月に
は吉林省共産党委員会・省政府が「琿
春市の開放発展の加速化を支援すること
に関する若干の意見」を打ち出した。これ
らの政策は、琿春市が東北地方の対外開
放という局面の中で重要な位置を占めてい
ることをいっそう明らかにした。
第五、人文における優位

琿春市は多様な民族文化を有し、少数
民族が市の総人口の46.8％を占めているた
め、豊かで多彩な民俗・風習がある。ま
た、観光客が毎年増加し、国際的な文化
が融合する、国際化の雰囲気が濃厚な地
域である。

ナヅル、クロヅル、マガンなど38種の国家
二級保護鳥類も含まれている。

四季がはっきりしていて、夏季の平均気
温は22度を超えず、「冬に海南省の三亜
に住んで、夏に琿春に住む」というように、
ここは避暑のために休暇を過ごし、生態環
境によって身体をいたわる楽園といえる。
第三、資源における優位

琿春市内には吉林省内第2位の金埋
蔵地帯とアジア一のタングステン鉱石埋蔵
地帯が分布し、非鉄金属・鉱物資源の埋
蔵量が豊富である。一人当たりの水資源
の保有量は中国の平均水準の5倍となって
いる。周辺諸国の鉱石・木材資源も非常
に豊富で、開発の将来性が高い。琿春市
は豊かな「魚と米の里」でもあり、セレン
含有量が高い米、リンゴ、延辺赤牛、松
茸などの特産物と高麗人参、霊芝（レイ
シ）、鹿茸（ロクジョウ）など貴重な漢方薬
剤を多く産出している。

境港における海の道を活用した経済交
流と自治体協力について、日韓ロ定期フェ
リー航路及びクルーズ客船誘致の取り組み
を紹介しながら報告する。

境港は鳥取県と島根県にまたがる重要
港湾である。東西に伸びた島根半島が防
波堤の役割を果たす天然の良港である。
鳥取県の境港市、米子市、島根県の松
江市、安来市、出雲市など背後圏は山陰
地方の中心であり、日本海側でも有数の人
口や産業の集積地となっている。

境港を擁する山陰地域は古代から対岸
諸国との交易が盛んであり、朝鮮半島など
対岸諸国との交流の主要な玄関口であった。
1819年には韓国江原道を出港した商船が
難破し鳥取県に漂着、12人の乗組員全員
を当時の鳥取藩が手厚くもてなして長崎まで

送り届け、無事帰国したという史実もある。こ
れも一つの契機となり、鳥取県と韓国江原
道は1994年に交流協定を締結、以来さまざ
まな分野で活発な交流を重ねている。

境港は弓ケ浜半島の北端に位置してお
り、西側は中海、東側は美保湾、北側は
島根半島との間に境水道が走り、古くから
水上交易の要衝であった。境港の主要施
設としては国際旅客ターミナルのある外港
昭和北地区、コンテナ貨物・木材チップ等
を取り扱う外港昭和南地区、リサイクル貨
物等を取り扱う外港竹内地区、国際物流
ターミナルとして2016年に完成した外港中
野地区がある。そして現在、複合一貫輸
送ターミナルとして整備中の外港竹内南地
区がある。また、境港の約4キロ南には米
子鬼太郎空港があり、港湾と空港が極め

て近い位置に立地する交通と物流の要衝
なっている。

境港の国際定期航路として、韓国・東
海港及びロシア・ウラジオストク港との間に
日韓ロ国際定期フェリー航路が週1回、釜
山港との間に国際定期コンテナ航路が週4
回、上海港との間に国際定期コンテナ航
路が週1回運航されている。また、近接す
る米子空港の国際定期航空路は仁川便
が週5回、香港便が週2回就航している。

定期航路の拡充など、境港の港勢、伸
張には鳥取県が積み重ねてきた北東アジア
地域との国際交流と深い関わりがある。鳥
取県と韓国・江原道、中国・吉林省、ロ
シア・沿海地方、モンゴル・中央県の5地
域は、1994年から毎年持ち回りで各首長
が一堂に会する「北東アジア地域国際交

境港における「海の道」を活用した
� 経済交流と自治体協力
境港管理組合港湾管理委員会事務局長
吉川寿明
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なる貨物量の積み増しが必要であり、鳥取
県では航路を活用した日ロビジネスの推進
や中ロ国境を越える輸送ルートの開発など
に取り組んでいる。

鳥取県とロシア沿海地方の交流は1991
年10月の友好交流の覚書締結に遡る。
2010年5月には交流協定を締結、同年11
月にはハバロフスク地方とも友好交流を開
始した。また、2011年5月にはウラジオスト
ク市内に日ロビジネス支援などの業務を行う
鳥取県ウラジオストクビジネスセンターを開設
した。昨年4月からは北海道総合商事に
運営を委託している。鳥取県とロシア沿海
地方は環境分野を有望分野としてビジネス
案件の推進に努めている。2017年4月には
廃棄物処理をはじめ4件について民間レベ
ルでの覚書を締結した。特にウラジオストク
市の廃棄物処理施設の改善については、
境港の㈱三光が2017年9月に覚書を締結
し、具体的な協議に入っている。鳥取県
は関西広域連合の構成団体の一つであ
り、ロシアとの経済交流に積極的に取り組
んできたことから、関西とロシアとの経済交
流の窓口として関西のさまざまな団体と連携
し、ロシアビジネスの案件創出にも取り組ん
でいるところである。

次に、鳥取県は大図們江イニシアチブ
（GTI）による域内の輸送回廊の円滑化と
発展を目指す取り組みに注目した。GTI北
東アジア地方協力委員会（LCC）に参画
し、日韓ロ定期フェリー航路を活用した北
東アジア輸送ルートの確立を目指している。
2014年8月に第2回GTI地方協力委員会
を鳥取県米子市において開催した。海陸
交通ルートの開発協力の強化や、ロジス
ティクス委員会の設立を盛り込んだ鳥取宣
言を採択した。

2016年8月の第3回GTI地方協力委員
会では、鳥取県が委員長として第1回ロジ
スティクス委員会を開催した。委員会では
日韓ロ定期フェリー航路を利用した中ロ国
境パイロット輸送の実施を決定した。パイ
ロット輸送はGTIの全面的な協力のもとで
実施し、輸送ルートに存在する課題はGTI
の枠組みの中で解決を図っていくことが確
認された。2016年10月、牡丹江｜綏芬河
｜ウラジオストク｜境港のルートで、20フィー
トコンテナ2本の木製品が日韓ロ定期フェ
リー航路を利用して輸送された。第6回目

と、日韓地方政府の信頼関係に基づく具
体的な協力支援により実現に向けて環境
が整い、2009年６月29日、ついに就航の日
を迎えた。

日韓ロ定期フェリー航路の就航による効
果としては、まず、訪日外国人客の増加が
上げられる。2017年には約1万6000人の
外国人が来港し、経済波及効果は約７億
円と試算される。就航以来、世界64カ国
の延べ22万人以上が境港を利用した。

また、2017年は約100社が境港を発着
地として貨物輸送を行い、日韓ロを結ぶ唯
一の定期フェリー航路の存在は境港のプレ
ゼンスの向上に大きく貢献しているほか、
県内企業の海外取引の後押しもしている。

日韓ロ定期フェリー航路の旅客及び貨
物の推移を見ると（図1）、まず旅客数につ
いては、境港｜東海間の旅客は9割以上
が韓国人である。2011年の東日本大震災、
2014年の韓国でのセウォル号事故、2016
年の鳥取県中部地震など、さまざまな外的
要因による旅客数の落ち込みもあったが、
そのつど克服し実績を伸ばしてきた。2017
年4月には境港の乗降客数が就航以来20
万人を超え、旅客数は順調に推移している。

貨物量については、2012年のウラジオス
トクAPEC会議にかけて順調に実績を伸ば
したが、2015年にはピークの3分の1程度ま
で落ち込んだ。このため船社が舞鶴港へ
の追加寄港による貨物取扱を開始するな
ど、新たな集荷対策を講じた。その結果、
2015年を底に、近年は徐 に々回復傾向に
ある。境港の航路の安定化のためにはさら

流・協力地方政府サミット」を開催してい
る。昨年4月に鳥取県倉吉市で開催した
第22回地方政府サミットでは、定期貨客船
航路、あるいは貨物船等を利用した新た
な交通網の構築促進、平昌（ピョンチャ
ン）五輪開催などを契機とした各地域間の
観光情報の相互発信などについて、共同
宣言文として合意された。

このサミットとしての大きな成果の一つが、
日韓ロ定期フェリー航路の開設である。境
港、東海、ウラジオストクを結ぶ日韓ロ国際
定期フェリー航路は、韓国船社DBSクルー
ズ㈱の運航により2009年6月29日に開設さ
れた。今年就航10年目を迎える。境港、
東海、ウラジオストクを週１往復し、境港か
ら東海までは一晩で、ウラジオストクまでは
2日間で人と貨物を同時に輸送する。日韓
ロ定期フェリー航路開設の端緒は、2007
年10月に境港市で開催された地方政府サ
ミットで、境港に寄港する新たな航路の開
設について参加地域が合意したことである。
時をほぼ同じくして韓国船社による開設に
向けた具体的な動きが始まり、法人設立、
航路開設免許の取得、試験運行など、１
年半以上の歳月を経て航路開設に至った。

その間、境港に国際旅客ターミナルを先
行整備するなど、行政も航路開設を伴走
支援してきた。日本側では鳥取県及び境
港市などで構成する中海市長会、そして
韓国側では江原道及び東海市が協調して
運行船社に対する初動支援を行うととも
に、港費の減免や航路の利用促進策を展
開することとした。韓国船社の起業精神

図1　日韓ロ定期フェリー航路の旅客及び貨物の推移
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客船専用岸壁でないため、既存の貨物船
の利用企業と岸壁調整をやりくりしながら、
可能な限り受け入れをしているところである。

クルーズ船の寄港事例を挙げる。「クァン
タム・オブ・ザ・シーズ」（168,666トン）は
4000人規模の中国人を対象としたツアーで
ある。コスタクルーズ社は2016年から境港、
舞鶴港、金沢港、境港及び釜山港に寄
港する日本海周遊クルーズを運航しており、
2017年には「コスタ・ネオロマンチカ」

（56,769トン）を投入し、4月～10月の間、
境港に24回寄港した。5港連携による取り
組みはクルーズオブザイヤー2016特別賞を
受賞した。小型ラグジュアリー船の「ロスト
ラル」（10,700トン）は、2017年に7回寄港
した。この船は乗客定員264名で、ゆった
りと贅沢なバカンスを楽しむ欧米人に人気と
なっている。「ノルウェージャン・ジョイ」

（167,725トン）は、中国発着クルーズとして
昨年初めて寄港した。

境港におけるクルーズ客船の受入れ機
能の強化として、外港中野地区に国際物
流ターミナルの岸壁の延長線上にドルフィン
3基を追加整備し、11万トン級のクルーズ
客船が着岸できるような工事を現在実施し
ている。また、竹内南地区では2020年3月
の完成を目指して複合一貫輸送ターミナル
の建設事業に着手している。

北東アジアのビジネス交流と自治体協力
について、私の意見を次の4点にまとめる。

まず、北東アジアのビジネス促進のため
には地域間の相互理解と信頼関係を築
き、地域の産業、資源、企業及び人材を
活かした連携・協力により、国内外を問わ
ず相互補完しながら各々の強みを出してい
くことが重要と考える。

視点を海に向け、共通の財産である海
を活用することが、人やモノの流れをダイナ
ミックに変化させる可能性があると思う。

航路を海のインフラストラクチャーとして、
官が定期航路を支え、民のビジネスや観
光を興し、発展させる基盤を作るという考
え方も必要かと思う。

航空機が目的地に直行する形とすれ
ば、船舶は多地域経由型ともいえる。多
様な連携のネットワークを拡大、深化させる
ことにより、各 の々地域がウィンウィンの関係
になることができる。そこに自治体協力の大
義があるのではないかと考える。

市場の掘り起こしや加入港への誘致等を
推進するACTA（アジアクルーズターミナ
ル協会）の立ち上げに加わり、国際クルー
ズ誘致に関する情報や活動が質量ともに
向上し、他港とのネットワークの構築にも大
いに役立った。金沢港、青森港、神戸
港、北九州港との5港連携では欧米船社
や旅行関係者への共同PRを実施してい
る。これまでロンドン、マイアミ、ハンブルグ
等で共同PRを実施し、今年の秋にはシア
トルでの開催を予定している。

2017年の境港へのクルーズ客船の寄港
数は61回、乗客数は6万6500人となり、い
ずれも前年を大きく上回り、過去最高を更
新した（図2）。

2017年は欧米人を中心とする小型ラグ
ジュアリー船から、定員4000人を超える超
大型カジュアル船まで、14隻のクルーズ客
船が境港に寄港した。境港における寄港
地ツアーへは、小型ラグジュアリー船や中
国人観光客の大型カジュアル船ではほぼ
全員が参加する。一方、日本人や多国籍
の旅客が乗船する大型船ではシャトルバス
を利用した近隣観光や、レンタカー、タク
シーなどでの自由旅行の割合が高くなって
いる。全体では55％の乗客が寄港地ツ
アーに参加した。乗客数の37％が日本人、
63％が外国人であった。クルーズ客船で来
港した旅行者の個人消費額の総計を推計
すると、約8億8500万円となる。

境港ではクルーズ客船を4カ所の岸壁で
受け入れている。いずれの岸壁もクルーズ

の地方協力委員会は今年の夏に鳥取県
で開催をする予定である。中ロ国境を越え
る輸送はリードタイム、コスト、通関手続き
の簡素化など、まだまだ課題は多くあるが、
日本海側の物流を太くすることが将来の北
東アジア地域の競争力を高めることにつな
がると考えている。

次に、境港のクルーズ客船誘致の取り
組みについて紹介する。境港の特徴として
は、まず中国、韓国に近いこと、それから
後背地に魅力ある豊富な観光資源を有す
ること、そして大型船もスムーズに入出港で
きる天然の良港であることなどが挙げられる。

誘致ターゲットは小型ラグジュアリー船か
ら超大型カジュアル船まで幅広く対象とし、
多様なクルーズ客船のニーズに機動的か
つ柔軟に対応するよう心掛けている。受け
入れ態勢では官民で構成する境港クルー
ズ客船環境づくり会議をプラットホームとし
て、岸壁対応、当日の観光案内、物販な
どの業務を周辺地域の官民が一体となっ
て推進しているところである。大山、松江
城など、境港周辺の観光資源は質量とも
に世界から観光客を呼び込めるポテンシャ
ルを有している。今まで陸や空からのアクセ
スが難しかったこのエリアも境港へのクルー
ズ客船の寄港により、国内外から多数の観
光客が訪れるようになった。

境港のクルーズ客船の寄港誘致に当
たっては、国内外の港湾と連携した情報
収集や誘致活動を展開している。中でも
2011年11月に、アジア地域の国際クルーズ
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図2　クルーズ客船の寄港数及び乗客数の推移
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北海道銀行がロシアに進出して概ね10
年になる。この経験を基に、そして私も2年
前まで4年半、ユジノサハリンスクの駐在員
事務所に籍を置いた経験も踏まえて、現在
のロシアビジネスの課題と、その課題を解
決するために北海道銀行がどのように活動
しているのかを紹介しながら、解決策として
5つほど報告する。

北海道銀行は、北海道に一番近いロシ
ア極東を活動エリアにしている。面積は全
ロシアの約3分の1、人口は約5％（600万
人）で、非常にマーケットが小さい。しか
し、エネルギーが非常に豊富なので、大手
商社を含めて日本企業が進出してきている。

但し、北海道銀行はエネルギービジネス
を対象としておらず、ユジノサハリンスクとウ
ラジオストクを拠点に、ロシア極東の中小企
業と北海道の中小企業、ひいては日本の
中小企業とのビジネスマッチングを中心に活
動している。農業、建設、土木などの分
野で北海道の寒冷地技術をPRしてビジネ
ス活動をしているほか、ロシアの水産加工
分野での支援も行っている。

ロシア極東でビジネスを行う上で、銀行
ができない分野・課題がある。北海道庁
や札幌市などの地方公共団体の力ではな
く、地方銀行が主体となり民間ベースで地
元密着の地域商社「北海道総合商事」
を創設したところ、全国的にも話題になっ
た。第四銀行、鳥取銀行、福岡銀行など
からこの地域商社について北海道銀行に
照会が来ている。現在、それぞれコンセプ
トは違うにせよ、地方銀行が地方創生とい
う立場からこうした地方商社を作る動きが活
発化している。

商社は貿易だけで黒字経営を維持するの
は非常に難しい。北海道総合商事はウラジ
オストクでコンサルティング、店の内装のほ
か、ロシア人スタッフを札幌に招聘し、日本
の食文化、居酒屋文化を教育しながら、

2017年4月に「炎」という居酒屋をオープン
した。現在、日本人ばかりでなく、ロシア人
の客も増え賑わっている。また、農林水産省
が日本の食文化をロシアに紹介する委託事
業の一環である「ラーメンキッチン」も、北
海道総合商事が中心となり受託した。ロシア
にはボルシチをはじめさまざまなスープの食文
化があるので、ラーメンもウラジオストクでは非
常に好評である。北海道総合商事はこのよ
うな事業も貿易とは別に手掛けている。

次に、北海道銀行が行っている農業の
サポートについて説明する。北海道銀行も
一部出資して日揮と共にハバロフスクで現
地法人を設立し、温室栽培事業に取り組
んでいる。日本の技術で温室という農業拠
点を作ることによって、そこで生産されたト
マトやキュウリが地元のスーパー、しかも高
級スーパーで販売される。北海道からロシ
ア極東に農産物を持っていく時に一番のポ
イントは、現地でいかに販売ルートを拡大す
るかということである。日本の技術で操業す
る温室施設という拠点を持つことによって、
その農産物が現地のスーパーに流通する
ルートをうまく利用し、北海道からタマネギ
やニンジン、カボチャ、新鮮な果物を流通
させるような現地の物流ネットワークを構築
するという観点で、農業ビジネスは重要な
プロジェクトであると北海道銀行では位置
付けている。農業プロジェクトは、単に日本
の技術をロシアで活用するということだけで
はなく、北海道や日本各地からの農産物を
受け入れるための現地販売網の拡大にも
大きく寄与していることを強調したい。

マイナス50度の極寒の地、サハ共和国
でも温室事業が果たしてできるのかどうかと
いうことで、1000平方メートルの温室を建設
した。この技術はおそらく世界で初めての
もので、ロシア人に対して、どうやって野菜
を育成するか、害虫が発生しないためには
どのようにしたらいいかを毎日のように日本と

テレビ会議を行いながら指導し、現在は成
功している。

この成功事例がロシア全域に広がり、カム
チャツカやマガダン、あるいはモスクワなどか
ら、ぜひ北海道銀行とこのような通年型の温
室栽培事業をやりたいという要望が来てい
る。モンゴルからも同様の照会が来ている。

もう一つ物流の解決策として、柱となるも
のを何か持たなければならないという事例
が、北海道が日本一を誇るタマネギであ
る。これを何とかロシアに輸出できないだろ
うかと、2～3年がかりでプロモーションをし
た結果、昨年11月、40フィートコンテナ1
本、24トンを送ることができた。この24トンの
タマネギは、スーパーですぐ売り切れにな
り、早速40フィートコンテナ2本の追加注文
を受けたとところ、その2本分もすぐ売れた。
現在までに計5本の40フィートコンテナの注
文を受けている。このようにコンテナでまと
まった量を出せるものが物流の柱を作って
いく。物流の一番の課題は量を集めること
であると思う。

日本で貿易関係のセミナーを開催する
と、参加者からロシア人はどのようなものが
欲しいのか必ず聞かれる。これは全く間
違った判断で、ロシア人が何を欲しいのか
ではなく、日本人がロシアに向けて何を売り
たいのかが一番のポイントになってくると思
う。自分の商品がロシアのスーパーで売れ
ないという大きなリスクもある。北海道の中
小企業がこうしたリスクを取れないということ
であれば、北海道総合商事がリスクを取る
形で、ウラジオストクにアンテナショップを作っ
た。ただ、アンテナショップに北海道の中
小企業の商品を置くだけでは売れることは
なく、やはりロシア人を呼んでプロモーション
をする必要がある。例えば豚丼であれば、
試食してもらって、その時にこのタレを使っ
てくれというような形でプロモーションをする。
そこまでやって結果を教える。結果がよけ

ロシア極東における
� 北海道銀行の活動について
北海道銀行国際部ロシア室長
三上訓人
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がっているものがあるだろうか。なぜビジネ
スにつながらないのかを考えた時に、物流
の問題あるいはやり方の問題があると思う。

今、日ロ間では8項目の経済協力プラン
というフォローの風が吹いている。北海道
銀行はロシア極東で双方の中小企業を
ベースに活動してきた。この8項目のプラン
のうち3番目のプランとして中小企業交流協
力の抜本的拡大が提案されており、そして
唯一、プランの中で産業ではなくエリアとし
て名前が出ているのが極東である。政府
がやろうとしていることと、我々が今まで進
めてきたことが同じ方向を向いているのかな
と思う。北海道銀行が力を入れているロシ
ア極東で、政府が示している8項目の経済
協力プランに貢献する形で、北海道の技
術ならびにクオリティを活かした活動を継続
して進めていきたい。

毎年秋にサハリンで、北海道庁や旭川
市など道北の自治体が中心になって道北
物産展を開催している。この物産展は10
年近く毎年開催していることから、現地で
は秋の風物詩となっており、毎年ほとんど
集客は変わらない。自治体が現地のバイ
ヤーを呼んで商談会を実施することは難し
いことから、北海道銀行がバイヤーを呼び、
出展した企業の商品説明やビジネスマッチ
ング面でサポートしている。10月の物産展
に向けて、6月に事前にロシア人と商談会
を行い、そこで売れそうなものを10月の物
産展に持っていくという支援も行った。

しかし、このような物産展を何回行って
も、継続的な民間のビジネスにはつながっ
ていない。おそらく新潟の企業もロシア沿
海地方等で同種の物産展を開催している
と思うが、実際に継続的なビジネスにつな

れば、一度ウラジオストクに来てスーパーと
交渉してもらうというようなサポートをする。ア
ンテナショップは、これから何かをロシアに
向けて売りたいという場合に、あまりコストも
かからずテスト的、サンプル的にプロモー
ションできるので、輸出できる商品を増やし
ていくためのツールとして使ってほしい。

もう一つ、物流の観点では、一方的な
輸出・進出ばかりではなく、ロシアからも来
てもらい、双方が絡み合うことで物流の量
が増えていくと思う。サハリンで70％のシェ
アを誇る窓枠サッシ企業が3年前に札幌に
現地法人を作り進出してきた。3年前は
ルーブルも安かったので、ロシアの技術が
北海道、日本においても十分対応でき、価
格競争にも勝てるということで、現地法人
の設立から銀行取引、取引先の紹介等を
含めて北海道銀行が協力している。

まず、私が所属している北陸環日本海
経済交流促進協議会（北陸AJEC）に
ついて説明する。当会は北陸経済連合会
の関連組織であり、主に国際分野につい
て調査研究、情報の収集・提供、交流活
動を行っている。設立当初は対岸諸国、
すなわちロシア極東・シベリア地域、中国
東北地域、朝鮮半島及びその周辺地域
を対象としていたが、ASEAN地域の発展
により、現在は東アジア全域を対象としている。

次に、北陸と韓国の関係性について説
明する。日本列島を大陸側から見ると韓
国、北朝鮮、中国、ロシアと海を挟んで
非常に密接な位置に日本が存在してい
る。北陸と韓国の輸出入の通関実績は、
輸出通関統計では韓国が1位、輸入通関
統計上では韓国が2位と、輸出入でも強い
つながりが伺える。ただし、この数字はあく
までも税関を通過した貨物の実績になるの
で、北陸3県の商品とは限らないし、最終

的な輸出相手国に関しても韓国経由で別
の国である可能性はある。

当会が中心となって開催している北陸・
韓国経済交流会議について説明する。本
会議の開催の経緯であるが、21世紀に向
けた日韓パートナーシップをさらに確固たるも
のとしていくため、1999年3月、当時の小
渕恵三総理と金大中大統領との間で日韓
経済アジェンダ21が合意された。こうした日
韓経済関係の強化についての取り組みの
一環として、1999年12月、第2回日韓官民
合同投資促進協議会が当時の深谷隆司
通商産業大臣及び鄭徳亀（チョン・ドック）
産業資源部長官の主宰のもとで開催され
た。この協議会の成果として通商産業省

（現・経済産業省）と産業資源部（現・
産業通商資源部）との協調のもと、日本
の北陸地方と韓国の江原道、慶尚北道、
大邱広域市、蔚山広域市、いわゆる日本
海側4地域において経済交流会議を開催

するという合意がなされた。この合意を受
けて中部産業局は日韓経済の一層の緊密
化及び北陸地域の産業の活性化等を図
る観点から、北陸地域の関係機関に呼び
かけを行い、これら機関の協力を得て、運
営実施のため北陸・韓国経済交流会議
実行委員会を設置し、その年から北陸・
韓国経済交流会議を毎年開催してきた。

2010年の第11回会議より、さらに北陸地
域のニーズに根差した新展開を図る観点か
ら、北陸地域の産学官で構成される北陸
AJECが事務局となり、本会議を開催して
いる。日韓関係の一層の緊密化と北陸地
域の産業の活性化を図るという本会議の目
的に沿い、メインテーマを決め、それに対
する提言や取り組みの発表を行う全体会議
や、その他各種テーマに沿って発表を行う
分科会及び産業観光視察を行っている。

直近に開催された第18回会議の概要に
ついて説明する。2017年8月27日～30日に

韓国との経済交流―
北陸（日本）・韓国経済交流会議について
北陸AJEC業務課長
平陽一郎
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り、衣料はもとよりカーシートやエアバック、
家電といった産業資材に至るまで幅広い分
野で使用されている。福井県のメガネは非
常に有名で、メガネ枠の95％以上が同県
で生産されており、国内外で多くの人 に々
愛用されている。

さらに近年は企業がこれらの分野で培っ
てきた高い技術力を活用し、今後の成長
が見込まれる医療機器、介護ロボットなど
の新規分野へ参入する新たな挑戦も始まっ
ている。福井県の伝統工芸である越前打
ち刃物については、その技術が医療用ハ
サミやメス等にも生かされている。

ここで北陸・韓国経済交流会議とは直
接の関わりはないが、日韓企業の連携につ
いて理想的な取り組み事例を紹介する。
石川県の小松精練と韓国のコーロン・ファッ
ションマテリアルが事業提携を行い、さまざ
まな面で相互作用的な取り組みが行われて
いる。提携については両社間の出資など
はなく、相互の信頼がベースになっている。
共同開発した人工スエード素材をファッショ
ンや自動車産業分野へ投入するほか、炭
素繊維や複合材料など、次世代素材での
協業の検討、両社間の人材交流なども行
われる予定となっている。また、小松精練
は欧州ブランドに強く、コーロン社はアメリカ
のブランドに強いという特徴があるので、展
開の際の協力や、また色味の違いを生か
すための布地の相互使用、さらには小松
精練の中国蘇州の工場にてコーロン社製
品の生産受託等を行っている。この両社
は数年前までは相互にライバル的な存在で
あったが、その2社が提携を結ぶことによ
り、ウィンウィンの関係に変化させることがで
きている。相互の信頼関係を築くことで両
社にとってプラスになるという日韓経済交流
の成功事例となっている。

最後に、今後の経済交流について意見
を述べる。昨今は日韓政府間関係の問題
や隣国北朝鮮の問題等、日本と韓国の間
にはさまざまな問題がある。しかしながら、
両国の類似性、文化面や直面している課
題等、貿易相手国、企業の海外進出先と
しては非常に重要な関係性があることは間
違いない。ウィンウィンの関係が構築できる
ように、日韓経済交流の架け橋となるよう
に、今後も両国地域間経済交流の発展に
取り組んでいく。

したので、日本では非常に大きく報道され
ていた。ただ、韓国国内はそれほど大きな
報道はなく、ニュースや新聞等でもNHKで
はこのように報道されたという程度で、日本
と韓国の北朝鮮に対するスタンスの違いを
感じた。

北陸・韓国経済交流会議の開催により、
いくつかの成果が報告されている。最初
に、福井県にある㈲ホットリハビリシステム
ズはリハビリテーションを中心とした介護事
業を行う会社であるが、2013年、韓国大
邱広域市で開催された第14回会議に参加
し、それを機に韓国からの視察の受け入
れ等を行い、2017年10月11日にソウルに現
地法人を立ち上げた。同社は日本の次に
高齢化が進む韓国において、日韓合同で
高品質な介護事業を運営できる仕組みを
構築し、安心して暮らせる高齢化社会の
支援を行うことを目指している。

金沢工業大学では、第14回会議での
機械ロボット産業専門分科会で大学におけ
るロボット分野の人材育成について発表し、
それを機に韓国の大学、工学設計やロボ
テクス分野との連携を行い、金沢工業大
学でワークショップを開催し、昨年末には同
分野の関係者が数十名訪問している。

さらに、当会は福岡で人材紹介業を行っ
ている㈱ホスピタブル、KOTRA名古屋や
韓日経済協会と連携し、韓国人材の北陸
企業への紹介を行っている。北陸の人材
不足と韓国の若手就職難に対する解決の
糸口となることを期待している。

その他、この会議をきっかけにして韓国
交通研究院との意見交換会、特に北陸に
おける新幹線の効果の説明や、光陽湾圏
自由経済区域庁との会議を金沢で開催し
ている。KOTRA名古屋とは「韓国との
共創セミナー」を本年まで4回開催するに
至っている。また、北陸経済連合会、北
陸AJECでは留学生の活用促進や交流
の推進にも取り組んでおり、韓国人留学生
を会議に招待する等している。

今年は、8月末ごろに福井県で第19回
北陸・韓国経済交流会議を開催する予定
である。福井県は繊維やメガネ、機械など
の産業が非常に盛んであり、世界や国内
シェアがトップクラスの製造企業が数多く存
在する、いわゆるモノづくり県である。繊維
はポリエステル等の世界有数の産地であ

かけて、韓国慶尚北道安東市アンドングラ
ンドホテルにおいて、第18回会議を開催し
た。日本側52名、企業24社、韓国側120
名、企業26社の計172名が参加した。会
議全体のテーマは「共通課題解決に向け
た日韓地方間の協力」とした。これは少子
高齢化や中央都市一極集中といった諸問
題が日韓共通のものであるとの認識のもと、
両国の地方間の課題や、その課題の解決に
向けた取り組みなどを話し合う内容であった。

また、併せて3つの分科会を開催した。
自治体分科会では地域の活性化につい
て、富山、石川、福井、慶尚北道、江
原道、大邱広域市、蔚山広域市の地方
自治体より海外進出支援の施策や次世代
産業創出、観光振興、医療の分野等に
おける地域の活性化施策についての発表
及びディスカッションを行った。イノベーショ
ン分科会では、日韓のイノベーション推進
事例の発表が行われた。日本からは金沢
工業大学が国際高等専門学校の開校、
イノベーションハブの展開、日本ユニシスか
らはIT活用、北陸経済連合会からは経
団連と連携したイノベーション推進支援活
動について発表を行った。

ビジネス分科会においては、日韓ビジネ
スマッチングも同時開催し、日本側６社、
韓国側16社で商談件数が32件となった。
ビジネスマッチングは、韓国側の要望により
第17回に初めて開催し、昨年度の会議で
2度目の開催となった。ビジネスマッチング
はすぐに成果は出て来ないが、よりよい具
体的な成果を目指し、業種やマッチング目
的で絞り込みをかけて開催した。

併せて開催された産業視察では大邱に
ある東レ尖端素材㈱（不織布工場）や慶
尚北道庁を訪問したほか、韓国の新幹線
であるKTXにも乗車した。特に韓国の新
幹線KTXは日本の新幹線とは違い、駅に
全く改札がない等、参加者から非常に新
鮮だということで好評を得た。観光地の視
察では、世界文化遺産である朝鮮時代初
期の農村の生活様式をそのまま残す安東
河回村（ハフェマウル）を訪問した。会議
全体を通し、両国の課題共有、具体的な
成果を目指したものとなったと考えている。

余談だが、この会議の期間である8月27
日～30日に、2度ほど北朝鮮からミサイルが
発射され、特に8月29日は日本上空を通過
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2018北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟　セッションＣ　ビジネス交流と自治体協力

ディスカッション

コーディネーター（安達祐司:ERINA）
まず、綏芬河市の王書記に伺う。ロシア
のウラジオストクを経由した日本や韓国など
の第三国の中国との輸出入貨物を増やす
ことは、商業都市・綏芬河市の発展にとっ
て重要だと考えるが、綏芬河市としてその
ような貨物に対するソフト面の具体的な優
遇策があれば教えていただきたい。

王興柱
綏芬河口岸の設備改造はかなり進み、
道路口岸・鉄道口岸の改革への投資額
は約20億元に到達する勢いとなっている。
新空港の投資額も約13億元に到達する勢
いで、新しく建設中の高速鉄道への投資
額も約150億元かそれ以上となっている。
2020年までに、綏芬河口岸の通関環境と
インフラ建設は一新すると思われる。
ソフト面では、第一に、綏芬河市には国
家からの優遇政策が多くある。例えば、国
家から穀物口岸、豚肉の輸出口岸、ロシ
アの水産品・水生動物の輸入口岸として
指定されているほか、観光客への税還付
口岸として試験的に承認された。現在、
綏芬河市は牛肉、家禽類、漢方薬、牧
草などの指定輸入口岸の承認獲得に全力
を挙げており、今年おそらく承認されるだろ
う。しかも今年は、中ロ越境経済協力区
の建設が始動する可能性がある。これは
20年前に中ロ両政府で調印された綏芬河
―ポグラニチヌイ越境経済総合体に関する
合意によるもので、綏芬河市の発展にとっ
ては非常によい情報である。
そのほか、綏芬河市には総合保税区が

あり、関税などの免除政策があって、「両
頭在外（原材料を輸入し、国内で生産
し、国外で販売する）」の加工貿易企業
の発展にとって有利である。企業の生産コ
ストを下げる互市貿易区もある。また、企
業に価値ある支援、実体経済や産業発展
を支援する政策も公布している。
第二に、綏芬河には迅速で効率よい通
関環境があり、税関における申告・検査・
受け取りの三段階を一括で行う「三・一の
通関政策」を推進している。そのほか、
中ロ税関における検査結果の相互認証、

鉄道口岸における積荷明細書の統一、審
査の自動化などの利便化改革を推進して
いる。これは中ロ税関、中国の検査検疫
機関、中ロ両政府の長年の協議と調整の
結果である。すなわち、「中外中（中国→
外国→中国）」あるいは「中外外（中国
→外国→外国）」の貨物でロシアを経由
する場合、ロシア国内で開梱して検査する
必要はなく、中国税関の検査結果を承認
することができる。通関の利便化により、輸
出する貨物がロシアで滞留することなく港に
直接運ばれ、日本や韓国、中国の南方の
港に運ばれる。
そのほか、地方政府のサービスという点
で、ここ数年規範化に努め、業務の簡素
化と権限の委譲を進め、権限のリストを策定
し、企業のためによりよいサービスを提供し
ている。ここで改めて、私は日本の企業と
協力を進めていきたいということを日本の経
済の専門家と企業の方 に々伝えたい。ロシ
アの豊富な農産物、木材、水産物資源、
日本や韓国、中国の大きな消費市場、そ
して日本と韓国の先進的な食品製造、機
械加工、水産物の加工技術や管理ノウハ
ウなどに基づき、中国東北地域、黒龍江
省綏芬河地域で高いレベルでの協力を展
開していくことが重要である。産業における
投資、技術、管理の面での協力である。
綏芬河総合保税区、国境地域協力区を
利用して、付加価値加工を実施し、中国
の土地や人的資源を含む相対的に優れた
政策を利用して、製品を加工・生産した
後、日本や韓国、その他の地域に輸出し
てもらいたい。

安達祐司
琿春市の彭副書記に伺う。琿春市が

有する5つの優位点を踏まえると、日本、特
に日本海側の企業が進出する場合にどの
ような分野でよりビジネスチャンスが大きいと
考えるか。また、琿春市として力を入れて
誘致に取り組んでいる生産分野、産業分
野があれば併せて教えていただきたい。こ
のことは境港のDBSクルーズフェリー航路
にとっても、貨物を増やすという点で重要か
と思う。

彭樹海
日本海の沿岸都市は琿春市と海を隔て

て向かい合っているので、近年、協力が
進められている。境港市とは友好都市の
締結も行なわれた。小島衣料などの企業も
琿春市に駐在し、順調に発展している。
琿春市の産業発展と投資の方向性に

ついて簡単に紹介すると、近年、琿春市
は対外協力を強化し、2つ（国外と国内）
の市場、資源を利用して外国貿易を強化
すると同時に、加工産業に力を入れること
を重視している。積極的に進めているの
はエネルギー化学工業、非鉄金属、海
産物、木製品、紡織・アパレル、観光文
化、商業貿易・物流、現代サービス業と
いう8つの100億（元）級規模の産業であ
る。そのうち、いくつかの産業については
既に100億元レベル、あるいはそれに近い
水準に到達している。
例えば、エネルギー化学工業では年間

1000万トンの生産規模を有する琿春鉱務
局と琿春大唐発電の2社がある。非鉄金
属では、年間およそ3億元の利益を出して
いる琿春紫金（紫磨金）鉱業と多種類の
金属リサイクル加工企業がある。海産物
分野では、加工企業が48社、貿易企業
112社がある。また、琿春口岸は中国の海
産物輸出入で第3位である。海産物加工
総額は2016年に87億元に達し、中国東北
地方における海産物製品の重要な集散地
となっている。紡織・アパレル分野では12
の企業があり、その中には中国では有名
なブランドである「雅戈爾（Youngor）」
の工場がある。物流業では、韓国ポスコ
（POSCO）、現代物流、天道物流など一
流の物流企業が集まっている。木材業も
発展し始めている。以上の産業において
努力を積み重ねることにより、一定の成果
を上げたと言える。
日本海の沿岸都市の農業、農産品加
工、水産物加工、木材加工、観光業、
物流業においては伝統と技術、ブランド力
がある。これらの分野で4つの面から協力
を展開していきたい。
第一に、高効率な農業と農産品の加工

である。両地域は距離が近く、気候や環
境、資源も似ているので、この分野での
協力は将来性がある。第二に、日本海の
沿岸都市は海産物加工と紡織・アパレル
分野で先進的な技術がある。琿春市には
豊富な資源と市場があり、新興の加工区
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いくための意見交換を行っている。

安達祐司
北海道銀行の三上室長に伺う。北海

道独自の地方商社を立ち上げて、そこを拠
点にロシア極東とのビジネスを推進している
ということだが、北海道庁や市町村などの
日本側の自治体、それから相手側のハバ
ロフスク地方政府、沿海地方政府、ある
いはそれぞれの市政府からはどのような協
力・支援が得られているのか、また今後さ
らにどのような協力・支援が望ましいのか
付け加えていただきたい。

三上訓人
自治体との関係が今回のテーマになって
いるので、自治体に対する要望、提案に
ついて補足したい。先程、物産展を長年
開催していても、具体的に民間ベースで
貿易につながっていないことを話した。要
は自治体ができることは自治体がやればい
いし、民間が出来ないことをぜひ自治体に
やってもらうということで、例えば物産展など
を自治体が継続してやるということについて
は、我 も々納得し、賛成している。ただ、
何故それが民間ベースで継続的なビジネス
につながっていかないのかをきちっと分析し
て、同じことを何回も繰り返すのではなく、
自治体は自治体なりに考えてやっていただ
ければなお結構である。
物産展というのは現地でやるショーという

ことで、人も集まりモノも売れるが、その後
何も成果がないのは何故か。一つは北海
道から持ってきている商品を欲しいバイヤー
がいても、バイヤーの店先まで持ってきてく
れるロシア側のインポート会社がない。もう
一つは、北海道の商品をコンテナ単位で
まとまった量で取引を望んでいるロシアのバ
イヤーがいた場合に、北海道の中小企業
が対応できない。このような大きな2つの理
由があって、なかなか次のビジネスにつな
がっていかないのではないかと思う。
従って、物産展とセットで少量でも引き受

けてくれるようなロシア側の信頼できるインポー
ト会社を見つけ、バイヤーも呼んで商談会
をやるような形にセットすることによって、次
の注文が来るというような北見のタマネギと
同様の努力が必要である。北見のタマネ
ギも2年間のプロモーション活動の結果、コ

ており、このような支援が船社の航路開設
のインセンティブにもなっていると考えている。
そのほかの支援としては、まず貨物を掘り
起こしていくことがある。これについては、
鳥取県、江原道、沿海地方で航路活性
化会議を設置し、この航路で取り扱える貨
物の有無について情報共有してきた。ま
た、ウラジオストクでの通関の円滑化、冷
凍コンテナの電源といった基本的な基盤作
りなど各港の課題について話し合い、具体
的な対策を講じてきた。主に日本と韓国で
情報を共有しながら、潜在的な荷主企業
を訪問し、貨物情報を運航会社につなぐ
など行政としてもポートセールス活動を行っ
た。東海市でも物流センターを作り、具体
的にこの航路の貨物誘致をする機関を設
置したと承知している。
また、中ロ国境を経由して中国東北部と
境港・日本をつなぐというルート作りがある。
いわゆるプリモーリエ1（綏芬河ルート）、
プリモーリエ2（琿春ルート）に境港のこの
航路をつなげることができないかと、GTI、
吉林省、黒龍江省の協力も得ながら、何
回かトライアル輸送を実施している。
そして最後に、ビジネスを作っていくとい

うことがある。鳥取県で産官学金の集まる
プラットフォームを作り、日ロ間の８項目の経
済協力プランなどの国の動きに鳥取県の企
業が少しでも関与する方法はないかと取り
組んだり、江原道と医療機器分野でのビ
ジネスマッチングをしたり、吉林省からは先
般、省政府と自動車メーカーが一緒に来県
し、自動車部品メーカーと協議を行った。
鳥取県ではセンサーやEVに関連する重
要な自動車部品を作っている企業が結構
ある。そのような企業に関連するビジネスを
作っていく。このような政府間の動きの中で
DBS航路の利用も念頭に入れ、具体的な
貨物の掘り起こし、ビジネスマッチングに取
り組んでいる。
情報共有・情報交換のあり方について

は、これまで地方政府サミットを積み重ねて
きた中で、関係する地方政府との間で人
的ネットワークや信頼関係ができており、さ
まざまな課題解決に向けた話し合いを行う
ことができている。また、具体的な国際交
流サミットの場やGTIの場を活用しながら、
双方の取り組みについて情報交換を行い、
いっそう効果の高まるような取り組みにして

もある。第三に、国際物流にも将来性が
ある。琿春市から新潟市まで直線距離で
わずか500海里（900キロ）、境港市まで
は430海里である。近年、試験的に琿春
市からザルビノ港経由で新潟市を含む日本
海沿岸都市との海陸複合一貫輸送を実
施している。第四に、観光文化産業にも
将来性がある。日本は「観光立国」を掲
げ、中国の延辺朝鮮族自治州も「観光興
州（観光で自治州を振興する）」の戦略を
提起した。両地域の戦略を接合して、中
国・日本・ロシアの海・陸上観光を実施す
ることができる。この航路は将来的に観光
業における黄金ルートになると信じている。
両国の企業は優位性を相互補完し、

ウィンウィンの関係の実現を目指してもらい
たい。ビジネス界の人々が琿春市に視察・
観光に来て、投資して産業振興することを
歓迎し、あらゆる面で支援していく。

安達祐司
境港管理組の吉川事務局長に伺う。
DBSクルーズフェリー航路の航路維持に
向けた関係自治体、日本、韓国、ロシア
極東の協力や支援の内容についてもう少し
具体的に教えていただきたい。また、航路
維持の課題やその問題点について、自治
体、地方政府、船会社、関係企業が共
通の認識を持ち、有効な対策を打っていく
ための情報共有・情報交換のあり方につ
いて教えていただきたい。

吉川寿明
定期フェリー航路は、境港にとってはなく

てはならない、一つのアイデンティティとして
位置づけられると考えている。多くのクルー
ズ客船が寄港していることを報告したが、
港を通じて人が出入りするという流れを作っ
たのも、この環日本海の定期フェリー航路
であったのではないかと思っている。
そのような前提に立ち、航路をインフラと
考え、道路であれば維持管理費がいるよう
に、この航路を安定的に運航するために行
政としても必要な支援をしていくということが
一つある。具体的には、鳥取県と地元の
市で、運航会社に対し1航海当たり100万
円を限度にして運航経費の10分の１を支援
する制度を継続している。若干制度は異な
るが、韓国側でも約4年間支援を続けてき
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うところがある。人の流れは一つの県に止
まらず、広域で協力して人材活用はやって
いくべきだと考えているので、北陸3県連携
した取り組みを進めてもらいたい。
もう一つ、人材活用についてはビザの問
題があり、留学生は留学生としてのビザで
来日しているので、就業ビザへの切り替え
等がかなり中小企業にとっては負担になっ
てくる。また、留学生の定着率の問題もあ
る。日本は今でも終身雇用が一般的と思う
が、海外では定着率が日本とは考え方が
若干異なることから、定着率の低さも問題
である。これらの課題を解決していくために
も自治体と協力し、留学生、もしくは韓国、
もしくはASEAN諸国と情報共有し、さまざ
まな対策を練っていくべきだと考えている。

フロア質問（新井:ERINA）
王書記と彭副書記に質問したい。両市

はともにロシアと国境を接し、ロシアの港を
使って日本、韓国との物流ルートを開く窓口
として似たような立場にあると思う。隣同士
の自治体がいかに協力するかというのは実
はなかなか難しい問題だが、それぞれの
立場から隣の市とどのような形の協力をして
いくか考えがあるか。

王興柱
協力しなければウィンウィンの関係になるこ

とはできないと思う。実際に全体をみると、
中国東北地域の経済発展はあまり活発で
はなく、近年は楽観できない状況である。
こうした環境の下、「小我（自分のことだ
けを考える）」の意識をなくし、大局を見す
えなければならない。
日本海航路の主な問題は、帰路の貨
物、東北地域の加工製造業と実体経済、
商業貿易、観光その他の物流産業が組み
合わさって発展していないということであり、
これは現在、発展の途上にある。私と彭
副書記がこの会議に参加したのは、綏芬
河市、琿春市、東北地域を宣伝するため
である。当然、競争はあるが、競争は悪
い事ではない。競争があって初めて、市
場経済のメカニズムが限界まで発揮され、
双方の潜在能力が最大限引き出され、精
力と時間をすべて北東アジア経済圏全体
の発展の中に注ぎ込むことができる。
このことは将来にとって有益である。琿

安達祐司
最後に北陸AJECの平課長に伺う。北

陸AJECが実施している韓国人材の北陸
企業への紹介について、その実績も含め
補足してもらいたい。また、地元自治体の
支援や協力の現状、今後期待したいこと
があれば付け加えてもらいたい。

平陽一郎
人材紹介については、北陸AJECは任

意団体のため、あくまでも関係機関への
協力という形で行っている。日本は人材不
足、有効求人倍率の高止まりという状況で
あり、特に北陸地方は人材不足である。
福井県は有効求人倍率が確か日本で一
番高い県であり、北陸地方の人材流出、
人口減が強く影響していると考えている。
逆に韓国の若者の失業率は、最近のデー
タによれば10％程度と非常に高くなってい
る。こうしたところで若手人材のニーズは双
方で合致していると考えている。
日本では高度人材が特に必要となってお

り、韓国の若手人材は日本語のみならず、
英語も話せて言語能力が高い人が多く、
そういう人材を海外に進出している北陸の
企業に対して紹介している。韓国にもサム
スン電子など大企業があるが、すべての
若手人材が就職できるわけではない。韓
国の中小企業は日本の中小企業に比べて
福利厚生がよくないと感じている若者が多
いらしく、韓国の若者は日本への就職も選
択肢に入っているということである。
具体的に我 の々組織では人材紹介業を

行えないので、啓発・啓蒙活動としてセミ
ナー等を開催し、マッチングの基盤作りを
行っている。
北陸の自治体でも人材の定着を進めて

いる。特に地方の大学に来ている留学生
の定着について、地方自治体は積極的に
取り組んでいる。石川県では北陸AJECも
参加している留学生活用促進ワーキンググ
ループを通じて、留学生と企業のマッチン
グや海外人材雇用に係る問題等を話し合
う啓発活動を進めている。北陸には韓国、
中国、ベトナム等アジアからの留学生が非
常に多く、自治体と協力して当会も留学生
が日本で定着するよう取り組んでいる。
自治体に求めることについては、北陸3
県で分かれているので、縦割りになってしま

ンテナ単位の発注につながっている。
北海道総合商事は本店が札幌にあり、

それだけではあまりロシア側からも注目を浴
びなかったと思うが、同社が100％出資し
た現地法人をウラジオストクに持っている。
これがインポート会社となっている。北海道
総合商事が輸出したいものを現地法人に
送れば、そこが現地で販売する。逆に現
地法人はロシアが日本に売りたいものの情
報を取って、これを集めて北海道総合商
事が対応するというように、現地法人を作
ることがビジネスの幅が広がることにつなが
る。ウラジオストクにはインポート会社がある
が、サハリンにはないので、サハリンにも信
頼できるインポート会社があれば、少量でも
サハリンのバイヤーが欲しいものを輸出でき
るのではないか。
自治体は、物産展以外でもロシア側の
ニーズを吸い上げ、民間ではなく自治体が
やった方がいいものをもっと明確にし、いっ
そうレベルアップした物産展にしてほしい。
ロシア極東では地方政府から多大な協
力が得られている。例えば日揮とのプロジェ
クトでも、ハバロフスク地方知事の協力の
下、現地の歓迎を受けながら進めており、
ロシア側のサポートは非常にありがたい。
ただ物流については、ウラジオストクをはじ
め港のエリアに保冷庫などの保管場所が
あり、それを我々が自由に使えるような仕組
みやインフラが貿易には不可欠であり、早
く整備をしてもらいたい。
もう一つ、基本的に何故ロシアで温室栽
培が成り立つかというと、ロシアでは冬場の
エネルギー代が北海道の10分の１でできる
からである。サハ共和国では1立方メートル
当たり北海道の15分の１の天然ガスの料金
でできる。温室事業は非常にイニシャルコ
ストがかかるので、日本側が一番懸念して
いるのは、それに対する資金回収が果たし
て出来るのかどうかである。従って、政府
の補助金や発展協力基金などからスムーズ
に資金が事業に流れるようなバックアップを
地元の政府にはお願いしたい。10億円、
20億円というさらに大型のプロジェクトもある
ので、補助金も含めて、現地のロシア企
業が安いコスト・金利で資金を調達できる
仕組みについてサポートが得られればよい
と思う。
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てきた。例えば、海産物加工業はもともと
競争関係にあったが、今は琿春市の方に
集中している一方、木材産業は綏芬河市
に集中している。それぞれ重点が異なる。
王書記は秩序ある競争に言及した。競争
こそが発展と向上につながる。しかも競争
はますます秩序立って行われており、「前
進の中の競争」とも言える。
最後に、両地域のそれぞれの重点対象

が異なっている。黒龍江省が重視している
のはロシアであり、私たちは朝鮮半島や日
本海を重視している。

産業、その他の産業も発展する余地が大
きい。なぜなら、各国の経済発展の隔たり
があればあるほど、将来の発展の余地は
大きくなるからである。

彭樹海
王書記が述べたように、協力しなければ

ウィンウィンができない。協力こそが大局で
あり、ウィンウィンであり、必然である。
琿春市と綏芬河市は車でわずか2時間

の距離にある。近年、双方の協力はます
ます緊密になり、産業の分業も明確になっ

春市はこの航路を通して、吉林省に貢献
する。綏芬河市は黒龍江省に貢献する。
東北内陸地域の経済規模と将来性はこの
航路と物流ルートの運用を支えるのに十分
である。例えば、綏芬河市の木材加工業
はロシアの原木あるいは板材を輸入し、床
板、環境に配慮した家具、木造の別荘な
どに加工され、韓国の釜山港を経て、ソ
ウルに輸出されている。綏芬河市の企業
が加工した床板は新潟港にも輸出され、日
本全国に流通しているとも聞いている。木
材産業は単なる始まりで、将来的には食品
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この2日間、北東アジア地域に焦点を当
て、その経済的な結びつき、地域間の様々
な経済協力、そしてビジネス交流のあり方
などについて活発かつ精力的な議論を
行った。

来賓挨拶
経済産業省通商政策局の桐部仁志韓

国室長と外務省欧州局日露経済室の林
直樹首席事務官のお二方から来賓挨拶
があった。

桐部室長からは、日本と北東アジア諸国
との間で今進められている、中央政府間の
様 な々協力の現状を説明していただいた。
TPP11や RCEP、日中省エネ環境協力、
日露間の8項目の「協力プラン」、日本モン
ゴル間の官民合同協議会、平昌五輪を機
に行われる予定の安倍首相と文大統領の
日韓の首脳会談について話があった。

林首席事務官からは、日露の8項目の
「協力プラン」について様 な々形での具体
化が進んでいる点について説明を頂いた。

基調講演
それに続き3人の基調講演者の方々―

国際通貨研究所の渡辺博史理事長、ブラ
ンダイス大学ピーター・ペトリ教授、アジア開
発銀行（ADB）澤田康幸チーフエコノミス
ト―から基調講演を頂いた。

まず、渡辺理事長からは、アジアにおけ
るインフラ投資が極めて重要であるという
お話があった。今、世界では短期的な資
金はたくさん余っているが、インフラに必要
な長期資本、長期資金の供給は必ずしも
十分ではない。インフラ資金を引き付けた
い国は投資家に対して予測可能性をしっ
かり示すこと、安定性を確保することが重
要である。

その中でも国境をまたがるインフラプロ
ジェクトに関しては、複数の国が関わるの
で、その受益国がその利益に応じてコスト
を分担する必要がある。インフラ資金として

公的資金は依然として重要だが、内外の
民間資金をどう引き付けていくかがカギで
ある。

ただし、国によっては海外の資金に依存
しすぎると返済できなくなる可能性もある。
そういう中ではお互いに情報を共有し、お
互いの立場をはっきりさせ、それに基づい
て意思決定を行っていくことが重要だと主
張された。

次いでペトリ教授からは、主にアメリカの
観点から北東アジアの問題について話が
あった。北東アジアは依然として世界に
とって重要な地域である。アメリカでは、トラ
ンプ政権のもとで政策上の大きな変化が
起きている。TPP からの離脱、NAFTA
の再交渉、米韓自由貿易協定の再交渉
や、セーフガード等の発動による保護主義
的な動きが出ていて混乱を招いている。こ
のようなアメリカの比較的内向きの政策は
しばらく続くだろう。

そのような状況のもとでは、北東アジア
諸国としては以下のようないくつかの対応
をしていくことが望ましいと指摘した。第1に
は、地域経済統合を進めていくということ。
第2は、米国への依存を高めていくのでは
なくて、ほかの地域、例えばヨーロッパなど
に経済的な関係を多様化させていくこと。
第3は、世界の中でリーダーシップを取って
自由貿易を進め、WTOを重視する立場を
取っていくこと。第4は、域内諸国の間での
緊張関係を少なくし、経済協力の基盤を
強化していくこと。

最後に澤田チーフエコノミストからは、ア
ジアの域内の経済統合の問題やアジアの
インフラ・ファイナンスの問題について話が
あった。

ADBが開発してきた、経済統合の程度
をどのように押さえるかを判断するための、
域内経済統合の指標によれば、アジア域
内では貿易と投資の上での域内取引が
非常に大きいが、金融取引面ではまだ十
分でない。

アジア域内をいくつかのサブ地域に分
けると、北東アジア地域の場合は、貿易・
投資や人の動きなどの面でみると他の地
域例えば東南アジアほど高いわけではな
いが、総じていえば比較的高い経済統合
を示しているということだった。

ADB のデータによると2016年から30年
の間は毎年1.7兆ドルのインフラ需要があ
り、中長期的な観点からアジア域内におけ
るインフラ需要は極めて大きい。その中で、
アジア全体では年間5000億ドルから8000
億ドルほど資金が足りない。公的な資金だ
けではなく民間部門によるインフラ投資が
必要で、民間部門と公的部門が一緒に
なって官民連携（PPP）でインフラ投資を
行っていくということが極めて重要だと主張
され、渡辺理事長の主張と重なる点だっ
た。

セッションA
セッションA「人と物とサービスの自由な

移動」では、物流やエネルギー、情報通
信、労働移動の観点から、北東アジアにお
ける人、物、サービス、情報の国際移動の
現状と将来の展望が示された。

まず、北京交通大学の董春嬌教授から
は、「一帯一路」の枠組みの中で中欧間
の貨物鉄道の現状について説明があり、
中国とヨーロッパの間では現在7つの鉄道
路線が走っているが、非常に多くの問題に
面しているということだった。
「12235N」とは、中国には中欧間の鉄

道を管理する機関は1つだが、国際的な
交通機関は2つある。そして2つの異なった
鉄道の軌道があり、少なくとも3つの異なっ
た税関システムを通らなくてはならず、5カ
国が関わる。そして非常に多くの運送会社
が業務に関わっている。これらをまとめてい
くことは簡単なことではなく、国際的な協調
が極めて重要だと指摘された。

続いて、ロシア科学アカデミーシベリア支
部エネルギーシステム研究所のボリス・サ

クロージングリマーク
北東アジア経済発展国際会議実行委員会委員長・ERINA代表理事
河合正弘
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ネーエフ副所長は、ロシアの東方エネル
ギー政策について説明された。ロシアは、
北東アジア諸国に対して石炭、石油、ガス
のエネルギーを供給していく戦略を立てお
り、そのための国内の態勢固めを行ってい
るとの見方を示された。

イノベーション、技術政策が非常に重要
で、北東アジア諸国とロシアの石油、ガス
を中心とした化学産業のクラスターを共同
で作ることが重要、国境をまたぐ送電線を
建設することも重要、そして北東アジア諸
国との経済協力によってグリーンエネル
ギーを開発することも重要であると話された。

国連アジア太平洋経済社会委員会
（ESCAP）の奥田敦子 ICT 開発部長か
らは、人工知能を中心としたブロードバンド
の建設、ブロードバンドを巡る地域内協力
の話があった。その中で ESCAP が進め
ているアジア太平洋情報スーパーハイウエ
イというプロジェクトを説明された。固定ブ
ロードバンドを国と国の間にどのようにつな
げていくか、つなげたそのケーブルをどのよ
うに管理していくか、そして、それを例えば
災害リスクの軽減等にどのように使っていく
か、経済社会開発にどのように役立ててい
くかについて展望を示された。

ADB 経済調査・協力部の竹中愛子エ
コノミストからは、北東アジアの移民と労働
移動についての説明があった。アジア域内
での人の動きのパターンとしては、アジアか
ら世界全体への労働移動・労働流出は増
えているが、アジアからアジアへの労働移
動・流出は増えておらず、むしろ減っている
傾向にあるということだった。ロシアを含め
た北東アジアの場合は、ロシア、中国から
の労働流出が非常に大きい。アジア域内
の労働移動の問題を考えるにあたっては、
高齢化の進展など人口学的な要因を考
慮する必要があること、つまり高齢化が進
む国は次第に労働流入を必要とするように
なり、若年労働者が多くいる国にとっては
労働流出の誘因が非常に高いということ
を指摘された。

セッションA の最後として、大阪観光大
学の鈴木名誉教授から観光交流の話が
あった。北東アジアの中では、いびつな国
際交流が起きているということを強調され
た。その例として、中国から日本への観光
客の数は非常に大きく伸び高い数字に

なっているが、日本から中国への観光客の
動きは非常に少ない点を挙げられた。ある
いは日本とロシアの間では観光客の流れ
が非常に小さいことも指摘された。観光交
流を活性化し観光客の動きを伸ばすため
の方策としては、ビザなしの制度を広げる

（特に日ロ間）こと、ツーウエイツーリズムで
お互いが自国に観光客が多く来るような努
力をすること、共同で観光プロモーションを
行うことの重要性を指摘された。

セッションB
セッションB「地域開発戦略の現状と課

題」では、北東アジア各国における地域開
発の戦略の現状と課題について焦点を当
て、地域間の協力をどう進めるかについて
議論された。

まず、大図們江イニシアチブ（GTI）の
トゥグルドル・バージーフーGTI 事務局長か
らGTI の活動について説明があった。特
に交通分野ではハード面でもソフト面でも
課題があることが強調された。ソフト面では
多国間のトランジットの合意が非常に重要
であるにも関わらず、税関の手続き等が必
ずしも調和されておらず、制度的な調和を
もっと進めていくことの重要性を主張され
た。

次に、吉林大学東北アジア研究院の吴
昊副院長から、中国の東北地域の振興戦
略について話があった。東北地域では経
済減速が起き、中国の中でも特に低成長
に陥っていることから、東北振興戦略が非
常に重要であることが指摘された。東北地
域の基本構想や発展目標等について説
明があり、これから数年間に向けて行うべ
き重点事業の説明もあった。インフラ整備
が非常に重要であり、北朝鮮が国際社会
に復帰してくるならば、中国の東北地域もさ
らに発展するきっかけになるだろうと展望さ
れた。

続いて、極東連邦大学のタギル・フジ
ヤートフ教授からは、ロシア極東における
地域発展戦略について、その中心となる、
ウラジオストク自由港などを含めた先行発
展区にかなり焦点を当てて説明があった。
特に先行発展区に進出した企業から見て
いくつかの課題があることを指摘された。
すなわち、行政手続きは簡素化しつつある
ものの依然として複雑であること、ロシアの

極東地域でのインフラ整備が遅れているこ
と、保税区制度の利用が十分でないこと、
外国企業を呼ぶためには外国人のための
病院や医師が重要だがそうした誘致が遅
れていることなど、の課題に応える努力が
必要とされることを指摘された。

江原大学校の具正謨教授は、韓国の
地域開発戦略の説明をされた。韓国で
は、北東アジアプラス共同体という基本的
な政策があるということだった。第1は、北
東アジアの平和と協調のプラットホームを
作ること。第2は、韓国の「新北方政策」
によってユーラシア地域との連結性を高め
ることで、これは中国の「一帯一路」やロシ
アの「新東方政策」との連携を深めるこ
と。第3は、「 新 南 方 政 策 」によって
ASEAN やインドとの関係を強化すること。
韓国は地域開発戦略としてこれらを目指し
ており、その中で釜山や江原道が地方政
府として国際的な連結性を強めていこうと
していると説明された。

地域発展戦略をうまく進めていくには、
韓国にだけでなく、おそらく全ての国に当て
はまることとして、以下の3つの点が重要で
あると指摘された。第1は長期的なビジョン・
目標を持つこと。第2は、ビジネス部門・民
間部門の視点を入れること。第3は、地方
政府間の協力を進めていくこと。

モンゴル国家開発庁開発政策調整部
のエンフトヤ・デムチグジャブ氏はモンゴル
の地域開発戦略について説明された。モ
ンゴルの場合は全国と5つの地域に分け
て地域開発を行っているが、この開発計
画はあまりうまくいっていない。その理由とし
て4点挙げられた。第1に、地域開発のた
めの政策ツールが明確でないこと。第2に
都市と農村の間の格差が依然として拡大
を続けていること。ウランバートルが最も競
争的・効率的な地域で、ほかの地域と格差
が拡大している。第3に、地域開発の中核
となる都市の市長や県の知事の機能が明
確でないこと。第4に、地域開発政策が中
央の国レベルでうまく統合されていないこ
と。

セッションB の最後は、日本の国土交通
省国土政策局の木村実総合計画課長か
ら、日本の国土開発の現状と地域発展に
ついての説明があった。日本の場合、国土
開発は全国計画と広域地方計画の2つが
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での活動やビジネスサポートについての説
明があり、ロシアビジネスにおけるいくつか
の課題を指摘された。物流インフラが最大
の問題であると主張された。通関手続きの
問題、現地での販売ルートの開発が難し
いこと、物産展をやってもなかなかビジネス
につながらないことを受け、それに対応す
るために、地域密着型の商社である北海
道総合商事を設立したとのこと。アグリビジ
ネスのサポートを行い、アンテナショップでプ
ロモーション等を実施されており、これは新
潟県など日本の他の地域にとって役に立
つ経験かもしれないということだった。融資
は銀行の主なビジネスだが、融資に周辺す
るビジネスサポートをされているということ
で、私は非常に深い感銘を受けた。

北陸 AJEC の平陽一郎業務課長から
は、北陸三県と韓国の日本海側の4地域と
の間の経済交流やビジネスマッチングにつ
いて説明された。

まとめ
それぞれのセッションは、極めて密度の

濃いセッションだった。基調講演からセッ
ションA、セッションB、セッションCと進む
に従って、非常に具体性のある北東アジア
経済協力、ビジネスの分野での協力が進
展していることが示されたと思う。同時に、
多くの課題も残されているということが多く
の方々から指摘された。

こうした多くの課題に対してどのように対
応すべきかを考え、具体的な行動で乗り越
えていく努力が必要だ。このような問題意
識を持ち、また来年、NICEを催したいと思
う。本日は大変ありがとうございました。

ア、アジアを結ぶ物流複合一貫輸送体制
を既に構築している。高速鉄道も近いうち
に整備される。綏芬河は北東アジアの他
の国々の企業と積極的に協力していきた
い、加工産業を育て、製品を生産し、日本
や韓国などに輸出していきたいということ
だった。

次に、中国共産党琿春市委員会の彭
樹海副書記からは、琿春市は中国、ロシ
ア、北朝鮮が交差する場所に位置し、非
常に重要な地理的な優位性があることが
説明された。様 な々優位性がある中で、物
流の中心地、交通の中心地の役割を果た
していること、琿春市でも農業や海産物の
加工部門を発展させ、物流や観光産業な
どでも日本などとの協力進めたい、というこ
とだった。

境港管理組合港湾管理委員会の吉川
寿明事務局長からは、境港は日韓露の定
期フェリー航路が既に就航し、クルーズ客
船も多く寄港する実績を持っているとの話
があった。GTIと連携して中ロ国境を経由
する海陸複合のパイロット輸送の検証も
行ってきており、長春、綏芬河、ウラジオス
トク、境港を結ぶ場合、どこにどういうネック
があるか追及していることを説明された。
域内協力を進め、北東アジアビジネスを促
進していくためには地域間の相互信頼が
必要であると指摘された。さらに、海路は
共有の財産であり、航路を海のインフラと
みなすべきであること、多くの地域を経由す
る船舶航路を開発することでウインウイン
の関係を作り出すことができ、すべての地
域が利益を受けることが必要であると主張
された。

北海道銀行国際部の三上訓人ロシア
室長らは、北海道銀行のロシア極東地域

あり、前者の全国計画では日本の人口減
少の問題に正面から取り組む形で計画を
立てる一方、後者の広域地方計画では全
国を8つの広域ブロックに分けた上で地域
戦略や広域プロジェクトを立てていくという
ことだった。広域地方計画は、太平洋岸と
日本海岸の両者の活用を目指すという観
点から進めていると説明された。

このセッションでは、Q&Aで非常に活発
な議論が行われた。木村課長からは、既
存のインフラを賢く使っていくことが重要
で、それを梃子に地域開発を図り、国際的
な協力を強化することが望ましいとの指摘
があった。具教授からは、環日本海を巡る
経済協力のグランドデザインが必要で、そ
のためには GTI の役割が極めて重要だと
話された。フジヤートフ教授からは、各国の
地域開発戦略を地域としてコーディネート
していく枠組みがないので、そのようなメカ
ニズムが必要ではないかという指摘があっ
た。GTI のトゥグルドル事務局長からは、
GTIとしては情報ハウスとして機能してい
きたい、グランドデザインを作り、どのような
調整が必要なのか探り、地域間の対話を
図っていきたいとの発言があった。

セッションC
セッションC「ビジネス交流と自治体協

力」では、北東アジア地域におけるビジネ
ス交流の活発化と、そのための地方自治
体や地方政府の支援のあり方について議
論された。

中国共産党綏芬河市委員会の王興柱
書記からは、綏芬河の観点から地域経済
協力をどのように進めていくかという話が
あった。綏芬河は北東アジア圏の中心地
である立場から、ハルビン、綏芬河、ロシ
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Today I would like to speak on financial cooperation and, putting 
it in plain words, on how to procure money and in what form the 
related countries will be able to coordinate.

Asia has now become home to approximately four billion people, 
and overall has eight problems. For example, in the sense that there 
can’t be any unevenness in the stable energy supply, the putting in 
place of transportation and logistics, the securing of water and food, 
the maintenance of supply chains and production networks, as well 
as growth, and there can’t be any disruption in terms of time, it is 
necessary to continue development with extremely good links.

Moreover, the phrase “inclusive growth” has been used often 
recently, but it isn’t about only certain people benefitting, and as a 
result the thinking is spreading that it must mean equal shares for all. 
In the sense of there being extremely wealthy as well as non-wealthy 
nations within Asia, there are disparities between nations. Other than 
that, in a given country there are people on the rise and people who 
will always be disadvantaged. What can be done in order for such a 
thing, whenever possible, not to occur has become an issue. In 
addition, mutual cooperation that doesn’t come to resemble an 
assortment of systems or restrictions is difficult.

And lastly, it is crucial that the period of industrial development to 
date which disregarded the environment has been here for several 
decades, and also recently, and how to overcome it is an issue. This is 
an issue for Asia as a whole, and in Northeast Asia also something 
similar is occurring.

Putting today’s global finance simply, from a past situation where 
money tended to be lacking, money has come to be in surplus. 
Mirroring the surplus of money, it is a general problem that interest 
rates have become extremely low. However, within that, what must 
be taken into consideration is that there is short-term money and 
long-term money.

Short-term money is that borrowed by tomorrow and paid back 
within a year, but when undertaking infrastructure development and 
environmental projects, for example, paying back borrowed money 
takes 15 or 20 years. It can now be seen that such long-term money 
is not necessarily circulating plentifully.

At the same time, within the initiative of the Indirect Financing 
System, where money circulates through banks, the banks have 
suffered considerable damage, and discussion has arisen that the 
business operations of banks will have to be restricted a little in order 
not to damage the banks any further. To date, going to the banks and 
borrowing money has been the general pattern, but now it is not 
necessarily the usual case.

In addition, recently trouble has occurred in Japan, and the 
problem of financing using artificial intelligence (AI) and virtual 
currency using block chains has also emerged as a turbulent factor in 

the world of finance. I think that how to assimilate this skillfully will 
become an issue in the future.

Finance in the future and finance today are also not necessarily in a 
clear-cut state. It is generally recognized by finance people that in the 
future we will plunge into a not clearly understood situation. At the 
same time, as there is quite a lot of short-term money, when everyone 
proceeds with work or projects, if reasonable plans are properly 
made, they won’t be unable to borrow. Conversely, increasingly 
depending on that will lead to amassing debt. In household 
economics there are education loans and mortgages, for companies 
there is investment in equipment, and for countries also the situation 
continues of borrowing money from their own citizens and investors 
from other countries, issuing government bonds for various reasons, 
and somewhat excessive debt builds up.

How will this turn out in the future? What can be done so that the 
accumulation doesn’t come clattering down? In our own countries, or 
in the regions, or in the whole world, we will be thinking about this in 
the future. It has become necessary to do so.

For the world as a whole there isn’t a shortage of money, and 
analyzing the reason, fundamentally incomes are increasing, amid 
Asian nations continuing to develop such as China, or India which is 
chasing it, or Southeast Asia preceding it. Savings aren’t possible 
initially because everything is being used, but when savings become 
possible, then afterward the growth in savings becomes higher even 
than the growth in income.

Furthermore, in a given country, the social security system is not 
always complete. For example, when brought into a hospital, in 
Japan you are taken straight to a bed, but there are also countries 
where you are first asked if you have money. In such a country’s 
case, you are forced to save. Including for that, the total savings level 
is now rising.

On the other hand, even if some development has taken place, as 
though for example in the middle of watching a marathon, even if the 
momentum is very good, at a certain point a plateau state will be 
reached, and the country won’t necessarily move forward. If they can 
overcome that well, they will enter the next world, but the countries 
which are on the verge of stopping moving forward are increasing. 
There are places where the demand for funds for the sake of growth 
is not always large.

Environmental problems are an important matter, and there are 
costs in order to tackle them. The necessary funds will increase, but 
at the time when a certain degree of money has to be generated, if the 
costs increase, the demand for funds will not necessarily increase in 
order to check them. Such is happening overall, and as a result some 
amount of money with be left over.

Within that, the Lehman Brothers shock occurred in September 
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national level at any rate. The most important thing for investors and 
suppliers of finance thinking of putting money into that, is whether 
what nations and local public bodies are doing is predictable and 
whether it is stable.

When money is given out, it is meant to be given out on the 
premise of current conditions, but when it frequently happens that 
every year laws change, and the direction changes toward a form 
such as recently in the United States where Trump often issues 
executive orders, then even if it is possible to respond to short-term 
money of approximately one year, for people giving out money for 
long periods it acts as a drag. In that sense, how governments are able 
to guarantee predictability and stability and even if changes in 
systems are inevitable, it is necessary for governments to commit to 
having to make matters retroactive for what has already commenced.

Investors also are grateful that nations and local public bodies are 
in the end taking care of problems in the form of insurance and 
guarantees when nations and local public bodies implementing 
projects initially hope for money from them or when conditions are 
bad, but with strong nations and local public bodies gradually on the 
decrease, finally, in having to reckon their own money, the stability 
and predictability of systems become necessary.

In Northeast Asia, there are still socialist and communist regimes, 
but those countries, rather than maintaining laws for a long time, are 
altering their systems in different ways as necessary. These changes 
make improvements as intended, but as they take place occasionally 
they all the same become a drag, and it is necessary to examine how 
to consider that.

Furthermore, while they are important points today, projects only 
within certain nations are ending, and are gradually growing fewer. 
Projects will become necessary which straddle borders, and not just 
one border, but two or three. In inclusive growth, it is not just that 
certain places only become prosperous, but that all become 
prosperous. To that end, as it is necessary to forge mutual 
connectivity skillfully, cross-border projects will become necessary.

For example, two countries with one border are being targeted, but 
it is necessary to discuss properly the division of the burden for 
repaying money at the time money is supposedly drawn from 
outside. If building a bridge across a river, it is usual that the nations 
on the two banks go fifty-fifty, but if there is a great difference in 
what effects the existence of the bridge brings, then the amount that 
should actually be paid ought to reflect that same difference. To date, 
it is the case that splitting the cost fifty-fifty remains undiscussed, but 
by so doing, for weak countries and in the example of a bridge, if the 
country with relatively little advantage from the building of the 
bridge does not join in the burden, then in the end it won’t proceed as 
a whole. In that sense, if simple rules are not made regarding the 
burden, then they will have to pursue discussions beforehand.

There are six nations in the target range for Northeast Asia, but in 
what form will they divide the burden among themselves? If all the 
countries had the same strength, it would be OK to decide simply on 
the degree of benefit received alone, but when there is a difference in 
the economic strengths of countries, it is necessary to consider at the 
same time that the prosperous country has a lot. It is difficult to make 
such a rule among the 190 countries in the world, but if there are six 
nations then wouldn’t it be necessary for such discussion to be 
pursued?

2008, and in 2009 most developed countries and a fair proportion of 
developing countries fell into minus growth. Subsequently, fiscal and 
monetary policies were carried out in order to support this, but as 
each country already had considerable debt, the leeway for 
undertaking fiscal policies was not always great and placed a 
considerable weight on monetary policies.

Even now the US Federal Reserve Committee, the European 
Central Bank, the Bank of Japan, etc., have considerable liquidity, 
make it easy to circulate money by injecting cash into the market, 
and have been supporting the economy by lowering interest rates. 
However, the previously mentioned short-term money has emerged, 
but long-term money hasn’t. As a result, the money which the 
Central Bank has released has been for short-term operation, and 
with one of its targets being the stock market and another the real 
estate market, as we originally thought a situation where money 
doesn’t circulate smoothly has arisen.

How long will they continue such low interest rates and plentiful 
financial policies? When the target changes, it is possible for the 
demand for funds of developed nations to fall, and trade-offs will 
occur between bond interest rates and stock market prices resulting 
from the monetary policies.

Based on this general situation, in what form will money be held 
in the future? And what must be done in order to procure money? 
Certainly, when entering into the main issue, project design of what 
to do will become highly important. According to the Asian 
Development Bank, for Asia as a whole there is annual infrastructure 
demand of US$1.7 trillion. Up until several years ago they were 
saying US$0.8 trillion, and this has more than doubled in one go. 
Within that, the necessity of design has heightened, in the sense of 
whether it involves the borrowing of the necessary money and its 
proper repayment.

As for things desired for good design, one is whether what should 
be done is clear. Giving road networks as an example, whether it is 
better to place them here or there is a fact, but it is important to make 
a priority ranking and make clear the aims for what is most necessary 
among, for example, lowering the total transportation costs by 
connecting ports, or being able to shorten the time for people living 
in the mountains to travel to hospital through going to hospital 
crossing the mountains. With that in mind, there will be discussion of 
whether to spend that money only on making ports closer or 
shortening the time to get to hospital. There will be an exchange of 
various opinions with the local people shouldering the projects. For a 
plan stating “it would be good to have it”, procuring the money will 
be quite difficult.

The word bankability sums that up in its entirety, and closely 
undertaking discussion on not only whether banks are able to lend, 
but also on whether they are able to get repaid properly, is required. 
As the procurement method for money and how many years of 
borrowing vary by project, it is also necessary to discuss that in 
tandem.

Within that, how nations or local public bodies should take 
responsibility has become the next issue. It is relatively simple if 
factories are to be built in private-sector projects, but when it comes 
to infrastructure projects building roads, ports and high-speed 
railways, the ability to move that large an amount of money is at the 
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Regarding the provenance of the money, there are both public- and 
private-sector sources. In the case of countries lagging behind in 
economic development, there are many areas being supported by 
official development assistance (ODA) from developed nations, but 
in Northeast Asia such countries are few, and to some extent private-
sector finance is provided. Either that or, via devoting capital to the 
region with private-sector finance taking a measure of risk, a 
situation is arising of being able to make the judgement that it is 
good for both the recipient and the donor country. First it is necessary 
for our region to acknowledge matters in that way. Even within that, 
however, there are disparities in the strength of countries, and how to 
integrate that will be the next step, and I think that, looking at the 
total picture, for the time being we are in a region where private-
sector capital is being provided.

ODA has had a considerable influence to date, but the developed 
nations providing it are suffering fiscally. In particular, in Europe 
after the Lehman Brothers shock, with the creative accounting of 
Greece there were various kinds of trouble and strength fell 
considerably, and it has become difficult for the respective countries 
to provide funds to overseas development aid. Amid the weight of 
public funds gradually falling and the weight of private-sector funds 
growing large, it is necessary to consider how we can draw out 
private-sector funds as something attractive. A future issue is 
building strength to draw out private-sector funds for the sake of our 
development and the execution of various projects.

In bilateral ODA, at times of difficulty there is also a 
supplementary portion from multilateral institutions, such as the 
Asian Development Bank and the World Bank, but the source of 
funds for those international institutions and the backup for 
guarantees are also undertaken by the governments of developed 
nations, and hasn’t grown that much. Within this, private-sector 
funds are circulating relatively copiously, but it is not the case that 
they are circulating as well as thought. Due to a variety of reasons 
which will be mentioned later, short-term money is circulating well, 
but the long-term money necessary for infrastructure and 
environmental projects is not in easy supply.

One problem is that banks suffered considerable damage from 
2009 on. To date, the banks put together deposits and lent them to 
projects which they thought OK in their own judgement, but whether 
they didn’t have that judgement capacity or were a little sloppy in 
their processes, various defaults occurred, and there were 22 banks in 
operation nationwide several decades ago in Japan, but they have 
now decreased to 5 with mergers and failures occurring. In Europe, 
and actually in the United States also, similar things occurred.

When banks looked like they were going to go out of business, the 
government aided the banks, giving support and injecting money in 
the form of stocks. However, as the source of that money is taxes, 
and there is pressure because, in the people’s view, “using our 
money, the banks are surviving somehow and continuing business; 
first we want you to use it for business that will give direct reductions 
to us, and because you’re using it in other countries there ought to be 
money spare.” When such a thing happens in affluent nations, money 
not being provided by affluent nations, as with ODA, can also occur 
in the private sector.

In the case of private-sector money, taking a degree of risk is 
permissible, but if the pressure increases from the people, saying 

“you can’t take risks because it is supported by our taxes,” as 
expected business becomes difficult to do. If financial patriotism in 
this form grows strong, money will stay in the country and not leave. 
Conversely, when there aren’t people borrowing money within the 
country, the banks themselves are also in trouble, with no borrowers 
for their money. It is necessary to consider the public consciousness 
and at the same time whether theirs is a rational judgement.

Summarizing the current market conditions, speaking of the 
relationship in the supply and demand of finance, the supply side has 
grown excessive. Via central banks injecting a large amount of 
money in order to support the economic situation, in general terms 
low interest rates have continued for a long time. Now, even when 
everyone deposits 1 million yen, if you withdraw it in one go from an 
ATM, then the interest it earns will disappear through the charges for 
using the ATM. This is occurring globally and not only in Japan. At 
the same time, as mentioned previously, due to various restrictions 
imposed on the banks themselves, there is little long-term money. On 
the other hand, as the central banks are increasingly distributing 
money, short-term money has come to abound.

After the 2008 Lehman Brothers shock, the United States 
overcame it in approximately two years, but overcoming it in Europe 
took a long time, and in addition trouble occurred due to Greece’s 
national creative accounting, and the strength of European banks fell 
considerably. The European Central Bank has been rapidly 
circulating money, but as to whether it is provided in a form used as 
long-term money, it has come to be provided only quite limitedly.

The above was the situation to date, but the direction of financial 
policies is changing little by little. From around 2014, the United 
States first, with the crisis situation having ended, began changing 
direction extremely slowly. Recently, the European Central Bank has 
also begun to follow it, and from around 2019 will be oriented in the 
direction of changing the policy to date. As Japan is lagging a little 
behind in comparison with Europe, although I think it will be later, 
we are now seeing the basic direction changing.

At the time, the US moves were the largest. The United States is 
the center of the finance markets, and the US dollar has that much 
strength. In what form the United States will change its direction for 
finance not only impacts the US economic climate, but also impacts 
other developed nations, emerging economies and developing 
economies. However, amid the dark clouds which the Federal 
Reserve Board—the US central bank—is plunging into, there may 
be a lack of leadership, the prediction of inflation has grown difficult, 
and Janet Yellen, Chair of the Federal Reserve, has also said that the 
movement of inflation is a mystery.

At the same time, as factors restricting the moves of banks, for the 
reason that everyone is making deposits in banks which have been 
considerably damaged, there is discussion that for those banks to 
retain their health, it is better for them to impose a variety of 
restrictions. From the first a bank is taken as having an enviable 
amount of money, but now in both Japan and the world, in a sense 
the business line most exposed to a crisis has become financial 
business, and within that what banks maintain has become 
important.

People in manufacturing and distribution going bankrupt is never a 
good thing, but in the case of financing, there are also other healthy 

ERINA REPORT PLUS No.141 2018 APRIL



57 ERINA REPORT PLUS

2018 Northeast Asia International Conference for Economic Development (NICE) in Niigata Keynote Addresses

firms borrowing from those financial institutions and there are also 
well-meaning depositors putting money into those banks, and 
bankruptcy must be avoided if possible. In order for banks to become 
healthy, it is better not to exaggerate, and moves to restrict activities 
will emerge anyway. President Trump, who talks of excessive 
restrictions, has proposed easing up a little on financial regulations, 
but points that specifically say what best to do have not yet come into 
view.

Regarding the banks themselves as they are now, in a situation of 
not being able to do business, if the systems for maintaining the 
financial systems of the six nations of Northeast Asia and the health 
of banks differ, it will not be easy for them to do business together. 
Even if the money provider is the United States only, there has to be 
some degree of agreement on in what form the implementer of the 
project receiving the money will allocate the capital, and in what 
form they recoup the money. If one country is in receipt, then that 
country’s system will be OK, but when cross-border business is 
being done, when it comes to allocating the money in some form and 
fulfilling responsibilities, then differences will emerge in the method 
of fulfilling responsibilities, and it will be rather awkward.

The six nations of Northeast Asia also differ in social systems, and 
there are considerable differences regarding financial mechanisms, 
and it is obvious that they cannot immediately be completely the 
same. However, via discussion of what will cause the biggest 
problem, harmonization so as to seek gradual coordination will be 
the greatest issue for Northeast Asia in the future.

At the same time as that, for the banks themselves in the future, if 
their strength goes, it is necessary to consider whether it would be 
necessary to seek funding sources from places other than banks. 
Already in the United States, when firms do certain business they 
don’t rely on the banks, but issue stocks themselves and procure 
funding, or issue bonds themselves and take on loans, and this style 
of direct finance has grown big. In the case of Europe and Japan, the 
weight of banks in industry and other finance has grown high, but if 
the banks’ strength looks to be going, direct finance will become 
necessary.

In that sense, first the activation of bond markets is conceivable. 
Up to the present money was deposited in banks or the post office 
and was put together there and business done, but when a given 
company says it wants to borrow money because it wants to do some 
business, it will be necessary to create a bond market in the form of 
direct lending of money to the company.

At the same time, among people with money there are some with 
long-term money. Typically, they are people who manage pensions, 
and it is necessary to manage the capital for a long time for those 
who don’t need the money right now, but in 20 or 30 years’ time, and 
reaching out directly to such people must be considered.

What is more, amid the development of AI and the Internet, we 
have arrived at a situation where money can be borrowed without 
going to a bank. Already in the Midwestern United States and China, 
if you want to borrow say 1 million yen, the willing-to-lend 
responses come via the net, and matching occurs. The banks have 
made no mediation in that. It is necessary to consider that a peer-to-
peer movement will gradually gain in size.

If money circulates without going through banks, should trouble 
occur the damage will be lessened. We deposit money in banks, 

banks put that together and if the borrowers fold it is the case that the 
banks themselves will break, but if the projects to which various 
people have lent individually don’t go well and the money cannot be 
recovered, then the respective investors each suffer a little pain, and 
in the sense that they don’t end up collapsing and dying, the risks are 
spread. Whether they will permit that in the financial world, 
particularly in countries where the government has a degree of 
control over the economic system, whether to accept that or not will 
be one resulting decision.

In Asia, in comparison with Europe and the United States, the 
development of the bond market is lagging behind, but through 
skillfully activating this, people with money can not only have the 
narrow choice of bank deposits, but also be able to have a little 
longer operation. In a long operation, as a higher rate of return is 
usually offered, the fact is that a situation aiming toward that will be 
possible.

In order to create a variety of bond markets, different procedures 
are necessary. For example, supposing bonds are defaulted on, 
procedures must be considered as to who will compensate for that, 
and it is also necessary to consider whether that be done by existing 
or new institutions. In the future, once they issue bonds, an OK-
rating for the project the company is attempting to do or the strength 
of the company will be necessary, and must be considered alongside 
who is going to do it. As overall institutional development, there will 
have to be examination of the bankruptcy and taxation laws, etc.

This has already happened in Southeast Asia, and this will 
probably be possible in Northeast Asia also, making use of the 
experience of China, the ROK, and Japan. Within that, in order to 
acquire capital which is as long-term as possible, in the future we 
must ask for money to be provided, with an interest in pensions in 
particular. In the current situation, pension funds give out money in 
developed countries to water and electricity projects, for example, 
but countries where this has not been done to date are not very 
willing to do so. While this will come as no surprise, it will be 
important to do something to overcome that.

In infrastructure also, it will be necessary to create anew, and 
somehow continue maintaining already existing infrastructure during 
long use. The funds for that are also large, and within the previously 
mentioned US$1.7 trillion, they must use money not only for new 
construction, but also how to deal with holes appearing in already 
built roads and bridges that are unstable. Already existing 
infrastructure is called “brown field,” and that to be newly built 
“green field”, and it is necessary to consult with the providers of 
funds on putting money into the brown field also.

In the world of politics, while a great many politicians are 
wholeheartedly working on the creation of new infrastructure, they 
do not show much enthusiasm for maintaining and repairing that 
already built. I think that there is a need to consider drawing pension 
funds toward the brown field, but it is not that easy. Moves have 
arisen where they will provide money to the existing infrastructure of 
developed nations, but cannot easily lend for new infrastructure. I 
think it is necessary to consider how to make that attractive for 
Northeast Asia as a whole.

Lastly, in receiving money from outside, or receiving it from 
places already having a lot of capital such as China and Japan, when 
countries appear which would seem to become unable to repay 
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development, but because money must be repaid for the debt, that 
proportion of imports of food and energy will not be possible, and it 
will be necessary to create cooperation mechanisms regarding that.

When undertaking cooperation in that form, if they were to create 
some shape of system in the six nations of Northeast Asia, it is 
necessary to continuing making a structure to enable proper mutual 
checking with one another. Via the imparting of accurate information 
as quickly as possible to the partners working together on a project, 
mutual cooperation mechanisms will be possible.

From this time, various problems will probably occur, but I think 
there is strength for Northeast Asia as a whole. I would like to think 
that, via the pursuing of financial cooperation in the forms mentioned 
today, the development of the entire region will be possible.

[Translated by ERINA]

easily, it will be necessary to somehow protect against and support 
that. Already in Southeast Asia, with the Chiang Mai Initiative, they 
have created a system of 13 countries in total from the 10 ASEAN 
members together with Japan, China and the ROK, and when 
various kinds of trouble occur they take remedial action.

Fortunately, after the 1997 Asian financial crisis such a crisis has 
not occurred, and the system has not yet been invoked. In Europe’s 
case, the problems arose in Greece, and the three parties of the 
International Monetary Fund (IMF) in Washington DC, the 
European Union in Brussels, and the European Central Bank in 
Frankfurt forged an initiative to lend money at the same time.

At a time when the strength of banks is gradually lessening, it is 
necessary for us to discuss in what form to make such a system 
stable. If that can’t be done, not only will it interfere with 

It’s a great honor to be here. This is a very important region, and a 
very important conference on that region. I will try to provide a 
summary about how the events that are underway in the United 
States are affecting the region and what its responses might be to 
some of these trends.

Northeast Asia is very important. It is bound to become, over the 
next few decades—and already is in many ways—the world’s most 
important zone of production and of innovation. If Northeast Asia 
works well, and if its economies are closely connected, they will be 
very productive. Relations among them will tend to be peaceful and 
they will have great bargaining power in their relationships with the 
rest of the world. Therefore, this conference about Northeast Asian 
economic integration is indeed very important.

I’ve been following the progress of Northeast Asia since 1976, 
which is when I completed my PhD thesis on trade between the 
United States and Japan. That was 42 years ago, and there has been a 
huge difference in how the world has since changed. We today have 
very strong economies in this region: not just Japan of course, but 
also the ROK, China, and increasingly Russia. There is high trade 
and investment, and by and large the relationships in the region have 
been peaceful, albeit from time to time tense. Supply chains have 
become ubiquitous. They connect industries across these countries, 
and many more. There has even been some slow progress toward 
building institutions to connect the economies of the region. I’m 
specifically thinking of the two important trade agreements that Mr. 
Kiribe mentioned a few minutes ago, the Trans-Pacific Partnership 
(TPP) and the Regional Comprehensive Economic Partnership 
(RCEP). In the former case, the Trans-Pacific Partnership connects 
Asian countries as well as countries on the other side of the Pacific. 
In the case of RCEP, the focus is primarily on East Asia and South 
Asia. In fact, over the last few years, I’ve done a lot of research on 
the Trans-Pacific Partnership, actually working with the governments 

in the United States, and to some extent in Japan, to try to understand 
what the implications of it might be, and how it might benefit all of 
the economies involved.

Over the last year, there has been more change, and more dramatic 
and unexpected change than I think any of us working on the 
economics of this region would have expected. Most of that change 
has to do with the sudden reversal of the position of the United States 
toward trade in general, and trade with the countries in this part of the 
world specifically. The United States has withdrawn from the Trans-
Pacific Partnership which it had led for approximately eight years. It 
has threatened very high tariffs on Japanese, Chinese, and ROK 
products, and has essentially declared protectionism as its main 
objective. It has essentially said that America First takes priority over 
the international relationships which the United States had tried to 
build over the previous 70 years. That’s what my talk is about: What 
is actually happening today after these big reversals in statements, 
and what are the implications for Northeast Asia?

We are living in the Trump era, suddenly and unexpectedly. What 
does that really mean? Well, first of all it means an enormous amount 
of confusion. And this is not just confusion for the rest of the world, 
this is confusion for Americans also, including those who have been 
very closely involved with policymaking in the United States in 
recent years. Confusion means that sometimes the President will say 
one thing only to reverse himself later. Sometimes the President will 
say one thing and his Secretary of State will say the opposite. Just 
last week, there was a remarkable event in which the Secretary of the 
Treasury said, “Well a weak dollar is very good for the United 
States,” and then two days later the President said, “No, we want to 
make sure that the dollar remains strong.” There’s a great deal of 
confusion and, as we’ve heard, the importance of predictability is 
critical to financing and to investment, and essentially what we have 
now is policy which is very difficult to predict. Having said that, if 
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one looks at the actual actions that the government has taken—and I 
will give more examples of this later—the actual actions have been 
much less chaotic and uncertain than the statements about them.

The last point that I’d like to make about what is happening now is 
that the present situation is not likely to go away quickly. First of all, 
the President is president, and is likely to remain so for several more 
years, and he’s not likely to change the way he behaves.

Second, even if the Democratic Party were to take over from the 
current Republican Party, it’s not clear that the effects on 
international relations, and particularly trade, would be very 
different. The United States today is very divided. It has a nationalist-
right power center, which is represented by the President. It has a 
nationalist-left power center, which is represented by people like 
Bernie Sanders, who was a very effective campaigner in the last 
election. Then there are the people in the middle—I think I would put 
most economists into that category, and there are some Republicans 
and some Democrats in that category—but that middle is shrinking. 
Therefore, I think the possibility is pretty high that the current kind of 
chaotic and essentially nationalist policies that the United States is 
pursuing will stay in effect for some years. There’s no quick solution. 
As an economist, I believe that in the long run the underlying 
economics ultimately works, and ultimately drives policy, but the 
time that is required for those reversals to happen may be quite long.

In the meantime, as you know, the US economy is extremely 
strong. Unemployment is very low, stock markets are very strong, 
and inflation looks like it’s beginning to tick up a little, but just a 
little, which is, in the minds of most monetary policymakers, just 
right, and we need a little more inflation than we have had. The 
United States is extremely lucky, and, for example, one reason we are 
so lucky is that we have very good resources. Oil is very plentiful, 
and oil prices in the world are going up. From a number of different 
perspectives the United States is riding the end of a very strong 
recovery, and the recovery continues extremely well.

My conclusion from this is that the uncertainty and 
unpredictability that the United States is generating right now is 
probably more harmful for the rest of the world than it is for the 
United States itself. But in the long run all of these chaotic processes 
ultimately have to give way to some kind of reasoned stability, and 
I’m hopeful that that will happen in the long run.

What are the implications of this for Northeast Asia? As a result of 
these uncertainties, we are living in relatively difficult times. 
Whenever the economic environment becomes risky, in my mind the 
natural reaction is to diversify, to find multiple ways of pursuing the 
national goals of the region, and not to rely on a single partner or a 
single strategy, but rather to have multiple ways of building the 
future. What does that mean right now? My sense is that it means the 
region ought to prioritize regional integration. Regional integration in 
fact is a very good strategy. For much of the region, many of the 
economic benefits can be derived from growth from regional 
integration itself.

A second strategy is to diversify the region’s international 
relations, and that means looking beyond the United States. 
Relationships with the United States will continue, and they may 
even remain quite strong. But again, in order to minimize risks, for 
the time being other partners such as Europe look very good. And 
Europe, as you know, is very much interested in this region and in 

building stronger relationships with it.
And last but not least, it’s very important for the region to take 

stronger global leadership. The World Trade Organization is critical 
to smaller countries against the very large countries which 
increasingly dominate international commerce. Therefore for the 
ROK or for Japan—Japan is obviously not small, but it is small 
compared to the United States, or even Europe, or at this point 
China—it’s very important for the mid-sized and smaller countries to 
make sure that the World Trade Organization remains a rules-based 
system that can manage the world trading system fairly. Specifically, 
I would like to see this region pay particular attention to these new 
trade initiatives which might sustain the role of rules in the global 
trading system, and to Japan’s excellent results in moving the TPP 
forward. And in working on a stronger regional system, it is also 
important for the countries of Northeast Asia to reduce the tensions 
that now divide their economies. I realize this is a very difficult thing 
to do, and that a great deal of trust is lacking and needs to be 
restored, but there is some evidence that actually, as the United States 
withdraws, there is an effort by governments in the region—certainly 
some of the initiatives between China and the ROK and also between 
China and Japan—to reduce tensions, and these are worth supporting 
and strengthening.

With that as background, let me give you some more detail on the 
specific points of the argument that I have made. What has happened 
so far in the United States under President Trump? What, in fact, are 
the actions that he has taken? Then I’ll move on to what the actions 
are which are currently underway, and finally I will cover the issues 
of what Northeast Asia and this region can do in response.

First, the President has withdrawn from the TPP. The TPP was a 
12-country agreement, including several countries in East Asia, 
several countries also in Latin America, and our partners in North 
America: Canada and Mexico. It was an agreement that for the first 
time in approximately two decades had updated the rules of 
international trade to take into account some of the big changes that 
happened in areas such as digital commerce, intellectual property, 
and so on. In many respects, it was an important new agreement 
which had received strong support from countries around this region. 
On 23 January 2017, the President’s first action was to withdraw 
from this agreement. Exactly one year to the day, on 23 January 
2018, Japan led the remaining 11 countries in agreeing to continue to 
implement the agreement and specifically to sign it on 8 March. On 
the other side, the government had turned to a series of old 
regulations, to a series of old laws to increase tariffs. Specifically, 
they have taken action against steel and aluminum. In order to 
impose tariffs on steel and aluminum, they have used a very old 
piece of US legislation which said that we can increase tariffs on 
items that threaten national security. It’s very difficult today—in the 
context of cyber threats, nuclear threats, and massive air-based 
security threats—that somehow steel production and aluminum are 
essential and their import threatens a country’s security. 

We have also taken action against solar panels and washing 
machines. We have heard about this recently. The solar panels are 
primarily from China, and the washing machines primarily from the 
ROK. Somewhat middle-level tariffs were applied, but they were 
also applied on the basis of an old regulation which allowed 
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industries that were shrinking in the United States to be essentially 
saved through the safeguard measures as applied through those 
tariffs. Those tariffs are in the 20–50% range, and they will have to 
be phased out over a period of four years and therefore they will not 
be permanent. Nevertheless, they can produce a lot of damage 
meantime. As a percentage of total US trade, however, these two 
items still amount to a relatively small share of US imports.

Also, the government has applied anti-subsidy tariffs on Canadian 
Bombardier aircraft. These were very high: 300% tariffs which 
would have more or less prohibited imports of these Canadian 
airplanes into the United States. Interestingly, two days ago the 
United States International Trade Commission (USITC) said that 
those tariffs were not justified. Given US law, the President will have 
to follow the procedures recommended by the USITC and that 
particular tariff will not take effect. You can see how this give-and-
take of the US government system is constraining some of the more 
extreme actions which the President had been targeting. 
Nevertheless, on every level, the number of government actions is 
increasing and on the whole the government has mounted a pretty 
wide-ranging attack on imports into the United States.

Let me now turn to what threats are still remaining: essentially the 
renegotiation of trade agreements which the United States had 
already entered into. The TPP, as I mentioned, had already been 
taken off the table, but here too it was off the table until about four 
days ago, when the President in Davos said, “Well, maybe I might 
reconsider joining the TPP if we could really negotiate it to make it a 
much better deal.” I would urge people to not immediately take one 
statement as the sign of a big policy change. We just don’t know 
where this is headed yet, and many countries are rightly taking a 
more conservative path in diversifying their strategies or policy.

In NAFTA in particular, the United States has made a series of 
very serious requests to its partners, which include raising to a very 
high level the minimum degree automobiles must be produced in the 
United States in order to make zero tariffs applicable under NAFTA, 
much to the objection of the Mexican and Canadian negotiators. In 
addition, the government has asked to limit the access to US 
government contracts for services which the US government might 
buy from service providers. It has wanted to introduce a sunset 
clause into the negotiations, meaning that even if the NAFTA trade 
agreement is renegotiated and signed, it would again have to be 
renegotiated five years later. It would disappear unless it were once 
again passed by the United States Congress five years later. At this 
time, as we look at the agreement, most of these provisions are not 
acceptable to the US partners. Most of these provisions are probably 
not going to be in a final agreement. So far history shows that when a 
decision finally comes down to a point of either abandoning a smart 
economic policy from the past or giving into it, a solution is 
somehow found. Therefore, I’m still optimistic that these will work 
out properly, but at the moment it’s still very much up in the air.

I won’t go into details of the Korea–US Free Trade Agreement. 
There are some very similar characteristics with the very strong 
demands by the United States on the ROK, but the ROK initially had 
put up so much resistance to the United States’ wish to abandon the 
earlier agreement that the United States has now agreed to just 
negotiate amendments, and not to renegotiate the treaty as a whole. 
Here, too, you can see some kind of compromise emerging.

Finally, regarding the WTO, the United States has threatened at 
various times to withdraw from the WTO, but it has not done that. At 
the same time, however, it has slowed down the operations of the 
organization by blocking the appointment of judges who help to 
determine trade cases as they come before the WTO.

All of this leads to a very murky environment today, and what I’d 
like to now close with are some observations on what can be done 
without the United States, or at least without the United States as 
seen today. The United States might well change in the future, and in 
the meantime what can the rest of the world do to remain within the 
system that had been established over the last seventy or so years? 
First of all, I think it’s very important to note at the outset that for all 
of the economic power of the United States, it still amounts to only 
about 11% of world trade. Therefore, 89% of world trade has 
nothing to do with the United States, and it ought to be managed 
according to rules that the rest of the world finds productive and 
effective. Asia matters a lot in this, because its scale, dynamism and 
role in production chains makes it very important in world 
commerce. 

So what can be done without the United States if Asia wants to 
move forward? The most important part is to create new agreements 
that reflect some of the changes in the digital economy, in intellectual 
property, and in production chains that cut across countries, and that 
reflect the contemporary need for trade. That’s what the TPP tried to 
do, and it’s an important priority for Asia and for Northeast Asia to 
exploit.

Second, Asia can exploit some of the very substantial gains that 
come from continuing to liberalize trade. Just because the United 
States is not doing so anymore doesn’t mean that all of the arguments 
for doing so have gone away. On the contrary, powerful production 
chains across this region argue more than ever for effective trading 
relationships.

Finally, and this is not trivial now, by creating these new systems 
of rules, Asia can strengthen its own bargaining relationships vis-à-
vis the United States or other countries that might become 
mercantilist, or other countries that might try to dominate the 
regional trading system. Several agreements are in progress that can 
make this happen. For China, trade with Northeast Asia and with the 
United States is roughly equal, and if you look at Japan and the 
ROK, Northeast Asia is considerably more important than the United 
States. For all three Northeast Asian nations, the rest of the world is 
by far the most important element of their trade relationships. The 
region depends on the United States quite heavily, but not all that 
heavily. A very large majority of their trade is either with themselves 
or with third countries.

So with that as background, let me now talk very briefly about the 
specific initiatives that are underway. The first is the Comprehensive 
and Progressive Agreement for Trans-Pacific Partnership (CPTPP), 
to which Japan has just led the agreement on 23 January. It’s a good 
agreement, but it is not quite Northeast Asia-focused. It doesn’t yet 
have either China or the ROK in it. However, the ROK has indicated 
on several occasions that it would be very interested in joining once 
the agreement was completed. So I think the timing is now quite 
right for the ROK to come into it. Just as Canada and Mexico 
ultimately joined the agreement in part to show the United States 
their strength in negotiations in NAFTA, so too I would think that the 
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ROK might have a strong incentive to join to show the United States 
that it has options if the negotiations on the Korea–US Free Trade 
Agreement become too difficult. If this agreement among the 11 
countries left from the TPP were extended to include still additional 
countries from the East Asian region—and therefore not all 
Northeast Asian economies—very substantial gains could result, 
making the agreement just about as good as the original TPP would 
have been with the United States included.

The second avenue, which is underway and many negotiators say 
may be completed this year, is RCEP. RCEP is among 16 Asian 
economies and it has a very strong Northeast Asian core. It has 
China, Japan and the ROK as central members, and indeed when it 
was first proposed, people had envisioned that the China–Japan–
ROK (CJK) agreement would be the first to be concluded, and then 
the other countries around it in the RCEP agreement would reflect 
some of the CJK provisions more broadly. That hasn’t happened, but 
nevertheless the agreement represents a very good opportunity for 
these three countries—China, Japan and the ROK—to agree at least 
on a minimum set of standards that help to improve their trade and 
reduce tensions, and that might lead to even stronger agreements in 
the future.

Finally there is the Belt and Road initiative—also very 
interesting—in this region, although it is less easy to see how it 
might be extended to include all of the member economies of this 
region, such as the ROK and Japan, as well as China. It is now very 
much focused on eventually connecting China and its trade routes 
with Europe, but more immediately with Central Asia. It’s a very 
interesting initiative: ambitious, visionary, but not quite what 
Northeast Asia needs to make this region itself better integrated and 
more focused. I think that some of the financing issues involved in 
the Belt and Road initiative might make the agreement more 
consistent with Northeast Asian economic integration. For example, 
if some of the Belt and Road projects were built by companies more 
widely distributed across Northeast Asian partners, that would go a 
long way toward integrating the region’s own objectives with the 
Belt and Road’s wider objectives of connecting East Asia with 
Europe.

What exactly might the benefits of these agreements be? The 

gains—based on some very careful modeling work that a group of us 
which includes a Japanese economist, a Chinese economist, myself 
and a colleague from Europe, and that the group of us have been 
studying for several years—applied first to the TPP agreement, but 
now also to the new versions of agreements that are emerging in the 
region. The CPTPP, the new 11-member TPP agreement, would 
generate income gains that are significant even though the United 
States is no longer part of it. It’s worth about one-third of what the 
agreement with the United States as part of the TPP would have 
been. Were 5 more countries—all of which have expressed interest in 
the agreement in the past, including the ROK—to be added to the 11, 
then the gains would grow very substantially, and in fact would be 
just about as large as under the TPP agreement including the United 
States.

The reason why this agreement would be so attractive is it would 
create altogether new production chains connecting Northeast and 
Southeast Asia. It would create production chains that involve the 
high technologies of Japan and the ROK with low-cost manufacture 
and labor in Vietnam, and some of the intermediate service 
providers, say in Singapore, and other members of the 16-country 
group. This would be a tremendous advance in terms of how the 
world production system works. No longer would China be the only 
economy within which you could find a complete production chain 
going from technology all the way to low-cost labor. There would be 
alternatives available as well. In addition, if China itself were 
included, the value of the agreement would further increase, 
probably doubling or tripling, above the level where it would have 
been just among the 16 economies. There is a route here, even 
without the United States, to bigger and better agreements that would 
generate very substantial economic benefits for the region.

And last but not least, along this road someplace it will be very 
important for the United States to rejoin this critical part of the world 
economy. Therefore, I would see the strategy of building a route to 
rules-based trade in Northeast Asia, and more generally the Asia-
Pacific, as also a very solid route for getting closer back toward the 
point where we were a few years ago, and that is building a stronger 
rule-based trading system for the world that is up-to-date with the 
new technologies that are now emerging so rapidly around the world.

I would like to speak on Northeast Asian issues by way of 
illustrating with examples and while summarizing the content of our 
annual report, the “Asian Economic Integration Report”.

Before I enter into that content, I shall highlight five basic points. 
The first is that it has been explained that through more than 60% of 
the economic growth for the global economy as a whole being 
growth in Asia, the Asia-Pacific region can undoubtedly be called the 
locomotive of the global economy. The growth in Asia’s trade has 

been strong and steady in the last year or two, and is supporting 
global economic growth. Asian trade relations have the characteristic 
of the linkages between countries within Asia being extremely 
strong.

For the second point, due to the activity in intraregional 
transactions in Asia, the cross-border financial transactions of the 
Asia-Pacific region with non-Asian, and in particular with developed 
nations, are numerous and their global share large.

Strong Asian Intraregional Trade and 
Investment Improve Economic Resilience

SAWADA Yasuyuki
Chief Economist, Asian Development Bank (ADB)
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We have gathered a lot of data and systematically created indexes 
regarding such intraregional economic and non-economic 
integration. We have called this the Asia-Pacific Regional 
Cooperation and Integration Index, and as the third point, the 
aforementioned two points are backed up by these systematic data.

Last year it was 20 years since the Asian financial crisis, and in our 
report we have looked at how Asia’s financial resilience has changed 
over the last 20 years, and as the fourth point, what stood out is that 
there are still a number of challenges in the area of finance in the 
Asian region as a whole.

In Asia there are the short-term challenges of how short-term 
financial problems, changes in economic growth, and changes in 
trade will develop, but taking a little more medium to long-term 
view, Asia has a massive demand for infrastructure investment. 
There is the problem that growth will slow down if that demand for 
infrastructure investment cannot be met, and there is the challenge of 
how to meet that infrastructure demand. Here we have the fifth point 
of the great necessity of meeting infrastructure demand via public–
private partnerships (PPPs).

I would like to report on these five points in three sections.
In the first section, using the data I would like to look at the current 

situation and future prospects for the regional integration of the Asia-
Pacific region as a whole and of Northeast Asia. In his address, 
Professor Petri said that regional integration will be important as a 
strategy to overcome an inward-looking orientation and protectionist 
tendencies. I believe it is important to look at the current situation 
and future prospects for the regional integration of the Asia-Pacific 
region and of Northeast Asia from that perspective.

The second section looks back at the 20 years after the Asian 
economic crisis, and mentions how the Asia-Pacific region’s 
financial transaction relations and resilience in financial terms have 
changed, and what challenges there are in the current situation.

In the third section, as medium to long-term challenges I would 
like to talk about the necessity of meeting the massive infrastructure 
investment in order to continue Asia’s growth, and the great 

importance of PPPs to that end.

First, focusing on economic integration, I shall compare the 
figures within the Asian region for 2001 and 2016. For example, 
trade relations in goods and services from Asia to Asia increased 
somewhat from 53% in 2001 to 57% in 2016. Direct investment rose 
from 45% to 55%. It can be seen that the relative density within the 
region is extremely high. Looking at the relative density within the 
region in the area of finance, while equity investment has increased 
from 12% to 19% and bond investment from 8% to 15%, their levels 
are low. The majority of financial transactions are undertaken 
between Asia and areas outside the region. The relative densities 
within the region of migration and remittances are to some extent 
high, but have fallen, and there is a trend of migration out of Asia and 
of remittances coming from outside Asia.

Asia’s trade has greatly increased in the last couple of years. As a 
backdrop to this, the economic performance of developed nations 
became rather good. In particular, with the strong economic climate 
in the Eurozone, Japan, and the United States, trade from Asia also 
increased in reflection of that, and Asia has become a factor 
supporting the global economy.

The left-hand side of Figure 1 shows the intraregional and extra-
regional shares of Asia’s total trade. Even looking at subregions such 
as Central Asia and South Asia, intraregional trade shares have been 
rising. Conversely, the trade with areas outside the region has been 
on a falling trend regardless of the subregion.

The right-hand side of Figure 1 shows foreign direct investment 
(FDI) inflows into Asia. The trend has continued of FDI flowing into 
Asia from the world as a whole, or in other words, Asia is attracting 
the direct investment of firms. In addition, a trend of FDI also 
increasing from within Asia to other Asian countries can be seen.

Meanwhile, Asia’s outward debt investment has increased greatly, 
and, more than being invested within Asia, there is a trend for capital 
created within Asia and its savings to flow out of Asia. There is a 
similar trend for equity investment too, and the investment share 
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Oceania, then South Asia, and the most behind in regional 
integration is Central Asia. Looking at the six dimensions on the 
right-hand side, integration for Southeast Asia in trade and 
investment and the movement of people have advanced 
considerably. As a whole the balance for East Asia is good, but the 
degree of integration has stalled at a relatively low level. East Asia 
contains the nations and regions of China, Hong Kong, Japan, the 
ROK, and Mongolia, but making a slight adjustment by adding 
Russia in, the results are of the same order.

Next, how do things look in every sub-category (Figure 3)? For 
trade and investment, regional integration in Southeast Asia has 
advanced greatly, and in comparison Northeast Asia is lagging 
behind. For the value chain also Southeast Asia is relatively high, and 
Northeast Asia is also relatively good, but in terms of level is not 
very high. For the movement of people, Southeast Asia is high, and 
Northeast Asia is slightly lagging behind. Looking at financial 
integration, Northeast Asia is the highest, and Southeast Asia follows 
behind, but the degree of integration of Asia as a whole is low. 
Conversely, even in Northeast Asia, the wealth generated is not being 
invested within the region, and it can be said that it is flowing out of 
the region. In infrastructure connectivity, Oceania, New Zealand and 
Australia are moving ahead, and Northeast Asia comes next. Then in 
institutional and social integration (including whether there are trade 
agreements and investment agreements, embassies, and a similarity 
in language), it can be seen that Northeast Asia has relatively strong 
connections.

A little more objectively, in order to gauge the degree of 
integration for Asia as a whole, comparing Asia with other regions, in 
the overall integration indexes, the EU is highest by far, Asia follows 
it, and then Latin America and Africa. By dimension, the EU has the 
highest degree of integration for practically all dimensions, but for 
trade and investment Asia is slightly higher that the EU. However, 
Asia is lagging behind in the other dimensions, and in particular, is 
slightly behind Latin America in infrastructure connectivity and 
slightly behind Africa in finance.

within Asia of total investment has been on a decreasing trend in 
recent years.

The vitality of Asia’s economic growth lies if anything in its trade 
linkages evolving within the region in particular. In order to advance 
such intraregional trade all the more, two steps will be necessary. 
One is that, with a process for each country to make trade more open 
being necessary, the further development of intraregional economic 
integration and trade linkages beyond that will become necessary. 
Regarding the former, it will be important to lower obstacles to trade 
and investment. Regarding the latter, it will be important to 
approximate a variety of institutions within the region and to deepen 
institutional regional integration linkages.

Next, via the Asia-Pacific economic integration indexes, I will 
present the respective integration indexes for the Asia-Pacific region 
as a whole and the subregions, including Northeast Asia.

For economic integration and regional integration it is possible to 
capture their shape from a variety of dimensions, but here I have 
captured economic integration in six dimensions. First: trade and 
direct investment. The second dimension: money and finance. Third: 
regional value chains. For example, various components of smart 
phones are made in various countries, and with creating intermediate 
inputs in assembling those components, trade linkages do not pass 
through one industry from upstream to downstream and one country, 
but trade linkages evolve like a mesh via extremely complex 
linkages called supply-chain networks. How much are such value 
chains progressing in intraregional integration?

Fourth: how much infrastructure is progressing beyond a country’s 
borders. Fifth: how much regional integration is progressing in the 
dimension of the movement of people. Sixth: how much institutional 
and social regional integration is progressing. Through combining 
various data for these six dimensions, I quantify values and with the 
data show the shape of regional integration (Figure 2).

The left-hand side shows the overall regional integration index by 
subregion, constructed by combining 26 data points for the six 
dimensions. Regional integration is progressing for Southeast Asia as 
a whole, and in second place is East Asia. Following behind are 
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For the second section, I would like to talk on three points 
regarding the twenty years after the Asian financial crisis. First, for 
Asia as a whole, in finance terms the structural weaknesses and new 
challenges stand out. The second point is that there are various 
institutional policy gaps, and there is the possibility of that leading to 
financial vulnerability. Based on those, the third point is that it is 
necessary for Asia’s policymakers to conduct financial reforms from 
a strongly cautious standpoint.

Concerning the first structural weakness, looking at in what form 
corporate investment will be procured in Asia’s emerging economies 
as a whole, bank finance is the largest, followed by equities, and then 
debt. Another dimension is that the share of dollar-denominated 
borrowing in Asia is considerably high, and there is discussion that it 
was one of the problems of the Asian financial crisis, but the situation 
hasn’t changed even after twenty years. Borrowing in dollar terms 
and borrowing from banks are two mismatching problems which are 
still seen extensively in Asia.

In addition, there has been the coming into sharp relief of new 
challenges. Looking at Asia’s private-sector debt (corporate debt and 
household debt) as a proportion of GDP, in China the share of 
corporate debt is extremely high, and is on a rising trend. For the 
ROK, private household debt is extremely large. Very recently the 
share of China’s corporate debt within GDP has been 166%, and the 
ROK’s household debt has exceeded 90%. Malaysia and Thailand 
are following a pattern similar to the ROK. Borrowing money is not 
of itself a problem, but what becomes problematic is becoming 
unable to repay borrowed money. The non-performing loan rate, 
dividing the total for non-performing loans by the total amount of 
loans has tended to go down after the Asian financial crisis, and 

looking at the most recent figures, an increasing tendency can be 
seen in such countries as China, India, Bangladesh, Indonesia, and 
Mongolia.

Three challenges are conceivable from such matters. The first is 
that Asia’s intraregional financial connections, in a weak state, are 
connecting up globally, and intraregional financial integration is not 
advancing very much. Hasn’t this been the situation for the past 20 
years? The second is that linking up with the finance of developed 
countries actually has the potential for increasing parts of Asia’s 
emerging economies feeling the repercussions of various risks in 
developed countries. The third is that a tendency for the non-
performing loan rate to increase is slightly discernable, and it is 
necessary for macrofinancial policy to also consider such a risk, and 
to adopt prudent policies.

Regarding these three challenges, I would like to present what can 
be discerned from a little more detailed data. First are network 
diagrams (Figure 4) which looked, via financial markets, at the state 
of increasing links between Asian finance and areas outside the 
region. Using diagrams derived from observed data showing to what 
degree financial transactions are deepening among various countries 
and regions, I have divided them into six periods of time. The upper-
left Pre-Asian Financial Crisis was not very dense, but during the 
upper-middle Asian Financial Crisis the financial transactions among 
nations and regions deepened. Likewise during the lower-middle 
Global Financial Crisis, it can be seen that when the crisis occurred, 
cross-border financial transactions became active. Overall, financial 
transactions with areas outside the region over the past 20 years 
deepened greatly.

Figure 3　Integration by Subregion

Source : Asian Economic Integration Report 2017
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The third section regards the promoting of the TPP becoming key 
as a medium to long-term challenge. Asia has achieved smooth 
growth, and in April 2017 we released an economic outlook for Asia 
with a 5.7% growth rate, but subsequently the performance was 
better that initially forecast, and we raised it to 6.0%. In order to 
sustain this growth, massive infrastructure investment will be 
necessary. In order to continue the momentum of Asia’s growth, 
maintain the trend of the reduction of poverty, as well as meet the 
global commitments of the Paris Agreement, including climate 
change amelioration policies and adaptation methods, infrastructure 
investment is extremely important. Last year, we issued an estimated 
figure of US$26 trillion of investment being necessary over the next 
15 years. Adjusted annually, that makes US$1.7 trillion. If 
infrastructure investment of US$1.7 trillion is not made in the Asia-
Pacific region as a whole, growth will slow, and it will become 
impossible to effectively tackle climate change. That is US$1.7 
trillion for the Asia-Pacific region as a whole, but for East Asia as a 
whole, not including Russia, nearly US$1 trillion of investment will 
be necessary per year. Comparing this US$1.7 trillion with the 
current actual amount of investment, then approximately US$500–
800 billion of investment is lacking. How to increase this and how to 
procure funding will be a challenge. If the gap isn’t closed, Asia’s 
growth will slow, global growth will also slow, and it will not be 
possible to tackle climate change. Within the US$1.7 trillion, 
approximately US$1 trillion will be necessary for the energy sector, 
US$600 billion for the transportation sector, and for the remainder 
massive infrastructure investment in the energy and transportation 
areas of the information and communications technology (ICT) 

Regarding the second challenge of whether risks emerging in 
developed countries have repercussions for developing nations, at the 
time of the 2008 global financial crisis, it was analyzed that the 
outflow of capital from emerging economies progressed to the extent 
that those countries borrowed from overseas banks.

The third challenge of what impact the non-performing loan rate 
would have on macrofinance as a whole was also analyzed using the 
data. When non-performing loans increased 3.5 percentage points, 
credit decreased by approximately 4%. Naturally, with their strength 
weakening banks cannot lend money, and that has a negative impact 
on the macroeconomy. When the non-performing loan rate increases 
by 3.5 percentage points, the unemployment rate increases by 0.2 
percentage points, and GDP falls by 0.4 percentage points. It can be 
confirmed that it has a negative impact on the real economy, 
surpassing the financial markets.

From such a situation several policy pointers can be obtained. 
First, macroprudential policy (securing stability emphasizing 
understanding of the risks for the financial system as a whole) will be 
more important. Second, in order to overcome the problem of a 
double mismatch in borrowing on a dollar basis from banks, it is 
necessary to increase bond market transactions in the local currency 
in the medium to long term. Third, with financial connections within 
and without the region increasing, it is necessary to consider robust 
financial regulations aimed at the spillover effects of financial risks 
from overseas. Fourth, there is the Chiang Mai Initiative within the 
Asian region, but it is necessary to properly consider a financial 
safety net for within the entire region.

Figure 4　Connections between Asian Financial Markets and the World

Source : Asian Economic Integration Report 2017



66ERINA REPORT PLUS

important, but the important role of international financial institutions 
is considered to be the easy circulation of private-sector funds to 
Asian infrastructure, via providing an institutional framework 
resembling credit enhancement.

PPPs are effective methods to attract private-sector funding but are 
not a panacea. From the data for PPP projects to date it is possible to 
analyze statistically for what reason PPPs have succeeded or failed. 
Over the last 25 years, PPPs in Asia of US$41.6 billion were once 
committed to but were ultimately cancelled as projects. This is 
equivalent to 6.3% of all PPPs. What is different between the 6.3% 
failed projects and the 93% that succeeded? The results of the 
statistical analysis are divided into four main factors.

First is the factor concerning the quality of the projects 
themselves. In particular, the transparency in their attainment has 
played a major role in the success of PPPs. In addition, there are 
mechanisms for reducing risks, but in particular, whether there are 
schemes resembling credit enhancement in which international 
institutions are involved has been a key to success. Second, whether 
the institutional environment is in order, and in particular whether the 
recipient country has an independent PPP unit, when executing the 
PPPs, is strongly involved in the success of PPPs. Third, in the 
macroeconomic environment, such matters as the country having a 
high growth rate and the country’s overall debt as a proportion of 
GDP being kept under control lead to the success of PPPs. Fourth, in 
a broader environment, such things as whether the legal system is in 
order, integration is being properly pursued, and corruption is being 
kept under control are also key to the success of PPPs.

Finally I would like to raise three points.
First, Asia’s integration is advancing especially well in trade and 

direct investment, but there is room for improvement in financial 
integration, and in particular when talking about Northeast Asia the 
integration of infrastructure, and institutional and social integration.

Second, regarding whether financial resilience has increased 20 
years after the Asian financial crisis, dollar-denominated bank loans 
are still extremely large and the so-called double mismatch problem 
potentially exists. There are many financial transactions between the 
region and areas outside, and in particular it appears that the risk is 
also increasing of spillover from financial shocks originating in 
developed countries. Mechanisms to nip such matters in the bud will 
also be needed in the future.

Third, in the medium to long-term perspective, considering Asia’s 
growth and the tackling of climate change, infrastructure investment 
will be extremely important. However, in the current situation it has 
not been possible to procure infrastructure investment adequately. In 
the future also, a variety of mechanisms to attract private-sector 
financing will be necessary. PPPs are such, and international 
institutions will also play an important role in attracting private-
sector funds to Asia.

[Translated by ERINA]

sector and the water and sanitation sector.
The methods for procuring the US$500–800 billion lacking in the 

current situation for investment, have to be divided broadly into two. 
One is to increase public-sector infrastructure investment, and the 
other is to increase private-sector infrastructure investment. How best 
to increase public-sector infrastructure investment? Each country 
must carry out fiscal and taxation reform. They broaden the fiscal 
leeway by constricting expenditure and increasing revenue, and 
utilize the increased room for public infrastructure investment. 
However, according to our estimations, the expansion of fiscal 
leeway has its limits, and can only procure approximately 40% of 
what is lacking. For the remaining 60%, it will be necessary to 
somehow attract private-sector funding.

In this way, approximately US$300–600 billion of annual private-
sector investment must be directed to Asian infrastructure. 
Consequently public–private partnerships (PPPs) come center stage. 
Looking at the number of actual PPP projects, they have greatly 
increased in the Asian region in the last quarter of a century. In 
particular there are many East Asian PPPs, and in the past decade or 
so those in South Asia have been increasing. On the other hand 
Southeast Asia has not increased much, and conversely, it is believed 
there is potential for PPPs in Southeast Asia. By sector, as expected, 
PPPs in the energy and transportation sectors have actually been 
taking place.

For Asia the growth rate is extremely high, and there is the 
potential to develop highly profitable infrastructure projects, and 
bankable projects which were also in Mr. Watanabe’s address. 
Speaking of how to bring in private-sector finance, institutional 
investment assets, such as pension funds, are enormous in developed 
countries. There are all kinds of figures, but it is said there are some 
US$70–100 trillion of assets. Developed countries have zero or 
minus interest rates, and are searching for highly profitable 
investment opportunities. Given this situation, it can be said that 
bringing global assets to Asian infrastructure endowed with the 
potential to be highly profitable will be a major key to filling Asia’s 
infrastructure gap.

Asia’s infrastructure projects are potentially highly profitable, but 
at the same time the risks are also high. With there being high risks, 
in actuality the funding won’t flow in. How to alleviate the risk of 
funding not flowing in? It will be important to attract developed 
nation finance and private-sector finance by skillfully incorporating 
schemes such as credit enhancement and credit guarantees into 
infrastructure projects.

International financial institutions including the ADB and the 
World Bank are also directly providing long-term low-interest 
finance to infrastructure projects in developing nations and emerging 
economies. However, looking at the absolute amounts, international 
financial institutions’ infrastructure finance is only around 2.5% of 
that for the entire Asia-Pacific region. Naturally, direct financing is 
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Over these two days we have focused on the Northeast Asian 
region, and we have undertaken lively and proactive discussions, 
including on its economic connections, various kinds of 
interregional economic cooperation, as well as approaches to 
business exchange.

Guest Welcoming Addresses
There were guest welcoming addresses from two persons: Mr. 

Hitoshi Kiribe, Director, Korea Office, Trade Policy Bureau, 
Ministry of Economy, Trade and Industry, and Mr. Naoki 
Hayashi, Principal Deputy Director, Japan–Russia Economic 
Affairs Division, European Affairs Bureau, Ministry of Foreign 
Affairs.

Mr. Kiribe explained the current situation for the various 
forms of cooperation between central governments which are 
now being moved forward between Japan and the nations of 
Northeast Asia. He spoke about the TPP11 and RCEP, Japan–
China energy-conservation and environmental cooperation, the 
eight-point “cooperation plan” between Japan and Russia, the 
Japan–Mongolia Government and Business Sector Joint 
Committee, and the Japan–ROK summit meeting between Prime 
Minister Shinzo Abe and President Moon Jae-in planned to take 
place on the occasion of the Pyeongchang Winter Olympics.

Mr. Hayashi explained the points where substantiation was 
proceeding in various forms regarding the Japan–Russia eight-
point “cooperation plan”.

Keynote Addresses
Following on from that, we heard three keynote addresses 

from: Mr. Hiroshi Watanabe, President, Institute for International 
Monetary Affairs; Mr. Peter Petri, Professor, Brandeis 
University; and Mr. Yasuyuki Sawada, Chief Economist, Asian 
Development Bank (ADB).

First, Mr. Watanabe said that infrastructure investment in Asia 
was extremely important. Today, while there is a great surplus of 
short-term funding globally, the necessary long-term capital for 
infrastructure and the supply of long-term capital is not always 
sufficient. For countries which want to attract infrastructure 
funding it is important to robustly demonstrate predictability to 
investors and to ensure stability.

Regarding the infrastructure projects among them which 
straddle borders, as countries in the plural are involved it is 
necessary for a recipient country to bear the cost dependent on 
what it will gain. While public-sector financing for infrastructure 
funding remains important, the key is how to continue attracting 
private-sector financing domestically and from abroad.

However, depending on the country there is also the 
possibility of not being able to repay if they are too dependent on 

overseas capital. In such a situation the importance was asserted 
of sharing information with one another, making clear their 
positions to one another, and continuing to undertake decision 
making based thereupon.

Next, Prof. Petri spoke on Northeast Asian problems primarily 
from the US viewpoint. Northeast Asia remains a key region for 
the world. In the United States great changes are occurring in 
policy under the Trump administration. There have been 
protectionist moves via measures such as withdrawal from the 
TPP, renegotiation of NAFTA, renegotiation of the US–ROK 
Free Trade Agreement, and safeguards, and they are causing 
confusion. This comparatively inward-looking US policy will 
likely continue for some time.

In such circumstances, he pointed out that for the countries of 
Northeast Asia it is desirable to continue a number of coping 
methods such as the following. The first is to continue to further 
regional economic integration. The second is to not continue to 
increase dependency on the United States, but continue to 
diversify economic relations with other regions, for instance 
with Europe. The third is to further free trade by taking 
leadership within the world, and continue to take a stance 
emphasizing the WTO. The fourth is to lessen the tense relations 
among the countries within the region, and continue to 
strengthen the foundations for economic cooperation.

Lastly, Mr. Sawada, the chief economist, spoke on the 
problems of economic integration within the Asian region and 
the problems of infrastructure finance.

According to the Regional Cooperation and Integration Index, 
used for judging to what degree to press economic integration 
and which the ADB had developed, within the Asian region 
intraregional dealings in trade and investment are extremely 
large, but in terms of financial transactions are still lacking.

Dividing the Asian region into a number of subregions, in the 
case of the Northeast Asian region it is not as high as, for 
instance, Southeast Asia in terms of trade and investment and 
movement of people, but generally speaking it shows 
comparatively high economic integration.

According to ADB data, for the 30 years from 2016 there will 
be infrastructure demand of US$1.7 trillion each year, and the 
infrastructure demand within the Asian region is extremely large 
from the medium- to long-term viewpoint. Within that, for Asia 
as a whole funding is lacking to the tune of US$500–800 billion 
annually. Infrastructure financing is necessary from the private 
sector, not just public funding, and it was stressed that 
continuing to undertake infrastructure investment via public–
private partnerships (PPPs), with the private and public sectors 
coming together, is extremely important and reiterated the 
assertion made by Mr. Watanabe.

Closing Remarks

KAWAI Masahiro
Chairperson, Northeast Asia International Conference for Economic Development (NICE) 
Executive Committee, and Representative Director, ERINA
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demographic factors such as the progression of the aging of the 
population—namely that for the nations with aging populations 
a growing inflow of labor is becoming necessary—and that for 
countries with a large number of young workers the incentives 
for the outflow of labor are extremely high.

Rounding off Session A, Mr. Masaru Suzuki, Professor 
Emeritus, Osaka University of Tourism, spoke on tourism 
exchange. He emphasized that within Northeast Asia a distorted 
international exchange has arisen. He raised as an example that 
the number of tourists from China travelling to Japan has grown 
very high, whereas the movement of tourists from Japan to 
China is very low. Otherwise, he pointed out that the flow of 
tourists between Japan and Russia is very small. As measures to 
activate tourism exchange and increase the movement of 
tourists, he pointed out the importance of broadening visa-free 
regimes (particularly between Japan and Russia), cooperating so 
that large numbers of tourists visit each other’s country in two-
way tourism, and jointly conduct promotion of tourism.

Session B
In Session B, “The Current Status of and Challenges for 

Regional Development Strategies”, we focused on the current 
status of and issues for the regional development strategies in the 
countries of Northeast Asia, and discussed how to move forward 
intraregional cooperation.

First, Mr. Tuguldur Bajiikhuu, Director, Greater Tumen 
Initiative (GTI) Secretariat, explained the activities of the GTI. 
He emphasized that in the transportation sector in particular 
there are challenges in both hardware and software terms. 
Software-wise, even though multilateral transit agreements are 
extremely necessary, customs procedures and the like have still 
not necessarily been harmonized, and he asserted the importance 
of continuing to further advance systemic harmonization.

Next, Mr. Wu Hao, Assistant Director, Northeast Asian 
Studies Academy, Jilin University, spoke on China’s Northeast 
Revitalization Strategy. He pointed out that an economic 
slowdown has occurred in northeastern China, and because 
within China there has been a drop to low growth in particular, 
the Northeast Revitalization Strategy is extremely important. He 
also explained the fundamental concepts and development 
targets for northeastern China, and the key projects to undertake 
in the coming years. He took a future perspective of the 
development of infrastructure being highly important, and that if 
the DPRK returns to international society, it will also be a 
catalyst for northeastern China to develop further.

Following on, Mr. Tagir Khuziyatov, Professor, Far Eastern 
Federal University, explained the Regional Development 
Strategies in the Russian Far East, and within that largely 
focused on the Special Advanced Economic Development 
Zones, including the Vladivostok Free Port. In particular, he 
pointed out a number of issues from the viewpoint of firms that 
have expanded into the Special  Advanced Economic 
Development Zones. That is, he indicated that efforts will be 
necessary for dealing with issues, including that: the 
administrative procedures being simplified are still complicated; 
infrastructure development in the Russian Far East is lagging; 

Session A
In Session A, “The Free Movement of People, Goods and 

Services”, from the viewpoint of logistics, energy, information 
and communications, and movement of labor, the current 
situation and future prospects were presented for the 
international movement of people, goods, services and 
information in Northeast Asia.

First, Ms. Dong Chunjiao, Professor, Beijing Jiaotong 
University, explained the current situation for freight trains 
between China and Europe within the framework of the “Belt 
and Road” initiative, and while there are currently seven rail 
routes in operation between China and Europe, they are facing a 
great many problems.

“12235N” denotes that in China there is one organization 
administering the railways between China and Europe, but there 
are two international transportation organizations. Then there are 
two different railway gauges, trains must go through at least 
three different customs systems, and five countries are involved. 
In addition extremely large transportation companies are 
involved in the business. Continuing to bring these together is 
not a simple matter, and it was pointed out that international 
coordination is extremely important.

Next, Mr. Boris Saneev, Deputy Director, Energy Systems 
Institute, Siberian Branch of the Russian Academy of Sciences, 
explained the eastern vector of Russia’s energy policy. He 
indicated that Russia has created policy to continue supplying 
coal, oil and gas energy to the nations of Northeast Asia, and the 
viewpoint of consolidating its domestic stance to that end.

He also said that innovation and technology policy are highly 
important, and creating chemical industry clusters centered on 
Russian oil and gas jointly with the nations of Northeast Asia is 
important, as is construction of electricity transmission lines 
across its borders, as well as developing green energy via 
economic cooperation with the countries of Northeast Asia.

Ms. Atsuko Okuda, Chief, ICT and Development Section, 
United Nations Economic and Social Commission for Asia and 
the Pacific (UNESCAP), spoke on the building of broadband 
centered on artificial intelligence and intraregional cooperation 
on broadband. Within that she explained the project of the Asia–
Pacific Information Superhighway being promoted by 
UNESCAP. She indicated the prospects for how fixed broadband 
will be connected among nations, how the connected cables will 
be managed, as well as how they will be used in, for example, 
disaster risk reduction, and what role they will play in 
socioeconomic development.

Ms. Aiko Takenaka, Economist, Economic Research and 
Development Department, Asia Development Bank (ADB), 
explained migration and labor mobility in Northeast Asia. In the 
pattern of movement of people within the Asian region, while the 
movement of labor and outflow of labor from Asia to the world 
as a whole has been increasing, the movement and outflow of 
labor from Asia to Asia has not increased and rather is on a 
decreasing trend. In the case of Northeast Asia including Russia, 
the labor outflow from Russia and China is very large. When 
considering the problem of labor mobility within the Asian 
region, she pointed out that it is necessary to take into account 
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development with that as a driving force and to strengthen 
international cooperation. Prof. Koo said that a grand design for 
economic cooperation encircling the Sea of Japan is necessary 
and that the role of the GTI is important to that end. Prof. 
Khuziyatov pointed out that as there is no framework to 
coordinate each country’s regional development strategies for the 
region, such a mechanism may be necessary. Mr. Tuguldur, GTI 
Secretariat Director, stated that the GTI would like to function as 
an information clearing-house, and to pursue interregional 
dialogue, creating a grand design and exploring what kind of 
coordination is necessary.

Session C
In Session C, “Business Exchange and Local Government 

Cooperation”, we discussed the activation of business exchange 
in the Northeast Asian region and how to support local 
governments and bodies to that end.

Mr. Wang Xingzhu, Party Secretary, Suifenhe City Committee 
of the Communist Party of China, spoke on how to further 
regional economic cooperation from Suifenhe’s perspective. 
Suifenhe, from the standpoint of its central location in the 
Northeast Asian subregion, has already constructed logistical 
multimodal transportation systems linking Harbin, Suifenhe, 
Russia, and Asia. High-speed rail services will also be put in 
place in the very near future. He stated that Suifenhe would like 
to proactively cooperate with firms from the other countries of 
Northeast Asia, and that it would like to foster processing 
industries, to produce manufactured goods, and to export to 
Japan, the ROK, etc.

Next, Mr. Peng Shuhai, Deputy Secretary, Hunchun City 
Committee of the Communist Party of China, explained that 
Hunchun City is located where China, Russia and the DPRK 
intersect, and has an extremely important geographical 
advantage. He said that with there being a variety of advantages, 
it  is fulfilling a role as a center for logistics and for 
transportation, and in Hunchun City also they would like to 
develop agriculture and the seafood processing sector, and 
further cooperation with the likes of Japan in logistics and the 
tourism industry as well.

Mr. Toshiaki Kikkawa, General Manager, Sakai Port 
Authority, spoke on Sakai Port already having a regular Japan–
ROK–Russia ferry service in operation, and also having a track 
record of many passenger cruise ships making port calls. He 
explained that in collaboration with the GTI, test sea–land pilot 
transports passing through the Sino–Russian border have also 
taken place, and in the case linking Changchun, Suifenhe, 
Vladivostok, and Sakai Port, the seeking of where and what kind 
of bottlenecks there are. He pointed out that mutual interregional 
trust is necessary in order to further cooperation within the 
region and continue promoting Northeast Asian business. 
Furthermore, he asserted that the sea routes are joint assets and 
the shipping routes should be regarded as marine infrastructure, 
and that it is possible to create win–win relationships via 
developing shipping routes which pass through many regions, 
and that it is necessary for all regions to get the benefits.

Mr. Norihito Mikami, Deputy General Manager, International 

the utilization of free customs zones is insufficient; and in order 
to appeal to overseas firms, hospitals and doctors catering to 
foreigners are important and that attraction is lagging behind.

Mr. Koo Chung Mo, Professor, Kangwon National University, 
explained the ROK’s regional development strategies. In the 
ROK, he stated that there is a basic policy of the Northeast Asia 
Plus Community. First is to build a Northeast Asia Peace and 
Cooperation Platform. Second, through enhancing connectivity 
with Eurasia via the ROK’s “New Northern Policy”, is for that to 
deepen links with China’s Belt and Road Initiative and Russia’s 
New Eastern Policy. Third is to strengthen relations with 
ASEAN and India via the “New Southern Policy”. He explained 
that the ROK takes these aims as regional development 
strategies, and among them Busan and Gangwon-do are 
attempting to strengthen international connectivity as local 
governments.

In order to continue smoothly furthering its regional 
development strategies, he pointed out that the following three 
points are important, holding true not only for the ROK, but 
probably for all nations. The first is having a long-term vision 
and targets. The second is adopting a business and private-sector 
perspective. The third is furthering cooperation among local 
governments.

Ms. Enkhtuya Demchigjav, Sector Development Policy and 
Regulation Division, National Development Agency of 
Mongolia, explained Mongolia’s regional development 
strategies. In Mongolia’s case, it is conducting regional 
development, dividing the whole country into five regions, but 
this development plan is not proceeding smoothly. She raised 
four points as reasons for that. The first is that the policy tools 
for regional development are undefined. The second is that urban 
and rural disparities are still increasing. With Ulaanbaatar being 
the most competitive and efficient region, the disparities with the 
other regions are increasing. The third is that the functions of the 
mayors of regional economic core cities and the aimag 
(provincial) governors are unclear. The fourth is that regional 
development policy is not well consolidated at the central 
national level.

Rounding off Session B, Mr. Minoru Kimura, Senior Director, 
National Planning Division, National Spatial Planning and 
Regional Policy Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, 
Transport and Tourism of Japan, explained the current situation 
for national land development and regional development. In 
Japan’s case, for national land development there are two types 
of national and broad-regional planning: the former national 
planning is in a form tackling head-on Japan’s problem of 
population decline, whereas the latter broad-regional planning is 
to continue regional strategies and broad-regional projects 
dividing the nation into eight broad-regional blocks. He 
explained that the broad-regional planning is proceeding from 
the perspective of aiming for the utilization of both the Pacific 
and Japan Sea coasts.

For this session a very lively discussion took place in the 
question-and-answer section. Mr. Kimura pointed out that it is 
important to continue using the existing infrastructure 
intelligently and that it is desirable to strive for regional 
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explained the economic exchange and business matching 
between the three prefectures of the Hokuriku region and the 
four Japan Sea coastal regions of the ROK.

Conclusion
The respective sessions were all highly content-rich. In 

accordance with the keynote addresses and Sessions A, B, and C, 
I think that a highly substantive development of Northeast Asian 
economic cooperation and of cooperation in the business sphere 
was demonstrated. At the same time, many pointed out that a 
great many challenges also remain.

Considering how to tackle such a great number of challenges, 
efforts to overcome them with concrete actions are necessary. I 
would like to hold NICE again next year with an awareness of 
such problems. Thank you very much for today.

[Translated by ERINA]

Division, The Hokkaido Bank, Ltd., explained the activities and 
business support of the Hokkaido Bank in the Russian Far East, 
and pointed out several issues in business with Russia. He 
asserted that logistics infrastructure is the greatest problem. He 
said that customs clearance procedure problems and the 
development of local sales routes are difficult and that, after 
taking on board that even holding product fairs didn’t lead very 
easily to business, they set up a community-based trading 
company, the Hokkaido Corporation, to tackle that. He stated 
that in undertaking support for agribusiness and executing 
promotions at antenna shops, this may be useful experience for 
other regions in Japan, including Niigata Prefecture. While 
financing is the bank’s main business, I was deeply impressed by 
the fact that business support was made on the periphery of 
financing.

Mr. Yoichiro Hira, Operating Director, Hokuriku AJEC, 
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会議・視察報告

2017年9月にモンゴルの経済特区である
アルタンブラグとザミンウド両自由貿易地帯
を再訪した。前回の訪問は2004年7月で、
今回は13年ぶりの再訪となった（前回の訪
問については『ERINA REPORT』vol. 
62、48〜51頁参照）。

アルタンブラグ自由地帯

モンゴルの北部、ロシアと国境を接する
アルタンブラグ自由地帯には、2017年9月3
日に訪問した。この地域でモンゴルとロシア
との交易が行われたのは古く、福建省武
夷山からモスクワへと続く万里茶路のルート
にあたる。ロシア側の街、キャフタは1727
年のキャフタ条約が締結された街である。

前回の訪問時には、まだ自由地帯の区
画が設定されたばかりの「建設予定地」
であったが、2014年に政令153号で自由貿
易地帯の設置が宣言され、運営が開始さ
れた。現在は主に、商業施設（免税店）
が主であるが、自由地帯当局のホームペー
ジ（http://altanbulag.gov.mn/）によれば、
2016年には国内から6万5651人、外国か
ら746名の訪問者があったとされている。規
模は大変小さいが、13年前には見渡す限
りの草原や荒れ地であった場所に建物が
建っているのを見て、自由地帯の建設が
ゆっくりではあるが進んでいることを確認でき
た。

現在営業しているのは、酒類を主に扱う
免税店、食用油を主に扱う商店、服飾雑
貨店などである。写真2、写真3は酒類を
扱う免税店、写真4、写真5は食用油を扱
う商店の様子で、非常に小規模であること
が分かる。

自由地帯の開発計画は、図1のとおり、
貿易関連の地区だけでも53.6ヘクタールに

会議・視察報告

モンゴルの経済特区―アルタンブラグとザミンウド再訪
ERINA調査研究部主任研究員
三村光弘

達する広大な敷地を予定しているが、現
状ではそのごく一部のみが供用されている
にすぎない。ただし、インフラに関しては現
状のインフラを利用しつつ、段階的に拡張
が可能であるようだ。

自由地帯はロシアとの国境であるアルタン
ブラグ税関の施設に隣接しており、自由地
帯を出ると、そのままロシアへつながる道路
へと出ることができる。写真6は自由地帯か
らロシア国境を望んだものだが、中央の植

写真1　アルタンブラグ自由地帯の商業施設（中央右）

（出所）筆者撮影

写真2　自由地帯内の免税店（外観）

（出所）筆者撮影

写真3　自由地帯内の免税店（内部）

（出所）筆者撮影

写真4　食用油を扱う商店（外観）

（出所）筆者撮影

写真5　食用油を扱う商店（内部）

（出所）筆者撮影
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生のない部分が国境線で、ロシア側、モ
ンゴル側双方に人の出入りを禁ずる緩衝地
帯があり、自由地帯はその緩衝地帯に隣
接して設置されていることが分かる。

ザミンウド自由地帯

ザミンウド自由地帯は中国の内モンゴル
自治区二連浩特市と向かい合うザミンウド
の街と中国国境の間に位置する。地帯の
南側の出口はすぐにモ中国境へと向かう道
と合流する。こちらも一般の税関で通関す
ることなく、中国へと直接つながる道がある
のは、アルタンブラグと同じである。

ザミンウド自由地帯は、2004年にモンゴ
ル国会で「ザミンウデ自由経済地帯の設
立」に関しての議決がなされ、その面積を

900ヘクタールとすることが決定された。
2011年6月22日に政令第187号「ザミンウデ

自由経済地帯のマスタープランを承認する
ことについて」が発布され、900ヘクタール
の土地を行政管理、住宅、工場・倉庫、
観光、商業・ビジネスといった区域に区分
し、事業環境を保障するためのインフラ環
境を整えた地域にすることを目指している。

写真7は、2016年8月に撮影されたザミン
ウド自由地帯の衛星写真であるが、写真
中央の自由地帯の敷地のうち、道路建設
はほぼ終了し、写真よりもより整備された状
態となっている。地帯当局のJ.ウンドラクバ
ヤル氏によれば、電気と工業用水、暖房
用の熱の供給はすでに行える状態である。
すでに4ヘクタールの分譲が開始されてお
り、建築材料工場や食肉加工場の建設が
予定されているとのことであった。現在はモ
ンゴル企業の投資中心であり、中国企業
は観光業や工場に関心を持っているとのこ
とだ。現在、二連浩特市からザミンウドの
街への日帰り観光が行われており、バスで
3〜4台、1日200人程度の観光客がザミン
ウドを訪れるそうだ。観光客が好むのは買
い物で、ヨーロッパメーカーのインスタントコー
ヒーやクリーミングパウダー（実物を見せて
もらったが、植物性脂肪のものであった）、
牛肉、馬肉、ロシア製のコメ（ボルガ川流
域で生産されているジャポニカ米）などに
人気があるとのことだった。

写真8は管理事務所に掲示されていた自
由地帯の完成予想図であるが、写真7で
2016年に道路がすでに完成しているのは、
この予想図の中心付近となる。

両自由地帯とも、開発できるエリアは比
較的大きいが、実際に開発されているのは

図1　アルタンブラグ自由地帯の開発計画

（出所）アルタンブラグ自由地帯ホームページ

写真6　アルタンブラグ自由地帯からロシア国境を望む

（出所）筆者撮影

写真7　ザミンウド自由地帯の位置（中央、上はザミンウドの街、下は中国の二連浩特市）

（出所）GoogleEarth
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その一部（100分の1程度）に過ぎない。
モンゴルの自由地帯はロシアや中国との国
境に設置されている（もう一カ所はモンゴル
西部、ロシア・ある対共和国との国境に近
い、バヤンウルギー県ツァガーンノール）。

地方経済振興のためであるが、そのため
首都であり、経済の中心であるウランバート
ルと離れており、税制優遇など、自由地帯
の持つメリットよりもビジネスが難しいリスクの
方が大きいのが現状である。また、アルタ

ンブラグ自由地帯の場合、ロシア側のキャ
フタにも経済特区が構想されているが、こ
ちらは観光がメインであり、物流中心のモン
ゴル側の構想とは差異がある。どちらも国
の辺境に位置する特区であり、元々の条
件が厳しいことから、無理をして開発する
という感じでもない。

とはいえ、中国の一帯一路構想やロシ
アのアジア・太平洋地域への関心の拡大
など、この13年の間にこの2つの自由地帯
を取り巻く環境は大きく変化していることも事
実で、特に中国からモンゴルを経由しロシ
アに向かうルートのモンゴル側の両端にこの
2つの自由地帯があることから、経済特区
の海外への拡大を構想する中国側の投資
を取り込むことができる可能性もあり、モン
ゴルの自由地帯の将来には困難も大きいと
予想されるものの、引き続き動向を注視す
る必要があると感じた。

2017年12月7～8日、北京市科学技術
研究院の主催で「イノベーション北京・
国際フォーラム（2017）」が開催された。
ERINAは、同研究院傘下で今回の会
議の事務局を務めた北京科学学研究セ
ンターと研究交流協定を締結しており、そ
の縁で会議への招待を得た。今回の会
議の副題は、「科学技術イノベーションセ
ンターの建設促進とイノベーション主導型
発展の推進」というものであった。主催
者の北京市科学技術研究院は、北京市
の科学技術政策についてのシンクタンクで
あり、また科学技術研究を推進する組織
でもある。IOTやAIを用いた第4次産業
革命の到来などが重要な政策課題となる
中、「イノベーション」を看板とした会議を
主催するのは時宜にかなっている。と同
時に、この会議にはもう一つ重要なテーマ
がある。それは、新しい北京市の都市像

を探るという課題である。北京を中心とし
た地域では、国策として北京市・天津市・
河北省を一体化する政策、その一環とし
ての「雄安新区」整備プロジェクト、さら
に北京市の行政機能を郊外副都心に移
転するプロジェクトなどが進行中である。し
たがって、会議では科学技術研究、技
術革新、知的財産保護など科学技術政
策に関わる一連の発表のほか、都市問
題に関連した一連の発表もあった。

科学技術政策に関しては、中央の科
学技術部や北京市政府の幹部を含む行
政組織・団体から、現在展開されている
様 な々政策、事業の紹介があった。商都
ではない北京市の発展戦略として、科学
技術振興や開発研究機能強化を柱にしよ
うとの意図が感じられた。研究者サイドか
らは、世界における中国の位置づけ、中
国における北京や他都市の位置づけにつ

いての分析などが発表された。例えば、
北京市科学学研究センターの張士運主
任は、独自に開発した指標で主要都市の
イノベーション力を計測する試みを紹介し
た。具体的には、各種の統計指標を総
合して「集中力」、「創造力」、「推進力」、

「輻射力」、「主導力」の5つの機能別
に評価した結果を踏まえ、北京市は「集
中力」と「推進力」に一層注力すべき
であるとの結論を示した。また、論文発
表数や引用数等に基づいて、世界におけ
る中国の位置を評価する試みは多くの研
究者が行っている。総じていえば、中国は

「量」の面で日本やドイツなどを上回りつ
つあり、米国に次ぐ地位にあると評価する
向きが多いようだ。他方、特定の先端分
野などや「質」の面では、中国は一層
の努力が必要だとの指摘もあった。

都市問題については、主に外国からの

「イノベーション北京・国際フォーラム（2017）」
に参加して
ERINA調査研究部長・主任研究員
新井洋史

写真8　ザミンウド自由地帯の完成予想図

（出所）筆者撮影
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参加者が発表した。印象深かったのは、
ドイツのフラウンフォーファーシステム・イノ
ベーション研究所のヌート・コシャツキー所
長の発表で、イノベーションを生み出す場
としての都市機能を強調していた。例えば、
「文化は見えないインフラである」あるい
は「交流や共有の場としての都市が組
織のイノベーションをもたらす」といった指
摘など、文明論に近いような広い視野で
の論点には大いに共感した。同氏は都市
が多くのCO2を排出しているという負の面
に触れたが、環境問題については別のセッ
ションでフィンランドのエチカ社の創設者で
チーフコンサルタントでもあるマリ・ラウダス
コスキ氏が循環経済を主題として発表し
た。同氏は、循環経済への移行には多く
のイノベーションが必要となることから、循
環経済を目指すことがイノベーションの促
進につながると主張した。筆者は、日本
の首都圏における都市機能再配置の経
緯や教訓等について発表した。副都心
や業務核都市の成否に係る文脈で述べた

「人が人を惹きつける」との発言に対して、
会議運営の実質責任者でもある張主任か
ら強い関心を示していただいた。

ところで、今回の会議は、研究者の評
価のあり方に関わる問題を改めて考える
機会となった。近年、引用数に基づく学
術雑誌の権威づけと権威ある雑誌への
掲載数による研究者評価という仕組みが、
学術界に広く普及し、深く根付いてきてい
る。同時に、こうした仕組みへの疑問も多

く提示されているが、問題はあっても代替
策がないということで、少しばかりの改善
策を施して利用されているものと思われる。
今回の会議での発表の中に、共著・引
用に関するデータを用いて、特定分野で
の世界的な権威のある研究者を中心とし
た研究ネットワークの分析を行ったものがあっ
た。コアとなる研究者ネットワークの存在
意義を強調する内容であり、このことが筆
者の以前からの疑問を大きく膨らませた。
現在でも中国人研究者は世界各地で活
躍しており、その流れは一層拡大するだろ
う。将来、「華僑研究者」人脈による研
究交流が国際社会で大きな位置を占める
ようになると、上記のような研究者評価の

歪みが一層拡大するのではないか。中国
人に限らず、引用数を増やすために相互
引用を申し合わせるといった、不純な動機
に基づく研究交流もあると聞く。母国語で
それができる、あるいは扱い慣れた素材
でそれができるとなれば、在外研究者が
誘惑を感じる可能性は高い。自然科学は
ともかく、社会科学や人文科学では、「中
国関連の論文が増えれば、引用数が増
えて、雑誌の評価が高まる」というプロセ
スが、最終的に中国専門誌の総合誌に
対する優越をもたらすところにまで行きつく
かもしれない。研究者評価手法の分野に
こそ、イノベーションの必要性が切迫して
いるのではないだろうか。

「地域統合と貿易政策」に関する国際
会議が2017年12月15日、ウランバートルの
モンゴル外務省コンセンサスホールで開催
された。モンゴル国立大学ビジネススクール
の主催により、ビジネス商科国立大学、モ
ンゴル国立大学国際関係・行政学科、モ
ンゴル商工会議所とアングロフライト有限責
任会社の協力の下で会議が開催された。

「地域統合と貿易政策」に関する国際会議の報告
ERINA調査研究部主任研究員
エンクバヤル・シャクダル

また、モンゴル外務省、ERINA、世界銀
行輸出開発計画、ドイツ国際協力公社

（GIZ）、モンゴル税関がこの会議の開催を
支援した。

この会議の目的は、政府や非政府組
織、国際機関や研究機関、民間企業や
個人の研究者が一堂に会す場を設け、議
論や討論を通じて互いの理解を深め、各

国の貿易政策や経済開発政策の形成に
係る政策提言やアイディアを提供すること
で、協力と連携の新たな機会を開くことで
ある。会議は現地国内、国外からの150
名以上の参加を得た。参加国はモンゴ
ル、中国、ロシア、韓国、日本、ドイツ、
ハンガリーの7カ国である。

準備された論文は、内容により3つのセッ

（出所）筆者撮影
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ションに分けて報告された。それぞれのセッ
ション名は（1）地域統合とモンゴル、（2）
貿易・産業とモンゴル、（3）貿易政策とモ
ンゴルである。報告者による主要なメッセー
ジは以下の通りである。

モンゴル国立大学ビジネススクール学長
のCh.エンフバヤル氏は、北東アジアの証
券市場の統合の整備についての報告を行
い、日本と韓国はこの地域において最も統
合された証券市場を有しているが、北東ア
ジア各国全体で見ると、近年、統合は低
下傾向にある。一方で、モンゴルの他地
域との金融統合は未だ低い水準にある。

ERINAの中島朋義主任研究員は、北
東アジア地域各国の経済的な相互依存関
係について報告した。北東アジア地域各
国が越境訪問、貿易、投資、インフラの
接続によって、経済的な相互依存関係を
強め、さらなる経済協力を深めることにより、
この地域の経済に明らかな利益をもたらす
ということを示した。

ビジネス商科国立大学学術部長のニャ
ムダー・オトゴサイハン氏は、モンゴルがア
ジア・太平洋貿易協定（APTA）に加盟
することの効果について報告し、その中で、
モンゴルがAPTAに加盟することで、動
物性製品、皮製品の輸出を拡大すること
ができるのであれば、モンゴルにとって利益
があるだろうと主張した。

ドイツ国際協力公社のマグヌス・ブロッド
氏は、北東アジア地域とのモンゴルの地域
統合について、彼の知見を報告した。彼
は、大図們イニシアチブ（GTI）のような
地域における仕組みの導入、あるいはこう
した仕組みへの積極的な参加は、モンゴ
ルのさらなる経済発展に貢献すると強調し
た。

モンゴル国立大学国際関係・行政学部
教授のバザル・サンジミャタフ氏は、モンゴ
ルが参加する貿易、経済統合で最も有益
な方向性はユーラシア経済連合だろうと主
張した。

貿易政策専門家で、大学で教鞭も取る
D.ガルサンドルジ氏は、新たに提案された
非鉱業産品輸出の支援プログラムなど、モ
ンゴルの貿易促進についての背景と法整備
の必要性について説明した。

中国・内モンゴル金融経済大学の大学
院院長であるアールドゥン・タオケタオ氏は、

エルドスグループの発展の経験から、経
営、システム、技術、生産と市場の持続
的なイノベーションは、開発が遅れている
地域で、豊富で安価な自然資源を基に成
長するような企業が、資源の枯渇に直面し
たときに重要なものとなることを強調した。

韓国国際協力団（KOICA）アドバイ
ザーのチェ・ソンギュ氏は、韓国で適用さ
れた政府主導の輸出促進政策が、高い経
済成長と目覚ましい輸出の効果をもたらした
ことを示した。しかしながら、これらの政策
は、政府による価格のゆがみや、重化学
工業における過剰生産能力、大企業に経
済の力が集中して社会福祉や環境保護へ
の目配りが過少になったという負の結果もも
たらしている。

モンゴル国立大学ビジネススクール上級
講師のTs.ツォルモン氏は、特定産業の政
策やステップバイステップの取り組み方が、
モンゴルが経済特別区（SEZs）を開発し
ていくには適していると強調した。同氏は、
自国の鉱業における競争優位を考慮して、
モンゴルは鉱業部門を基礎にしてSEZsの
整備に着手し、その後、食品のような非鉱
業部門にも移行していく必要があることを主
張している。現在この国のSEZsが長期に
わたってあまり効果を挙げていないことは、
SEZsに対する現在の政策が不十分である
ことの証左である。

アングロフライト有限責任会社社長の
D.オユンビレグ氏は、輸出業務に関わるす
べての関係者の活動に協力し、支援する
ような、独立した貿易促進機構設立の必
要性を強調した。

モンゴル国立大学ビジネススクール教授
のN.バトナサン氏は、モンゴル経済の開発
戦略全体として以下の3点に拠ると主張し
た。一つは、所得が重要な要素であり、
それは鉱業もしくは鉱業関連部門からもたら
されるという点。2つ目は、鉱業や鉱業関
連分野によって得られたリソースは、非鉱
業部門の開発に投資されるべきであるとい
う点。3つ目は、我 の々経済の比較優位に
基づく非鉱業部門を開発しなければならず、
また、経済を可能な限り特化、多様化しな
ければならないという点である。

筆者は、北東アジア地域におけるさまざ
まなパターンの自由貿易協定（FTA）が、
モンゴル経済に与える影響についてCGE
分析の結果を報告した。シミュレーションは
GTAPモデルによるものであり、その結果
は、検証したすべてのFTA（北東アジア
FTA、北東アジア＋東アジア地域包括的
経済連携FTA、北東アジア＋東アジア地
域包括的経済連携＋ユーラシア経済連合
FTA）で、モンゴルの参加が自国に利益
をもたらすとするものである。モンゴルの伝
統的な産業である皮革、肉、繊維産業は
これらのFTAの形成により得られた利益の
大きさの面で、上位3産業となった。しかし
ながら、乳製品はこれらのFTAにより生産
が大きく減少する産業となった。

モンゴル外務省国際研究所のD.シュル
クウ氏は、地域貿易におけるモンゴル・中
国・ロシア経済回廊について報告した。彼
は、2016年に3カ国の首脳により合意され
たこの回廊の設立は、北東アジア地域の
経済統合、特に通過輸送や国際輸送ネッ

（出所）主催者提供
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2018年1月27日、福岡市の九州大学
西新プラザで、九州大学アジア太平洋
未来研究センターが主催し、人間文化研
究機構（NIHU）北海道大学スラブ・ユー
ラシア研究センター拠点と北海道大学ス
ラブ・ユーラシア研究センター境界研究ユ
ニット（UBRJ）が共催する国際シンポジウ
ム「北東アジアの危機と岐路」が開催され
た。

このシンポジウムは三部に分かれ、第
一部が日本語による特別セッション「福岡
で北朝鮮問題を考える」であり、筆者は
九州大学の朴鐘碩氏、島根県立大学の
高一氏、韓国・東西大学総長の張済国氏
とともにパネリストを務めた。議論では、朝

鮮半島まで200キロしか離れていない九州
の視点から現在の朝鮮半島の情勢を見
る試みがなされ、その結果がよいものとなっ
ても、悲惨なものとなっても900キロ離れて
いる東京とは異なり、九州は大きな影響を
受けることが認識された。しかし、九州に
あっても国家対国家の問題を論ずるにあ
たっては、このような「近さ」を多くの人が
意識的、無意識的に感じながらも、必ずし
も議論の中に組み込まれるとは限らない現
状が認識された。

セッションⅠとⅡは日英同時通訳で行われ
た。「北東アジア：米中日露の角錐？」で
は、主に国際政治の観点から議論が行
われ、この地域での協力が進まない理由

の一つとしての複雑な大国間関係につい
て示唆に富んだ見解が示された。「北東
アジアの未来を考える」では、より総合的
な観点からこの地域の未来に関する議論
が行われた。両セッションでは、普段研究
を行っている経済以外の分野からの発言
が多く、北東アジアの問題を理解する上
で、学際的な研究プロジェクトや研究交流
の機会をより多く持ち、総合的な観点から
この問題を論じる必要性を強く感じるととも
に、国際関係をはじめとする他の学問分
野の研究者たちに、経済の持つ力をうまく
説明することができなかった筆者の力不足
をも感じる、極めて貴重な体験となった。

国際シンポジウム「北東アジアの危機と岐路」
ERINA調査研究部主任研究員
三村光弘

トワークの形成においてに正の効果をもたら
すと主張している。

モンゴル税関上級税務官のD.バヤルサ
イハン氏は、GTIの下で4つの参加国（ロ
シア、モンゴル、中国、韓国）が「認定
事業者」、「通関申告事前入力」、関税手
続きについての統一規格を適用する仕組み
を模索する等の連携プログラムを導入する
ことにより、この地域が貿易促進に向けて
動いていることを示した。

EUが推進しているモンゴル貿易関連支
援計画の上級民間部門開発専門家である

トビー・フィルポット氏は、この計画の内容
について紹介した。この4年間の計画は、
2017年3月に始まり、モンゴルの公共部門、
民間部門の能力強化を進めることを目的と
したものであり、これにより外国市場に参入
しうる高い潜在能力をもつ特定の製品、あ
るいは部門に注目した貿易政策構想の効
率的な形成を図る。

世界銀行により進められているモンゴル
の輸出開発計画におけるビジネス開発アナ
リストであるB.ニャムスレン氏は、計画の進
捗について簡単に紹介した。

クロージングリマークでは、モンゴル外務
省外国貿易開発・経済協力局長のV.エ
ンクボルド氏が、貿易関連の情報の質や透
明性の向上、官民対話の強化を目的とし
て国際貿易ヘルプデスクが開設されたこと
を紹介した。さまざまな取り組みがなされて
いる中で、特にこのオンライン情報は、貿
易情報に接した零細・中小企業の意識向
上や、可能性の向上に貢献するであろう。
当該情報は、http://www.helpmetrade.org

から利用できる。

ERINA REPORT PLUS No.141 2018 APRIL



セミナー報告

77 ERINA REPORT PLUS

改めて説明するまでもなく、朝鮮半島
と日本は非常に近い距離にある。新潟
から北朝鮮のいちばん近いところまで約
800km。現在は交流が行われていない
が、今後交流が行われるようになれば、
新潟港から貨物船で北朝鮮の港まで、36
～48時間ぐらいで行く。昨年秋から冬に
かけて、北海道に多くの北朝鮮漁船が漂
着した。出発地にもよるが、海流によって
能登半島や佐渡沖、あるいは秋田、青森
県の深浦あたりに流れ着くことが多いよう
だ。そういう意味でも、我 に々も大きな影響
を及ぼす非常に近い仲である。国が引っ
越すことはできないので、北朝鮮という国
やそこに住む人 と々は当分の間、共存せ
ざるを得ないということをまず申し上げてお
きたい。

1．東西冷戦の終了と北朝鮮
旧ソ連・東欧の社会主義政権崩壊と社

会主義世界市場の喪失によって、北朝鮮
は大変な痛手を被った。

政治的な痛手は、政治的アイデンティ
ティの喪失だ。北朝鮮は東側の代表とし
て、西側の代表だった韓国あるいは米軍

（国連軍）と朝鮮戦争を戦った。朝鮮戦
争後は、東側というアイデンティティをもっ
て旧ソ連、中国、東欧の社会主義諸国
から多くの支援を受け、その後も原油、砂
糖、小麦粉、化学肥料等さまざまな重要
物資を社会主義圏に依存して生きてきた。

そういう中で東側というアイデンティティ
を喪失し、日米を含む西側諸国と1990年
代前半に上手く関係をつくることができな
かった。実は今、北朝鮮は世界の150近
い国と国交がある。EU の中で国交を持っ

ていない国はフランスとエストニアだけだ
が、2000～2001年に多くの EU 諸国と国
交を正常化する前は、西側との関係は北
欧の国 を々除き、非常に疎遠だった。

1992年には、事もあろうに中国が北朝
鮮を裏切り、韓国と国交を正常化してし
まった。中朝関係は最悪だといわれてい
るが、1992年の中韓国交正常化の時の
方が今より関係が悪かったと思う。この時
はまだ金日成主席が生きていて「（中韓国
交正常化を）待ってくれ」と頼んだのに、
待ってくれなかった。中国はそれだけ改革
開放を進め、西側諸国との関係を強化し
ていかないと自分の国が崩壊すると思い、
必死で韓国との経済関係を選んだことに
なる。

1988年のソウル五輪以降、韓国は先
進国へと成長を続け、北朝鮮は経済危機
に陥り、どんどん格差が開いていった。今
は GDP で100倍ぐらいと言う人、もっとあ
ると言う人もいる。北朝鮮は非常に寂しい
関係の中で生きていかざるを得なかった。

こうした中で、北朝鮮は単に手をこまね
いていたわけではない。1992年の憲法
改正で、それまでの「マルクス・レーニン
主義及びプロレタリア国際主義原則で社
会主義国と団結する」という外交方針を
変え、「自主、平和、親善」を外交方針と
し、自分たちの国と友好的に接してくれる
なら、どんな国とも国交を結ぶと表明した。
しかしこのメッセージは西側の国、特に北
朝鮮が国交正常化をしたかったアメリカや
日本には、あまり伝わらなかった。日本は、
国交正常化交渉は行なったが、結局のと
ころ国交正常化を成し遂げることはできな
かった。

軍事的には、旧ソ連が提供していた核
の傘から外れてしまった。中国も核の傘を
提供してくれなかった。そういう状態で、
東西冷戦後のアメリカ一極覇権体制と対
峙し、一言でいうと「孤独な生存競争」を
戦わざるを得なかった。その対応として何
を選んだかというと、ご存知の通り核開発
の加速化である。

1990年代前半に核問題が表面化し、
1994年にはジュネーブ枠組み合意が結ば
れた。アメリカ側は攻撃も考えたが、非常
に被害が大きくなるので北朝鮮側と談判し
た。とりあえず約束をして北朝鮮の核開発
を止めておけば、北朝鮮の体制はまもなく
崩壊し、韓国と一緒になるか中国の傀儡
政権で管理できるようになるだろう、と当初
は考えていたようだ。しかし今日まで北朝
鮮の体制は崩壊せずに存続し、アメリカ
本土、ワシントンDC に実戦配備した核弾
頭を送り込める手前まで来ている。

経済的には、北朝鮮は社会主義世界
市場、すなわちソ連や東欧諸国から友好
価格で石油や化学肥料、小麦粉等を買っ
ていた。資本主義市場とは少し違った取
引慣行で、それに慣れていた。ある意味
でルーズというか、ソ連の言うことを聞き
社会主義を志向する国々に対して、ソ連
はかなり優しかった。その優しい環境から
いきなり、納期に一日でも遅れたら違約金
を取られる厳しい世界に、そしてドルで外
貨決済しないといけない状況に放り出され
た。

そして、この資本主義世界市場への
対応が遅れた。契約に関する意識の違
いとか、さまざまな知識の欠如もあるだろう
し、外貨不足も相まってなかなかお金が

ERINA賛助会セミナー
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2000年頃、「実利」という発想が導入
された。これは、きちんと販売が実現され、
その企業が原価を回収しなければ作った
ことにならない、というものだ。2002年7月
には「経済管理改善措置」と需要・供給
に基づく価格決定の部分的容認を開始し
た。それはよかったのだが、インフレがどん
どん進み、給料が上がるスピードよりも物
価上昇のスピードの方が何倍も速かった
ので、貨幣価値が落ちて給料だけでは生
活できない状況にすぐに陥った。しかし、
逆ザヤで補助金を付けてコメを売っていた
のを止めたことは、非常に大きかったと思
う。需要と供給に基づく価格決定の部分
的容認は市場では当然のことだったが、
制度的にそういうものを取り入れ始めたこ
とがこの時期の大きな違いだと言えるだろ
う。

2003年には、闇市場化していた農民
市場を公設市場にし、地域市場へと改組
した。地方政府が市場の建物をつくり、そ
こで販売を希望する個人・法人に使用料
を取って商売をさせるという、ある程度自
由な経済活動を認めるものになった。市
場が公認されたことは、一つの大きなター
ニングポイントだったと思う。市場ができ、
国営経済や共同団体も市場に店を出し始
めた。自分たちの作ったものを現金で売
る市場式の販売方法がどんどん広まって
いった。

それまで、公的機関同士の物のやり取
りは、国家が決めた値段と方法（銀行の
口座振替）で支払いをしていた。つまり、
現金が介在しなかったが、2003年くらいか
らは現金が介在するようになった。制度的
には許されていないが、場合によっては外
貨で買うこともあった。国営企業の経営自
主権が国内ルートに関しては次第に拡大
し、市場で働いている人たちとうまくコラボ
して儲ける会社も、ある程度脱法的な行
動だったが出てきた。こうして、国内経済
が成長していく。外国からいろいろなもの
を輸入し、国内で加工して売ることも始め
た。

北朝鮮の貿易高は、2000年から15年
間で4倍以上に増えている。この北朝鮮
経済は国内的にも成長していく。その成
長の原動力は国営企業ではなく、国営企
業と民間の結びつきや民間の経済活動

していくことになる。今でも北朝鮮は法律
上、生産手段は国家と社会共同団体の
所有に限られており、民間の株式会社、
有限会社、自営業といったものは基本的
にはないことになっているが、実際にはあ
る。それにはさまざまな形があるが、一つ
は国営企業の一部として存在している。

例えば、国営の製鉄会社の中に副業
部門、レクレーション部門があって、そこ
でスーパー銭湯のようなものを経営してい
る。法律上は製鉄会社の福利厚生施設
となっているが、実際には民間と国営企
業の合弁合作によるヘルスセンターの経営
ということになる。そのようなものがいろい
ろ北朝鮮で生まれていった。それがまだ
制度的に会社という形で表に出てくるよう
になっていないのは、現在の北朝鮮の大
きな問題の一つである。

2．金正日時代の「未完の改革」と
その失敗（1998年～2009年）

金日成主席の死亡が1994年。その後、
3年の服喪を経て1997年になって金正日
総書記が活動を開始する。金日成時代に
は中央人民委員会というものがあり、これ
が基本的に政治も経済も決めた。金日成
主席の下で、その指示に従って動く体制
だった。しかし金正日総書記が自分で表
に出るスタイルを好まなかったこともあるかも
しれないが、1998年9月の憲法改正で中
央人民委員会を止め、国防委員会が最
高指導機関になり、普通の経済は内閣制
にした（1972年に金日成憲法ができたとき
に内閣から中央人民委員会に変わったも
のを戻す形）。

地方は、地方人民委員会、地方人民
会議、地方行政経済委員会という形で主
権機関と経済管理機関が分かれていた
ものを、地方人民会議と地方人民委員会
（内閣の地方版）の2つにし、地方人民
委員会で経済の指導も行うようにした。こ
れは金日成時代から金正日時代への制
度的変更だと言えるであろう。

その後、生きている企業を残すための
大規模なリストラ（経営機構の改革）を
行った。動く企業は残し、機械が1950～
60年代の支援でつくられて以来更新され
ていない企業などは諦める形で企業再編
を行った。

集まらなかった。買いたいものも買えなかっ
た。ソ連から来ていた石油を代替する国
がなかったこともある。石油は年間250万
～350万トンぐらい輸入していたが、今は
だいたい原油50万トン弱プラス石油製品
で、今年に入って制裁によってさらに減っ
てきた。

経済危機になり、飢餓が発生した。
1995年が干ばつ、96年が洪水、97年が
干ばつと、非常に厳しい天災にも見舞わ
れた。炭坑の水没もあった。炭坑から水
を汲み出そうにも、石炭がないので電気
を起こせなくてポンプアップできない。長い
間、水没したまま放置された炭坑も多かっ
た。このように極めて深刻な経済危機に
陥った。

知り合いの人口学者が1995～97年の
国連のセンサス統計から死亡者を推計し
たところ、36万～37万人くらいだった。論
者によって10万人から200万人とさまざま
だが、200万人は少し多すぎる気がする。
数十万人と考えてもらえばよいと思う。95
～97年の飢餓の時期に、中国は助けな
かった。もちろん貿易はやっていたが、お
金を払わなければ売ってくれなかった。こ
れは、1992年の中韓国交正常化と、その
後の北朝鮮の非常に大きな怒りと関係悪
化が重なったのだと思う。今まで配給を通
じて国民の生活をある程度保証していた
国が、配給を出せなくなった。配給だけを
待っていた人は死んだ。

2000年代中盤に北朝鮮の研究者と交
流したとき、1990年代のあの飢餓の時期、
どうやって食料を調達したのか聞いてみ
た。返ってきた答えは、「人によって違う。
家庭によっても違う。簡単にいうと、国が
そのうち食料を持ってきてくれると信じてい
た心のきれいな人は皆、亡くなった」という
ものだった。そのとき私は、「これから北
朝鮮は経済的に大きく変わるな」と思った。
それが2005、06年のことなので、変わる
までに10年ぐらいかかっているが、金正
恩時代に飢餓の生き残りの人々が社会の
主要な地位を占めるようになり、後述の変
化をつくり出したといえる。

これが1990年代半ばに起きたことであ
る。簡単にいうと、みんな自力で何とか食
べ物を探す。それを生業にする人も出て、
非国営経済主体、民間経済活動が拡大
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視化するためのさまざまな建設事業が行
われていった。2011～12年のほとんどは、
金正日時代の末期に建設が始まっていた
ものだ。プロパガンダが目的の建設プロ
ジェクトだが、金正日時代との違いは、人
民遊園地にしろ、大衆浴場にしろ、劇場
にしろ、皆が入ることができる。実用性が
ある。しかし有料だ。既に北朝鮮に「タダ

（無料）」はない。運営経費の一部の受
益者負担が徹底された。世知辛くはなっ
たが、昔は使えなかったものが使えるよう
になった。

金正恩委員長は2012年初めに内閣の
幹部と学者を呼び、新しい社会主義経済
の管理方法を研究する課題を与えた。そ
れまで、社会科学院の仕事は、政府が決
めた政策がいかに素晴らしいかを宣伝す
る論文を書くことだった。ところが、この金
正恩委員長の指示以降、社会科学院は
国家の重要な政策を立案するためのシン
クタンクになった。そういう意味で、中国の
社会科学院やロシアの科学アカデミーと似
てきたと言えるだろう。

農業では、「圃田担当制」が採られた。
一つの田んぼを少人数で耕す。温室など
は3つを一人で担当することもあった。たく
さん収穫があれば、たくさんの現物で分
配する。「現物」というのが重要であり、
物で渡すことで、政府の買取り価格が安
すぎると農民が思えば、自ら市場で売る自
由が、「そうしないことが望ましい」とされて
はいるが、あった。これが2012年から試
行され、2013年に全面的に開始された。

2014年の「新年の辞」で、金正恩委
員長は経済活動に対する指導と管理を

「決定的」に改善せよと指示するととも
に、2月に発表した論文で共同農場にお
ける「圃田担当責任制」の実施について
触れ、平均主義を否定し、生産した農作
物を現物で分配することを直接的に明言
した。前年度に行われた施策が継続性
を持つものであることが明確になった。そ
れは現在も行われており、今年の新年の
辞にも出てきた。

工業・商業の国営企業については、計
画をつくる権利、生産の組織、給料・ボー
ナス支給等の労務管理、貿易、合弁合
作、海外直接投資を受け入れるというよう
な権利を付与した。対外経済関係も含む

カ月のうちにはこの措置を撤回せざるを得
なくなった。

金正日時代は、社会主義世界市場が
無くなったにもかかわらず、国の指導者の
頭の中にはソ連や中国の援助を受けてい
た時代への郷愁、記憶がまだ残っていた。
経済的な後ろ盾がないのに、かつての社
会主義時代の国民生活を再現しようと努
力したが、経済的な裏付けがなく、大失
敗した。社会主義への郷愁が政策判断
を誤らせ、国民生活に極めて深刻な影響
を与えることになったのが、2009年11月の
貨幣交換と言えるだろう。

3．金正日時代末期の人民生活
重視、対外経済関係重視への政
策転換（2010～11年）

2010年新年の「共同社説」で突然、
軽工業、農業、人民生活という言葉が出
てきた。基本的に2018年に至るまで、「共
同社説」に経済が占める割合がかなり大
きい現象がずっと続いている。北朝鮮で
は、2009年11月の貨幣交換の失敗によっ
て、「経済は生き物」という発想がようやく
常識になったと言っていいだろう。国も、
民間に助けてもらおうというようなことをやる
ようになる。

金正日総書記は2010年5月、8月、2011
年5月の計3回、中国を訪問した。また、
2011年8月にロシアのアムール州とブリャー
ト共和国を訪問し、メドベージェフ大統領
とウラン・ウデで会談した。朝鮮半島縦断
パイプラインの話もここで出た。こういう形
で中国やロシアと対外経済関係を持つ話
が出てきた。2011年8月の訪ロの4カ月後、
金正日総書記が逝去した。同年12月28日
の「永訣式」（国葬）で金正恩国防委員
会副委員長は、社会主義企業管理方法
を現場の要求に即して速やかに完成する
よう求めた、と言われている。

4．金正恩時代のスタートと新た
な経済政策の慎重な立案

金正恩時代は、貨幣交換の失敗から
始まり、それをなんとかリカバーしようとし
た動きの中で始まっていく。基本的に最
初は、金正日時代末期の政策を継承する

「遺訓政治」と言われた。
金正恩時代には、国民生活重視を可

だった。このことは北朝鮮の公式メディア
ではほとんど報じていない。『労働新聞』
の記事だけを見ていると、北朝鮮は旧態
依然とした社会主義計画経済の権化の
ように見えるが、実際に北朝鮮の市場に
行ってみると、それは事実の半分も反映し
ていないことになるだろう。重化学工業な
どは今でもほとんど国営企業なので、そう
した意味では社会主義から資本主義へ
の移行の段階にまで至っていないのは事
実だが、人々の暮らしは相当部分、民間
の経済活動に依存していると言えるだろ
う。

これに割を食ったのが朝鮮労働党、秘
密警察などの権力をバックにしていた貿易
会社である。密輸をして市場で売られて
いる商品の方が安く、中国との貿易を独占
している会社の品物は高いので買わなく
なる。それらを取り締まろうとしても、密輸
は一向に止まない。こうした民間の経済
活動が自分たちの既得権を侵害すると考
えた特権企業は、政府を動かして、2005
年頃から引き締めムードに入った。

北朝鮮では、市場で働くのは女性の仕
事だ。男イコール世帯主は基本的に、公
務員や国営企業の職員だ。世帯主が市
場で働くのは世間体が悪いとされている。
世帯主はきちんとしたところに勤めて住宅
を支給される。子供が大学に入るとき、世
帯主の職場がいいと有利に働く。女性は
主婦が当たり前だったが、徐々に市場で
経済活動をしたり、洋裁や料理などを活か
して金儲けをしたりする者が出てきた。給
料の低い教師、医者、看護師、公務員
の女性がどんどん辞めて市場で稼ぎ始め
た。引き締めにはそういう理由もあった。

2007年には朴奉珠首相が解任され、
地方の化学工場の社長となって左遷され
ていった。2008年夏に金正日総書記が
脳梗塞で体調不良となり、息子に跡を継
がせるためにきちんとした社会主義に戻そ
うと思ったのか、2009年11月に貨幣交換
（いわゆるデノミ）、地方市場の閉鎖、国
内での外貨使用禁止という措置が講じら
れた。この時、国営商店では山ほど商品
を供給して、市場に行かなくなった客がい
ろんなものを安く買えるはずだったが、なぜ
かテレビ以外には、倉庫にあるはずの商
品がないという事態が起きた。こうして、数
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中断し（中国の提案）、国連安保理決議
を遵守している姿勢を見せ、朝鮮半島の
緊張緩和と南北経済協力の再開（韓国
の提案）、北東アジアにおけるエネルギー・
輸送インフラネットワークへの加入（ロシア
の提案）などを行おうとしているのではない
か。

2018年に入ってからの北朝鮮の対話
路線への復帰は、韓国の戦争回避への
強い意志と、核問題はすぐれて米朝関係
の問題ととらえて韓国からは核放棄を強く
要請しないという態度によるものだ。韓国
も、北朝鮮の核と共存するという覚悟を決
めたのかもしれない。中国やロシアも、北
朝鮮の核が無くなるのは望ましいが、当分
は共存せざるを得ないと思っているだろう
し、ひょっとするとアメリカもそう思うようにな
るかもしれない。

今後北朝鮮はどうなるだろうか。例年3
月1日から4月30日の間に行われる米韓軍
事演習は、平昌五輪後の4月後半から始
めることにしたようだが、韓国が「今年は
米韓軍事演習をやらない」と言い出す可
能性もある。それをアメリカが承諾するかど
うかは分からないが、もしそうなれば、北
朝鮮は核実験もロケットの発射もしないとい
う1年を過ごすことになるかもしれない。逆
に米韓軍事演習をやると、そのときに北朝
鮮への空爆が行われる可能性もある。し
たがって今年3～5月に朝鮮半島の今年
の運命の大勢が判明するだろう。もし、在
韓の米軍や公館職員に帰還命令が出ると
したら、攻撃が差し迫っているということに
なる。

その攻撃もピンポイントでいくつかの核
施設を攻撃するだけなのか、全面的攻撃
か、最高指導者の暗殺までするのか、で
きるのか。そこまでやったとして、朝鮮労
働党が指導する朝鮮民主主義人民共和
国を無くすところまで持って行けるのかとい
うと、それはかなり難しいだろう。

金正恩政権の政策は、経済回復、国
民生活の向上によって自分たちの政権を
認めてもらうという路線に大きな変更はない
だろう。スピードの速い、遅いはあるにせよ、
経済は政治の従属変数から独立変数に
なっていく。経済のために政治が譲歩を
強いられるという時代に、北朝鮮はこれか
ら着実に進んでいくと思う。

外的には極めて評判が悪いが、国内的
には経済成長への期待が高まっている。
2013年3月の朝鮮労働党中央委員会全
体会議で、ミニ経済特区といわれる経済
開発区の設置にも言及しているし、2013
年と2014年に多くの経済開発区が設置さ
れ、2015年にも増設、2017年の12月には
平壌市のはずれに新しい農業関連の経
済開発区をつくった。制裁下でもまだやる
気だと話題になった。

核武装に関しては、それを進め、既成
事実化させ、米国、中国をはじめとする世
界各国に認めさせることによって「核抑止
力」を持ち、国民を安心させ、政権への
支持をとりつけ、求心力を維持する政策
であり、最低限の費用で最高のパフォー
マンスを狙う実利が入っている。これが北
朝鮮の思惑通りにいくかどうかは分からな
い。

核開発、ミサイル開発は、オバマ政権
期の8年間に技術的に相当進歩し、ほぼ
完成段階だと言われている。米国本土に
直接の脅威をもたらすかどうかがレッドライ
ンで、米国は基本的に守勢に立たされる。
2017年末に核武力の「完成宣言」をし、
2018年「新年の辞」でも確認した。北朝
鮮の中では、核は完成したことになってい
る。今後は米国の出方を見つつ、本当に
ワシントンを含む米国本土攻撃が可能なミ
サイル開発とそれに搭載する弾頭、起爆
装置を完成させるかどうかをめぐって神経
戦が繰り広げられるだろう。しかし失敗す
れば、米国の攻撃を招くことになろう。

金正恩は2018年の「新年の辞」で南
北対話を呼び掛け、去年の秋からずっと
無視していた韓国からの平昌五輪への招
待にいきなり応じた。韓国としては、米国
による北朝鮮攻撃と北朝鮮による反撃の
可能性に対して、対話と南北関係改善に
よるリスク軽減を図ろうとしている。五輪開
催中に戦争になるのは最悪なので、回避
したいという韓国側の思惑もあるだろう。

6．北朝鮮の今後
北朝鮮の思惑としては、自分たちは核

を放棄せずに、（完成させると米国から攻
撃を受けるので、国内に完成したと言える
程度の）対米核抑止力を持ったと主張で
きる状態のまま、核開発や核実験を一時

かなり全面的な措置である。たとえば社会
科学院を例にとると、研究所ごとに独立
採算制で権利を与えていく。社会科学院
ではこれまで、外国から会議への招待が
来ると断っていたようだが、最近は、所長
が派遣を決めたら、外国側が費用を負担
するならかなり自由に出席できるようになっ
た。行けるのなら、アメリカでも日本でもヨー
ロッパでも行こうという雰囲気になってい
る。

2015年5月30日に金正恩委員長は「現
実発展の要求に即して我々式経済管理
方法を確立することについて」という論文
を発表した。内容は未公表だが、要は前
述の事を徹底してやれという内容だと言わ
れている。

2016年5月、朝鮮労働党第7回大会が
開かれ、国家経済発展5カ年戦略（2016
～20年）発表された。これは破格の大会
であった。今まで朝鮮労働党の大会とい
うのは、生産活動など何か具体的な数値
を達成したときに開いていた。開くときは必
ず良いことを言う必要があったが、この第
7回大会では、「うまくいっているところもあ
るが、ひどいところもある」と悪いことも言っ
た。

金正恩委員長は実は、先代、先々代と
比べてカリスマ性がない。最高指導者とし
て国民に認めてもらうには、彼らの生活を
良くし、それを実感してもらわなければなら
ない。若い人にとって、今までのプロパガ
ンダはつまらなかった。金正恩委員長は、
若い人にとってクールなものを認めてくれる
側面もある。そういう変化を感じた。北朝
鮮で60代と30代の2人の案内人が私を担
当すると、その世代間ギャップが面白い。
若い方は K-POPをよく知っている。こうい
う若者に受けるようなさまざまなプロパガン
ダが考えられている。

5．経済建設と核武力建設の並
進路線（2013年～）

日本で言われていることと、北朝鮮国内
で言われていることは少し違う。北朝鮮で
は、核武力による抑止力で米国の脅威に
対処し、通常兵器の維持・拡大にかかる
資源（資金、人員）を経済建設に回すとし
ている。具体的には、軍人を大規模な公
共工事あるいは建設工事に動員する。対
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日本としては、アメリカによる北朝鮮攻撃
も荒唐無稽な話ではない、と考えておく必
要はあるだろう。戦争、あるいは和平が進
んでいく中で、一時的であれ、アメリカを
含む周辺国が北朝鮮の核兵器の保有を
黙認していくという過渡期が存在する。日
本はそういう状況になった時どう対処する
か。戦争の方の対処は今、政府が随分
頑張ってやっているようだが、和平のケー
スに対してどう反応するかについては、ま
だあまり準備ができていないようだ。日本と
しては、この両方、あるいはそのいくつか
の複合型に備えていく必要があるのでは
ないか。

ここからは、何枚かの写真を見ながら
北朝鮮の現状を紹介する。

写真1　羅津港に停泊中の万景峰号
40年前に日本に来ていた万景峰号が

羅津海洋大学の練習船として使われてい
て、今はロシアの会社にチャーターされウ
ラジオストクと羅津を行き来している。羅津
港は満鉄のつくった良港だ。2006年まで
は羅津港から新潟港にも廃タイヤを買いに
貨物船がよく来ていたし、2001年までは日
本の中古車を羅津経由で中国に輸出する
という、朝鮮人民軍と中国人民解放軍の
ビジネスがあった。今後、朝鮮半島との
関係がまた改善していけば、新潟とも経
済交流を行うようなことになるだろう。

写真2　第7回羅先国際商品展示会
羅先経済特区では、国際商品展示会

を夏に行なっている。写真2は「羅津コント
ランス」というロシア鉄道と北朝鮮鉄道省
の合弁企業で、ロシアの東シベリアから出
た石炭を羅津港で船に積み替えて、中国
の上海や寧波の発電所に送る中継輸送
をやっている。本当はコンテナで韓国や日
本に中継輸送したいのだが、今は規制で
それができないので、本来はコンテナ埠頭
なのに石炭を取り扱っている。

写真3　ポスコ・現代物流センター
羅先市の隣、中国・琿春に韓国のポス

コと現代グループが合同でつくった物流セ
ンターがある。中国・ロシア・北朝鮮の国
境で、今後朝鮮半島の物流を増えれば、

写真1　羅津港に停泊中の万景峰号

写真2　第7回羅先国際商品展示会 写真3　ポスコ・現代物流センター

写真4　金カップ体育人総合食品工場 写真5　携帯電話で話す人

写真6　朝中ロの国境地帯
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ここからやろうと考えているのだ。琿春鉄
道駅では、ロシアと中国しか鉄道が繋がっ
ていないが、図們江の向こうに北朝鮮の
線路が通っているので、2km ほどの橋を
架ければ北朝鮮とすぐに繋がるという構想
がある。琿春からバイパスをつくろうという
構想もある。

写真4　金カップ体育人総合食品工場
体育省傘下の食品工場のプロダクトデ

ザインは、平譲の技術大学を出た20代
の若い社員が一人で、コンピュータでパッ
ケージングの設計をしているそうだ。少し
ずつパッケージングの見栄えを良くしない
と、いろんな商品がどんどん出てきて競争
しているので、売れなくなる。どこかで見
たようなパッケージで、韓国にも日本にもあ
る。味は日本のものがいちばん美味しく、
韓国が2番目、北朝鮮が3番目かと思って

いるが、その順番がひょっとしたら変わるか
もしれない。

写真5　携帯電話で話す人
赤い外套を着て歩く。昔は一張羅で歩

いていたので、冬の外套は汚れが見え立
たないように黒、紺、こげ茶だった。最近
は赤やピンクを着ている人が増えた。冬で
も洗濯できる、あるいは何着かあるという
ことで、服も随分バラエティーが出てきた。
後ろの歩いている人は昔風だ。

この2年ぐらいの変化だが、男性の靴
が光っている。昔はズック靴のようなもの
を履いている人が多かったが、最近は男
性の靴も革製になって、光っている。腕を
組んで歩いている人も平壌にはたくさんい
て、ずいぶん雰囲気が変わってきた。

平壌では日本製の自転車が非常に流行
り、今は日本製のものが入らなくなったの

で中国製も多いが、農村でも都市でも重
要な交通手段になっている。自転車は政
府のコントロールが効かない乗り物なので、
行きたければ遠い所へでも行ける。市場
活動でも重要な役割をしている。

写真6　朝中ロの国境地帯
朝中ロの国境地帯を日本海側から臨ん

だ。この3国をグルっと回ろうとすると一日
かかる。朝7時にロシアのハサンから出発
してクラスキノに行き、琿春で国境を越え、
そこから羅津を経由して夕方6時頃にここ
に来る。距離は3km。これがひょっとする
と1時間で回れるようになるかもしれない。
そういう日が来ることを願いつつ、将来の
交流を想像しつつ、さまざまな問題に対処
していかなければならないと考えている。

＜質疑応答＞

Ｑ．北朝鮮でクーデターが起こる可能性
はあるか。一人の独裁から脱しつつあると
思うか。

Ａ．政治システムそのものは、まだ大きく
変わっていないと思う。ただし、経済がこ
れだけ変わって、そのアクターも増えている
ということになると、例えば中国共産党が
個人事業主にまで入党を認めたようなとこ
ろまで行くには時間がかかるだろうが、そう
いう方向も十分考えられる。

今のような非常に厳しい状況の中でクー
デターをやろうと思う人は少ないのではな
いか。経済活動がもっと自由化されていく
と、今の政府がない方がもっと儲かると思
う人が増える可能性が高まって自分たち
の安定性が下がると北朝鮮の政権は考
えていて、その辺の舵取りが難しいと思っ
ているだろう。ただ、アメリカの空爆の選
択肢の中には暗殺も入っているし、国内で
クーデターを起こさせることもやっていると
思うので、その可能性がゼロだとは言えな
い。

Ｑ．最近の木造船漂着の多さをどう理解
したらいいか。

Ａ． 2013年頃から、水産業を振興する
ために1年で300日漁に出ようと政府が呼
び掛けている。ということは、いわゆる盆
暮れ正月、日曜日と国家の祝日を除いて漁
に出なさい、ということになるかと思う。今
年は特にイカの漁場が宗谷海峡の横あた
りにあったらしく、日本の近海までやってき
て、機関が故障したり舵が壊れたりして漂
着する例が多かったと一般的には考えて
よいのではないか。攻めに来たとか、何
かを調べに来たということはないと思う。た
だし、その中にはいわゆる政治委員や指
導員はいて、日本のどこは警備が弱いと
いうことは北朝鮮側にも分かってしまってい
る。例えば今後、難民が出てくることにな
れば、その辺に集中することがあるかもし
れない。木造船が来たときには、きちんと
発見して追い返す、ということはしていか
なければならないだろう。

Ｑ．拉致問題を解決する手立てがあった
ら教えてほしい。北朝鮮国民が拉致問題
についてどう考えているのかも教えてほし
い。

Ａ．拉致問題は日朝間の重要な問題な
ので、両者がきちんと解決のステップを踏
まなければ解決できない。日朝間の交渉
は非常に重要だ。今は核問題が高度に
先鋭化し、戦争が起きるかもしれないという
ところまで来ている。こういう状況では、拉
致問題を話そうとしても、北朝鮮側もなか
なか余裕がないと思う。ある程度落ち着
いてきたところで、あるいはアメリカが攻撃
をして政権が変わればその新しい政権が
できて安定したところで、再び交渉に入る
ことになろうかと思う。今は北朝鮮としても
プライオリティの高いアメリカとの核問題の
解決に全力を尽くしているので、なかなか
糸口がつかめないのが残念なところだ。

北朝鮮の多くの人は拉致問題について
知らされていないと思う。北朝鮮に行って
いろいろな人と交流し、拉致問題につい
て話すと、公式の反応は「日本はもっと悪
いことをした。慰安婦の問題や、炭鉱に
強制連行して何万人も殺したのに、なぜ
20人に満たない人のことでこんなことを言
うのか」と言う。個人的に話をすると「非
常に恥ずかしいことだと個人的には思う
が、国の方針と違うので公には言えない」
と言う人が何人もいるのだが、昼は言えな
い。屋外で飲んでいて、盗聴マイクも何も
ないところで一緒に用を足しながらならそう
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いう話もできるが、普通にはなかなか話せ
ない。ただ、そういう心を持った人は北朝
鮮にもいて、自分たちがやったことに対し
て悪かったという気持ちが全然ないわけで
はないと思う。その辺は、北朝鮮側が要
求することへの日本側の対応次第で、彼
らの公式の反応が変わってくるのではない
か。日本側の誠意に向こうも誠意で答える
ということが、問題解決の最後のところで
は出てくるのではないかと信じたい。

Ｑ．韓国は今、中国寄りなのかアメリカ寄
りなのか。

Ａ．これは非常に長いスパンで考える必
要があると思う。朝鮮半島の過去3000年
ぐらいの歴史の中で、中国の実質的植民
地であったり、中国に朝貢したり、中国の
圧力をどうやって受け流すか、中国人にな
らないためにはどうしたらいいかを考えてき
たのが朝鮮半島の人々であり、ベトナムの
人々だと思う。北朝鮮の人は中国が大嫌
いだ。中国と友好関係にあるように思われ
るが、舞台の上では握手をしながら、テー

ブルの下では足を踏んだり蹴ったりしてい
る。韓国も、本来なら中国をもっと嫌いに
なっているはずだが、この70年ぐらいは北
朝鮮をはさんで中国と国境を接していない
ので、中国の脅威に対する感受性が少し
落ちている。しかし韓国の人も、統一すれ
ば中国と1420km の国境を接することにな
る。

統一した朝鮮半島の最大の関心事は、
中国といかにうまくやっていくか、中国に侵
略されないようにするか、自分たちの民族
を保持していくかということになるだろう。
中国の影響圏の中に入ることは避け得る
ことのできない運命だと、朝鮮半島の人々
はとらえている。それが海を隔てた日本と、
国境を接して、常に攻め入られるかもしれ
ない朝鮮半島との違いだ。

日本にいる米軍は基本的に、日本を守
るというよりアメリカの世界戦略のためにい
る。しかし朝鮮半島に展開している米軍、
特に陸軍は、北朝鮮が攻撃した時には被
弾し、北朝鮮との戦争に踏み切らざるを得
ない、ある意味で人質として、韓国を守る
ために存在している。最終的にアメリカが

北朝鮮を攻撃して朝鮮戦争が始まる、あ
るいは自分たちが攻撃されることを嫌い、
何とかそれをヘッジしようとして今は韓国が
動いているわけだが、現政権の方向性か
らいうと、アメリカが出ていくと言ったら出し
てしまうかもしれない。これについては国
論が真っ二つに分かれると思うが、アメリ
カが本当に出て行ってしまったら、たぶん
戻っては来ない。そうなると韓国は、自主
国防で北朝鮮の脅威に対応しながら、中
国ともう少し仲良くし、北朝鮮が暴発しな
いように、ロシア、アメリカも含めて何とかし
ていくという体制に行かざるを得ない。

私は、韓国が中国と仲良くしているよう
に見えても、それは彼らの地政学的な位
置としてそうせざるを得ないのだと理解す
る。韓国が中国の方にもっと寄ったら、今
度は日本ともっと仲良くすると思う。そうしな
いと、中国に取り込まれて怖いからだ。日
本があまり感情的にならずに、「日本と仲
良くしておいた方が中国にも大事にしてもら
える」と韓国に言えるかが大事なのではな
いか。
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■ロシア極東　　　　　　　　

カムチャツカとサハリンでも
電子ビザで入国が可能に

（DV.land 1月1日）
外国人は2018年1月1日からカムチャツ

カ地方とサハリン州への渡航のために電
子ビザを手続することができる。これら2地
域はウラジオストクに続いて外国人観光客
にサービスを提供することになった。ロシア
連邦極東開発省広報室が1月1日にこれ
について発表した。

2018年1月1日からは、鉄道のチェックポ
イント（ポグラニチヌイ、ハサン、マハリノ）、
自動車道チェックポイント（ポルタフカ、トゥ
リー・ログ）、港のチェックポイント（ザルビノ、
ペトロパブロフスク・カムチャツキー、コルサ
コフ、ポシェット）経由の電子ビザでの入国
が可能になる。

電子ビザを取得するためには、外国人
はロシア連邦外務省のウェブサイトに入り、
アンケートに記入しなければならない。大
使館や領事館に行ったり、領事手数料を
支払ったりする必要はない。18カ国の国民
がこのサービスを利用することができる。

鉄鋼業クラスター形成プロジェクト
中ロ企業が意向書に署名

（極東開発省 HP 1月9日）
「アムールメタル」工場（コムソモリス

ク・ナ・アムーレ市）を傘下に置くToreks-
Khabarovsk 社と、ロシア極東の鉄鋼
業クラスター形成プロジェクトの実施を計
画してきた中国人投資家連合の利益を
代 表する香 港の Debang Guangdong 
International 社（Hebei Luanhe Group
傘下）が、意向書に署名した。

このプロジェクトの実行は、高次加工品
の製造と、ロシア国内市場、東南アジア諸
国、太平洋地域諸国の市場でのその販売
を目的としている。ロシアにとって、このプ
ロジェクトの実施から得る主な利益は、税
収と現地における雇用創出だ。Debang 
Guangdong International の社長は、こ
のプロジェクトはコムソモリスクに5万～8万
人の新規雇用を創出するとみている。

「現在、アムールメタルは生産力の半分
の操業だ。工場は2つの製造ラインをもっ
ており、それぞれの鉄鋼製品の年間最大
生産力は100万トンだ。工場は、今後の工
場の拡大が期待できるだけの必要なイン
フラをすべて備えている」と企業グループ
Toreks のパーベル・バリスキー会長は述
べた。

プロジェクトの第1段階は生産施設の整
備で、その年間生産力は最大で100万トン
になる。この段階で5万ドル程度の投資が
予定されている。製造活動はロシア連邦
の現行の環境保全基準をすべて満たすも
のになる。第2段階では500万トンまで、第3
段階では1000万トンまでの生産力の拡大
が予定されている。

世界初の水上原発プロジェクト
国の審査機関が承認

（DV.land 1月9日）
ロシア国家鑑定総局が、ペベク市（チュ

コト自治管区）に世界初の水上原子力発
電所「アカデミック・ロモノソフ」を建設する
プロジェクトを検討し、肯定的に評価したこ
とが、同局公式ウェブサイトで報じられてい
る。

水上原発は需要家への熱と電気の供
給を目的とし、さらに海水の淡水化に使う
こともできる（1日に最大24万トンの淡水を
生成）。2基の原子炉 KLT-40Sを備えた
浮体式発電ユニットがこの水上原発用に
指定されている。それらは基準負荷サイク
ルで最大70メガワットの電力と50ギガカロ
リー／時の熱エネルギーを生産することが
できる。これは、人口約10万人のペベク市
のライフラインを維持するには十分だ。

また、原発の構成には堤防・ダムや、送
電・送熱の生産工程の確保とその他の機
能に必要な沿岸のインフラ設備が含まれ
ている。

アカデミック・ロモノソフ水上原発は、現
役を引退するチュコト自治管区のビリビノ
原発と交代することになっている。水上原
発は2019年までを目処に運転を開始する
予定。

沿海地方当局
北朝鮮人労働者の残留を提起

（DV.land 1月12日）
沿海地方の企業で既に就労中の北朝

鮮人労働者に活動を継続するチャンスを
与えるよう同地方当局が要請していること
を、アンドレイ・タラセンコ知事代行が12日
の記者会見で述べた。

昨年12月に国連安全保障理事会が、
各国による北朝鮮人労働者の帰国を定め
る決議を採択した。このプロセスは2019年
末までに完了させなければならない。
「我 に々はおおまかな決定がある。我々

は彼らがどこへも行かないよう、この人数
の維持を率先してモスクワに訴えた。既に
あった労働力を失いたくない」とタラセンコ
知事代行は述べた。タラセンコ代行は、在
ウラジオストク北朝鮮領事と会談し、この問
題について協議したという。今年はこれ以
上新しい北朝鮮人労働者を沿海地方の
企業では受け入れない、とタラセンコ代行
は明言した。

沿海地方政府からの情報によると、沿
海地方では約1万人の北朝鮮人労働者
が就労している。沿海地方の企業によっ
て、今年分の北朝鮮人労働者9000人の
受入申請が連邦機関に提出されたが、そ
れは承認されなかった。

沿海地方知事代行「沿海地方に
製油所と LNG 工場ができる」

（インターファクス1月12日）
沿海地方のアンドレイ・タラセンコ知事代

行が、沿海地方における製油所とLNG工
場の建設計画を発表した。知事によれば、
ボイラーや農業に必要な燃料の価格の維
持にこれが役立つという。
「我々は地元に製油所を作る。ヤコブ

レフスキー地区に製油所をつくる。そこに
は、パイプラインがあり、近くに道路がある。
既に誰がこの製油所をつくるかの合意もあ
る」と、タラセンコ知事代行は12日、記者
会見で述べた。

タラセンコ代行は、沿海地方は地元の
石油埋蔵量を原料として活用する予定だ
と述べた。「沿海地方の石油埋蔵量の追
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加探査を行うことにしている。沿海地方に
は約6000万トンの石油がある。沿海地方
で燃料価格を管理、維持し、一定のディー
ゼル燃料価格の下で播種・収穫作業に入
るには、100万トンちょうどあれば十分だ」と
知事代行は述べた。

タラセンコ知事代行はさらに、沿海地方
は代案として、熱生産とエンジン用燃料と
してガスも利用する方針だと述べた。「選
択肢をつくるため、我々はエンジン用ガス
燃料に移行する。私は、ウスリースクにお
けるLNG 工場建設についてガス会社との
合意書に署名した。8カ月中に LNG 工場
ができる。プロジェクトは既に策定が始まっ
ている」と知事代行は述べたが、計画中
の LNG 工場の規模の詳細は語らなかっ
た。

NEDO がサハ共和国の風力発電に
1000万ドル

（DV.land 1月18日）
NEDO がおよそ1000万ドルをサハ共和

国（ヤクーチア）ブルンスキー地区での風
力発電機設置（出力900キロワット）に拠
出することを、ヤクーチアのダニル・サッビノ
フ住宅公共事業・エネルギー大臣がタス
通信に語った。「NEDO が今年、（ウィン
ドパーク用の）設備購入費として約1000
万ドルを拠出する。本件については、最近
の日本側との協議で合意に達している。輸
送費、設置費等の残りの費用はルスギドロ
が負担する。工事は2021年までに終了す
る」と大臣はタス通信に語った。

ブルンスキー地区チクシ集落でのウィン
ドパーク建設は、2016年12月に合意され
た。ヤクーチア政府、ルスギドロ社、NEDO
は提携協定書に署名し、その枠内でヤ
クーチアの北極域で、極寒環境で初めて
のウィンドパークが運転を開始することにな
る。

ヤクーチア住宅・公共事業・エネルギー
省の話では、計画されているウィンドパーク
はデモプロジェクトで、あらゆる北極圏の条
件を満たすことになっている。ウィンドパーク
建設の本格展開はデモンストレーション期
間後に検討される。同省の説明では、ブ
ルンスキー地区が含まれる北部電力区で
は、電力は主に分散型電源に頼っている。
同電力区には計144の発電所、18の再生

可能エネルギー発電施設があり、それら用
に毎年約7万トンの高価なディーゼル燃料
が搬入されている。
「特に再生可能エネルギー源ベースの

電源の導入による大幅な燃料輸送量の
縮小は、エネルギー安全保障を確保し
ディーゼル発電コストを引き下げるための
基本方針である」と住宅・公共事業・エネ
ルギー省では話している。

ロシア極東で TOR の審査
（極東開発省 HP 1月23日）

ユーリー・トルトネフ副首相兼極東連邦
管区大統領全権代表が開いた会議で、
2017年のロシア極東の発展・開発活動が
総括され、2018年に向けた重要課題が定
められた。

主な課題の一つは、先行経済発展区
（TOR）における投資プロジェクトの実行
だ。極東開発省のアレクサンドル・オシポフ
第一次官によれば、今日現在で TOR 関
連の211件の投資プロジェクトの実施協定
書（総額2.2兆ルーブル）が締結済みだ。
この協定書の履行による3万9700人の雇
用創出が見込まれている。民間投資と公
的投資の比は2016年の12:1から2017年
には39:1に拡大した。

結果的に最も実績があったのは「ベロ
ゴルスク」、「ユジナヤ・ヤクーチア」、「カン
ガラッスィ」の3つの TOR だった。同時に、
一部の造成地には経済界の需要があまり
なかった。特に入居者が少ないのは「パラ
トゥンカ」（「カムチャツカ」TOR）、「プレド
モストバヤ」（「プリアムールスカヤ」TOR）、

「レゼルブナヤ」（「ベロゴルスク」TOR）
だった。

トルトネフ副首相は、先行経済発展区の
審査を行い、人気のない造成地を分析し、
それらの今後の営業に関する提言を自主
的に提出するよう、極東開発省に求めた。

2017年にはロシア極東の新規投資家
が事実上、地域経済に925億ルーブルを
投じた。この成長の半分を担ったのは先
行経済発展区に入居する企業だった。

極東開発省 HP に中国語版が登場
（インターファクス1月23日）

ロシア連邦極東開発省の公式ウェブサ
イトの中国語版ができたことを、同省広報

室が発表した。外国人ユーザー向けに主
要トピックスとニュース欄の翻訳が行われ
た。2017年12月には英語版の運営が始
まっている。これまでに、外国人向けの公
式ポータルのダイジェスト版をつくる課題を
アレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣が課
していた。

大臣が設定した課題を履行するため、
2018年第1四半期には、日本語版と韓国
語版もできることになっている。

米総領事、アラスカ州の
対ロ極東交流拡大の意向を伝える

（DVland 1月28日）
ロシア極東各地との協力を拡大・強化

する意向を明確に打ち出した書簡を、マ
イケル・キース在ウラジオストク米国総領事
がチュコト自治管区のロマン・コピン知事に
送ってきた。チュコト自治管区政府広報室
が28日、このことを発表した。

それによると、キース総領事は、アメリカ
政府がロシア極東とアラスカの間の関係に
新たな弾みをつけるつもりだと記していた。
キース総領事は書簡の中で、最近、アラ
スカ州政府、住民と懇談したことを伝えた。
そこでは「外交、文化、学術、教育、ス
ポーツ、ビジネス、少数民族の分野でのロ
シア極東とアメリカの諸州の協力、新たな
関係促進の潜在的可能性が検討された」
という。キース総領事は、多くの出席者が
米ロ関係の発展の再開に賛成したと明言
した。

プーチン大統領は2017年3月30日、アル
ハンゲリスクで開催された「北極－対話の
地」フォーラムの総会において、国境問題
も含め様々な分野で続いている両国の協
力について触れた。大統領はその例とし
て、ベーリング海峡両岸に住む米ロ国民の
ビザなし渡航を挙げた。

韓国人投資家
沿海地方に水産加工集積の造成計画

（極東開発省1月30日）
韓国とロシアの投資家コンソーシアムが

沿海地方の水産加工集積地の建設に1
億3000万ドル余りを投資する方針だ。沿
海地方のアンドレイ・タラセンコ知事代行と
韓国の Korea Trading & Industries 社
のソ・イルテ社長の会談で、企業設立の問
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沿海地方政府「労働許可の満期まで
北朝鮮人労働者は強制送還されない」

（インターファクス2月7日）
沿海地方法執行業務調整局は、沿海

地方で現在就労中の北朝鮮国民は労働
許可の満了まで沿海地方に留まることがで
きる、とインターファクス通信に伝えた。

「沿海地方に滞在し就労中の北朝鮮
国民を強制送還する者は誰もいない」と
同局では話した。また、同局では、新規の
北朝鮮人労働移民の沿海地方入国が禁
じられていることにも触れた。「2018年の
雇用者の申請書を検討した結果、北朝鮮
から沿海地方に9264人の労働者の誘致
が合意された。しかし、ロシア労働省によっ
てこの枠は取り消された」と局の担当者は
話した。

沿海地方政府からの情報によると、沿
海地方では現在、約1万人の北朝鮮人労
働者が働いている。彼らは主に農業、建
設業に従事している。

直近の国連安全保障理事会決議に従
い、ロシアが北朝鮮人労働者の本国送
還を開始したことを、アレクサンドル・マツェ
ゴル駐北朝鮮ロシア連邦大使が先日、
ニューヨークで取材陣に話している。大使
によれば、ロシアでは全部で約3万7000人
の北朝鮮人労働者が働いている。彼らは
個別ではなく集団で滞在し、建設業、林
業、農業、水産加工場で働いている。彼
らの平均月給は約500ドルだという。

アムール州に
約700人の北朝鮮人労働者が滞在

（インターファクス2月7日）
アムール州は昨年、北朝鮮から700人余

りの労働者を誘致した。2018年の北朝鮮
人労働移民の枠はゼロと設定されている。

アムール州対外経済省対外労働移民
調整課のタチアナ・ヤキメンコ課長は7日、イ
ンターファクス通信に対し、現在アムール州
内で709人の北朝鮮人が就労していると
話した。「彼らの大部分430人は林業に雇
われている。建設業では254人、農業では
25人が雇用されている。これらの北朝鮮
人は2017年枠の現行の就労許可を持っ
ている。2018年の枠はゼロとなっているた
め、北朝鮮人労働者への新規の許可は、
現在発給されていない」とヤキメンコ課長

ラビイナヤ湾に立地。619ヘクタールの敷
地には娯楽センターとカジノのほか、21の
ホテル、12のゲストハウス、ヨットクラブ、ア
ルペンスキーコース、その他通年利用の
観光娯楽施設の建設が予定されている。
同プロジェクトは3段階で実施されることに
なっており、最終段階の終了は2022年の
予定だ。

ウラジオ国際空港で
トランジットエリアの営業開始

（インターファクス2月2日）
（株）ウラジオストク国際空港（VIA）は

国際線・国内線の乗継客に快適なサービ
スを提供するトランジットエリアの営業を開
始した。今後はウラジオストクで出国する国
内線の乗客も、エアサイドから出ることなく
次の便の手続きを受けることができる。トラ
ンジットエリアに最初に入ったのは、ソウル
と東京に向かうユジノサハリンスク発3210
便の乗客だった。

アレクサンドル・ボブロフVIA 空港業務
部長によれば、トランジットエリアの営業開
始に伴い、ウラジオストク空港は、ロシア極
東やシベリアの諸都市に向かう東アジア
諸国の乗降客にとって主要な玄関口にな
ることができる。

これまでの発表では、ウラジオストク空港
は2017年に217万9千人の乗降客を取り
扱い、これは2016年の実績を18％上回っ
ている。

2017年のアムール州
ガス事業工事で税収14億ルーブル

（アムール州政府2月5日）
アムール州経済開発省はガス関連部門

の投資プロジェクトの実施による税収を総
括した。2017年にアムール州では「シベ
リアの力」ガスパイプラインとアムールガス
加工工場の関連施設の建設が行われた。

「シベリアの力」ガスパイプラインの工事
は同州に11億3460万ルーブルの税収入
をもたらした。これは2016年の5倍だ。ア
ムールガス加工工場も2億8470万ルーブ
ルの税収をもたらした。

題が話し合われた。
水産加工集積地には、水産品と肉製

品の物流センター、漁港、コンテナターミ
ナル、魚のフィレとカニ肉の加工工場が含
まれる。コンソーシアムのロシア側のパート
ナーはマグ・シー・インターナショナル社だ。
水産加工集積地の造成地として、ナジモ
フ岬が検討されている。タラセンコ知事代
行は、オリガ地区のラクシカ湾を提案した。

水産加工分野のプロジェクトを実施する
アイデアは昨年6月、ユーリー・トルトネフ副
首相兼極東連邦管区大統領全権代表が
行った韓国投資家デーの枠内で協議され
た。第3回東方経済フォーラムで韓国企業
コンソーシアムと極東投資誘致・輸出支援
エージェンシーの間でこのプロジェクトの実
行協定書が締結された経緯がある。

このプロジェクトに参加する企業のコ
ンソーシアムには、Korea Trading & 
Industries のほか、コリアン・シーフーズ、
ブサン・オーソリティ・ポート、ウニコ・ロジス
ティクスが含まれている。

中国のデベロッパー
沿海地方のリゾートに参画か

（インターファクス2月1日）
中国港湾工程有限責任公司（China 

Harbour Engineering, CHEC） が ㈱
沿海地方開発公社（統合型リゾート（IR）

「プリモーリエ」の事業主体）の投資プロ
ジェクトの実施に必要なインフラ施設建設
に関心を示している。沿海地方開発公社
広報室の発表によると、両社は沿海地方
内でのプロジェクト実施に係る投資活動、
情報サービスと投資家のサポートでの連
携に関する協定書に署名した。

ロシア駐在の CHEC の代表者は、中国
側は一連の分野での提携に前向きだと話
している。「我々はロシアのプロジェクトへ
の投資を真剣に考えている。しかし、義務
を負う前に、我々は情報を精査し、これら
プロジェクトの実施の将来性を評価しなけ
ればならないので、より多くの系統的情報
が必要だ。交渉の結果や同業者の勧めか
ら、極東開発公社が沿海地方での投資
活動において信頼できるパートナーになりう
ると我々は判断した」と中国側の代表者
は述べている。

IRプリモーリエはウラジオストク郊外のム
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要なインフラ施設の整備、沿海地方から中
国への牛乳輸出許可の取得、中国からロ
シア・沿海地方への乳牛の輸入許可の取
得、中国側の技術者（2000人の雇用のう
ち300人が中国人技術者で、残りは極東
住民を採用）の就労ビザ手続きの簡素化、
さらに設備や資材の輸入手続きが話題と
なった。

石炭会社
ネリュングリの空港再建に着手

（極東開発省 HP 2月21日）
コルマル社（石炭採掘・加工）がネリュン

グリ市（南ヤクーチア）の空港再建のデザ
イン設計に投資することを決定した。同社
はさらに、空港を国際空港にするよう求め
ている。

コルマル社のセルゲイ・ツィビレフ社長に
よれば、空港建設プロジェクトは未完成だ。
「40年前に滑走路が建設された。もちろ
ん、その近代化が必要だ。空港ビルディン
グは建設されていない。ソ連崩壊前にビル
が着工したが、屋根や窓をつけるのが間
に合わなかった。最近鑑定が行われ、この
建物は工事には適さないとわかったので
撤去しなければならない。そこで、最新式
の空港ビルと全機種の受け入れが可能な
滑走路の改修のプロジェクトが別途、実施
される」とツィビレフ社長は説明した。

国家プログラム「ロシア交通システムの
整備（2010～2020）」の「極東関連項目」
に、ロシア極東の空港の再建費がつけら
れた。昨年末にはメドベージェフ首相が財
務省、運輸省、経済発展省に対し、2019
～2021年連邦予算に40カ所のロシア極
東の空港の再建費を盛り込むよう指示し
た。ネリュングリの空港もこのリストに含まれ
ている。

ウラジオの未完成ホテルの経営に
日本企業が乗り出すか

（インターファクス2月22日）
日本の（株）ホテルオークラがアメリカの

ハイアットの代わりにウラジオストク市内のホ
テル複合体の事業主体になるかもしれな
い。沿海地方政府広報室の発表によると
21日、アンドレイ・タラセンコ沿海地方知事
代行とホテルオークラの荻田敏宏社長との
日本での会談で、ホテル事業の実施につ

2020年までに沿海地方から
海軍施設最後の原子力電池搬出

（KORABEL.RU 2月13日）
タス通信は極東放射性廃棄物処理セン

ター「ダリラオ」（沿海地方フォキノ閉鎖都
市、政府系「ロスアトム」傘下）の関係者
の談話として、沿海地方に残っていた海
軍施設の廃棄放射性同位体熱電気転換
器（RTG）を処理するために、沿海地方か
ら2年以内に搬出すると報じている。これら
は僻地の灯台等の電源として使われてい
る。

「会社の操業開始（2000年）から、157
機の RTG が改修され安全な場所に保管
された。そのうち121機が処理のために
沿海地方の外に搬出された。残り36機は
2018～2019年に搬出される」とこの関係
者は述べた。

ロスアトムはこれまでに、ロシア極東の原
子力潜水艦の使用済み核燃料の搬出作
業を終え、この地域から使用済み核燃料
を完全に撤去したと発表していた。また、ダ
リラオでは直近の過去15年間に1万2000
立方メートル余りの液体放射性廃棄物が
工業用水レベルの水質に処理された。

中国企業が沿海地方の畜産業に
3億ドル余りを投資する

（極東開発省 HP 2月13日）
極東投資誘致・輸出支援エージェ

ン シ ーと 中 国 の Zhong Ding Dairy 
Farming 社が意向書に署名した。この
意向書に従い、沿海地方の「ミハイロフス
キー」先行経済発展区（TOR）で畜産場

（牛5万頭）の建設と飼料基地の拡充（5
万ヘクタール）、日量500トンの牛乳生産の
ための投資プロジェクトが実施される。プロ
ジェクトへの投資総額は3億200万ドルに
なる。中国側は既に、農場建設と60台の
機械及び家畜の購入、土地の借り入れに
1830万ドルを投資している。

2月7日にハルビンでユーリー・トルトネフ副
首相兼極東連邦管区大統領全権代表と
Zhong Ding Dairy Farming 社の経営
陣との交渉が行われた。この会談にはア
レクサンドル・クルチノフ極東開発次官と極
東投資誘致・輸出支援エージェンシーのレ
オニード・ペトゥホフ長官が同席した。

この交渉では、プロジェクトの実施に必

は述べた。
昨年12月、国連安全保障理事会は10

回目の対北朝鮮制裁決議案を全会一致
で可決。ロシアは当時、人道的見地から
北朝鮮労働移民の無条件の本国帰還の
条項の削除に成功した。「今は、24カ月以
内の彼らの本国帰還が問題となっている。
同時に、この要求は受け入れ国家の国民
となった北朝鮮人、あるいは国内法及び
国際法に則って帰還が許可されない北朝
鮮人を対象としない」とロシア連邦外務省
では当時、説明していた。

フィンランド
沿海地方の造船事業に関心を示す

（PortNews 2月13日）
沿海地方のアレクサンドル・コステンコ第

一副知事はフィンランドのミッコ・ハウタラ駐
ロ特命全権大使と会談した。沿海地方知
事・政府広報室の発表によると、双方は造
船業での沿海地方とフィンランドの協力の
強化について話し合った。

コステンコ第一副知事は、沿海地方政
府が沿海地方、特に造船・船舶修理の
振興への投資呼び込みに前向きだと述べ
た。沿海地方には、造船業集積「ズベズ
ダ」や「東部造船所」などの大型プロジェ
クトがあり、これらの企業は受注を確保し
ている。「我々はこれらの受注向けの部品
の現地生産プログラムを作成中だ。明確
な販売市場の存在があるので、これらのプ
ロジェクトは有望投資家の興味を引く。さら
に、我々は、造船の新しい製造プロジェクト
に取り組んでおり、漁船建造を組織する可
能性を探っている」と第一副知事は語っ
た。
「皆さんの造船プロジェクトは興味深

い。我が国代表団は既に、造船業集
積『ズベズダ』を訪れた。これは現代的
で大規模なプロジェクトだ」とミッコ・ハウタ
ラ大使は述べた。第一副知事との会談
には、造船業界のフィンランドの大手企業

（ABB Marine and ports、Craftmer、
Champion door、Wartsila Vostok、Zak 
Export Consulting ほか）の関係者が同
席した。
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いて話し合われた。
「我々は、投資家がホテルを完成させて

開業するために、この未完成の建物を49
年のコンセッションにするつもりだ。両国首
脳、プーチン大統領と安倍首相に開業時
のテープカットをしてほしい」とタラセンコ知
事代行は述べた。

荻田社長は、オークラ側の専門家が既
に建物の状態を調査し、現在、複合施設
の営業コンセプトをまとめている最中だと話
した。日本側は3月末までに施設について
結論を出し、共同で検討するために、最大
限効率的な施設の活用案を複数、提出す
ることにしている。

これまでの報道によると、2012年ウラジオ
ストクAPEC 首脳会議準備の枠内で、ウ
ラジオストクで2つのハイアットブランドの5つ
星ホテルの建設が始まった。一つはカラベ
リナヤ・ナベレジナヤ通りのビジネスホテル
と、もう一つはブルヌイ岬のスパホテルだ。
これらの施設はハイアットブランドで着工し
たが、現在、ブルヌイ岬の方は他の事業主
体への移管が予定されている。

メドベージェフ首相「ロ極東の
さらに4空港で電子ビザ発給可能に」

（DV.land 2月22日）
ロシア極東の4つの空港で外国人の電

子ビザ手続きを導入する技術的体制が
整っていることを、メドベージェフ首相が閣
議で発表した。「昨年、我々は初めて、外
国人の入国の簡素化のための電子ビザ
発給メカニズムを法律化した。このメカニズ
ムはウラジオストク自由港で導入され、良い
結果を示した。ウラジオストク空港での電子
ビザの簡易手続きは既に実施されており、
さらに4つの空港が新しい作業体制に移
行する技術面の準備が整っている」とメド
ベージェフ首相は述べた。

政府は今日、ロシア極東に現代的で好
適なビジネス環境を整備するためのこの地
域の投資面の魅力向上を目指す一連の
法案を検討することにしている、と首相は
述べた。

日本企業
ロ極東との航路開設を検討

（極東連邦管区 HP 2月22日）
日本の澤山グループがロシア極東と日本

を結ぶ航路を開設するという沿海地方の
オファーに賛同したことを、同地方広報室
が伝えている。

新航路の開設については、ロシア側の
代表団の公式訪日の際に協議された。沿
海地方のアンドレイ・タラセンコ知事代行は、

「このようなクルーズはロシア人観光客にも
日本人観光客にも需要があるだろう」と述
べた。タラセンコ知事代行は、将来的に中
国の港も入れて航路を拡大する可能性も
考えている。

2017年には外国の客船がウラジオスト
ク港を15回訪れ、1万3000人余りの外国
人観光客が沿海地方の名所旧跡を見学
した。

日本企業が沿海地方で
生ごみによる有機肥料の生産を計画

（極東連邦管区 HP 2月22日）
日本の澤山グループが沿海地方で、生

ごみをリサイクルして肥料をつくる工場を開
設するかもしれない、と沿海地方政府広報
室が伝えている。

澤山精一郎代表によれば、グループは
4つのごみ焼却場を所有している。同時
に、ごみの一部が有機肥料に利用されて
いる。日本企業が有する技術は、世界的
に認められた。「その有効性を裏付ける文
書はすべて揃っている。当社はこのような
肥料の購入も、沿海地方での工場開設も
提案することができる」と澤山代表は述べ
た。

一方、沿海地方のアンドレイ・タラセンコ
知事代行は、沿海地方にとって、現地生
産化が重要で、しかもこのプロジェクトは本
格的な投資を必要としていないことを強調
した。

会談で双方は、澤山グループの専門家
が有望な工場の建設用地を選びに沿海
地方を訪れ、製品の試供品が送られること
で合意した。コンスタンチン・ボグダネンコ沿
海地方副知事によれば、沿海地方の温室
栽培地の一つがごみリサイクル肥料のテス
ト用地になりそうだという。また、沿海地方
から日本で直接このノウハウの学ぶために
人が派遣される。

中国がロシア6地域産の小麦の
輸入禁止を解除

（DVland 2月26日）
中国が2016年に施行されたロシア6地

域からの小麦の輸入植物検疫での輸入
禁止を解除したことを、中国の国家品質
監督検査検疫総局（AQSIQ）が発表し
た。今後、アムール州、チェリャビンスク
州、ノボシビルスク州、オムスク州、クラスノ
ヤルスク地方、アルタイ地方の農業生産者
は再び、小麦を中国に輸出することができ
る。

中国側の依頼に応じて、ロシアは必要
なモニタリング及び監督検査の結果をす
べて提供し、中国が輸入する小麦に有毒
な細菌が入り込むリスクを軽減するための
措置を講じなければならない。これら6地域
から輸出される小麦は他の地域産の小麦
と混合してはならない。小麦は中国に着き
次第、加工に送られる。

沿海地方で使用済み紙おむつから
燃料ペレットを製造か

（インターファクス2月27日）
日本の（株）スーパー・フェイズが沿海地

方で燃料ペレットの工場をつくる可能性を
探っていることを、沿海地方政府広報室
が27日、発表した。

使用済み紙おむつ処理工場はナデジ
ディンスキー地区タブリチャンカ集落に建
設されることになっている。工場はごみ処
理工場団地に入ることになる。こうして作ら
れた燃料ペレットは一戸建て住宅や製造
業で使われる。
「日本では既に、そうしている。この小さ

なペレットは他の多くの燃料よりも優れてい
る。熱量はコークス炭に匹敵する。ただし
灰は出ないし、コストは3分の2だ。実は、
ボイラーはこれにふさわしいものが必要だ。
しかし、それらは石炭や、重油、ガスを使う
ものよりは安い」と日本側の関係者は沿海
地方訪問時に指摘した。
「我々 ABAトレードは日本のスーパー・

フェイズと、沿海地方にこの種の工場をつ
くるという合意書を締結した。これは、興味
深く、有望で、環境に悪影響を与えない」
というABAトレード社のアレクサンドル・パ
リチコフ社長の談話を沿海地方広報室は
伝えている。
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の促進に重大な意味を持っている。黒龍
江省検査検疫局は入国食糧リスク評価
専門家グループを設け、『入国ロシア産大
豆に対するリスク分析報告』を完成し、輸
入大豆の「準入」（国内市場への導入
を許可すること）問題を解決した。また、
入国食糧安全リスクと遺伝子組換への監
視管理計画を科学的に策定し、抜き取り
検査の割合を引き下げて通関時間を短縮
し、関係企業の時間・コストの削減に尽力
した。

フフホト空港
2017年の旅客数は1035万人

（内モンゴル日報1月16日）
フフホト空港が2017年の主要輸送指標

を発表した。空港は9.6万便の航空輸送
を保証したほか、旅客数は1035万人、貨
物・郵便取扱量は4万トンに達し、前年比
それぞれ18.5％、26.4％、5.8％の伸びとな
り、すべての増加幅が全国の平均水準を
上回った。フフホト空港の年間旅客数は12
月19日に「1000万人」を突破し、全国で
32番目の「千万人級空港」となった。

フフホト空港に就航した航空路線は合
計172本、42社の航空会社により運航さ
れ、就航先はラサ以外のすべての省都を
含む80都市をカバーしている。

対ロ越境人民元業務
5年間で8.3倍

（黒龍江日報1月16日）
中国人民銀行ハルビンセンター支店か

らの情報によれば、支店ではここ数年、黒
龍江省と「一帯一路」建設との結びつきを
推進するために、金融政策の支援を拡大
し、積極的に金融資源を投入している。こ
れにより、対外金融はめざましい進展をみ
せると同時に、明らかな効果が現れてい
る。そのうち、対ロ越境人民元業務の規模
は2012年の8.6億元から2017年の71.43
億元に増加し、8.3倍となった。

2017年の黒龍江省の越境収支総額は
178.1億ドル、外貨決済販売総額は152.9
億ドルとなった。対外金融市場の活発な状
況は次第に高まり、外貨資金の黒龍江省
の外国貿易への貢献度はかなり強化され
ている。

越境保証と輸出入の信用貸付業務も

メートル、運行時速160キロ、当面は直通
旅客列車を1往復運行する。フフホト－オル
ドス間の旅客列車は包頭市を迂回するこ
とがなくなり、運行距離と運行時間が大幅
に短縮された。また、フフホト－オルドス鉄道
は、フフホト・包頭・オルドス3都市間の鉄道
網の「最後の一辺」を結び、すでに運行し
ている集包鉄道（ウランチャブ市集寧区－
包頭間）と包西鉄道（包頭－西安間）と併
せて「黄金の三角」となった。

内モンゴル－東北間の初の高速鉄道
レール敷設段階へ

（内モンゴル日報1月8日）
1月7日午前、中国鉄道総公司第14局

の CPG 型レール敷設機が遼寧省阜新市
彰武駅で最初の長さ500メートルの鋼製
軌条を軌道枕木に敷いたことにより、内モ
ンゴル自治区と東北地域をつなぐ初の高
速鉄道、内モンゴル通遼駅から遼寧省新
民北駅に至る高速鉄道が正式にレール敷
設の段階に入った。

関係筋によれば、鉄道全線のレール敷
設は今年6月に完成する見込みで、7月に
は設備全体の調整・試験が行われる予定
だ。この高速鉄道路線は国家中長期鉄
道網計画に盛り込まれた「八横八縦」高
速鉄道網の一部で、建設中の京瀋（北京
－瀋陽）高速鉄道とつながってから東北
地域ひいては全国の高速鉄道網に組み
込まれる。全長197km、設計時速250km。
この高速鉄道の開通は、通遼から瀋陽
までの所要時間を現在の約5時間から約
1.5時間に、通遼から北京までの所要時間
を現在の約14時間から約3.5時間に短縮
し、内モンゴル自治区東部の経済発展に
も重要な役割を果たすだろう。

黒龍江省口岸のロシア産大豆輸入量
50万トン突破

（黒龍江日報1月12日）
黒龍江省検査検疫部門によれば、

2017年、黒龍江省内の口岸がロシアから
輸入した大豆が過去最多の51.55万トン
に達し、前年比33.95％の伸びとなった。

黒龍江省は国家の対ロシア農業協力
の主要な省であり、良質なロシア産非遺伝
子組換大豆の輸入を拡大することは、海
外の農業園区建設への支援と口岸発展

■中国東北�

ESPO 中国向け第2支線が稼働
（DV.land 1月1日）

（中国黒龍江省発）新華社の報道によ
ると、中国国内を通る2本目のロシア産原
油輸送用パイプラインが1日、正式に商業
運転を開始した。中国へのロシア産石油
の輸出量を年間3000万トンに拡大するこ
とが可能となる。

国境の漠河を大慶と結ぶ941.8キロの
支線パイプラインの工事は2016年8月に始
まった。PetroChina Pipeline Company
の事業本部長が新華社に語ったところに
よると、第2パイプラインは第1パイプライン
に並行して走っている。「このプロジェクト
は中ロのエネルギー協力の深化を目的と
し、中国の提唱する『一帯一路』イニシア
チブに貢献することだろう」と事業本部長
は述べた。

エレンホト
輸入貨物輸送量1000万トン突破

（内モンゴル日報1月2日）
エレンホト鉄道国際口岸は口岸の優位

性を十分に発揮し、鉄鉱石、銅鉱石粉末、
木材、石炭、原油など多様な太宗貨物輸
送を展開し、輸出入貨物輸送量が著しい
伸びを示した。2017年12月27日現在、同
口岸の輸出入貨物輸送量は1125.00万ト
ン（前年同期比15.92％）となり、その内輸
入貨物輸送量は初めて1000万トンを超え
て1005.89万トン（前年同期比130.57万ト
ン14.92％増）に達し、口岸開設以来61年
で最高となった。

フフホト－オルドス鉄道運行開始
ジュンガル旗での旅客列車不通に幕

（内モンゴル日報1月4日）
中国鉄路総公司フフホト局グループ有

限公司によれば、フフホト－オルドス間の鉄
道が2017年12月31日に運行を開始した。
途中でオルドス市ジュンガル駅を経由し、フ
フホト－オルドス間の所要時間を3時間以
上から2時間5分に短縮した。これにより、
ジュンガル旗での旅客列車不通の歴史が
幕を閉じた。

フフホト－オルドス鉄道は総距離232キロ
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材輸送しかできない制度を法律面から解
決したロシア連邦732号法案が2017年12
月10日に正式に実施された。鉄道輸送によ
り、以前の道路輸送に比べ4時間節約す
ることができる。

長春税関の調べによれば、2017年12
月16日にはすでに199.35トンの冷凍海産
物や豆豉（トウチ）など6種類の貨物を積
んだ9個のコンテナが「琿春－ザルビノ－釜
山」航路で韓国に運ばれた。今回のコン
テナ貨物は、「琿春－ザルビノ－釜山」航
路が多品目貨物の双方向輸送を実現した
ことを示している。琿マ鉄道は通常運行に
向けて一歩を踏み出し、吉林省の対ロ経
済貿易大ルートも一歩広がった。

陸昊省長
パナソニックグループ一行と会談

（黒龍江日報2月2日）
2月1日午後、陸昊・黒龍江省長がハル

ビンで日本のパナソニックグループ役員、
中国・北東アジア地区総代表、パナソニッ
ク電器（中国）有限公司の横尾定顕董事
長一行と会談した。

陸省長は、2016年4月にパナソニックグ
ループが招致に応じて省と協力したチチ
ハル・コールドチェーン物流プロジェクト第
一段階の順調な遂行に感謝した。さらに、
中国の主要な社会矛盾が変化してきた中
で、黒龍江の発展優位性を注視し、国内
総需要に将来性があって長年にわたって
蓄積してきた農業・林業・生態などの資源
優位性を把握し、人民の良好な生活に必
要な製品とサービスに転化する市場に向
かう必要がある。パナソニックグループがこ
れを機に黒龍江における有利な諸分野に
注目し、協力のチャンスを探ることを望んで
いる。また、われわれは電子貿易プラット
ホームを積極的に推し進め、短期間で生
産地域と市場の中心にいる消費者との距
離を近づけようと取り組んでいる。コールド
チェーン物流が良質な農産物の生産・貯
蔵輸送・販売に重要な役割を果たすため、
パナソニックグループが黒龍江省でコール
ドチェーン物流産業を発展させ続け、黒
龍江の現代農業の発展に寄与することを
歓迎すると述べた。

横尾董事長は、パナソニックグループは
コールドチェーン物流、藁の総合利用、点

近年、「一帯一路」をさらに推進し「中
モロ経済回廊」の建設の歩みを加速させ
ることにともない、中モ両国は貿易面で迅
速な発展を遂げた。貿易決済コスト削減と
為替レートリスク回避のため、両国の取引
先はトゥグルグ決済の需要を高めてきた。
内モンゴル自治区は中国人民銀行と外貨
管理部門の大きな支援の下で、エレンホト
口岸を中心にトゥグルグ決済のルートを切り
開こうとしてきた。

初の中国国内へのトゥグルグ調達業務
に次いで、今回モンゴルへの支払いが実
現したことで、トゥグルグの双方向越境調
達方式が正式に達成された。同時に、モン
ゴルへのトゥグルグ現金支払いの実現は、
中モ両国の銀行が進めている両国通貨
建て決済をさらに便利にし、「中モロ経済
回廊」の建設の促進と両国の経済・貿易
協力の強化に現実的な意義を持つ。

満洲里経由の出入国中欧班列
2017年は1302本

（内モンゴル日報1月23日）
満洲里税関によると、2017年に満洲里

鉄道口岸から出入国した中欧班列は合
計1302本で、前年比25.68％の伸びとな
り、2年連続で1000本を超えた。

2013年9月に「蘇満欧」（蘇州－満洲里
－ヨーロッパ）班列が開通して以来、2017
年末時点で、満洲里鉄道口岸から出国す
る班列は31路線、入国する班列は11路
線に達した。主要貨物集荷地は全国19
省・自治区・直轄市の60都市をカバーし、
海外の12カ国と繋がっている。

琿春－マハリノ鉄道
通常運行に一歩

（吉林日報1月24日）
先頃、韓国のバター茶やムラサキノリ、

精米機、アルミホイルなどの雑貨貨物を
積んだ列車が琿春口岸から入国した。こ
れは琿マ（琿春－マハリノ）鉄道が初めて

「琿春－ザルビノ－釜山」航路のコンテナ
輸入で請け負った貨物だった。貨物金額
は44.2万ドル、貨物量は153.4トン。

これまで「琿春－ザルビノ－釜山」航路
の輸送貨物は、ロシアのザルビノ港で積
み替え、道路輸送しなければならなかっ
た。琿マ鉄道の発展を制約する石炭と木

安定的に発展しており、黒龍江省の対
外保証総額は2012年の13.9億ドルから
2017年の32.6億ドルに増加した。

また外債管理政策も緩和され、企業の
外債利用の希望も高まっている。黒龍江
省の外債資金利用規模は2012年の11.2
億ドルから2017年の19.3億元に増加し
た。外債資金は主に農副産品加工、電力
生産・供給などの重要な分野に用いられ、
国外の低コスト資金の持続的な流入を実
現し、黒龍江省企業の資金調達費用を有
効に引き下げている。

黒龍江省企業の国際市場への進出願
望はかなり強く、単純な商品輸出から商品
輸出と資本輸出の双方を重視するように
変化している。2017年末までに、すでに
454社の企業が国外に設立され、574社
が国外の投資企業に出資している。同時
に、「一帯一路」沿線の国家への投資規
模も飛躍的に増加し、対外投資を実施し
て、黒龍江省企業の資本輸出を支え、国
際競争に有効に参加できるようになった。

対ロ金融協力方面では、二国間の金
融協力メカニズムがたえず健全化されてお
り、中ロの人民元外貨建て決算、対ロ投
融資、対ロ電子商取引支払などの業務が
飛躍的に発展している。黒龍江省の商業
銀行9行の支店やロシアの商業銀行27行
の支店が口座を代理する関係を確立し、
双方の銀行が共同で設置している口座は
133ある。対ロ越境電子商取引支払サー
ビスプラットホームが設立され、決算業務
75.9億元が処理されている。さらに、ルーブ
ルの現金が綏芬河で試験的に使用され、
その処理業務は3.5億ルーブルに達してい
る。

モンゴルへのトゥグルグ越境支払
中国で初めて実現

（内モンゴル日報1月18日）
中国人民銀行フフホトセンター支店によ

れば、数日前、3000万トゥグルグの現金が
内モンゴル・エレンホト口岸から出国してモ
ンゴル銀行に運ばれたことにより、中国国
内で初めてのモンゴルへのトゥグルグ現金
越境支払業務が成功裏に実現された。こ
れはエレンホト口岸でのトゥグルグ決済方
式が全面的に導入されたことを意味して
いる。
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江省へ運ばれる。輸送時間はこれまでの4
日から1日に短縮した。これは中国鉄道ハ
ルビン局集団有限公司が打ち出した「複
合連携輸送コンテナ」班列という貨物輸
送の新方式だ。

黒龍江省のトウモロコシ・米・ジャガイモ
は南方の多くの都市に輸送・販売されると
ともに、単純な原料販売から加工製品に
移行している。今年初め、中国鉄道ハルビ
ン局集団有限公司と海運・自動車輸送会
社が協力して、「複合連携輸送コンテナ高
級品専用線」という貨物輸送の新方式を
打ち出し、鉄道・道路・海運・港湾が共同す
る輸送方式を取り入れた。目的地まで直通
させることで輸送効率を向上させる。コン
テナ班列は毎日固定の列車番号・編制・時
間・ルート・コンテナという専用列車モデルで
運行される。
「複合連携輸送コンテナ」班列は20

フィートと40フィートコンテナを使用し、トウ
モロコシ・大豆・米などの穀物とデンプン・飼
料・シロップなどの加工製品を鮁魚圏港に
輸送。そこから山東省、江蘇省、上海市、
浙江省、湖南省、湖北省、重慶市など沿
海・沿江の省市に運ばれ、自動車による付
帯輸送とネットでの追跡が可能となってい
る。

ハルビン税関
通関の「高速化」を実現

（黒龍江日報2月21日）
2017年、ハルビン税関では通関時間

を3分の1短縮する目標をたてた結果、昨
年12月の輸入通関時間は3.6時間で、全
国の通関時間短縮目標値よりも4.6時間速
かった。輸出通関時間は0.1時間で、全
国の時間短縮目標値よりも0.8時間速かっ
た。輸出入の通関時間ともに以前より大
幅に向上した。ハルビン税関で開かれた
2018年業務会議での情報だ。

2017年、ハルビン税関は全国の通関一
体化改革に力を入れ、査定・総合業務・検
査配置など関係する改革を順調に進め、
税関の管轄を機能化させる改革を着 と々
推進した。さらにハルビン税関では「自己
申告と各自納付」といった企業の新しい納
税方式を始めた。2017年12月、大慶ボル
ボ自動車製造有限公司は「自己申告・納
入、後払い一括納税」モデルでハルビン

ハルビンから満洲里経由でロシアのザバイ
カリスク、ノボシビリスク、エカテリンブルグ
までの電子商品貨物列車を運行する。中
国鉄道ハルビン局集団有限公司は鉄道
輸送の支援を行い、龍運集団はドアツード
ア配送を実施し、運営組織にも責任をも
つ。今年1年の貨物発送量は50万トン、越
境輸送の注文は480万件に達する見込み
だ。

輸出貨物だけでなく、輸入貨物も一貫
輸送に載せることができる。一貫輸送セン
ターを基地とし、国外からの輸入貨物をハ
ルビンまで一括輸送し、税関手続を終えた
後、市区および周辺の貨物であれば龍運
集団の車両により配送される。その他の省
市への貨物は道路・鉄道連携輸送によっ
て配送される。

省東部のロシア商品集散センター
オープン

（黒龍江日報2月11日）
2月10日、鶴崗市工農区で黒龍江省東

部地域ロシア商品集散センターとロシア生
活体験広場が正式に営業開始した。

近年、鶴崗市はロシアのハバロフスク市
とユダヤ自治州ビロビジャン市との経済・貿
易協力を全面的に推進している。ロシア商
品集散センターと生活体験広場の完成に
より、鶴崗市ひいては省東部の住民がそ
の場で適正価格のロシアの食を味わい、ロ
シアやユダヤの生活風俗を体験すること
ができるようなった。

商品集散センターと生活体験広場プロ
ジェクトは、ロシアのマキシム社が投資して
建設したもので、ロシア商品総合スーパー、
ロシア油絵芸術区、ロシア特色文化推進
普及区、ロシア芸術品区、ユダヤ文化体
験区、ロシア料理リゾート区、淘宝（タオパ
オ）区 、芸能広場の8ゾーンに分かれてお
り、ロシアから直輸入した40品目3000種類
余りの製品で構成されている。

ハルビン鉄道
道路・鉄道・海運連携輸送を構築

（黒龍江日報2月12日）
11日早朝、デンプン製品を積んだ39両

の X2402 コンテナ列車が綏化駅を出発
し、22時間後に営口港（鮁魚圏北港）に 
到着した。同地から山東省、上海市、浙

滴灌漑技術の応用などの面で双方の協
力を強化し、ウィンウィン関係の実現を願っ
ていると述べた。

スキーブームの下で
観光業がグレードアップ

（吉林日報2月6日）
今年の元旦連休で、吉林の人々の

ウィーチャットモーメンツ（朋友圏）に最も多
く投稿されたのがスキーだった。スキーは
市民生活の新たなトレンドになりつつある。
スキーブームの誕生は、人々の幸福な生
活の一面を反映すると同時に、吉林省観
光業のグレードアップと発展を説明してい
る。

2017年に発表された『中国スキー青
書』によれば、現在、中国内のスキー人
口は年間20％以上増えている。スキーは
観光と一体になったスポーツで、消費を牽
引する要因となっている。また、スキーはス
キー場、道具、信頼できる常駐救護体制
が必要とされ、より良い体験と行き届いた
サービスはより高い消費につながる。その
ほか、よいスキー場の多くは簡単に行けな
い郊外や山奥にあるため、食事や宿泊の
消費は避けられない。消費者の多くは高
額消費をためらわず、スキーのような贅沢
なスポーツに時間と精力を注ごうとしてい
る。これは人々の消費レベルが向上したこ
とを示している。

国際道路鉄道一貫輸送センターの
プロジェクトが始動

（黒龍江日報2月9日）
「一帯一路」の建設を推進し、黒龍江

省の「1つの窓口創設、4つの区の建設」
という発展方向を実現するため、2月8日、
中国鉄道ハルビン局集団有限公司と黒龍
江龍運集団が協力して「国際陸上越境・
道路鉄道一貫輸送センター」プロジェクト
を正式に稼働させた。ハルビンの新香坊
コンテナターミナルを集荷輸送の中心とし、
綏芬河駅と満洲里駅を中間物流拠点とし
て、個別の貨物を集めて配送し、双方の
駅・輸送力・サービス資源を統合し、ドアツー
ドアの越境物流、シームレス輸送サービス
システムを構築する。

毎日定時にハルビン－綏芬河、ハルビン
－満洲里の往復列車を運行し、不定期に
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モンゴル
EU のブラックリストから削除

（MONTSAME 1月24日）
ユーロ圏財務相会議は23日、ブリュッセ

ルで会合を開き、財政の透明性の確保と
租税犯罪撲滅のためにしかるべき措置を
講じていない国々のブラックリストから一部
の諸国を除く問題が処理された。このリスト
からはモンゴルとさらに7カ国（パナマ、韓
国、UAE、バルバドス、グレナダ、マカオ、
チュニス）が削除された。

これを受けて、モンゴル外務省は、EU
の規定を満たすために、我が国の租税法
規の改善・修正のための措置を2年以内
に講じると政府が約束したことを発表した。

「その結果、今後 EU 加盟国との連携及
び協力を拡大強化するための障害は、こ
れモンゴルにはもうない」とモンゴル外務省
のプレス資料に記されている。

2020年までに
2つ目の衛星の打ち上げを計画

（MONTSAME 1月30日）
モンゴル国立大学の図書館で30日、

「小型衛星で発信される情報の学術・経
済・社会分野での効率的利用」と題する
会議が開かれた。この会議にはモンゴル
人民共和国英雄で宇宙飛行士のグラグ
チャー氏、モンゴル国科学アカデミーのレ
グデル総裁、アルタンゲレル大統領顧問、
そのほかモンゴル国立大学や科学アカデ
ミー、天文公園、非常事態局、気象環境
モニタリング局の名誉研究者、鉱業・重工
業省及び自然環境・観光省の関係者が出
席した。北海道大学の高橋幸弘教授をは
じめとする日本の研究者も出席した。

会議では、人工衛星から得られた情報
をベースにした科学、社会、経済分野のモ
ンゴルでの喫緊の問題処理に関する11の
報告が行われた。モンゴル国立大学のトゥ
ムルバートル学長によれば、我が国は2つ
目のモンゴルの人工衛星を2020年までに
打ち上げることにしている。

国産のコーヒー製品を製造
（MONTSAME 2月5日）

近年、モンゴル人はコーヒーをよく飲むよ
うになり、朝食に一杯のコーヒーを飲まない
朝を想像できない人が既に大勢いる。

韓国
モンゴル人の就労枠拡大に前向き

（MONTSAME 1月16日）
フレルスフ首相は16日、韓国訪問の枠

内で金栄珠雇用労働部長官と朝食を共
にした。金長官は、就労契約にしたがっ
て来韓するモンゴル国民はよく働いている
とし、モンゴル人の就労枠の拡大に前向き
な姿勢を示した。

また、このビジネスブレクファストでは、韓
国政府の無償援助を使って雇用主と就活
者のための情報システムをモンゴルに整備
する可能性も話題となった。時間や所在地
に左右されずに韓国の求人情報を得るこ
とができるこの種のシステムは既に、カンボ
ジアやベトナムで順調に導入されている。

ウランバートルに
北東アジア輸出入銀行関係者が集合

（MONTSAME 1月24日）
大図們江イニシアチブ（GTI）の枠内で

23日、コーポレート・コンベンション・センター
で北東アジア輸出入銀行協会（EBA）作
業部会第8回会合が開かれた。会合には
中国、韓国の輸出入銀行とモンゴル開発
銀行、ロシア開発対外経済銀行（VEB）
の関係者が出席した。協会の議長権ホス
トは2017年からモンゴル開発銀行に移り、
その責任の範囲でモンゴル開発銀行はウ
ランバートルで作業部会の第8回会合を
組織した。

協会は前期、ロシアのザルビノ港（沿海
地方）の穀物ターミナル建設プロジェクト第
1段階実施向けの総額1億5300万ドル相
当の融資問題を処理した。2020年までに
実行されるプロジェクト第1段階は、穀物の
最大300万トンの積み替えを可能にし、第
2段階は最大1000万トン、第3段階は最大
2000万トンになる。

作業部会第8回会合では、協会の協力
で実施されているザルビノ港穀物ターミナ
ル建設プロジェクト第2段階向けの投資の
呼込みに関する意見が交換され、連携の
レベルアップを促すプロジェクトやプログラ
ムについて協議された。

税関管轄下の大慶税関で鉄のナットの輸
入申告をした。総額4876ドル、課税額は
8400元で、11秒で電子審査を経て保証を
受けて通関が許可され、秒単位での通関
が実現した。

中ロ東部天然ガスパイプライン
プロジェクト着工に全力

（黒龍江日報2月27日）
2月26日、李海涛・黒龍江省副省長が

大慶で中ロ東部天然ガスパイプライン建
設現場会議を開催し、工事中に遭遇する
問題の解決方法を検討し、実施速度を速
め、省内の部分については5月末までに全
面的に着工するよう求めた。省直属の部局
と沿線の各市・県・区は意思疎通して協力
し、土地の強制買い上げや立ち退きなど
の審査を行い、法律に基づいた基準で補
償を行い、権利者の合法的な権利を保証
し、社会の安定を図るよう努力しなければ
ならないとした。

中ロ東部天然ガスパイプライン工事は
黒龍江省黒河市の中ロ国境地域を起点と
し、9つの省市区を経由して上海に至るま
での3371キロに及ぶ。そのうち、黒河－長
嶺間（黒龍江省）と省内の天然ガスパイプ
ラインを接続して、町や工業、発電の燃料
に必要な天然ガスの主要な供給源とし、
2019年末までに黒龍江省内の部分の工
事を完成させて供用開始する計画だ。

■モンゴル�

MIAT が航空機の組立を完了
（MONTSAME 1月11日）

ツォグトバタル外務大臣、アジゾフ駐モ
ンゴル・ロシア大使他、政府・国会関係者
が MIAT モンゴル航空の技術・修理班が
行っている航空機 TVS-2MSの組立修理
作業を視察した。

MIATと民間航空総局は TVS-2MS
機の組み立てに共同で取り組んでおり、現
在は2機の組み立てが終わっている。この
機種は農業や国内のへき地の旅客輸送
に使われる可能性がある。エンジニアの話
では、TVS-2MS はモンゴルに非常に適し
た機種だ。それは、民間航空運送で一般
的な燃料を用い、さらに訓練を受けた労働
力とエンジニアが国内にいるからだ。
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の分野での協力協定が締結された。今年
5月28～29日に、同協定の推進と履行監
督に責任を負う両国政府間作業部会の
第6回会合が開かれる」と大臣は述べた。

ドゥッペル大使は、モンゴル・ドイツ共同工
科大学が今年、初めての卒業生を輩出す
ることを指摘。さらに大使は、鉱業開発部
門で最も需要の高い職種のメカトロニクス
クラスを工業短大に開設することも伝えた。
「我々は、専門人材育成協力の今後の
拡大の可能性を検討している」と大使は
述べた。

ロシア首相が鉄道による
中継貨物輸送条件の協定案に署名

（MONTSAME2 月27日）
ロシアのメドベージェフ首相が21日、鉄

道による中継貨物輸送条件に関するロシ
ア連邦政府とモンゴル政府間の協定書案
に署名した。この協定の目的は、貿易貨物
をロシアとモンゴルの国内、第三国で鉄道
を使って輸送するための条件の整備だ。
この新文書は、さらに、鉄道を使った両国
国内の中継貨物輸送に対する柔軟な料
率政策も見込んでいる。

としてインドの PMC 社を起用した。

製造会社のデータベース完成
（MONTSAME 2月20日）

国産工業製品の流通と販売の拡大、
国民への総合的情報提供のために電子
データベースが作成された。電子データ
ベースをつかって、製造業部門における有
効な政策を実行し、生産者の活動を最適
な形で管理することができる。今日現在で
6000社余りの企業が製造業部門で活動
している。責任者の話では、データベース
を使って裾野産業の能力を分析すること
によって、輸出されうる製品の量を判断す
ることができるという。

モンゴルとドイツ
鉱業の人材育成で協力

（MONTSAME 2月26日）
スミイヤバザル鉱業・重工業大臣は23

日、ステファン・ドゥッペル駐モンゴル・ドイツ
大使と会談した。会談の冒頭で大臣は、
鉱山開発部門の人材養成でのドイツ側の
協力に謝意を表明した。「モンゴルとドイツ
の政府間で鉱物資源、工業、テクノロジー

国民の需要を満たすため、国は、金
額にして年間300万～400万ドルの紅茶と
コーヒーを輸入している。今では、我が国
のコーヒー好きは国内企業が製造したコー
ヒーを飲むことができる。モンゴル企業ソド
ン・フーズ社は、微糖のインスタントコーヒー
の生産を始めた。原料は国外から輸入し
ている。
「我々は原産地証明書を取得して、既

に内モンゴルと、モンゴルの自由貿易区経
由で中国に、自社のコーヒーを輸出してい
る。最初の顧客たちは既に、当社の製品
の味と品質に満足している。彼らは購入に
大いに前向きだ」とソドン・フーズのガンバ
ヤル社長は語った。

2019年4月からウランバートルで
粗炭の燃焼が禁止に

（MONTSAME 2月8日）
モンゴル政府は大気汚染対策の推進

を続けている。これを受けて、2019年4月
からウランバートル市内では粗炭の燃焼の
禁止が導入される。モンゴルのフレルスフ
首相が6日、環境・観光省及びウランバート
ル市役所の幹部との会談で、これについ
て伝えた。

近年、ウランバートル市内の大気汚染
は、首都住民にとって深刻な問題となっ
た。農村部からの移住を主な理由とする
ウランバートル市の人口増加は、首都にお
ける汚染物質の排出の大幅な拡大につな
がった。増加人口の大部分はウランバート
ルのゲル地区に集中し、そこには低所得
者層が暮らしており、家庭の暖房用に石炭
と木材が燃やされている。

インド企業がインドの支援で
モンゴルに製油所を建設

（MONTSAME 2月20日）
モンゴル政府は定例閣議で、製油所建

設地としてドルノゴビ県アルタンシレ郡を選
ぶことを決定した。製油所建設プロジェク
トのフィジビリティ・スタディーはインドの政府
系企業 EIL 社が行っている。同社は3月
中に調査を終えて結果をモンゴル側に提
出することにしている。この製油所はインド
政府が提供する10億ドル規模の特別ロー
ンを使って建設される。これを受けてインド
側は、製油所建設プロジェクトの下請業者

海外ビジネス情報 MAP
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■秋田県　　　　　　　　　　

秋田港ターミナル来月完成
クルーズ船客へ対応

（秋田魁新報2月23日）
近年増加するクルーズ船客の利便性向

上に向け、県が秋田港中島埠頭に建設中
の観光案内や土産物販売などの機能を
備えたターミナルが来月下旬に完成する。4
月中旬から予定されるクルーズ船の寄港を
前に、観光客の受け入れ態勢を整える。

ターミナルは昨年10月に着工した。鉄骨
平屋建てで、床面積は約660平方メート
ル。岸壁側を全面ガラス張りにし、クルーズ
船が見渡せるデザインにした。約200人を
収容できるという。ターミナル内部には、県
内の観光地や特産品を紹介する総合案
内所、シャトルバスやタクシーの交通案内
所、土産物販売スペースのほか、休憩ス
ペースも設ける。

県内3港の輸出673億円、過去最高
中国向け医療機器好調

（秋田魁新報2月28日）
秋田、船川、能代の県内3港の2017

年の年間輸出額が前年比30.9％増の673
億1125万円となり過去最高を更新したこ
とが、秋田船川税関支署のまとめで分
かった。増加は5年連続。中国向け医療
機器が好調に推移したほか、亜鉛の市場
価格が上昇した影響もあり、数字を押し上
げた。

輸出額のうち一般機械は、中国向け医
療機器が4月から9カ月連続で増え、前年
比50.3％増の198億7500万円だった。東
南アジア向けの亜鉛インゴット（塊）を中心
とする非鉄金属は、輸出数量が前年を
7.5％下回ったものの、亜鉛の市場価格が
上昇したため、33.1％増の183億8800万
円となった。

■山形県　　　　　　　　　　

ラ・フランスとシャンマスカット
香港と台湾で計1.9トン完売

（山形新聞1月7日）

ラ・フランスとシャインマスカットの海外販
売に力を入れる天童市。本年度は香港、
台湾の2地域でプロモーションを展開し、
合わせて約1.9トンを完売する成果を残し
た。特に香港市場は有望で販売量は上
昇の一途。台湾でも王将ブランドが定着
し、春節（旧正月）に合わせた出荷が決
まった。

市農林課によると、プロモーションは生
産量日本一のラ・フランスの売り込みを狙い
に、6年目を迎える台湾で始めた。香港は
2年目。ともに洋ナシは米国産が流通して
いるが、酸味が強く敬遠されがちで、この
イメージを変えることに腐心してきた。

村山産業高
モンゴルの学校と協定締結へ

（山形新聞1月24日）
村山市の村山産業高（槙誠司校長、

555人）は、交流のあるモンゴル・ウランバー
トルの新モンゴル学園（ジャンチブ・ガルバ
ドラッハ理事長）と教育交流に関する協
定を来月に結ぶことを決めた。締結を前に
23日、同高生徒がインターネット中継で同
学園の高校生に学習成果を発表した。

協定は▽テレビ電話などによる交流▽
教員、生徒（学生）の相互派遣－などの
項目を盛り込み、2月1日に締結する。同高
が海外校と協定を結ぶのは初めて。同学
園との連携を強化し、双方が一層魅力あ
るグローバル教育の実現を目指す。

17年酒田税関　13年ぶり輸出超過
（山形新聞1月28日）

東京税関酒田税関支署は、2017年の
管内貿易概況（速報値）をまとめた。輸
出額は酒田市内に立地する企業の輸出
増などで前年比36.5％増の879億1728万
円。輸入額は発電事業に利用する石炭
輸入額増などで15.6％増の824億7479万
円。輸出額は4年連続の増加で過去最高
を記録。輸入額も2年ぶりに増加した。輸
出入の差引額は54億4249万円で、13年
ぶりの輸出超過になった。

同支署などによると、「その他の雑製
品」の輸出が前年比35.3％増。紙おむ

つや記録媒体（記録済を含む）が増加し
た。さらにパソコンやプリンターなど電算機
類の部分品（167.7％増）、半導体電子
部品の IC（46.8％増）が輸出総額の増
加を支えた。輸入は電算機類（周辺機器
を含む）が37.6％減少したものの、石炭が
30.9％、電算機類の部分品が17.2％それ
ぞれ増加したことなどが輸入総額を押し
上げた。

国連世界観光会議 in 山形開幕
30カ国300人、4日まで

（山形新聞2月2日）
東北初となる国連世界観光会議が1

日、山形市で開幕した。4日までの期間
中、約30の国と地域の観光や政府関係
者ら約300人が参加し、雪を観光資源とし
て活用する「スノーカルチャーツーリズム」
について、雪国山形を舞台に意見交換や
視察ツアーなどを通じて可能性を探る。初
日は文翔館で歓迎レセプションが開かれ、
参加者が本県の食と文化を堪能した。

立食形式で提供された料理は、鶴岡
市のイタリアンレストラン「アル・ケッチァー
ノ」の奥田政行オーナーシェフがプロ
デュース。芋煮や玉こんにゃくなどの山形
名物のほか、在来野菜を使った料理、庄
内浜の魚介を使ったすしなど約40種類を
用意し、奥田シェフが山形の食をアピール
した。会議は県、国連世界観光機関、
観光庁などが主催。国内での国連世界
観光会議は本県で5回目となる。

酒田から啓翁桜や舞娘
サンクトペテルブルク訪問6日出発

（山形新聞2月2日）
自治体間交流のため、ロシア・サンクト

ペテルブルク市を訪れる酒田市使節団の
結団式が1日、同市役所で行われた。丸
山至市長ら一行は6日に出発し、世界有
数の美術館・エルミタージュ美術館での啓
翁桜、雛人形の展示や酒田舞娘の演舞
披露、市民交流などを行う。

酒田市や県、JA などで組織する酒田
地区農産物輸出推進協議会が、2016年
からエルミタージュ美術館に啓翁桜を寄贈

列島ビジネス前線
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長は、2019年以降は週6往復を目指す意
向を明らかにした。県は同日、国際線全
体の夏ダイヤ（3月25日～10月27日）を発
表、中国・ハルビン線も週２往復から3往復
に増えるが、ソウル線（仁川）は再び減便
で3往復となる。

台湾線は16年11月に就航。佐渡への
観光ツアーが堅調で、4月からは、現行の
月曜と金曜に加え、水曜と土曜も運行す
る。

■富山県　　　　　　　　　　

県薬連、台湾団体と今春にも覚書
世界市場開拓後押し

（北日本新聞1月25日）
県薬業連合会（会長・中井敏郎東亜薬

品社長）は、台湾の大手製薬企業などで
構成する台湾医薬品連盟と交流促進に
向けた覚書を今春にも締結する方針を固
めた。加盟企業同士の新薬開発や販路
拡大といった提携をサポートし、新興国な
どグローバル市場の開拓を後押しする。

台湾医薬品連盟は、台湾北部の新北
市に本部を置き、14社が加盟する。これ
までに台北市で関西医薬品協会（大阪
市、旧大阪医薬品協会）と商談会を共催
したり、日台の製薬企業が集うセミナーを
企画したりして日本企業との連携を積極的
に進めている。

17年県内貿易輸出4年ぶりプラス
ロシア向け中古車回復

（北日本新聞2月24日）
大阪税関伏木税関支署は23日、2017

年の県内貿易概況を発表し、伏木富山港
（伏木港、富山新港、富山港）と富山空
港を合わせた輸出額は、ロシア向け中古
自動車の回復などを受け前年比13.2％増
の1857億円となり、4年ぶりにプラスに転じ
た。輸入額は16.5％増の1680億円で3年
ぶりに前年を上回った。国別の輸出額は
1979年の統計開始以来、初めて中国が
トップとなった。

品目別の輸出額は自動車が64.1％増の
249億円。ロシア向け中古車は3万9908
台、214億円で、台数、金額ともに大幅に
増えた。原油高で好調なロシア経済を背
景にした購買力の回復が影響した。韓国

新潟空港ハルビン線、来月増便
1年ぶり週3往復に

（新潟日報2月14日）
中国南方航空が運航し、新潟－中国・

ハルビンを結ぶ定期便が3月25日から週3
往復になり、現在の週2往復から増便され
ることが13日、分かった。訪日客の需要
が見込まれるためで、2017年3月以来、
約1年ぶりに週3往復に戻る。

増便が決まったのは3月25日から10月27
日まで。これまでの月曜、金曜に加え、水
曜にも運航する。ハルビン線は1998年に
就航し、中国への「帰省路線」として定着
してきた。訪日観光の人気を受けて15年
に一時毎日運航となったが、その後は減
便傾向となり、昨年3月からは週2往復に
なっていた。

日本海横断航路、白紙に
検討委「貨物量の確保困難」

（新潟日報2月17日）
新潟港と北東アジアを結ぶ日本海横断

航路計画の妥当性を協議してきた県の検
討委員会の最終報告の内容が16日、明
らかになった。「十分な貨物量は確認でき
ない」と現状での航路開設は困難としてお
り、県は抜本的な戦略見直しを迫られる。
県が長年「環日本海交流」の目玉として
実現を探ってきた計画が、白紙に戻った
格好だ。19日からの県議会2月定例会で
の議論を踏まえ、県は3月末までに新たな
方向性を決める。

県は貨客船の就航を目指してきたが、
報告書案では、関係企業への調査など
から旅客の需要は見込めないと指摘。貨
物も利用企業が乏しいため、現状では黒
字化できるほどの量を確保できないとした。
一方で、今後も対岸との物流の可能性は
探っていくべきだとして、「貨物量を積み
増すことができるか見極める必要がある」
と求めた。

新潟空港夏ダイヤ
台湾線、4月から倍増

（新潟日報2月17日）
新潟空港と台湾を結ぶファーイースタン

航空（台湾）は16日、現在は2往復の台北
（桃園国際空港）線を、4月から4往復に
倍増すると発表した。来日した張綱維会

し、館内展示をした実績から総務省の交
流促進事業に採択され、訪問事業を実
施する。

■新潟県　　　　　　　　　　

鄭韓国総領事、知事と面会
五輪機に観光客増を

（新潟日報1月5日）
駐新潟韓国総領事に昨年12月28日付

で就いた鄭美愛（ジョン・ミエ）氏が4日、
県庁で米山隆一知事に着任のあいさつを
した。鄭氏は2月の平昌（ピョンチャン）冬
季五輪を機に本県から韓国への観光客
が増えることに期待し、「新潟空港－ソウ
ル便の毎日運航が実現するよう願ってい
る」と述べた。

また昨年12月に妙高市にオープンした
韓国資本の「ロッテアライリゾート」に関し、

「韓国の若者の就職にも貢献する側面
が考えられ、新潟との交流増進につなが
る」と指摘した。鄭氏は同総領事としては
初の女性で、筑波大に留学するなど計10
年の日本在住経験がある。

工作機械部品のエヌ・エス・エス
中国向け製造体制強化

（新潟日報1月17日）
工作機械部品製造のエヌ・エス・エス

（NSS、小千谷市）は中国向けの製造
体制を強化する。工作機械業界は中国
での需要の高まりを背景に好況が続いて
おり、同社も受注が増加。需要を取り込
むため、中国企業と技術提携して現地で
の製造、販売に乗り出すほか、小千谷市
内でも新工場を増設し、来月稼働させる。
売上高に占める海外取引分を現在の約
5％から、将来的に3割程度に引き上げた
い考えだ。

NSS が製造するのはスピンドルと呼ばれ
る部品。工作機械の主軸に使われ、切
削工具などを超高速で回転させる。NSS
は昨秋、山東省の部品メーカーと技術提
携。スピンドルを構成する部品の中でも特
に制度が求められる部分は小千谷市の
NSS 工場が担い、その他は現地で製造、
販売する。
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尋坊や永平寺などの観光情報を発信す
る。

■鳥取県　　　　　　　　　　

日韓ロ貨客船支援要望
鳥取県、継続前向き

（山陰中央新報1月30日）
中海圏域を中心とした企業や行政など

154団体で組織する環日本海経済活動促
進協議会の足立統一郎会長が29日、境
港に寄港する日韓ロ定期貨客船への財
政支援を2018年度も継続するよう、鳥取
県の平井伸治知事に要望した。平井知
事は「将来にわたる経営の安定が大切
だ」と述べ、前向きな考えを示した。

09年度に就航した定期貨客船は DBS
クルーズフェリー（韓国・東海（トンへ）市）
が運航する。17年度は県と中海・宍道
湖・大山圏域市長会が同協議会を通じ計
5300万円を負担し、運航経費の一部を
支援した。

米子空港、ソウル便5往復継続へ
韓国客の利用堅調

（山陰中央新報2月6日）
格安航空会社（LCC）のエアソウル（本

社・ソウル）は3月24日まで週3往復から5往
復へ増便した米子－ソウル便について、25
日以降も5往復を継続する方針を固めた。
韓国人客を中心に利用が堅調なためで、
鳥取県を通じて滑走路を管理する航空自
衛隊美保基地に滑走路の使用許可を申
請した。許可が下り次第、2月8日までに
国土交通省へ増便継続を届け出る。

■山　陰　　　　　　　　　　

17年の外国人入国者数
米子空港、境港で最多

（山陰中央新報1月17日）
広島入国管理局は、中国5県の2017

年の外国人入国者数（速報値）をまとめ
た。山陰両県の空港や港では、国際線
の利用が好調な米子空港と、クルーズ船
の寄港が増えるなどした境港が、それぞ
れ過去最多となった。

同局が入国審査を行った外国人を対
象に数えた。米子空港は、16年10月に格

今後の取り組みに向けて機運を高めた。
「日ロをつなぐ未来共創リーダー育成プ

ログラム」と称し、2021年までの5年間、
学生や研究者の人的交流と育成に力を
入れる。学生向けにはロシアへの短期留
学制度を設け、地元企業で留学生のイン
ターンシップの受け入れも進める。将来的
には、共同団体「石川～ロシア大学交流
コンソーシアム」を設立し、学生間交流を
促進する。予防医療やがん研究などの分
野で共同研究や研修の機会を増やし、日
ロ医学研究教育センターの開設も目指す。

■福井県　　　　　　　　　　

県内免税店数、最下位を脱出
3年で20倍、69店に

（福井新聞1月12日）
観光庁がこのほど発表した昨年10月1

日現在の消費税免税店数によると、福井
県は69店舗あり、67店舗の島根県を抜い
て最下位を脱出した。全国的に見れば極
端に少ない傾向に変わりはないものの、こ
の3年で20倍超に増えており、外国人誘
客の基盤整備が徐 に々進んでいる。

調査によると、福井県は前回調査（4月
1日現在）比で10店舗増だった。全国合
計は4万2791店舗で、都道府県別では
東京都（1万1038店舗）、大阪府（4586
店舗）、神奈川県（2459店舗）の順となっ
ている。ただ下位をみると、店舗数が2桁
なのは徳島（75店舗）、福井、島根各県
で、依然として数の少なさは際だっている。

香港にアンテナショップ
知事「商談の場に」

（福井新聞2月24日）
県産品のがん露拡大とインバウンド（訪

日外国人客）促進を目的に今秋、県は初
めて香港に期間限定でアンテナショップを
開設する。西川一誠知事は「販売員がバ
イヤーからの引き合い（問い合わせ）を県
内企業者に伝え、商談につなげる役割を
期待している」と述べ、商談の場として活
用する考えを示した。

県は今年10～12月の3カ月間、香港の
商業施設1カ所にブースを設置。日本酒
や越前焼、越前漆器などの県産品を展
示販売するほか、映像やパンフレットで東

向け科学光学機器は64.2％減の48億円。
液晶ディスプレーパネル製造用の偏光材
の輸出が他港にシフトしたため大幅に減少
した。

■石川県　　　　　　　　　　

JOLED 有機 EL パネル
台湾向けサンプル出荷

（北陸中日新聞1月6日）
中小型液晶パネル大手、ジャパンディ

スプレイ（JDI、本社東京 ）グループの
JOLED（ジェイオーレッド、同）は5日、石
川県川北町にある石川技術開発センター
の試験ラインで製造した次世代有機 EL
パネルを、台湾のパソコン大手 ASUS（エ
イスース）向けにサンプル出荷を始めたと
発表した。

製品は高精細な4K の21.6型で、昨年
12月にソニー向けに初出荷した製品と同
型。JOLED は次世代有機 EL パネルの
量産拠点として、昨年末に生産停止した
JDI の能美工場（同県能美市）を有力候
補として検討している。

ハルビンで東アジア文化都市開幕
金沢市訪問団、舞踊など披露

（北陸中日新聞1月10日）
日中韓3カ国の各都市で開かれる文化

イベント「東アジア文化都市2018」が5日、
3都市の先陣を切って中国ハルビン市で
開幕した。3月に開幕する金沢市からも訪
問団が参加し、日本舞踊などを披露して
祝福した。

東アジア文化都市は金沢市、ハルビン
市のほか、韓国・釜山広域市で、今年1
年を通じて多彩な文化イベントが繰り広げ
られる。金沢市によると、ハルビン市の開
幕式典はハルビン国際氷雪祭の開幕と合
わせて実施され、21カ国の国と地域から
490人が出席した。

金大とロの8大学・研究機関
金沢でシンポ、連携へ機運高める

（北陸中日新聞1月19日）
金沢大とロシアの8つの大学・研究機関

と連携する交流プログラムのキックオフシン
ポジウムが17日、金沢市内のホテルであっ
た。日ロの関係者ら約120人が参加し、
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韓国の会社、釜山－対馬航路に参入
利用者増え4社体制に

（西日本新聞2月3日）
韓国・釜山と長崎県対馬市北部の比田

勝港を結ぶ定期航路に2日、韓国の船会
社「韓日高速海運」が新たに参入した。
これまで JR 九州高速船を含む日韓3社が
運航しており、今回で4社体制となる。

対馬市などによると、韓日高速海運は
定員319人の高速船「オーロラ」（436トン）
を1日1往復させる。2日の釜山からの初便
は約110人が利用したという。今後、4社
合計では多い日で8往復となる。

を結ぶクルーズ船の定期便就航に向けた
覚書を上海港の運営会社と交わした。市
によると、クルーズ船の定期便が実現すれ
ばアジア初。日本と中国でクルーズ船の寄
港が最も多い両港が協力して、世界の運
航会社に定期便の就航を働き掛ける。

博多港の2017年のクルーズ船寄港数
は326回で、3年続けて国内最多。上海
港発着が約6割を占めることから、上海側
が昨年7月、福岡市に定期便就航への協
力を提案した。博多港発着の定期便が
実現すれば、外国人観光客が福岡や九
州に長く滞在できるようになる。

安航空会社（LCC）に運航を移管したソ
ウル便や、同年9月に新規就航した香港
便の外国人利用が伸び、前年比72.7％
増の2万9877人だった。境港は48.1％増
の4万29人。同港で入国審査を行う船が
17年は前年より7隻多い15隻になったこと
などが要因となった。

■九　州　　　　　　　　　　

博多－上海クルーズ定期便へ覚書
福岡市、中国の港湾会社と

（西日本新聞2月1日）
福岡市は31日、博多港と中国の上海港
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●中国　　　　　　　　　　　

2017年のGDP成長率は6.9％、安
定成長を維持

中国国家統計局が2018年2月28日に
発表した「2017年国民経済と社会発展
統計公報」によると、2017年の中国の国
内総生産（GDP）は前年比6.9％増の82
兆7122億元である。国内総生産に占める
第1次産業の割合は7.9％、第2次産業の
割合は40.5％、第3次産業の割合は51.6％
である。前年より第1次産業の割合が低下
し、第2次産業の割合が上昇し、第3次産
業の割合は横ばいである。

中国における社会全体の投資総額を
表す全社会固定資産投資額は、前年比
7.0％増加の64兆1238億元である。このう
ち、固定資産投資総額（農家除く）は同
7.2％増加の63兆1684億元である。投資
全体に占める割合が多い産業は製造業と
不動産業で、この傾向は例年と変わってお
らず、製造業への投資は前年比4.8％増
の19兆3616億元、不動産業への投資は
前年比3.6％増の13兆9734億元である。
固定資産投資総額を地域別にみると、東
部が前年比8.3％増の26兆5837億元、中
部地域が同6.9％増の16兆3400億元、西

部地域が同8.5％増の16兆6571億元で、
東北地域が同2.8％増の3兆655億元であ
る。

中国の工業生産に関する統計である
工業企業付加価値額は、前年比6.4％増
の27兆9997億元で、一定規模以上の工
業企業（年間売上高2000元以上）の付
加価値増加率は同6.6％増である。企業
形態別の成長率をみると、国有企業が同
6.5％増、集団企業は同0.6％増、株式企
業は同6.6％増、外資系企業は同6.9％増、
私営企業は同5.9％増であり、集団企業の
生産が微増にとどまった。

個人消費の統計である社会消費品小
売総額は、前年比10.2％増の36兆6262
億元である。消費形態で見ると商品の小
売は同10.2％増の32兆6618億元、飲食
業は同10.7％増の3兆9644億元だった。
消費地別の消費額では、都市部の消費
が同10.0％増の31兆4290億元だったの
に対して、農村部の消費は同11.8％増の
5兆1972億元だった。一定規模以上の
小売業で見ると、化粧品類（同13.5%）、
薬品類（同12.4％増）、家具類（同12.8％
増）、通信機材類（同11.7％増）が特に高
い成長率を示している。

中国の消費者物価指数である居住者

消費価格は1.6％の上昇である。項目別に
みると居住（前年比2.6％上昇）、医療保健

（同6.0％上昇）は高い上昇幅を示してい
る一方で、食品・たばこ（同0.4％下落）や
生活用品およびサービス（同1.1％上昇）
は物価上昇率の停滞が見られる。月ごと
の価格を見ても前年同月比ベースで0.8％
から2.5％と非常に変動の幅は小さく、この
一年間物価は穏やかな推移を示した。

2017年の貿易額は、前年比11.4％増の
4兆1044.7億ドルであり、輸出は同7.9％増
の2兆2634.9億ドル、輸入は同15.9％増の
1兆8409.8億ドルである。輸入の増加が輸
出の増加を上回っており、貿易収支黒字
は同17.0％減の4225.1億ドルとなった。ま
た、新規外資認可件数（銀行・証券を除
く）は前年比27.8％増の3万5652件で、対
中直接投資額（実行ベース）は同4％増の
1310.4億ドルである。「一帯一路」関係国
からの新規外資認可件数は3857件で、
前年比32.8％増となった。

中国社会の主要な課題の変化
習近平国家主席は、2017年10月に開

かれた中国共産党第十九回全国代表大
会で報告を行い、現在の中国社会の主要
な矛盾（課題）が「人民のますます増加す

北東アジア動向分析

（注）
・ 前年比、前年同期比。
・ 工業製品伸び率は国有企業及び年間売上高500万元以上の非国有企業の合計のみ。2011年からは年間売上高2,000万元以上の企業の合計である。
・ 2011年から、固定資産投資額の統計対象は計画投資額が50万元以上から500万元以上に引き上げた。また、都市部と農村部を統合し、「固定資産投資(農家除く)」として統計して
いる。農家の固定資産投資については別途集計している。
・ 外貨準備高は各年末、月末の数値。
・ 2006年以降の直接投資には、銀行・証券業を除く。
・ 2009年の実質GDP成長率は、中国国家統計局が2011年1月10日に発表した数値。2010年の実質GDP成長率は、中国国家統計局が2011年9月7日に発表した数値。2011年の
実質GDP成長率は、中国国家統計局が2013年1月7日に発表した数値。2012年の実質GDP成長率は、中国国家統計局が2014年1月8日に発表した数値。2014年の実質GDP成
長率は2015年9月7日に発表した数値。

（出所）中国国家統計局、中国商務部、中国人民銀行

単位 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
実質 GDP 成長率 ％ 9.7 9.4 10.6 9.5 7.9 7.8 7.3 6.9 6.7 6.9
工業総生産伸び率

（付加価値額） ％ 12.9 11.0 15.7 13.9 10.0 9.7 8.3 5.9 6.0 6.6

固定資産投資伸び率 ％ 25.9 30.1 23.8 23.8 20.3 19.6 15.7 10.0 8.1 7.2

社会消費品小売総額伸び率 ％ 21.6 15.5 18.3 17.7 14.3 13.1 12.0 10.7 10.4 10.2

消費価格上昇率 ％ 5.9 ▲ 0.7 3.3 5.4 2.6 2.6 2.0 1.4 2.0 1.6

輸出入収支 億ドル 2981 1961 1,831 1,551 2,311 2,592 3,825 5,945 5,100 4,225

輸出伸び率 ％ 17.5 ▲ 16.0 31.3 20.3 7.9 7.9 6.1 ▲ 2.8 ▲ 7.7 7.9

輸入伸び率 ％ 18.5 ▲ 11.2 38.7 24.9 4.3 7.3 0.4 ▲ 14.1 ▲ 5.5 15.9

直接投資額伸び率 （実行ベース） ％ 23.6 ▲ 2.6 17.4 9.7 ▲ 3.7 5.3 1.7 6.4 4.1 4.0

外貨準備高 億ドル 19,460 23,992 28,473 31,811 33,116 38,213 38,430 33,304 30,105 31,399

ERINA REPORT PLUS No.141 2018 APRIL



北東アジア動向分析

99 ERINA REPORT PLUS

1 ロシア連邦統計庁ウェブサイト（2017年3月6日アクセス）：http://www.gks.ru/bgd/free/b04_03/Isswww.exe/Stg/d03/20.htm。
2 ロシア連邦統計庁ウェブサイト（2017年3月6日アクセス）：http://www.gks.ru/free_doc/new_site/population/urov/urov_12kv.doc。2015年12月（前年同月比5.0％増）と
2017年1月（同8.8％増）を除けば、2014年11月から2018年1月まで一貫して減少傾向を示している。
3 TASS、 Januarry 31、 2018. “Russia will seek stronger integration of EAEU once it presides in 2018、 vows diplomat”: http://tass.com/economy/987910.
4 ユーラシア経済委員会ウェブサイト、2018年1月18日ニュース：http://www.eurasiancommission.org/ru/nae/news/Pages/18-01-2018-2.aspx。

●ロシア　　　　　　　　　　

2017年のロシア経済
2018年2月1日に、2016年 GDP 統計の

第3次改訂値と2017年 GDP 速報値が発
表された。2017年の GDP は92兆819億
ルーブル、年平均為替レート（1ドル＝58.34
ルーブル）換算では15.8兆ドルとなり、前
年85兆9178億ルーブル＝12.8兆ドル（同
67.06）から、名目的に6.2兆ルーブル＝3.0
兆ドル増大したことになる。この名目成長と
ともに、ロシア経済は1.5％増の実質成長も
達成し、2年連続した景気後退から抜け出
した。四半期別でみると、2016年第4四半
期から現在まで5四半期の間プラス成長
が続いている。

しかし、この景気回復は予想されたほど
ではなく、多くの成長率予測を0.2～0.5％
ポイント下回っている（ERINA REPORT

（PLUS） No. 140を参照）。このことは、
実際の経済回復プロセスが緩慢であった
ことも背景にあると考えられるが、統計改
訂という技術的要因も影響していると考え
られる。今次の改訂では2016年の成長
率が0.22％減から0.18% 減へと0.05ポイン
ト引き上げられた。また、2015年の成長率
も2.83％減から2.54％減へと0.29ポイント引
き上げられた（改訂前の数値は ERINA 
REPORT（PLUS） No. 139を参照）。

GDP の支出面を見ると、2017年の経済
成長は主に国内需要の増大によって支え
られたと理解できる。支出面 GDPを要因

分解すると、政府支出は0.9％減少したも
のの、家計消費の成長は3.4％増（寄与度
1.8％および寄与率119.7％）であり、非金
融資産の純取得を含む固定資本形成は
3.6％増（同0.8％および51.8％）の伸びを示
した。いずれの項目も前年の変化率を上
回って推移した。

一方で、成長を抑制する要因になった
のは、対外経済関係である。通関統計
ベースの貿易額は、輸出3571億ドル、輸入
2378億ドル、貿易黒字1193億ドルであり、
前年と比べそれぞれ2割強程度名目額が
増加した。ただし、2017年実質増加率は、
輸出5.4％増（2016年3.2％増）に対して、
輸入はそれを大幅に上回る17.0％増（同
3.6％減）であり、純輸出は実質減となった1。

その他の関連統計を見ると、固定資本
投資（表中）は5四半期連続で実質増とな
り、2017年の増加率は4.4％であった。小
売売上高も2年連続した減少を脱し、2017
年第2四半期以降の3四半期連続で増加
し、2017年の増加率は1.2％となった。ここ
に家計消費の伸びが反映されている。同
じく、名目月平均賃金は2016年の36709
ルーブルから2017年の39085ルーブルへ
7.2％増加し、その実質増加率も3.4％増で
あった。また、年金の実質増加率も3.6％
増であった。さらに、2017年の消費者物
価指数は前年のほぼ半分の2.5％というよ
うに穏やかなインフレ水準で推移した。し
かしながら、これらの経済のポジティブな動
きとは対照的に、実質貨幣可処分所得は

2014年以降の4年連続、2014年第4四半
期以降の13四半期連続で減少し、2017
年の実質減は1.7％減となった2。

最後に鉱工業の動向を見ておく。鉱工
業は2016－2017年と2年連続で増加傾
向を示しているが、全体としては2016年
1.3％増と2017年1.0％増のように低調に
推移している。鉱業部門の伸びは2.0％
増（2016年2.7％）、製造業は0.2％増（同
0.5％）、電気・ガスなどは0.1％増（同1.7％）
であり、成長の鈍化傾向が顕著である。

最近のユーラシア経済連合
ロシアは、2015年に設立された「ユー

ラシア経 済 連 合 」（EAEU：Eurasian 
Economic Union）の枠組みの中におい
てベラルーシ、カザフスタン、アルメニア、キ
ルギスとの地域経済統合を進めている。ま
た、中国との経済連携を模索し、「ユーラ
シア経済連合」と「シルクロード経済ベルト
構想」の連携を図ることでも合意している。

今年、ロシアはユーラシア経済最高評
議会、ユーラシア政府間評議会、ユーラ
シア経済委員会評議会の議長国となり、
ユーラシア経済連合の経済連携の強化を
ますます強めていく姿勢を示している3。そ
の一方で、プーチン大統領は、連合加盟
国に向けたメッセージの中で、「その他の
国 と々の相互に利益のある緊密な関係の
維持はユーラシア経済連合の発展にとっ
て決定的な意義を有している」と強調して
いる4。すでに EAEUとベトナムとの間で

る美しくて豊かな暮らしの需要と不均衡・
不十分な発展との矛盾」であると発表し
た。

中国社会の主要な課題に対する中国
共産党の公式見解は、1965年の中国共
産党第8回大会では「人民の先進的な工
業国を建設する要求と立ち遅れた農業国
の現実との矛盾、人民の経済・文化の急
速な発展に対する需要と現段階の経済・
文化の発展が人民の需要を満たすことが

できない矛盾」と発表し、1981年の中国共
産党第11回大会第6次会議では「人民の
ますます増加する物的・文化的需要と遅
れた社会生産力との矛盾」と発表したも
のがある。今回は36年ぶりに中国社会の
主要な課題に対する中国共産党の見解
を発表したことになる。

今回の発表では、初めて「不均衡・不十
分」という表現を使用した。中国の経済社
会は約40年の改革開放を経て、「立ち遅

れた農業国」や「遅れた社会生産力」か
らすでに脱却しており、一部の地域では先
進工業国並みの経済力を持つようになっ
ている。一方、地域間の不均衡や発展
の質が不十分である問題が現れるようにな
り、それが中国社会の主要な課題であると
いう認識である。適切な捉え方であるが、
今後の取り組みを見守りたい。

ERINA 調査研究部研究主任
穆尭芊
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FTA が締結されており、現在は、エジプ
ト、イスラエル、インド、イラン、セルビア、シ
ンガポールとの協議も続けられている。この
他にも、EU、上海協力機構、アセアンなど
との経済協力の協議が続けられている。

最新の貿易統計（EAEU statistics）
を見ると、ユーラシア経済連合の2017年

（1－12月）の輸出は4407億ドル、輸入

は3004億ドルであり、2014年の実績を下
回っているものの、2015－2016年よりも増
大した。この内、EAEU 内の取引のシェ
アは輸出において12.3％、輸入において
17.7％であった。国別で見ると、全体に占
める対EAEU加盟国との貿易総額のシェ
アは、全体で14.5％（2015年13.6％）、ロシ
ア8.9％（同8.2％）、ベラルーシ52.5％（同

49.5％）、カザフスタン22.4％（同21.3％）、ア
ルメニア29.0％（同26.5％）、キルギス38.6％

（同43.5％）であった。ベラルーシを筆頭
に、ロシア以外の各国の域内依存率はお
しなべて高い。

ERINA 調査研究部研究主任
志田仁完

●モンゴル　　　　　　　　　

モンゴル経済は投資とサービス、農業
部門の改善に支えられて成長を加速して
おり、登録失業者数は減少している。さら
に、貿易収支の黒字は拡大し、通貨トゥグ
ルグも増価している。

マクロ経済
2017年の実質 GDP 成長率は5.1％で

前年の1.0％から上昇した。部門別では
サービスが前年比8.5％、農業が同2.3％
成長したが、鉱工業・建設業は同1％に留
まった。さらに細分すると、銅精鉱と原油
の生産減によって鉱業は同6.9％減、建設

業は同0.8％減とマイナスを記録した。しか
し、製造業の生産は実質値で同22.8％成
長した。

需要項目別では、資本形成が前年比
36.2％の伸びであった。最終消費は、家
計消費の同4.3％の伸びを受けて同2.7％
となった。しかし、政府消費は同3.2％減と

2012 2013 2014 2015 2016 2017
GDP・実質成長率（％）（1） 3.7 1.8 0.7 ▲ 2.5 ▲ 0.2 1.5

固定資本投資・実質増減率（％）（2） 6.8 0.8 ▲ 1.5 ▲ 10.1 ▲ 0.2 4.4

鉱工業生産高・実質増減率（％）（3） 3.4 0.4 1.7 ▲ 0.8 1.3 1.0

小売売上高・実質増減率（％）（4） 6.3 3.9 2.7 ▲ 10.0 ▲ 4.6 1.2

実質貨幣可処分所得・増減率（5） 4.6 4.0 ▲ 0.7 ▲ 3.2 ▲ 5.8 ▲ 1.7
消費者物価

（前年12月比変化率、％）（6） 6.6 6.5 11.4 12.9 5.4 2.5

工業生産者物価
（前年12月比変化率、％）（7） 5.1 3.5 6.3 12.1 7.5 8.4

輸出額（10億ドル、通関データ）（8） 524.7 527.3 497.8 343.5 285.8 357.1

輸入額（10万ドル、通関データ）（8） 317.2 315.0 286.7 182.7 191.6 237.8

2016 2017 2018
1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1月 1月

GDP・実質成長率（％）（1） ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.4 0.3 0.5 2.5 1.8 1.2 - -

固定資本投資・実質増減率（％）（2） ▲ 3.5 ▲ 3.1 ▲ 0.8 3.2 1.4 5.0 2.2 6.4 4.4 -

鉱工業生産高・実質増減率（％）（3） 1.1 1.3 1.2 1.3 0.1 3.8 1.4 ▲ 1.7 2.3 2.9

小売売上高・実質増減率（％）（4） ▲ 5.0 ▲ 4.8 ▲ 3.8 ▲ 4.6 ▲ 1.6 1.0 2.1 3.0 ▲ 2.1 2.8

実質貨幣可処分所得・増減率（5） ▲ 3.3 ▲ 5.4 ▲ 6.9 ▲ 6.6 ▲ 0.6 ▲ 2.9 ▲ 1.8 ▲ 1.1 8.8 ▲ 7.0
消費者物価

（前年12月比変化率、％）（6） 2.1 3.3 4.1 5.4 1.0 2.3 1.7 2.5 0.6 0.3

工業生産者物価
（前年12月比変化率、％）（6）（7） 0.2 5.9 5.6 7.5 3.8 1.4 4.9 8.4 3.3 0.1

輸出額（10億ドル、通関データ）（8） 61.4 68.5 71.8 84.1 83.6 84.7 85.9 102.9 25.9 -

輸入額（10万ドル、通関データ）（8） 38.1 45.6 52.6 55.3 48.0 58.5 63.8 67.5 13.6 -

（1）2016年までの成長率は2011年版投入産出表に基づく改訂値（2018年2月1日更新）、2016－2017年・四半期データは2017年12月12日発表値、2017年1月はSEPの数値
である。四半期統計と年次統計は整合的ではない。2017年Q4の数値は筆者の計算値。

（2）2016年までの年次データは2017年12月27日改訂値、2016年四半期データおよび2017年以降はSEPの数値である。
（3）2014年までは全ロシア経済活動分類（OKVED）・第1.1版（2017年1月30日更新）、2015－2016年の数値（2017年11月1日更新）、2017－2018年の月次データ（2018年2
月16日更新）、2017年四半期データ（SEP）はOKVED・第2版の産業部門分類に基づく。

（4）2016年までは2018年2月16日改訂値、2017－2018年はSEPの数値である。2014年の増減率にはクリミア共和国とセバストポリ市が考慮されていない。2015年の増減率は、
中小企業調査の結果を踏まえた調整が行われている。

（5）2015年までは2018年2月21日改訂値、2016年は2017年12月27日改訂値、2017－2018年はSEPの数値である。2016年以降は暫定値である。2016年11月22日付「年金
受給者への一時給付金」に関する第385号連邦法に従って2017年1月に支給された一時給付を考慮しない場合、2017年1月と2018年1月の前年同期比増減率はそれぞれ1.3％増
と0.0％増になる。

（6）四半期・月次変化率は年初から当該期間までの数値である。2016年までは2018年2月26日改定値、2017－2018年はSEPの数値である。
（7）2012年まではOKVEDに基づく数値（2017年2月2日改訂）、2013－2016年はOKVED・第2版に基づく改訂値（2018年3月5日）、2017－2018年はSEPの数値である。
（7）2015年までは2018年3月1日改訂値、2016－2017年はSEPの数値である。
（出所）ロシア連邦統計庁（ロススタット）ウェブサイト最新値；SEP（『ロシアの社会経済情勢2018年1月』、ロシア連邦国家統計庁、2018年3月5日刊行）；省庁間統一情報統計シス
テム（UISISデータベース）。
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マイナスを記録した。
2017年の鉱工業生産額は前年比13％

増であったが、12月は前年同月比13.3％
減とマイナスを記録した。減少の要因は、
鉱業の同20.3％減によるものであった。12
月の石炭生産量は350万トンで、前年同
月の520万トンから減少した。また12月の
原油生産量は61万バレルで、前年同月の
73.13万バレルから減少した。2018年1月も
同様の減少が続いている。

2017年の消費者物価（CPI）上昇率
は、対前年比4.2％となった。2018年1月に
は前年同月比6.9％に上昇している。CPI
は通信を除く全ての部門で上昇している。
CPIの中で大きなシェア（全体の26.1％）を
占める食品及び非アルコール飲料は、12
月に前年同期比8.9％の上昇、三番目の
シェア（全体の14.4％）を占める交通は同
11.4％の上昇となった。同時期にレストラン・
ホテルの価格は同15％上昇し、全体で最
高となった。同様の傾向は2018年1月まで
継続している。

2017年の通貨トゥグルグの対米ドル平
均為替レートは、1ドル＝2440トゥグルグで、
前年から13.7％の減価となった。1月は同
2426トゥグルグとなり、前年同月比2.5％増

価した。
2017年の国家財政収支は1兆7400億

トゥグルグの赤字となり、赤字額は前年の3
兆6700億トゥグルグから縮小した。2017年
の財政収入は前年の5兆8400億トゥグル
グを上回る7兆2400億トゥグルグであった。
財政支出は前年の9兆5000億トゥグルグを
下回る8兆8900億トゥグルグであった。財
政支出の低下は主に純貸し出し（36.8％
減）と資本支出（30.3％減）の減少による
ものであった。一方、財・サービス支出は
0.7％の減少にとどまった。しかし、政府債
務の増大により金利支払いは17.2％増加
し、補助金も13.8％増加した。

2017年12月末の貨幣供給量（M2）は
15兆9000億トゥグルグ（65.2億ドル）であっ
た。これは前年同期を30.5％上回ってい
る。米ドル建てでは同じく33.1％上回ってい
る。一方、2017年12月末の融資残高は13
兆6000億トゥグルグで、前年同期を9.6％
上回っている。米ドル建てでは前年同期を
5.5％上回っている。

外国貿易
2017年のモンゴルの貿易相手国は163

か国で、貿易総額は105億ドルであった。

輸出は62億ドルで前年比26.1％増、輸入
は43億ドルで同29.1％増であった。この
結果、貿易収支は19億ドルの黒字となり、
前年を19.7％上回った。輸出の増加は鉱
産物、主に石炭の増加によるものである。
石炭の輸出金額は2017年において13億
ドル増加した。また2017年の輸出数量は
3340万トンで、そのうち3300万トンが瀝青
炭であった。

2017年の中国への輸出は前年を36％
上回る53億ドルを記録した。一方、中国
からの輸入は14億ドルで前年を34.6％
上回っている。韓国への輸出は前年を
37.2％上回る1160万ドルを記録した。韓
国からの輸入は1億9800万ドルで前年
を0.1％下回っている。ロシアへの輸出は
前年を21.3％上回る6770万ドルを記録し
た。ロシアからの輸入は12億ドルで前年を
38.3％上回っている。日本への輸出は前年
を5.6％上回る1480万ドルを記録した。日
本からの輸入は3億6310万ドルで前年を
9.8％上回っている。北朝鮮への輸出は
198万ドルであった。北朝鮮からの輸入は
34万2000ドルで前年を10.8％下回った。

ERINA 調査研究部主任研究員
エンクバヤル・シャクダル

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2017年
1Q

2017年
2Q

2017年
3Q

2017年
4Q

2017年
12月

2018年
1月

実質 GDP 成長率
（対前年同期比：%） 6.4 17.5 12.3 11.6 7.9 2.4 1.0 5.1 4.2 6.0 6.8 3.5 - -

鉱工業生産額
（対前年同期比：%） 10.0 9.7 7.2 16.1 10.7 8.8 12.3 13.0 24.1 20.6 10.2 ▲ 2.8 ▲ 13.3 ▲ 9.3

消費者物価上昇率
（対前年同期比：%） 10.1 9.2 14.3 10.5 12.8 1.9 1.1 4.2 2.2 3.5 4.7 6.6 6.4 6.9

登録失業者（千人） 38.3 57.2 35.8 42.8 37.0 32.8 34.4 25.5 34.4 29.1 25.4 25.5 25.5 24.2

対ドル為替レート（トゥグルグ） 1,356 1,266 1,359 1,526 1,818 1,971 2,146 2,440 2,475 2,401 2,436 2,447 2,434 2,426
貨幣供給量（M2）の変化

（対前年同期比：%） 63 37 19 24 13 ▲ 5.5 20.2 30.5 20.4 20.5 27.7 30.5 30.5 31.7

融資残高の変化
（対前年同期比：%） 23 73 24 54 16 ▲ 6.5 6.1 9.6 7.1 7.3 7.4 9.6 9.6 10.3

不良債権比率（%） 11.5 5.8 4.2 5.0 5.0 7.4 8.5 8.5 8.2 8.8 8.7 8.5 8.5 8.7

貿易収支（百万USドル） ▲ 292 ▲ 1,781 ▲ 2,354 ▲ 2,089 538 872 1,559 1,865 524 652 277 413 83.4 63

　輸出（百万 USドル） 2,909 4,818 4,385 4,269 5,775 4,669 4,917 6,201 1,300 1,806 1,477 1,618 514 424

　輸入（百万 USドル） 3,200 6,598 6,738 6,358 5,237 3,798 3,358 4,335 776 1,154 1,200 1,205 430 361
国家財政収支

（十億トゥグルグ） 42 ▲ 770 ▲ 1,131 ▲ 297 ▲ 868 ▲ 1,163 ▲ 3,668 ▲ 1,742 ▲ 255 ▲ 486 2.8 ▲ 1,004 ▲ 761 114

国内貨物輸送
（対前年同期比：%） 34.5 34.7 1.7 ▲ 1.3 20.1 ▲ 16.1 12.5 19.1 18.6 23.0 ▲ 8.3 33.3 - -

国内鉄道貨物輸送
（対前年同期比：%） 31.0 11.0 6.3 ▲ 0.5 2.8 ▲ 8.0 8.3 8.7 ▲ 0.7 10.6 15.1 9.3 24.6 45.8

成畜死亡数
（対前年同期比：%） 495.5 ▲ 93.7 ▲ 34.1 84.8 ▲ 63.0 56.0 2.3 ▲ 38.8 ▲ 67.6 - ▲ 40.0 40.7 - -

（注）消費者物価上昇率、登録失業者数、貨幣供給量、融資残高、不良債権比率は期末値、為替レートは期中平均値。
（出所）モンゴル国家統計局『モンゴル統計年鑑』、『モンゴル統計月報』各号 ほか
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●韓　国　　　　　　　　　　

マクロ経済動向
韓国銀行（中央銀行）が1月25日に公

表した2017年の経済成長率（速報値）は
3.1％で前年の2.8％を上回った。需要項
目別に見ると、内需では最終消費支出は
2.8％で前年の2.9％から若干低下した。固
定資本形成は8.6％で前年の5.2％から上昇
した。その内訳では、建設投資は7.5％で前
年の10.7％から低下した。一方、設備投資
は14.6％で前年の▲2.3％からプラスに転じ
ている。外需である財・サービスの輸出は、
2.0％で前年の2.1％から若干低下している。

2017年第4四半期の成長率（速報値）
は、季節調整値で前期比▲0.2％で、前期
の同1.5％からマイナスに転じた。需要項目
別に見ると、内需では最終消費支出は同
0.9％で前期の同1.2％から低下した。固定
資本形成は同▲2.0％で、前期の同1.2％か
らマイナスに転じた。その内訳では、建設投
資は同▲3.8％で前期の同1.5％からマイナ
スに転じた。設備投資は、同▲0.6％で前期
の同0.7％からマイナスに転じている。外需
である財・サービスの輸出は、同▲5.4％で
前期の同5.9％からマイナスに転じている。

2017年の鉱工業生産指数の伸び率は
2.3％であった。2017年第4四半期の伸び率
は季節調整値で前期比▲0.2%となり、前

期の同0.9％からマイナスに転じた。月次で
は季節調整値で、2017年12月に前月比▲
0.5％、2018年1月に同1.2％となっている。

2017年の失業率は3.7％で前年から横
ばいであった。2017年第4四半期の失業率
は季節調整値で3.7％であった。月次では、
2017年12月3.7％、2018年1月は3.6％となっ
ている。

2017年の貿易収支（IMF方式）は1199
億ドルの黒字で、前年の1189億ドルをわず
かに上回った。2017年第4四半期の貿易収
支は282億ドルの黒字、月次では2017年12
月には82億ドルの黒字である。

2017年の対ドル為替レートは1ドル＝1130
ウォンで、前年の同1160ウォンから増価し
た。2017年第４四半期は同1105ウォン、月次
では2017年12月に同1086ウォン、2018年1月
に同1067ウォン、2月に同1081ウォンと推移し
ている。

2017年の消費者物価上昇率は、前年比
2.0％であった。2017年第４四半期は、前年
同期比1.5％であった。月次では2017年12月
に前年同月比1.5％、2017年1月に同1.0％と
推移している。2017年の生産者物価上昇
率は3.5％であった。2017年第4四半期は前
年同期比3.0％でプラスとなった。月次では
2017年12月に前年同月比1.2％であった。

2018年及び2019年の経済展望
韓国銀行は1月18日に経済見通しを発

表し、2018年の成長率を3.0％と予測した。
これは2016年の実績3.1％を下回る値で
ある。また2019年の成長率は2.9％としてい
る。2018年の成長率については、年前半
が前年同期比3.2％、年後半が同2.8％とし
ている。

2018年の成長率を需要項目別に見る
と、内需は民間消費が2.7％で2017年実
績の2.5％を下回る。設備投資は2.3％で
2017年実績の14.6％から大きく低下する。
建設投資は▲0.2％で2017年実績の7.5％
からマイナスに転ずる。外需である輸出は
3.6％で2017年実績の3.6％から横ばいとし
ている。

2018年の失業率については3.8％で
2017年の3.7％から悪化する。雇用者数の
増加は30万人で2017年の32万人から縮
小すると見込んでいる。2019年について
は、失業率は3.7％、雇用者数の増加は29
万人としている。

一方、2018年の消費者物価上昇率は
1.7％で、2017年の1.9％から縮小すると予
測している。2018年については2.0％として
いる。

ERINA 調査研究部主任研究員
中島朋義

（注）国内総生産、最終消費支出、固定資本形成、鉱工業生産指数は前期比伸び率、生産者物価、消費者物価は前年同期比伸び率、株価指数は期末値
　　国内総生産、最終消費支出、固定資本形成、鉱工業生産指数、失業率は季節調整値
　　国内総生産、最終消費支出、固定資本形成、生産者物価、消費者物価は2010年基準
　　貿易収支、輸出入はIMF方式、輸出入はｆｏｂ価格

（出所）韓国銀行、統計庁他

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 17年
1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 17年

12月
18年
1月 2月

実質国内総生産（％） 3.0 3.3 2.6 2.8 3.1 1.1 0.6 1.5 ▲ 0.2 - - -

最終消費支出（％） 2.2 2.0 2.4 2.9 2.8 0.4 1.1 1.2 0.9 - - -

固定資本形成（％） 4.2 3.1 3.8 5.2 8.6 4.9 1.8 1.2 ▲ 2.0 - - -

鉱工業生産指数（％） 0.7 0.2 ▲ 0.6 3.0 2.3 1.3 ▲ 0.3 0.9 ▲ 0.2 ▲ 0.5 1.2 -

失業率（％） 3.1 3.5 3.6 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.6 -

貿易収支（百万USドル） 82,781 88,885 122,269 118,895 119,889 27,307 29,561 34,750 28,270 8,212 - -

輸出（百万USドル） 618,157 613,021 542,881 511,947 577,381 139,317 143,113 148,863 146,089 50,179 - -

輸入（百万USドル） 535,376 524,135 420,612 393,052 457,493 112,010 113,552 114,113 117,819 41,967 - -

為替レート（ウォン/USドル） 1,095 1,053 1,132 1,160 1,130 1,153 1,130 1,132 1,105 1,086 1,067 1,081

生産者物価（％） ▲ 1.6 ▲ 0.5 ▲ 4.0 ▲ 1.8 3.5 4.2 3.3 3.4 3.0 1.2 - -

消費者物価（％） 1.3 1.3 0.7 1.0 2.0 2.1 1.9 2.3 1.5 1.5 1.0 -

株価指数（1980.1.4：100） 2,011 1,916 1,961 2,026 2,467 2,160 2,392 2,394 2,467 2,467 2,566 2,427
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●朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）

崔竜海副委員長が松涛園総合食料
工場視察

2018年1月8日発『朝鮮中央通信』によ
れば、崔竜海朝鮮労働党副委員長が松
涛園総合食料工場を視察した。

南北高位級会談開催、北朝鮮が平昌
オリンピックに参加

2018年1月9日発『朝鮮中央通信』によ
れば、同日、板門店の「平和の家」（南
側）で南北高位級会談が開催され、北朝
鮮が平昌オリンピックに参加することが合
意された。

「新年の辞」貫徹のための決起集会
2018年1月9日発『朝鮮中央通信』によ

れば、「新年の辞」貫徹のための決起集
会が、軽工業、農業、水産部門の単位

（会社や協同農場、政府機関）で行われ
た。翌10日発『朝鮮中央通信』によれば、
建設、国土管理、科学、教育、保健、体
育、文化芸術部門の単位でも同様の集会
が行われた。

人民経済の自立性、主体性の強化を
呼びかける社説

2018年1月10日付『労働新聞』は人民
経済の自立性、主体性の強化を呼びかけ
る社説を掲載した。昨年の4度にわたる国
連安保理決議による制裁措置で、経済が
苦しくなることに対応したものと考えられる。

金正恩国務委員長が国家科学院を視察
2018年1月12日発『 朝 鮮中央 通 信 』

は、金正恩国務委員長が国家科学院（自
然科学部門の国営研究所）を視察したと
伝えた。

金正恩国務委員長が国民的歌手の
死去に際して花環を送る

2018年1月14日発『朝鮮中央通信』は
同日、金正恩国務委員長が、死去した人
民俳優で平壌学生少年宮殿声楽指導教
員であった金光淑氏の霊前に花環を送っ
たと伝えた。

崔竜海副委員長が新義州市の工場
と協同農場を視察

2018年1月15日発『 朝 鮮中央 通 信 』
は、崔竜海朝鮮労働党副委員長が、平壌
北道新義州市の新義州化粧品工場と石
下協同農場を視察したと報じた。

化学工業における自立性を高めるた
めの対策

2018年1月16日発『 朝 鮮中央 通 信 』
は、化学工業部門での自立性を高めるた
めの対策を進めており、特に C1化学工業
を作り出すための準備作業を慎重に行っ
ていると報じている。同工業は、北朝鮮に
豊富に産出する石炭を使って、それを液
化、ガス化し、石油化学と同じような製品を
作るものである。

金正恩国務委員長が平壌教員大学
視察

2018年1月17日発『 朝 鮮中央 通 信 』
は、金正恩国務委員長が新たに改築され
た平壌教員大学を視察したと報じた。

内閣全員会議拡大会議の開催
2018年1月20日発『 朝 鮮中央 通 信 』

は、内閣全員会議拡大会議が朴奉珠総
理をはじめとする内閣のメンバーの参席の
下で開催されたと報じた。会議では、昨年
の朝鮮労働党中央委員会第7期第2回全
員会議が提示した「革命的対応戦略」が
要求する自立性と主体性を高め、人民生
活を改善向上させる上で提起される問題

を討議したとのことだ。

2月8日を建軍記念日に
2018年1月23日発『 朝 鮮中央 通 信 』

は、同月22日、朝鮮労働党中央委員会政
治局が、2月8日を朝鮮人民軍の創設の日
であるとする決定書を発表したと報じた。こ
の決定は、朝鮮労働党が成立した後に、
正規軍としての朝鮮人民軍が創設された
とすることにより、朝鮮人民軍は朝鮮労働
党の軍隊として、党の下にあることを明確
にすることが目的であると考えられる。

金正恩国務委員長が平壌製薬工場
を視察

2018年1月25日発『 朝 鮮中央 通 信 』
は、金正恩国務委員長が平壌製薬工場
を視察したと報じた。

朴奉珠総理がC1化学工業創設のた
めの建設現場視察

2018年1月25日発『 朝 鮮中央 通 信 』
は、朴奉珠内閣総理が、C1化学工業創
設のための建設現場を視察したと報じた。

南北経済協力の動向
（1）南北交易額

韓国・統一省は2017年7月までしか南
北交易額を発表していない。2017年1〜
7月の搬入（輸入）ゼロ、搬出（輸出）73
万4837ドルの合計73万4837万ドルであっ
た。全額が非商業性取引の「対北支援」
であり、品目としては、63万ドルが医薬品で
あった。
（2）人的交流

南北間の往来を見ると、2017年1〜7月
の期間、南から北への訪問が51人、北か
ら南への訪問は63人であった。

ERINA 調査研究部主任研究員
三村光弘



104ERINA REPORT PLUS

年度
搬　　入 搬　　出

合計
計 うち一般貿易 うち委託加工 うち開城工業

団地 計 うち一般貿易 うち委託加工 うち開城工業
団地

1989 18,655 0 0 0 69 0 0 0 18,724 
1990 12,278 0 0 0 1,188 0 0 0 13,466 
1991 105,719 0 0 0 5,547 0 0 0 111,266 
1992 162,863 638 638 0 10,563 200 200 0 173,426 
1993 178,167 2,985 2,985 0 8,425 4,023 4,023 0 186,592 
1994 176,298 14,321 14,321 0 18,249 11,343 11,343 0 194,547 
1995 222,855 21,174 21,174 0 64,436 24,718 24,718 0 287,291 
1996 182,400 36,238 36,238 0 69,639 38,164 38,164 0 252,039 
1997 193,069 42,894 42,894 0 115,270 36,175 36,175 0 308,339 
1998 92,264 41,371 41,371 0 129,679 29,617 29,617 0 221,943 
1999 121,604 53,736 53,736 0 211,832 45,883 45,883 0 333,437 
2000 152,373 71,966 71,966 0 272,775 57,224 57,224 0 425,148 
2001 176,170 72,579 72,579 0 226,787 52,345 52,345 0 402,957 
2002 271,575 102,789 102,789 0 370,155 68,388 68,388 0 641,730 
2003 289,252 111,639 111,639 0 434,965 73,370 73,370 0 724,217 
2004 258,039 107,746 107,746 52 439,001 68,213 68,213 41,634 697,040 
2005 340,281 131,226 131,226 19,794 715,472 78,503 78,503 156,943 1,055,754 
2006 519,539 159,387 159,387 75,943 830,200 93,571 93,571 222,853 1,349,739 
2007 765,346 204,519 204,519 101,179 1,032,550 125,393 125,393 339,498 1,797,896 
2008 932,250 257,345 257,345 290,103 888,117 150,965 150,965 518,342 1,820,366 
2009 934,251 254,044 254,044 417,935 744,830 155,670 155,670 522,617 1,679,082 
2010 1,043,928 222,505 222,505 705,268 868,321 95,054 95,054 737,588 1,912,249 
2011 913,663 3,704 3,704 908,935 800,192 0 0 788,698 1,713,855 
2012 1,073,952 843 0 1,073,128 897,153 0 0 892,976 1,971,105 
2013 615,243 589 0 614,649 520,604 0 0 517,524 1,135,847 
2014 1,206,202 178 0 1,205,771 1,136,437 0 0 1,132,038 2,342,639 
2015 1,452,360 183 0 1,451,966 1,262,116 0 0 1,251,599 2,714,476 
2016 185,523 34 0 185,483 146,018 0 0 144,925 331,540 

2016/1-7 0 0 0 0 735 0 0 0 735 

（出所）韓国・統一省『南北交流協力動向』各号

（表）1989～2017年7月の南北交易統計 （単位：1000ドル）

ERINA REPORT PLUS No.141 2018 APRIL



105 ERINA REPORT PLUS

役員の異動
＜辞任＞
平成30年3月31日付
　業務執行理事　田中徹（ERINA 事務局長）
＜就任＞
平成30年4月1日付
　業務執行理事　丸山由明（ERINA 事務局長）

職員の異動
＜退職＞
平成30年3月31日付
　特別研究員　鈴木伸作
＜異動＞
平成30年4月1日付
　経済交流部長　安達祐司（経済交流部部長代理）
　総務部長　小倉貴子（総務部部長代理）
　総務部総務課主任　吉田亜紀子（総務部総務課主事）
＜採用＞
平成30年4月1日付
　企画・広報部企画・広報課企画員　風間めぐみ

ERINA日誌
2月1日	� 第4回中国地域経済研究会（東京、穆研究主任ほか）
2月1日	� 日本国際問題研究所「安全保障政策のボトムアップ

レビュー」公開シンポジウム・発表（東京、三村主任研
究員）

2月2日	� 国際情勢研究所「ロシア研究会」（東京、新井調査
研究部長）

2月16日	� 日本海横断航路のあり方検討委員会（新潟県庁、新
井調査研究部長）

2月19日	� 第5回賛助会セミナーについて「中国におけるシェア
バイクの爆発的普及―その背景と日本への示唆」プ
レスリリース

2月21日	� 環日本海懇談会幹事会・講師（新潟市、三村主任研
究員）

2月22～23日 国連DESA・ESCAP「Global SDG7」会議参加
（新保企画・広報部長代理、山口企画員）

3月2日	� 国際情勢研究所「ロシア研究会」（東京、新井調査
研究部長）

3月2日	� 平成29年度第5回賛助会セミナー
	� 「中国におけるシェアバイクの爆発的普及―その背

景と日本への示唆」
	 会場：ホテル日航新潟「朱鷺」
	 講師：慶應義塾大学経済学部教授　駒形哲哉
3月3日	� 第3回韓国システム研究会（東京、中島主任研究員）
3月6日	� 公益社団法人北海道国際交流・協力総合センター

（HIECC）「第7回北海道で考える北東アジア国際
情勢シンポジウム」【ERINA後援】発表（札幌、三村
主任研究員）

3月8～9日	� 第5回中国地域経済研究会（山梨県山中湖村、穆研

究主任ほか）
3月14日	 環日本海懇談会幹事会・講師（新潟市、穆研究主任）
3月16日	� 国際シンポジウム「大図們江地域の現状と将来発

展：モンゴルの参画」開催・発表（ウランバートル、エン
クバヤル主任研究員、三村主任研究員）

3月20日	� 新潟東港コンテナターミナル活性化協議会（新潟市、
安達経済交流部長代理ほか）

3月20日	� 一般社団法人日本経済団体連合会・日本ロシア経済
委員会「ロシア極東への投資誘致の促進に向けた
説明会」参加（東京、新井調査研究部長ほか）

3月23日	� 「地域経済協力と国際文化構築シンポジウム」発表
（中国・湛江、三村主任研究員）

3月26日～	� 島根県立大学大学院北東アジア開発研究科イン
ターン受入れ（李奎 ～5月25日）

3月27日	 平成29年度第2回理事会

研　究　所　だ　よ　り
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お願い
ERINA REPORT（PLUS）の送付先が変更になりましたら、
お知らせください。

通算27回目となった2018年の「北東アジア経済発展
国際会議（NICE）イン新潟」を今号では特集しました。
ここ2～3年はさまざまな工面をしながら多くの海外講
師を迎えています。加えて今回は、多岐にわたる協力
分野（開発金融、貿易、交通、エネルギー、ICT、労
働力移動、観光、地域開発戦略、ビジネス、自治体協
力など）をカバーし、幅広い議論を行いました。しか
し会議を運営する立場からすると、新潟県外からの聴
衆の数が伸びず、メディアの関心も前年ほど集められ
なかったのは反省点です。内容については、本号をじっ
くりお読みください。調査研究資料としてはもちろん、
これから対外経済交流を進めていこうとする方々にも
示唆に富む報告が多々あったのではないかと思います。
セミナー報告では、ERINAの三村光弘主任研究員に
よる「金正恩時代の北朝鮮の特徴と今後」を掲載し
ました。予定される米朝会談を前に、こちらもぜひ
ご参考ください。
今号から発行日を20日にさせていただきました。動
向分析の最新データを収集・分析するタイミングを
考慮した結果です。なにとぞご理解いただきますよう、
よろしくお願いします。

（N）

編 集 後 記




